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1ごあいさつ

　一般社団法人日本ロボット工業会は、1972 年 10 月に産業用ロボット懇談会を日本産業用ロボット工業会
に改組して発足以来、2022年 10月をもちまして創立 50周年を迎えました。
　当会の定款では、その設立目的を「我が国ロボット産業の振興を図るとともに、広く産業の高度化及び社会
福祉の向上に資し、もって国民経済の健全な発展と国民生活の向上に寄与する」としております。そして、こ
の目的を達成するためのミッションとして、研究開発の推進、利用技術の普及促進、人材育成、市場・技術動
向等に関する情報収集・分析、技術情報の発信、標準化の推進、業界間交流や産学交流及び国際交流の推進等
についての様々な活動を行ってまいりました。

　この間、我が国のロボット産業は、1970 年代の実用化時代、1980 年代の普及時代を経て今日に至るまで、
その利用の大部分を製造業のものづくりの場において、3K作業や技能労働力不足への対応、生産性や品質の
向上といった効率的な生産体制の構築や今日のグローバル化に対応した国際競争力の強化など、経済的・社会
的ニーズに貢献してきました。そして、その産業規模は 2021 年に、受注額において念願であった 1兆円を
初めて超えるとともに、現在も世界トップの地位を堅持しております。

　今日、我が国は経済のグローバル化、少子・高齢化の加速による労働人口の減少、自然災害の多発や社会イ
ンフラの老朽化といった諸課題に加え、パンデミックやカーボンニュートラル、さらには地政学的リスクに伴
うエネルギー・食料問題や、このところの円安の加速といった新たな経済・社会的課題にも直面しております。
　このような中、当会ではロボット技術を課題解決型技術と位置付けており、ロボットはこれまでのものづく
り現場のみならず、社会の様々な分野のニーズへの対応に向けて、その活躍の場は一層広がるものと思われま
す。それらの新たなニーズに応え、革新技術に基づく製品やシステムをいち早く世の中に送り出していくこと
は、ロボット産業の発展となるとともに、国内外で直面する諸問題の解決や、さらには SDGs などへの貢献に
もつながるものと期待しております。

　本年度、当会では、「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」を統一テーマとする 50周年記念事業を実
施してまいりましたが、その一環として、2050 年に向けた「ロボット産業ビジョン」を策定しました。本ビ
ジョンでは、2050年の我が国の “ありたき姿” とその実現にあたっての “ロボット産業の目指すべき中長期
の姿” を示しております。

　日本ロボット工業会は、多様化する社会ニーズへの対応や我が国及び地球規模の様々な社会的課題への対応、
そして業界が抱える多くの課題解決に対しても、会員一丸となって努力してまいる所存です。

創立 50 周年を迎えて
ごあいさつ

一般社団法人日本ロボット工業会　　　　　　
会長　山口　賢治



2 祝辞

　この度、一般社団法人日本ロボット工業会が創立 50周年を迎えられたこと、心からお祝い申し上げます。
　貴工業会は昭和47年の設立以来、ロボットに関する研究開発や標準化の推進、利用技術の普及促進、統計
調査、国際ロボット展の開催を通じた広報等、幅広い取組を通じ、我が国のロボット産業の発展に大きな貢献
を果たしてこられました。ロボット大国としての我が国の地位を支えてきた産業用ロボットは、2021年に業
界全体での年間受注額が初めて1兆円に達しました。このことは、DXの潮流を受けて世界規模でロボット需
要が増大する中で、我が国ロボット産業が高い技術と競争力を堅持しながらユーザーのニーズに応えてきた証
であり、ひとえに、貴工業会の会員各位および関係の皆様の御尽力のたまものであると深く敬意を表します。
　世界経済は今、新型コロナウイルスの感染拡大やウクライナ情勢による、サプライチェーンの混乱や物価高
騰等、不確実性が極めて高い状況にあります。その一方で、あらゆるビジネスの前提となるDXへの対応といっ
た世界共通の課題があり、これらの課題に対応するためには、大胆かつ断続的なイノベーションが不可欠です。
そして、AIや IoTと組み合わせることで、現場の生産性向上に留まらず新たなサービスや価値の創出にも資す
るロボット技術は、イノベーションを引き起こすための基盤であり、ロボット産業にとっては大きなビジネス
チャンスがあります。
　国内に目を向けても、近年では、あらゆる産業で自動化・省人化のニーズが高まる中、サービス分野でのロ
ボットの重要性も益々高まっています。医療・介護やインフラ点検といった従来の分野に加えて、建物内での
警備や配送、飲食店での配膳といった新しい領域にロボットの活躍の場が広がっています。こうした分野への
ロボット普及は、我が国が直面する人手不足等の社会課題の解決に貢献し、広く産業基盤の支えになります。
　経済産業省としても、こうしたビジネスチャンスと社会課題に対応していくために不可欠な技術開発と人材
育成に取り組んでいきます。会員企業の方々にも多大な御協力をいただいている産学連携の技術研究組合であ
るROBOCIP、産業界と教育機関が一体となり将来のロボット人材を育むCHERSI は、今後のロボット産業の
礎を築く取組と言えます。また、未導入領域への一層の普及のためには、ロボットの導入環境の整備も必要で
す。このため、「ロボットフレンドリーな環境の実現」という旗印の下で、ユーザー企業も交えた、導入環境
のイノベーションを進めてまいります。
　今後、ロボット産業への期待と可能性が一層高まるとともに、貴工業会及び会員企業の皆様の果たされる役
割も益々重要になるものと確信しております。皆様には引き続き、成長分野や人材への投資を通じて、グロー
バルなフィールドで幅広い社会課題の解決に貢献されることをご期待申し上げます。そうした取組を後押しす
るべく、経済産業省としても、企業の皆様の声を丁寧にお伺いしながら、「投資の拡大」、「イノベーションを引
き起こす環境整備」、「所得の向上」という3つの好循環の実現するための政策を進めてまいります。
　次の 10年、50年も引き続き、貴工業会のリーダーシップの下で、ロボット産業、ひいては我が国製造業
の今後一層の発展が遂げられることを心より祈念いたします。

一般社団法人日本ロボット工業会 
「50 年のあゆみ」によせて

祝辞

経済産業大臣　西村　康稔



3回想

　日本ロボット工業会創立 50周年、おめでとうございます。
　私は2013年 7月から 2016年の 5月まで会長を務めさせていただきました。就任時は中国の経済刺激策
が功を奏し、世界全体がリーマンショックからの回復を実感し始めた頃でした。為替は 1ドル 80円を切る
局面も出てくるような超円高から、ようやく 100円程度に落ち着きを取り戻していました。それでも国内設
備投資の状況は、欧米・中国と比べ大きく停滞していました。リーマンショック前は世界の産業用ロボット
の半数以上が日本で生産され、稼働台数も世界の 30％以上が日本とまさに、ロボット大国でした。
　ところが、リーマンショックを境に大きく潮目が変化しました。日本の経済は超円高に襲われ、それまでも
潮流ではあった製造業各社の海外需要地生産への流れが一気に加速するとともに、国内生産は縮小方向へと向
かいました。世界のロボット需要は 2011 年にはリーマンショック前までに回復し、当社のロボット事業も
復活したものの、仕向け先は一変しました。リーマンショック前には国内向けが70％であったものが、2013
年には海外向けが 70％となり、一気に逆転しました。これは、日本製造業の海外移転と海外製造業の投資拡
大の二つが同時に起こったことによるものです。もちろん、垂直多関節ロボット需要の6割以上を占める自動
車産業でその動きは顕著でしたし、液晶テレビ・スマートフォン・PCに関わる電機業界、メモリー・CPU生
産の半導体業界でも同様でした。中国の伸長は圧倒的でしたが、南欧を除けば世界中でロボットの稼働台数が
減少している国は日本のみという、極めて憂うべき状況となりました。
　そのような中、2013 年 6月に通称アベノミクスと呼ばれた日本再興戦略が発表されました。成長戦略の
一つとして “ロボットによる新たな産業革命” を目指すとして、2014年に「ロボット革命実現会議」が編成
され、産学官から 18 名の委員が集まり、6 回の会合で議論を行いました。私は JARA 会長として委員となり、
産業用ロボットに関しては欧米に比して層が薄い SIer の育成の提言を行いました。彼我の差は生産技術のビ
ジネス化にありました。欧州にはロボット SIer が 3,000 社存在すると言われていました。酪農・食肉・花・
菓子・タイル・家具 etc. と、ロボットを活用する業界とその専門の SIer は枚挙に暇がない状況です。さらに
は、日本では中小企業における投資意欲が国内での需要減退とともに後退してしまっていました。日本の大企
業では生産技術が企業の価値と位置付けられ、これを外部に出すことには抵抗が大きい。また、数年に一度し
か設備投資をしない企業は生産技術を社内に置く余裕はありません。そこでロボットを使った設備をエンジニ
アリングできる会社が必要となるわけですが、日本には 300社と極端に少ない状況でした。ユニバーサルロ
ボットを皮切りに、人協働ロボットの活用による新たなアプリケーションの開拓の動きも出てきていましたが、
やはりSIer が豊富な欧州が先行しました。現在ではFA・ロボットシステムインテグレータ協会として組織化
されましたが、日本の産業の発展のためにも、市場でのエンジニアリングの価値評価の向上をベースに、活躍
と発展を期待します。
　当時はAIによる学習でのエンジニアリングの効率化が開始されていましたが、シミュレーション技術も弱く、
多数台のロボットで数多くの実験を行った結果をAIで解析するレベルでした。それが今では、サイバー上で疑
似的に物理実験も行えるまで一気に発展し、機械やセルのレベルでのDigital Twinが実現し始めているのは素
晴らしいことです。さらには、メタバースでの工場全体のシミュレーションへの発展から自律的工場も実現す
るかのような、夢の領域も視野に入ってきました。エンジニアリング力の発展がロボットの発展をますますけ
ん引して行く時代に入りました。実際の課題解決にあたっては、会員がこれまで積み上げてきた現場のアプリ
ケーションの知識が必須であり、これをDXに昇華させて発展する日本ロボット工業会の姿を期待しています。

日本ロボット工業会
創立 50 周年に寄せて

回想

株式会社安川電機　　　　　　
特別顧問　津田　純嗣

（第 22代会長）　　　　　　



4 回想

　1950 年代に米国で生まれたロボットは、1960 年代初めにエンゲルバーガー氏によりユニメーション社が
設立され、自動車産業を中心に米国でその普及が始まりました。1970年代には日本でも産声を上げ、また、
それまで油圧駆動であったロボットに電動化の命が吹き込まれました。
　1980 年代に入ると、ロボットは自動車産業のとりわけ車体組立工程のスポット溶接用として、従来主流で
あったマルチスポット溶接機に代わって盛んに使われるようになりました。1990 年代には、FA 化や自動化と
いった時流に乗り、ロボットに対する需要はさらに増加し、かつ、ロボットが活躍する分野も組立、塗装、物
流などに広がりました。
　当時、日本はこうした多様化するニーズをいち早く取り込み、世界最大のロボット生産国へと成長しました。

　このように、ロボットは「人間に代わって」作業をする用途
で大発展を遂げてきましたが、この時期をロボット発展の第一
期と捉えることができます。しかしながら、この時期はまた、
「ロボットが人間から仕事を奪う」という批判が欧州で強くな
り、ロボットに逆風が吹いた時期でもあります。
　こうしてロボット人口が増えてくると、工場のレイアウトで
頭の痛い問題が生じました。すなわち、人間にとってロボット
の動作領域は危険領域でもありましたので、人間とロボットを分離するために、ロボットを安全柵で囲う必要
があります。このことが、ロボットシステムが占める床面積を大きくしてしまい、かつ、囲われたロボットは
単独で作業をしなければならないので、ロボットにもできる単純作業にしか応用されませんでした。この制約
を克服しようと、ビジョンシステムやAI 機能が開発され、バラ積み取出しや組立の工程で、ロボットがある
程度自律的に作業できるようになってきましたが、本質的な問題解決には至りませんでした。

　さて、2010 年代に入ると「人間と共に」働く協働ロボットが出現しました。これまで安全柵に囲われてい
たロボットが、柵の外に飛び出し、人間との共存が可能になったのです。この協働ロボットの出現により、ロ
ボットを人間の作業者の中で自由に配置することができるようになりました。また、ロボットが人間に混じっ
て働くだけではなく、人間と協力して作業をすることも可能になりました。ここで、ロボットは「人間と共に」
働く存在に昇華したと言えます。こうしたロボットを世界で初めて実用化したユ
ニバーサルロボット社には、心より敬意を表したいと思います。
　現在、協働ロボットは全世界で急速に数を増やしており、これから 10 年後には
ロボット全体の半分以上を占める存在になると思われます。

　こうして、ロボットは「人間に代わって」から「人間と共に」働く存在となりま
したが、将来はさらに知能化が進み、かつ、器用さを増して、人間がする作業のほ
とんどをカバーすることが期待されます。これは、ロボットが人間の作業者を排除
するのではなく、「人間の為に」ロボットが働く社会が出現するということです。
　ロボットは生産現場の実作業を担当し、人間は生産技術や生産管理等、人間にしかできない仕事に専念しま

ファナック株式会社　　　　　　
代表取締役会長　稲葉　善治

（第 23代会長）　　　　　　

「人間に代わって」から
「人間と共に」、そして「人間の為に」

人間と共に働くロボット
（出所：ユニバーサルロボット社

ウェブサイト）

人間に代わって働くロボット



5回想

す。この結果、労働時間の短縮が可能になり、現在の週休二日制から週休三日制、
いやそれ以上の労働時間短縮も可能になると信じています。

　最後になりますが、こうした時代に、私は日本ロボット工業会の会長を 3 回にわ
たって務めさせていただき、大変貴重な経験をさせていただきました。この間、日
本のロボット業界の発展を目の当たりにする幸運に恵まれました。
　大変有難いことと今でも感謝するとともに、日本のロボット業界の更なる飛躍を期待して筆を置くことに
いたします。

人間の為に働くロボット



6 回想

新たな段階に入ったロボットが
実装される社会生活

　一般社団法人日本ロボット工業会創立 50 周年を心よりお祝い申し上げます。世の中がさらにロボットに対
する期待を高めていく中で、この節目の日を迎えることができましたことは、日本ロボット工業会の皆様のご
尽力によるものと、会員企業の一員として改めて感謝申し上げます。
　世情は、2020 年初めから続く新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢など、世界情勢が目まぐるしく
変動し、エッセンシャルワーカーの確保、リモートワークに代表される働き方改革、労働力不足など、世界規
模で変化しています。世界のロボットの半数以上を生産する日本のロボット技術の進歩により、こうした社
会課題を解決して欲しいという大きな期待がかかっているのは言うまでもありません。
　さて、私が工業会会長を拝命した 2018 年は、ロボット新戦略の下、経済産業省のロボット業界への強力な
ご支援があり、同年 7 月には「FA・ロボットシステムインテグレータ協会」が創設され、2022年 9月現在
では 280 社を超える会員数となっています。さらに、2019 年 5 月に「ロボットによる社会変革推進会議」
が開催され、同年 7 月に「ロボットによる社会変革推進計画」が取りまとめられました。その中で、将来の
ロボット人財の育成に向けて、産学が連携した人材育成の枠組み構築の必要性が打ち出され、同年 12 月に開
催された 2019 国際ロボット展において「未来ロボティクスエンジニア育成協議会（CHERSI）」設立の覚書
が締結されました。また、2020 年 7 月には世界初の「技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機
構（ROBOCIP）」が設立されました。これまで 50 年活動を続けてきた日本ロボット工業会の会員企業が中心
となって、ロボット産業の発展に深く関わる三つの団体が誕生しました。生産設備としてロボットシステムを
ユーザに届けるシステムインテグレータ、将来ロボット産業を担ってくれるエンジニア育成協議会、メーカ連
携による技術研究組合、これまで工業会内で運営されてきた事業が一気に大きな団体となりました。これも、
社会がロボットやロボット技術の進歩に大きな期待を持っていることの表れと思っています。これらの団体の
設立に関わった一人として、今後もできる限りの支援を続けていく所存です。
　さて、30 周年の際に日本ロボット工業会長を拝命しておりました弊社元会長田﨑雅元が、40 周年誌におい
て、手術支援ロボットなど新たな分野におけるロボット利活用の期待について述べておりますが、2013 年、
弊社は医療機器メーカのシスメックス株式会社と合弁で医療分野専用ロボットメーカ「株式会社メディカロイ
ド」を設立しました。2020 年 8 月に国内初の手術支援ロボット「hinotori」が独立行政法人医薬品医療機器
総合機構（PMDA）に承認され、その後、実臨床で多くの病院において使われています。新型コロナウイル
ス感染症が日本でも大きく広まった時期から約 1 年後の 2021 年春には、コロナウイルスを検出する PCR 検
査について、開栓分注工程から RT-PCR 自動検出装置に検体を装填するまでの工程をロボットにより完全無人
化した PCR 検査ロボットシステムを完成させ、現在も各自治体や空港施設で稼働させております。50 有余
年前、産業用からスタートしたロボットが、分野を越えて「命」の分野でも導入される時代が到来したこと
を実感しております。
　働き方改革という社会課題に対して、ロボットは今後さらに社会からの強い要請を受け、産業用ロボットが
ものづくりの核心に貢献し、さらに、多くの新しい分野においても、ロボットの必要性はより一層高まってい
くと同時に社会実装が進み、社会貢献が実現し、ロボット産業はますます発展していくと確信しています。
　最後に、私が無事会長職を務められましたのは、日本ロボット工業会及び会員の皆様のご支援によるもので
す。心から感謝を申し上げます。創立 50 周年の節目を迎え、日本ロボット工業会及び会員の皆様が、我が国
ロボット産業の一層の発展のために、ますますご活躍されることを祈念いたします。

川崎重工業株式会社    　　　　　　　
代表取締役社長執行役員　橋本　康彦

（第 24代会長）　　　　　　
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 JARA50 周年史
『50 年のあゆみ』に寄せて

　このたびは日本ロボット工業会創立 50周年、誠におめでとうございます。
　私は 2020年 5月から 2022年 5月まで会長職を務めさせていただきました。在任期間は、工業会が創立
50 周年という大きな節目を迎える大切な準備の期間であり、また、「新型コロナウイルス感染症との共生」と
いう未知の課題に取り組んだ非常に密度の濃い 2年間でした。私が会長に就任いたしました 2020年の工業
会総会も、初めての緊急事態宣言が発出された直後であり、Web を活用したハイブリッド開催を余儀なくさ
れました。今となっては当たり前のようにWebイベントが多く催されておりますが、当時はそこまで事例
が多くなく、事務局の皆様も大変ご苦労されたことと思います。その後、従来実施できていた各種事業にも
制約が増え、様々な工夫が必要な状況が続きました。特に国際ロボット展をはじめとした展示会は、感染予
防の観点で会場にお越しいただく機会を限定せざるを得ませんでしたが、関係者の創意工夫でこの状況を逆
手に取り、バーチャルを活用した新たな展示会の形を見出せたのではないでしょうか。
　コロナ禍初期においては、各種活動が停滞した影響を受けてロボット産業全体の動向も低調に推移してお
りましたが、ワクチンの普及やいわゆる「with コロナ」の事業状態が浸透することにより自動化需要が復
調・増加したこと、感染症防止対策に関わる新たなロボットニーズが生まれたことなどもあり、ロボットに
関する市場は持続して成長する結果となりました。足元を見ますと地政学的な要因や部品不足といった懸念
材料はありますが、ロボット産業全体としてはまだまだ大きく成長する可能性があると感じております。
 
　冒頭に記載のとおり、在任中の大きな責務として創立 50 周年記念事業の実施準備がありました。記念事業
の統一テーマとして「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」を掲げ、記念ロゴの作成・各種イベントの準
備を進め、晴れて記念の年を迎えることができました。記念事業の一環として、「JARA創立 50周年記念セ
ミナー」にて講話をさせていただいたことも貴重な経験となりました。その講話の中でも触れましたが、弊社
は 1915 年の設立以来、「事業の遂行を通じて広く社会の発展、人類の福祉に貢献する」という経営理念に基
づき、現在はソリューションコンセプト「i³-Mechatronics（アイキューブ・メカトロニクス）」～個別のもの
を統合し（integrated）、それらを分析して知恵に変え（intelligent）、そして、一気に革新する（innovative）～
を掲げ、お客さまに新たな価値を提供するよう努めております。このコンセプトをより一層深化させていく
とともに、ロボット産業の更なる発展に寄与するために、今後も工業会とともにロボット関連事業に取り組
んでいきます。
　この記念事業の集大成として、これまでの過去半世紀の振り返りとともに、次の 50 年に向けた足掛かりと
して、2050 年の「ロボット産業ビジョン」の策定という大きなプロジェクトにも着手いたしました。この
記念誌の中で詳細の説明がありますが、これまで日本のロボット業界は産業用途を中心に発展したきたと言
えます。現在は人協働ロボットやサービスロボットなど、新たな可能性を持ったロボットが数多く出て来て
おります。また、「AI」や「Digital Twin」など新たな技術・コンセプトも生み出されてきており、大きな転
換点を迎えようとしております。2050 年の「ロボット産業ビジョン」がロボット業界の発展のみならず、
各業界に広く知れ渡るよう今後も支援していきます。

　末筆になりますが、このような変化が大きい時代に会長を務めさせていただいたことに大変感謝しております。
これから先の日本のロボット業界の更なる飛躍を期待し、「ロボット産業ビジョン」の実現を祈念いたします。

株式会社安川電機　　　　　　
代表取締役会長　小笠原　浩

（第 25代会長）　　　　　　
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1.　はじめに
　2022年 10月に当会が創立 50周年を迎えるにあたり、当会及び我が国のロボット産業の歩みを回顧する
とともに、更なるロボットの健全な普及とロボット産業の発展を目指し、次の半世紀に向けて広く社会での
実現が期待されるロボットの在り様について展望・発信することを目的として、記念事業を展開した。
　本記念事業実施に際しては、2021 年 7月に「50周年記念事業実行委員会」を組織し、具体的な内容の
検討を開始した。50年という歴史を踏まえ、過去の周年記念事業の内容を継承するものと、「50周年」と
いう大きな区切りを記念するものとを組み合わせ、「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」を全体テーマ
とし、2022年から 2023年にかけて表 1に示す 6事業を実施することとした。
　なお、記念事業全体のテーマには、我が国が引き続き持続可能な社会を達成していくために、当会はロボッ
ト及びロボット技術によりその実現に貢献していくという思いを込めている。

表 1　50 周年記念事業の各事業及び実施時期

記念事業の種類 実施時期
50周年記念ロゴの作成 2022年 1月
主催展示会等における記念パネルの展示 2022年 3月、6月、10月
記念式典（表彰事業）／祝賀会の実施 2022年 10月
記念シンポジウムの開催 2022年 10月
ロボット産業ビジョンの策定 2023年 3月
50周年史の編纂 2023年 3月

　各事業の実施体制は図 1のとおりである。所掌する委員会・部会において各事業の実施方針（案）及び実
施内容（案）を検討し、50周年記念事業実行委員会、理事会の承認の下で、具体的な作業を進めた。

50 周年記念事業

図 1　50 周年記念事業実施体制
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2.　各事業について
2.1　50 周年記念ロゴの作成
　当会設立から半世紀を迎えたことを記念し、これを広く社会に向けて発信す
ることを目的として、記念事業全体のテーマである「ロボティクスがもたらす
持続可能な社会」を想起させる記念ロゴを作成することとした。
　記念ロゴについては広報部会が担当し、検討を行った。デザイン会社、印刷
会社を対象にデザインコンペを実施し、5社より 21件のロゴ案の応募があった。
採択デザインを選定後、さらにデザイン調整を行い、図 2のとおり記念ロゴを
決定した。2022 年 1月開催の賀詞交歓会において発表し、以降、2023 年 3
月にかけて使用することとした。なお、使用にあたっては、既存の当会ロゴとの併用を前提とした。
　本記念ロゴは、当会が歩んできた 50年とこれから歩む 50年を表す「50」という数字の中に、ロボット
の愛情あふれる表情と幸せそうな人の笑顔を描くことによって、「人とロボットの共生」をストレートに表現
している。また、双方が正面を向くさまには、人とロボットが同じ方向に向かって歩んでいくという意味が
込められている。
　50周年記念事業に係る印刷物や講演資料、当会役職員の名刺・当会の封筒・当会機関誌への掲載、展示会
の当会ブースでの掲出等に使用することにより、50周年を迎えたことを会員内外へ広く PRできたのではな
いかと考えている。

2.2　主催展示会等における記念パネルの展示
　記念パネルの展示は、ロボット及びロボット産業、そして当会
の歴史について理解を深めてもらうことを目的に実施することと
なり、展示対象会場並びにパネル構成等の実施方針については事
業部会が担当し検討を行った。
　展示構成は、①工業会の歴史、②ロボット技術の変遷、③ロボッ
ト産業の変遷、④正会員一覧、⑤創立 50周年記念ロゴ、⑥国際
ロボット展の変遷の 6種類とすることとした。
　また、本パネルは、主催展示会である「2022国際ロボット展」
（2022 年 3 月開催）、「JISSO PROTEC 2022（第 23 回実装プ
ロセステクノロジー展）」（2022年 6月開催）及び Japan Robot 
Week 2022（2022 年 10 月開催）においてそれぞれ展示を行
うこととした。
　記念パネルの展示は、各展示会の当会ブースで行ったほか、2022
年 10 月に開催した記念シンポジウム会場のホール内でも実施した。

図 2　50 周年記念ロゴ

図 4　JISSO PROTEC 2022 
での展示

図 5　記念シンポジウムでの展示 図 6　Japan Robot Week 2022 
での展示

図 3　2022 国際ロボット展での展示
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2.3　記念式典（表彰事業）／祝賀会の実施
　ロボット業界及び当会事業を支援いただいた関係各位に感謝の意を表すとともに、今後も引き続きご支援
をお願いし、関係性をより強固なものとすることを目的として、記念式典及び祝賀会を実施することとした。
企画部会でその実施内容等について検討を行い、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策の一環として、
1,000 名収容の会場に 500名程度に参加者数を絞って開催することとした。また、10月 13日（木）の 50
周年記念シンポジウム初日の終了後に、記念式典及び祝賀会を東京ビッグサイト会議棟 1階の「レセプショ
ンホール」において開催した。
　記念式典及び祝賀会の次第は以下のとおりである。

　＜日時＞	 2022 年 10月 13日（木）　16：30～18：30
　＜会場＞	 東京ビッグサイト 会議棟 1階「レセプションホールA・B」
　＜次第＞	 〇記念式典―表彰式（16：30～17：00）
		  1．式　　辞　　会長　山口 賢治
		  2．来賓祝辞　　経済産業省 製造産業局長　山下 隆一 殿
		  3．表彰状授与
			   （1）経済産業大臣表彰状授与
			   （2）経済産業省製造産業局長表彰状授与
		  4．謝　　辞　　ファナック株式会社 代表取締役会長　稲葉 善治 殿
		  5．会長特別表彰並びに感謝状贈呈　　会長　山口 賢治
			   （1）会長特別表彰状贈呈
			   （2）会長感謝状贈呈
	 〇祝賀会（17：05～18：30）
		  1．会長挨拶　　会長　山口 賢治
		  2．来賓挨拶　　経済産業省 製造産業局 産業機械課長兼ロボット政策室長 
			   安田 篤 殿
		  3．乾　　杯　　副会長　橋本 康彦

2.3.1　記念式典
　過去 10年にわたり、当会の各種事業を通じてロボット業界の発展に貢献された方々に対し表彰を執り行
うこととし、その授与が行われた。
　なお、表彰者の検討にあたっては、50周年の「表彰規定」を制定し、これを踏まえて今回の表彰者を決定
した。表 2に、表彰の種類及び各表彰者を示す。

図 7　記念式典での山口会長式辞
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表 2　表彰の種類及び表彰者一覧

表彰の種類 表彰者

経済産業大臣表彰
ファナック株式会社　稲葉 善治 殿当会において役員を 15 年以上務め、

特に功績が顕著な方

経済産業省製造産業局長表彰

株式会社安川電機　小笠原 浩 殿
株式会社 FUJI　曽我 信之 殿
株式会社安川電機　津田 純嗣 殿
川崎重工業株式会社　橋本 康彦 殿
IDEC株式会社　藤田 俊弘 殿
独立行政法人国立高等専門学校機構 豊田工業高等専門学校　山田 陽滋 殿

当会会長を歴任された方々、当会役員
を 10年以上務め、当会の発展にご尽
力をいただいた方々、優れた学識経験
をもって当会の各委員会委員長ほか永
年にわたりご指導をいただいた方

会長特別表彰
ファナック株式会社　榊原 伸介 殿ロボット業界の功労者で各委員会委員

長が推薦し、理事会が承認した方

会長感謝状

＜歴代副会長＞
元パナソニックファクトリーソリューションズ株式会社　青田 広幸 殿
パナソニック コネクト株式会社　秋山 昭博 殿
NACHI ROBOTIC SYSTEMS. INC．　赤川 正寿 殿
元株式会社日立ハイテクインスツルメンツ　河崎 勝浩 殿
株式会社不二越　国崎 晃 殿
三明機工株式会社　久保田 和雄 殿
元株式会社不二越　佐々木 誠 殿
株式会社スター精機　塩谷 國明 殿
元ヤマハ発動機株式会社　藤田 宏昭 殿

＜工業会活動功労者＞
上田 裕司 殿、末廣 尚士 殿、建山 和由 殿、谷 和男 殿、鎮西 清行 殿、
水川 真 殿、村上 弘記 殿、守田 裕親 殿、山田 丈富 殿

歴代副会長の方々、当会の委員会活動
に尽力し、その功績が特に顕著な方々

　「経済産業大臣表彰」及び「経済産業省製造産業局長表彰」は、経済産業省製造産業局の山下隆一局長より
表彰状が授与され、また、「会長特別表彰」、「会長感謝状」は当会山口賢治会長より特別表彰及び感謝状がそ
れぞれ贈られた。

図 8　経済産業大臣表彰授与 図 9　経済産業大臣表彰及び製造産業局長表彰
表彰者記念撮影
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2.3.2　祝賀会
　記念式典終了後に祝賀会を引き続いて開催し、山口賢治会長の開会挨拶の後、経済産業省製造産業局の安
田篤産業機械課長兼ロボット政策室長より来賓挨拶、続いて 50周年記念事業実行委員会委員長の橋本康彦
副会長の乾杯の発声により進行した。コロナ禍にもかかわらず、会員各社のほか、関係機関、関係省庁、学
会関係者及びプレス等より 200名余りのご臨席の下、終始和やかな歓談の中で盛会裏に終了した。

図 10　稲葉善治・ファナック会長による謝辞

図 11　会長特別表彰授与 図 12　会長特別表彰及び会長感謝状 表彰者記念撮影

図 13　祝賀会場での歓談風景
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2.4　記念シンポジウムの開催
　今後の半世紀を見据え、記念事業全体のテーマである「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」の実現
に向け、ロボットのあるべき姿を多面的に捉え、ロボット分野等の斯界の有識者による講演等を通じて広く
発信することを目的として、「JARA創立 50周年記念シンポジウム」を開催することとした。
　実施時期、会場及びシンポジウム内容（構成、講師）等については、事業部会で検討を行い、コロナ禍で
の開催となることから感染対策への充分な対応を取るべく、会場の選択及び開催方式等に配慮した。
　記念シンポジウムは 2022 年 10月 13日（木）、14日（金）の 2日にわたり東京ビッグサイト会議棟 7
階の国際会議場において開催した。本記念シンポジウムは、基調講演及び特別講演各 1件と、各方面のエキ
スパートである講師各位による 5つのセッション計 13講演及びパネルディスカッションで構成された。
　リアル会場とオンライン会場のハイブリッド方式で開催し、会期中の来場者及びオンライン視聴者総数は
1,424 名と、多くの方に聴講いただいた。また、講演については、一部を除き期間限定でアーカイブ配信も
行った。
　なお、本記念シンポジウムの概要については、p.128「第 5章  展望」に掲載しているのでそちらをご覧い
ただきたい。

2.5　ロボット産業ビジョンの策定

　当会が創立 50周年を迎えるのを機に、次の 50年に向けた足掛かりとして『ロボット産業ビジョン』を
策定することとした。本産業ビジョンでは、記念事業の「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」を共通
テーマに、2050 年での我が国の「ありたき姿」とその実現にあたっての「ロボット産業の目指すべき中長
期での姿」を描くにあたり、当会会員企業の若手技術者に加え、学識経験者で構成された「ロボット産業ビ
ジョン策定委員会（委員長：淺間 一東京大学教授）」を設置し、検討することとなった。

図 14　記念シンポジウムでの山口会長による開会挨拶 図 15　記念シンポジウム 基調講演

図 16　記念シンポジウム 特別講演 図 17　パネルディスカッション
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　なお、本産業ビジョンについては、当業界のみならず各界各層に対し広く発信することとしており、その
要約版については、p.128「第 5章 展望」に掲載しているのでそちらをご覧いただきたい。

2.6　50 周年史の編纂
　当会及びロボット産業のあゆみ、変遷を記録として残すことを目的として、50周年史『50年のあゆみ』
を発行することとした。
　年史の編纂は広報部会が担当し、他団体等の周年誌も参考にしながら、当会の 50周年の記念誌としてふ
さわしいものとなるよう内容の検討に時間をかけた。なお、発行については、一連の記念事業に関する記録
を含めるため、2023年 3月とすることとした。

3.　関連特別企画
　前述の記念事業のほかに、50周年の関連特別企画として、「JISSO PROTEC 2022（第 23回実装プロセ
ステクノロジー展）」の会期中（2022 年 6月 15日～17日）に「JARA創立 50周年記念セミナー」（併催
事業）を開催した。3つのテーマで計 8講演が行われた。
　また、同展においては、当会創立 50周年記念として SEMI 協賛の下、当会ブースにてスマート工場向け
通信規格 ELS（Equipment Link Standard）による SMT実機ラインの実演を行った。

4.　おわりに

　当会が 2022年 10月に設立 50周年を迎えるにあたり、2021年度より 50周年記念事業実行委員会にお
いて実施事業の企画を行うとともに、具体的な事業の内容については関係する部会及び委員会で検討を行っ
てきた。
　これまでの周年事業に加え、既に取り上げたように「記念ロゴの作成」、「記念パネルの展示」及び「記念
シンポジウムの開催」といった新たな事業も加えることで、50周年にふさわしい多彩なビッグイベントと
なった。惜しむらくは、コロナ禍の下での事業実施となったことで、シンポジウムや記念式典等へのリアル
出席が制限されるとともに、感染症対策のための費用がかさむこととなったが、会員はじめ本事業に係られ
た委員会及び部会の各委員の協力の下で、各記念事業を成功裏に終えることができた。

図 18　JISSO PROTEC 2022 当会ブースでの ELS 展示
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建築鉄骨溶接ロボット型式認証委員会

ORiN協議会

エンタテイメントロボットフォーラム

ロボットサービスイニシアチブ

ロボットビジネス推進協議会

ロボット利活用推進WGロボット革命・産業IoT
イニシアティブ協議会

システムエンジニアリング部会

企 画 部 会

国 際 部 会

広 報 部 会

事 業 部 会

調 査・統 計 部 会

市 場 分 科 会

技術調査・標準化部会

ロボット技術検討部会

運 営 委 員 会

総 会

理 事 会

会　長
副会長
専務理事
理　事

監 事

◆事業概要◆

《委員会・部会組織図》

•組立ロボット分科会
•入出荷ロボット分科会
•サービスロボット分科会

業 務 委 員 会

実装機器通信規約分科会

ロボットセキュリティ分科会
技 術 委 員 会

特定事業委員会

•FA・ロボットシステムインテグレータ協会

◆沿革◆ 1971 年　任意団体「産業用ロボット懇談会」発足

 1972 年　任意団体「日本産業用ロボット工業会」設立

 1973 年　社団法人化

 1994 年　「社団法人日本ロボット工業会」へ名称変更

 2012 年　一般社団法人へ移行

 2018 年　特定事業委員会として「FA・ロボットシステムインテグレータ協会」を創設

政策・広報
・基本政策・基本計画策定
・広報（機関誌、ウェブサイト、メルマガ等）

市場振興
・各種利用促進制度の運用支援
・SIer 産業振興
・展示会・セミナー・見学会等の実施

各種連携
・業種間交流の推進
・産学交流の推進
・ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会（RRI）
　との連携

調査研究
・受注・生産・出荷に関する統計調査
・市場動向・利用技術調査
・国内外ロボット関連情報の収集・分析、調査研究　等

国際交流活動
・海外ロボット関連機関との交流
・他国との技術・情報交流推進

技術調査・研究開発
・技術向上のための技術調査、技術検討、研究開発調査
・標準化推進

※各事業の詳細については、p.31「第 2 章 工業会 10年の記録（2013～2022年度）」をご参照ください。

工業会概要

一般社団法人 日本ロボット工業会は、1972 年に設立されたロボットに関する業界団体です。

ロボットやロボットシステム製品に関する研究開発の推進、利用技術の普及、及び人材育成を進めていくこ

とで、ロボット産業発展に向けた事業活動に取り組んでいます。

さらに、我が国社会が抱える諸課題への対応にロボット技術を活用することで、次世代にわたって社会シス

テムを支え、人々の生活向上に寄与することを目的として事業を推進しています。
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第 1 章

　本誌『50 年のあゆみ』は、当会の 2013 年度から
10 年間を記録の対象とするが、それ以前の期間に
関しては、既刊『10 年あゆみ』、『20 年のあゆみ』、

『30 年のあゆみ』、『40 年のあゆみ』を要約して本章
に収録する。

1.　創立前史

　我が国における産業用ロボットの生産は、1967
年に米国からプレイバック・ロボットが輸入公開さ
れたのを契機として、各社で自社技術、導入技術に
より生産が開始されたのが端緒となった。当時高度
成長期とも相まって、国内の生産工場における自動
化への関心が高まり、1970 年には第 1 回産業用ロ
ボット展が東京国際見本市会場（晴海）で開催され
た（日本油圧工業会、日本空圧工業会及び日本工業
新聞社共催）。このように産業用ロボットに注目が
集まる中で、ロボット産業育成振興のための業界団
体組織化の必要性が関係者によって提起された。
　1970 年 9 月に日本産業用ロボット工業会設立準
備委員会を開催し、1971 年 3 月 17 日に関係企業 35
社によって設立総会、同年 5 月 27 日に第 1 回通常
総会を開催し、「産業用ロボット懇談会」が正式に
発足した。そこで事業運営の組織が決定され、①総
括委員会、②技術委員会、③市場調査委員会、④広
報宣伝委員会の 4 委員会により各種事業を展開して
いくこととなった。

2.　�1972 年度から 1982 年度までの活動
概況

　機械工業振興法（機振法）が 1971 年 3 月に期限
切れとなることで、これに代わる特定電子工業及び
特定機械工業振興臨時措置法（機電法）が施行され
ることとなり、産業用ロボット製造業もその対象機
種に指定された。
　ロボット業界では、これに伴い産業用ロボット製
造業高度化計画を策定し、今後の発展に向けたガイ
ドラインとするとともに、それを踏まえて産業用ロ
ボット懇談会は次への飛躍を期して、1972 年 10 月
5 日に改組に伴う設立総会を開催した。そこで懇談
会の事業及び予算を継承し、「日本産業用ロボット
工業会」に名称を変更した。これを機に新たに海外
委員会を設置し、今後活発化が見込まれる国際産業
用ロボット・シンポジウムの開催など、海外との技
術交流に対応し得る体制を整備した。
　当時、産業用ロボットの生産額は 50 億円にも満
たない緒についたばかりの揺籃期にあり、工業会の
歴史がそのままロボット産業の歴史とも言い得る状
況であった。
　1973 年には工業会としての事業をさらに活発化
するとともに、責務と権限を明確化するため、「社
団法人日本産業用ロボット工業会」（10 月 1 日 通
商産業大臣による社団法人設立認可）に発展的改組
を行い、本会発展への体制が確立した（加盟 44 社）。
　また、法人化とともに委員会組織として、①政策

工業会設立からの 40 年
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委員会、②広報委員会、③普及促進委員会、④技術
委員会、⑤安全省力モデル策定委員会、⑥システム
委員会、⑦海外委員会の 7 常設委員会を設置する体
制を整え、毎年度意欲的な事業計画を策定し、積極
的な事業活動を展開した。

（1）政策企画事業
　政策委員会の下、金融、税制及び事業に対する適
切な国家的施策及び助成の要望、業界の拡大発展の
ための基本政策、基本計画の策定を所掌するととも
に、関連施策の実施を推進した。
【�特定機械情報産業振興臨時措置法（機情法）の制定と展開】
＜1978年＞

【�ロボッ卜産業の ’80 年代ビジョンの策定】＜1979年＞
【�政策的普及促進策等の助成・要望及び実施】＜1972年度～＞
【�主要事業に対する補助金、委託費の交付要望、申請】�  
＜1972 年度～＞

【�通商産業省生産動態統計調査対象品目への指定】＜1973年＞
【�産業用ロボットの日本標準商品分類及び日本標準産業分類へ
の分類適用】＜1975年＞

（2）広報事業
　1973 年の法人化に伴う組織の再編、強化により、
広報宣伝委員会は広報委員会へ名称変更し、編集関
係・事業関係の事業を所掌することとなった。
　編集関係では各種刊行物の編集発行、事業関係で
は講習会をはじめ各種イベントを実施し、会員内外
へ広くロボット関連の情報発信を行った。
1）編集関係
【機関誌『ロボット』の発行】
＜1号（1971年度）～38号（1982年度）＞
（年 4回発行）

【会報『ロボット月報』の発行】
＜Vol.1（1971 年度）～Vol.12（1982年度）＞
（年 3～5回発行）

【カタログ集、利用技術集等の発行】
○�産業用ロボット利用技術集 
＜1973、1974、1976、1979年度＞

　※1974、1976年度については改補版
○�産業用ロボット仕様・利用事例集＜1981年度＞
○�産業用ロボットカタログ総覧 
＜1974、1976、1978、1979年度＞

○�産業用ロボット総合カタログ集＜1980年度＞
○�新しい経営とロボット＜1979年度＞ 
（当会編集、日刊工業新聞社より出版）
○�産業用ロボットの技術＜1979年度＞ 
（当会編集、日刊工業新聞社より出版）
○�産業用ロボットの応用＜1979年度＞ 
（当会編集、日刊工業新聞社より出版）

【�10 周年史『10年のあゆみ』の発行】＜1982年度＞

2）事業関係
【�講習会・国内シンポジウムの開催】
○�ロボット及び応用システムシンポジウム 
＜第 1回（1972年度）～第 8回（1982年度）＞
○�プレス加工の省力安全とロボット講習会＜1973年度＞
○�産業用ロボット利用技術講習会 
＜第 1回（1973年度）～第 21回（1982年度）＞

【�展示会・フィルムフェスティバルの開催】
○�国際産業用ロボット展＜第 1回（1974 年度）、第 2回
（1977年度）、第3回（1979年度）、第4回（1981年度）＞ 
（日刊工業新聞社との共催）
○�産業用ロボット・フィルム・フェスティバル 
＜第 1回（1976年度）～第 7回（1982年度）＞

【�産業用ロボットの映画フィルム等の作成】 
（日本語版、英語版）
【�創立 10周年記念式典及び祝賀会開催】＜1982年度＞

（3）普及促進事業
　普及促進委員会の所掌の下、無利子融資制度の運
用や、長期需要予測、企業実態調査等の事業を遂行
した。需要予測は、需要要因分析を中心とした需要
予測と主要ロボット適用分野別需要構造分析から成
るものであり、事業実施にあたってはメーカ、ユー
ザ、研究機関の詳細な実態調査、分析を併せて行った。
　また、企業実態調査では産業用ロボットに関する
受注、生産、出荷に関する企業の実態を把握するた
め、産業用ロボットの生産を行っている会員、非会
員を対象にアンケート調査を実施し、生産実績あり
と回答のあった企業を対象とした 1974 年からの 3 年
間の調査結果を「1976 年度産業用ロボットに関する
企業実態調査報告書」として取りまとめ、公表した。
本調査は、産業用ロボット及び応用システムの受注、
生産、出荷の実績を機種別、需要部門別にまとめた
もので、1976 年度以降継続的に実施している。
　上記を含む主な事業の実施内容については以下の
とおりである。
【�産業用ロボット及び応用システムの普及促進に対する無利子融
資制度】＜1973年度～＞ 
（�日本小型自動車振興会（現・JKA）の機械工業振興資金補助
金交付）

【�長期需要予測調査】 
＜1974～1975年度、1979～1980年度＞ 
（�日本小型自動車振興会の機械工業振興資金補助金交付）
【�企業実態調査（現・ロボット産業需給動向調査）】�  
＜1977 年度～＞
【�労働福祉向上のための作業調査と産業用ロボット導入可能性
の体系的調査】＜1977年度＞
【�産業用ロボットに関するテクノロジー・アセスメントに関す
る調査研究】＜1978、1979年度＞
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【�第 1次、第 3次産業分野への工業用ロボットの技術移転に関
する調査研究】＜1980年度＞
【�政策的普及促進制度】＜1980年度＞
○�財政投融資によるリース制度の創設
○�重要複合機械装置の特別償却制度への高性能電子計算機制
御産業用ロボットの新規指定

○�産業安全衛生施設等特別融資制度（中小企業金融公庫、国
民金融公庫）への労働安全産業用ロボットの新規追加

○�中小企業設備近代化資金貸付制度及び設備貸与制度
○�エンジニアリング企業登録制度の創設と運用�  
＜1982 年度～＞

（4）技術振興事業
　産業用ロボットの技術動向・調査・研究・分析を
通じて的確な技術振興を図ることを目的として、技
術委員会の下、技術調査、標準化等の活動を実施した。
【�長期技術予測調査】＜1971、1973、1976、1982年度＞
【�特許調査】
【�研究開発動向調査】＜1974、1976、1978、1979年度＞
【�規格化・標準化調査研究】
【�ローコスト・オートメーションに関する調査研究】
【�組立工程総合自動化システム】＜1976、1977年度＞
【�モジュール基本仕様作成】＜1978年度＞
【�切削工程切粉処理自動化システム】＜1978年度＞
【�病人介護援護システム】＜1979年度＞
【�身体障害者施設内生活快適化システム】＜1980年度＞
【�めっき作業の安全自動化システム】＜1981年度＞
【�高度自動化機械に関する調査研究】＜1981年度＞

（5）安全省力モデル策定事業
　本事業は、悪環境下で人が行う作業をロボットが
代替することによって労働災害や職業病の発生を防
止し、労働福祉、社会福祉を向上させる等、労働に
おける安全確保、人間性回復を図る観点から、新規
分野への技術的適用モデルの策定を行い、適用可能
な産業用ロボットの開発促進を目的として、安全省
力モデル策定委員会の下で 1973 年より毎年実施し
ているものである。
【�プレス工場など省力化安全生産システムの策定とその展示普
及】＜1973、1974年度＞
【�24 時間稼動型機械的材料試験総合省力化システム】 
＜1975年度＞
【�鍛造産業自動化システム】 
＜1976年度：型鍛造、1977年度：自動鍛造＞
【�住宅用壁パネル製造ライン自動化】＜1978年度＞
【�鋳仕上げ作業安全自動システム化技術開発に関する特別研究】 
＜1978年度～＞
【�食肉加工環境改善システムモデル】＜1979年度＞
【�鉄筋組立作業労働安全システム】＜1979年度＞
【�廃棄物処理における処理システム】＜1980年度＞
【�建築用コンクリート打込型枠のハンドリング組立自動化モデ
ル】＜1980年度＞

【�金属溶射作業安全自動化システム】＜1981年度＞

【�バフ作業安全自動化システム】＜1981年度＞
【�大型タンク類自動組立、溶接、塗装安全自動化システム】 
＜1981年度＞

（6）システム開発事業
　産業用ロボット及び応用システムの開発調査研究
を基にした新しい利用技術の開発と利用分野の拡大
を企図し、システム委員会の下、各種事業を展開した。
【�機械システム・エンジニアリング・プロジェクト開発事業】
（社団法人日本機械工業連合会からの受託事業）
《機械システムエンジニアリング育成》
○�産業用ロボットを用いた省力・安全無公害システムの設計
手法、経済性評価手法及びエンジニアリング・フィーの算
定方法等に関する調査研究＜1978年、1979年度＞
○�機械システム・エンジニアリング・マニュアル作成�  
＜1975 年度＞
○�コンピュータ・アシステッド・ロボットシステム・エンジ
ニアリングのシステムデザイン＜1976～1981年度＞

○�機械システムエンジニアリング報酬規定モデル策定�  
＜1977 年度＞

《�危険作業代替システム（利用安全化システム）の概念設計》
○�鋳造作業安全自動化システム研究＜1975年度＞
○�農薬散布安全自動化モデルの策定研究＜1976年度＞
○�化学プロセス・メインテナンス安全省力化システム研究 
＜1976年度＞
○�橋梁塗装自動化システム策定研究＜1977年度＞
○�中高層建築内外装組立自動化システム策定研究 
＜1977年度＞
○�船体塗装作業安全自動化システム策定研究＜1978年度＞
○�原子炉蒸気ドラム探傷自動化システム策定研究 
＜1978年度＞
○�高レベル放射性廃棄物処理安全自動化システム策定研究 
＜1979年度＞
○�高圧送電線碍子清掃自動化システム策定研究＜1979年度＞
○�船底の水中保守点検清掃自動化システム策定研究 
＜1979年度＞
○�炉の煉瓦貼り替え作業の安全自動化システム策定研究 
＜1979年度＞
○�木材エネルギー開発のための安全自動化システム 
＜1980年度＞
○�配送物自動配送・転送システム策定研究＜1980年度＞
○�配電線活線引下げ作業安全自動化システム策定研究 
＜1980年度＞
○�人命救助用ロボット策定研究＜1981年度＞
○�採鉱切羽安全自動化システム策定研究＜1981年度＞
○�炭鉱内支保建込用ロボットシステム＜1982年度＞
○�消火用ロボットシステム＜1982年度＞

【�その他の調査研究事業】
○�MUM調査研究事業＜1973～1982年度＞
○�身障者用マニプレータに係る調査研究＜1975年度＞
○�原子力プラント作業ロボット開発に関する調査研究 
＜1980年度～＞
○�都市施設における福祉衛生管理システムに関する調査研究
＜1976年度＞
○�機械産業におけるマチュア・エンジニアリングに関する調
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査研究＜1976、1977年度＞
○�ロボット技術センター基本計画策定調査研究＜1982年度＞

（7）国際交流事業
　海外委員会の下、国際シンポジウムの開催、海外
調査、視察団の派遣とそれらを通じた国際交流等の
各種事業を実施した。
【�国際産業用ロボット・シンポジウムの東京開催】
○�国際産業用ロボット・シンポジウムの開催 
＜第4回（1974年）、第7回（1976年）、第11回（1981
年）＞

【�国際産業用ロボット・シンポジウムへの参加及び産業用ロ
ボット技術調査団の海外派遣】
○�国際産業用ロボット・シンポジウムへの参加�  
＜第2回（1972年）米国、第3回（1973年）スイス、第
5回（1975年）米国、第6回（1976年）英国、第8回（1978
年）西ドイツ、第9回（1979年）米国、第10回（1980年）
イタリア、第12回（1982年）フランス＞

【�海外における産業用ロボットの市場調査及び研究開発動向調
査】
○�産業用ロボット市場調査�  
＜1977 年ポーランド、1978 年ブルガリア、1980 年マ
レーシア、シンガポール＞

○�米国における産業用ロボット研究開発動向調査＜1978年＞
【�海外における産業用ロボット展の開催】
○�モスクワ国際見本市Robot ’77への出展参加＜1977年＞
○�モスクワにおける日本産業用ロボット展及び併催シンポジ
ウムの開催＜1980年＞

○�ポナズン国際見本市（ポーランド）への出品協力 
＜1978年＞

○�メキシコ日本機械、技術見本市への出品協力＜1980年＞
【�海外における技術セミナーの開催】
○�産業用ロボット技術セミナーへの講師派遣�  
＜1978年チェコスロバキア、ブルガリア、1982年カナダ＞
○�技術セミナーの開催 
＜1980年オーストラリア、1981年フランス＞
○�シドニー・エンジニアリングショー併催セミナーへの専門
家派遣＜1978年＞
○�日欧産業技術協力セミナーへの講師派遣 
＜1981年イタリア、フランス、英国＞

【�海外におけるロボット市場調査】
○�産業用ロボット製造業海外投資事前調査 
＜1982年メキシコ、ブラジル＞

【�海外文献翻訳発行】
○�「産業用ロボット技術全書Ⅰ、Ⅱ」「同　Ⅲ、Ⅳ」の発行 
＜1974、1977年度；日本能率協会より出版＞
○�産業用ロボットに関する海外論文集の発行�  
＜1976、1978、1981年度＞

【�海外専門技術者の招聘事業】
【�海外向け資料の作成、配布】
○�英文仕様書集、利用技術集の発行
○�産業用ロボット長期需要予測報告書の発行 
＜1981年度；フジ・コーポレーションより出版＞

3.　�1983 年度から 1992 年度までの活動
概況

　ロボット産業は、1960 年代の黎明期、1970 年代
の実用化時代を経て、1980 年より本格的な普及時
代を迎え、1980 年は「普及元年」と称された。また、
1985 年は産業用ロボット発展への諸施策により
3,000 億円産業に成長したことから、「飛躍元年」と
呼ばれている。このような業界の発展に対応し、工
業会の組織も拡充強化されていった。
　産業用ロボットの全国的なニーズに対応するため、
1983 年に関西支部、1985 年に中部支部を開設した。
一方で、経済の国際化進展に伴い活発化する国際交
流に対応すべく、1984 年に西ドイツの JETRO デュッ
セルドルフ・センターにデュッセルドルフ事務所を
設置した。
　また、今後の先端的ロボット技術の進展ととも
に、膨大なニーズと市場形成が予想されるパーソナ
ル・ロボットに関する研究開発課題、普及促進策等
について調査研究を実施すべく、1989 年に「パー
ソナルロボット振興協議会」を設置し、当会は 7 常
設委員会、1 協議会の体制となった。
　国際的な展開としては、世界各国で産業用ロボット
関連の団体設立が相次ぎ、1987 年には国際ロボット
連盟（International Federation of Robotics：IFR）、
さらに 1991 年には国際建設ロボット学会（Interna­
tional Association for Automation and Robotization 
in Construction：IAARC）が設立され、当会はこれ
らの国際組織の主要メンバーの一員として積極的な
活動を行い、国際貢献に寄与している。

（1）政策企画事業
　政策委員会の下、金融、税制、事業に対する適切
な国家的施策及び助成の要望、業界の拡大発展のた
めの施策の樹立等、基本政策、本計画の策定を所掌
するとともに、関連施策の実施を推進した。
【�政策的普及促進策、研究開発促進策等の助成要望及び実施】
《普及促進策》
○�産業安全衛生施設等（労働安全産業用ロボット）貸付制度� 
＜1983 年度～＞
○�中小企業設備近代化資金貸付制度及び設備貸与制度�  
＜1983 年度～＞
○�中小企業新技術体化投資促進税制＜1984～1992年度＞
○�省力化設備投資促進融資制度＜1992年制定＞
○�機械類リース信用保険
○�機械類割賦・ローン保証販売信用保険
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《研究開発促進策》
○�基盤技術研究円滑化法＜1985年制定、施行＞
○�基盤技術研究促進センターの設立＜1985年＞
○�基盤技術研究開発促進税制＜1985年度創設＞
○�中小企業等基盤強化税制＜1987～1992年＞

《その他の政策的措置、施策》
○�労働安全衛生規則「産業用ロボット特別教育」施行 
＜1984年＞

○�産業用ロボット製造設備の耐用年数の制定＜1987年＞
○�公正取引委員会に消費税表示協定書等届出＜1989年＞
○�消費税導入円滑化貸付の創設＜1989年＞

【�与党・自民党に対する税制等に関する要望】＜1983年度～＞
【�主要事業に対する補助金、委託費の交付要望、申請】�  
＜1983 年度～＞
【�産業用ロボットの日本標準商品分類の中分類への特掲移行】
＜1990年＞

（2）広報事業
　広報委員会の所掌する事業は編集と事業に大別さ
れ、主な活動としてそれぞれ定期刊行物・PR 資料の
発行、展示会・講習会の開催等を行った。
1）編集関係
【�機関誌『ロボット』の発行】�  
＜39 号（1983 年度）～91 号（1992 年度）＞（1988 年ま
では年4～6回の不定期発行、1989年以降年6回の定期発行）
【�会報『ロボット月報』の発行】 
＜Vol.13（1983年度）～Vol.20（1992年度）＞
【�英文会報「JIRA ROBOT NEWS」の発行】 
＜Vol.1（1989 年度）～Vol.4（1992 年度）＞
【�産業用ロボット利用技術集（導入便覧）の編集発行】�  
（日本語版・英語版）［製造業編・非製造業編］�  
＜1983、1985、1987、1989、1991年度＞�  
※1987 年度より非製造業編発行
【�産業用ロボットカタログ総覧の編集発行】 
＜1983、1985、1987、1989、1991年度＞
【�産業用ロボットハンドブックの編集発行】 
＜1985、1987、1988、1990年度＞
【�金融税制特別措置等 PR資料発行】
【�20 周年史『20年のあゆみ』の発行】＜1992年度＞

2）事業関係
【�国際産業用ロボット展の開催】 
＜第 5回（1983年）～第 9回（1991年）＞（隔年）
【�産業用ロボット利用技術講習会の開催】 
＜第 22回（1983年度）～第 49回（1992年度）＞
【�産業用ロボット・フィルム・フェスティバルの開催】�  
＜第 8回（1983年度）～第 17回（1992年度）＞
【�建設ロボット・シンポジウムの開催】 
＜第 1回（1990年度）、第 2回（1991年度）＞ 
（※当会ほか 6団体の共同主催）
【�工場見学会の開催】 
＜第 1回（1987年度）～第 11回（1992年度）＞
【�事業成果報告会の開催】＜1988～1991年度＞
【�産業用ロボット紹介フィルムの作成】

【�ロボット及び応用システム・シンポジウムの開催】�  
＜第 9回（1984年度）～第 11回（1988年度）＞
【�産業用ロボット標準化セミナーの開催】 
＜1987、1989、1991年度＞
【�創立 20周年記念式典及び祝賀会の開催】＜1992年＞
【�科学技術館での産業用ロボット常設展示場の開設と運営協力】
＜1983～1989年度＞

（3）普及促進事業
　普及促進委員会の所掌の下、市場調査、販売促進
等に関する事業を実施した。
【�産業用ロボット及び応用システムの普及促進に対する無利子
融資制度】＜1983年度～＞
【�長期需要予測調査】＜1984、1985、1988、1989年度＞
【�企業実態調査】＜1983年度～＞
【�産業用ロボット普及促進のための機種別振興対策】�  
＜1983 年度～＞
【�産業用ロボット導入に伴う経済効果分析】＜1983年度＞
【�世界におけるロボット教育現状調査】＜1986年度＞
【�ロボット導入システム設計に関する研究】＜1986年度＞
【�エンジニアリング対価適正化調査研究】＜1986年度＞
【�産業用ロボット導入技術開発促進事業】＜1987～1991年度＞
【�産業用ロボット・定期点検・保全マニュアルの策定研究】�  
＜1987 年度＞
【�パーソナルロボットの長期需要予測調査】＜1990年度＞
【�パーソナル・ロボットのテクノロジー・アセスメント】�  
＜1991 年度＞
【�政策的普及促進制度】
○�財政投融資によるリース制度の創設＜1980～1986年度＞
○�重要複合機械装置の特別償却制度への高性能電子計算機制
御産業用ロボットの指定＜1980～1984年度＞
○�産業安全衛生施設等貸付制度への労働安全産業用ロボット
の指定＜1980年度～＞
○�機械類リース信用保険＜1973年度～＞
○�機械類割賦販売・ローン保障販売信用保険�  
＜1976 年度～＞
○�中小企業設備近代化資金貸付制度及び設備貸与制度�  
＜1980 年度～＞
○�FMS機器リース制度＜1984～1986年度＞
○�中小企業新技術体化投資促進税制（メカトロ税制）�  
＜1984 年度～＞
○�省力化投資促進融資制度＜1992年度～＞
○�エンジニアリング企業登録制度＜1982年度～＞
○�ロボット・シミュレーションセンタ設置構想、調査�  
＜1992 年度＞
○�産業用ロボットの保有稼働実態調査＜1992年度＞

（4）技術振興事業
　技術委員会の下、産業用ロボットの技術動向、標
準化調査研究を中心に、技術振興のための各種事業
を実施した。
【�長期技術予測調査】＜1983、1990、1991年度＞
【�特許調査】＜1983年度～＞
【�研究機関動向調査】＜1983年度～＞
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【�規格化・標準化調査研究】
○�国内、国際標準化活動＜1983年度～＞
○�国際統計分類の標準化
○�産業用ロボットの標準化に関する調査研究 
＜1991、1992年度＞

○�プラント点検ロボットの標準化調査研究
○�ロボット言語に関する標準化 
＜1983～1985年度、1988～1989年度＞

○�ロボット標準言語の作成＜1989年度＞
○�産業用ロボット配線・配管に関する団体規格作成�  
＜1983 年度＞

○�産業用ロボットのモジュール化設計通則 JIS 原案作成�  
＜1983 年度＞

○�国際規格回答原案作成事業＜1983年度～＞
○�産業用ロボット国際標準化対策＜1987年度～＞
○�ロボット言語の国際規格化＜1989～1991年度＞
○�把持部に関する標準化＜1984、1987年度＞
○�産業用ロボット技術高度化情報システム開発�  
＜1984 年度＞

○�産業用ロボット安全通則 JIS（JIS B 8433）改正原案作成
＜1984年度＞

○�ロボット関連機器の体系的研究＜1985年度＞
○�産業用ロボットセンサ類標準化調査研究＜1986年度＞
○�ロボットと関連機器等インターフェースの標準化研究�  
＜1986 年度＞

○�産業用ロボット特性機能の表し方 JIS（JIS B 8431）改正
原案作成＜1986、1990年度＞

○�産業用ロボットの標準化調査研究＜1986～1990年度＞
○�産業用ロボットの電気・電子装置標準化調査研究�  
＜1987～1989年度＞

○�産業用ロボットの腕と手の接合部構造の JIS 原案作成�  
＜1987 年度＞

○�ロボット等メカトロ機械のノイズによる災害防止の研究�  
＜1987、1988年度＞

○�産業用ロボット座標系 JIS 原案作成＜1988年度＞
○�ロボット通信に関する標準化＜1990～1991年度＞
○�産業用ロボットのシャフト形接合部の形状及び寸法に関す
る JIS 原案作成＜1990年度＞

○�産業用ロボット特性・機能測定方法 JIS（JIS B 8432）改
正原案作成＜1990年度＞
○�移動ロボット安全基準に関する調査研究＜1991年度＞
○�移動ロボットの特性・機能評価方法の調査研究�  
＜1991 年度＞

○�建設ロボットの特性・機能の表し方、測定方法に関する調
査研究＜1991年度＞
○�産業用ロボットのノイズイミュニティ試験調査研究�  
＜1991 年度＞

○�建設ロボットの技術予測調査研究＜1991年度＞
○�身障者介助ロボットに関する調査研究＜1991年度＞
○�ロボットの性能評価システム構築に関する調査研究�  
＜1992 年度＞

○�ロボット言語・通信に関する海外動向調査＜1992年度＞
○�電波障害問題調査研究＜1992年度＞
○�産業用ロボットの安全通則に関する JIS 改正原案作成�  
＜1992 年度＞

○�産業用ロボットのノイズイミュニティ試験ガイドラインの

国際規格化＜1992年度＞
○�建設ロボットの特性・機能の表し方、測定法に関する調査
研究＜1992年度＞
○�産業用ロボット標準化対策＜1992年度＞
○�電子部品実装ロボットに関する標準化調査研究�  
＜1992 年度＞

（5）安全省力モデル策定事業
　安全省力モデル策定委員会の下、以下のような事
業への取組みを行った。
○�陶磁器製造工程安全自動化モデル＜1983年度＞
○�セラミックス等焼成作業安全自動化モデル＜1983年度＞
○�鋳物、湯口、せき折り作業安全自動化モデル＜1983年度＞
○�転炉レードル補修作業安全自動化モデル＜1984年度＞
○�溶解炉ドロス処理作業安全自動化モデル＜1984年度＞
○�人間共生型高度看護介護ロボットシステム＜1984年度＞
○�ロボット専用ツールシステムの導入による安全自動化モデル� 
＜1985 年度＞
○�設備整備保全作業安全自動化モデル＜1985年度＞
○�電解槽短絡検出及び矯正作業安全自動化モデル�  
＜1986 年度＞
○�鉄筋コンクリート構造物老朽化診断作業安全自動化モデル�  
＜1986 年度＞
○�段ボールシート反転作業自動化システムモデル�  
＜1987 年度＞
○�非鉄溶錬炉のタッピング作業安全自動化モデル�  
＜1987 年度＞
○�下水道・自走・ごみ収集ロボットシステムモデル�  
＜1987 年度＞
○�排熱ボイラー付着煙灰除去作業自動化システム�  
＜1988 年度＞
○�業務用ランドリー区分け・選別自動化システム�  
＜1988 年度＞
○�地中構造物解体自動化システム＜1988年度＞
○�硫酸工場触媒ふるい別作業自動化システム�  
＜1989 年度＞
○�動植物輸入検疫作業自動化システム＜1989年度＞
○�潜地型地下空間作業自動化システム＜1989年度＞
○�製錬排ガス煙道内の堆積ダスト除去作業自動化システム�  
＜1990 年度＞
○�微生物培養処理・計測自動化システム＜1990年度＞
○�食肉加工・脱骨作業自動化システム＜1990年度＞
○�電解槽内スライム回収作業自動化システム＜1991年度＞
○�アスベスト処理支援自動化システム＜1991年度＞
○�廃棄物選別自動化システム＜1991年度＞

（6）システム開発事業
　システム委員会の下、産業用ロボット及び応用シ
ステムの開発調査研究による新しい利用技術の開発
と利用分野の拡大を企図し、各種事業を展開した。
【�機械システム・エンジニアリング・プロジェクト開発事業】�
（社団法人日本機械工業連合会からの受託事業）
○�採鉱（積込・運搬・放出）ロボットシステム＜1983年度＞
○�海上油流出防災ロボットシステム＜1983年度＞
○�細脈採鉱自動化システム＜1984年度＞
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○�林野火災対策ロボットシステム＜1984年度＞
○�海洋底熱水性鉱床採取ロボットシステム＜1985年度＞
○�同時多発・大規模災害対策ロボットシステム�  
＜1985 年度＞

○�防災・警備兼用多機能オフィス・ロボットシステム�  
＜1986 年度＞

○�バイオテクノロジーにおける LA・ロボットシステム�  
＜1986 年度＞

○�土質・地質調査（地表）自動化ロボットシステム�  
＜1987 年度＞

○�地下街・洞道災害対策ロボットシステム＜1987年度＞
○�ホーム・オートメーション用ロボットシステム�  
＜1988 年度＞

○�石油貯蔵タンクの消火ロボットシステム＜1988年度＞
○�災害弱者救済ロボットシステム＜1989年度＞
○�パーソナルロボットシステム＜1989年度＞
○�大深度地下空間災害対策ロボットシステム�  
＜1990 年度＞

○�斜面災害救助ロボットシステム＜1990年度＞
○�山岳地地質調査ロボットシステム＜1991年度＞
○�水難救助対策ロボットシステム＜1991年度＞

【�先端技術予測調査研究事業】 
（社団法人日本機械工業連合会からの受託事業）
○�次世代ロボット高度知能化に関する調査研究�＜1988年度＞
○�先端ロボットに関する調査研究＜1989年度＞
○�先端ロボットシステムの概念設計に関する調査�  
＜1990 年度＞

【�システム事業】
○�ロボット技術センター基本計画策定調査研究�  
＜1983、1989年度＞

○�極限作業ロボットに関する調査研究＜1983、1984年度＞
○�極限作業ロボットの研究開発への協力 
＜1985～1987年度＞	

○�超高性能レーザ応用複合生産システムの研究開発（大型プ
ロジェクト）への事業協力＜1983、1984年度＞

○�建設メカトロ調査研究＜1984、1985年度＞
○�財団法人国際ロボット FA技術センターへの事業協力�  
＜1985 年度～＞

○�次世代ロボットに関する調査研究＜1989、1990年度＞
○�マイクロロボット開発に関する調査研究＜1989年度＞
○�マイクロロボット研究開発動向に関する調査研究�  
＜1990 年度＞

○�高層ビル火災対応用ハイブリッドロボットシステム�  
＜1990、1991年度＞

○�災害対処ハイパワーロボット・システム研究開発調査研究
＜1991年度＞

○�製錬排ガス煙道内堆積ダスト除去作業ロボット化調査研究
＜1991、1992年度＞

○�溶鉱炉内付着物（居付）除去作業自動化システム�  
＜1992 年度＞

○�高齢・身障者作業支援自動化システム＜1992年度＞
○�建設残土処理ロボットシステム策定研究＜1992年度＞
○�火山噴火災害対策ロボットシステム＜1992年度＞
○�極限作業ロボットの成果普及、実用化の促進�  
＜1992 年度＞

○�建設ロボットに関する調査研究＜1992年度＞

（7）国際交流事業
　海外委員会の下、国際技術交流、国際産業交流の
促進を目的として各種事業を実施した。
【�国際会議・シンポジウムの東京開催】
○�国際産業用ロボット・シンポジウムの開催 
＜第 15回（1985）、第 20回（1989年）＞
○�国際先端ロボット技術会議の開催 
＜1983、1985、1987、1989、1991年＞
○�国際産業協力シンポジウムの開催＜1987年＞
○�国際建設ロボットシンポジウムの開催 
＜第 5回（1988年）、第 9回（1992年）＞
○�極限作業ロボット国際シンポジウムの開催＜1991年＞
○�第 2回ロボットにおける計測と制御国際会議の開催�  
＜1992 年度＞ 
※計測制御学会との共同主催

【�国際ロボットシンポジウムへの参加及び産業用ロボット技術
調査団の海外派遣】
○�国際産業用ロボット・シンポジウムへの参加�  
＜第13回（1983年）、第14回（1984年）、第16回（1986
年）、第17回（1987年）、第18回、第19回（1988年）、
第21回（1990年）、第22回（1991年）＞
○�国際建設ロボットシンポジウムへの参加�  
＜第 6回（1989年）、第 7回（1990年）、第 8回（1991
年）＞

【�海外における産業用ロボットの市場調査及び研究開発動向調査】
○�スウェーデンにおける産業用ロボット市場調査＜1983年＞
○�産業用ロボット国際協力調査研究＜1984年～＞

【�海外における産業用ロボット展の開催】
○�英国ロボット技術展の開催＜1991年＞

【�海外における産業用ロボット技術セミナーの開催】
○�日中産業用ロボット協力セミナーの開催＜1986年＞
○�英国ロボット技術セミナーの開催＜1991年＞

【�海外文献翻訳発行】
○�産業用ロボットに関する海外論文集＜1986年＞
○�産業用ロボットに関する論文集＜1990年＞
○�’83 国際先端ロボット技術会議発表論文集＜1984年＞
○�’85 国際先端ロボット技術会議発表論文集＜1986年＞

【�海外向け資料・ビデオの作成】 
＜1983、1985、1987、1989、1991、1992年＞
【�ドイツ・デュッセルドルフ事務所開設】＜1984年度＞
【�JIRA賞創設】＜1989年＞

（8）パーソナルロボット振興事業
　我が国における急速な高齢化や就労人口不足、ラ
イフスタイルの多様化等、社会環境の変化により、
種々のニーズを満たす人間性、社会性を考慮した
パーソナルロボットの実現が期待される。
　こうした背景の下で、パーソナルロボット研究開
発の推進、製造業の振興、健全な普及を図ることな
どを目的として、1989 年度に「パーソナルロボッ
ト振興協議会」を設立し、基本施策の立案、研究開
発促進策・普及促進策の策定等の事業を行った。
○�ホームオートメーション用ロボットシステム策定研究�  
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＜1988年度＞
○�パーソナルロボットシステム策定研究＜1989年度＞
○�パーソナルロボットの長期需要予測調査＜1990年度＞
○�パーソナルロボットのテクノロジー・アセスメント�  
＜1991 年度＞

4.　�1993 年度から 2002 年度までの活動
概況

　当会設立からバブル経済が崩壊するまでの約 20
年間は、ロボット市場の拡大とともに、当会組織や
事業活動も拡大基調で歩んできたと言える。しかし
ながら、’90 年代初頭のバブル経済崩壊とその後の
過剰設備、長期にわたる一般消費の冷え込み、経済
のグローバル化と製造業の海外移転等、一般に 90 年
代が「失われた 10 年」とも称される中、日本経済
の停滞がロボット業界はもとより、当会組織と事業
活動にも大きく影響することとなった。
　当会のこの 10 年における大きな変化は、今後の
普及と活躍が期待されるパーソナルロボット等の
サービスロボットに対応するため、1994 年 6 月に
それまでの名称から「産業用」を外し、「社団法人
日本ロボット工業会」へ名称変更したことである。
　また、大阪、中部の両支部閉鎖（1998 年 5 月）、
海外事務所のドイツ・デュッセルドルフ事務所の閉
鎖（1999 年度）及び組織のスリム化を行った。
　さらに、委員会組織についても 1999 年度に大幅
な見直しが行われた。1973 年の工業会設立ととも
に「政策委員会」、「広報委員会」、「普及促進委員
会」、「安全省力委員会」、「システム委員会」、「技術
委員会」、「海外委員会」の七つの常設委員会が設置
され、その任に当たってきたが、政策委員会は「運
営委員会」へ、普及促進委員会は「市場委員会」へ
と名称変更し、エンジニアリング振興に関する事業
は「技術委員会」が引き継ぐこととなった。安全省
力委員会、システム委員会は廃止され、それらの事
業は基本的に「技術委員会」が所掌し、海外委員会
は「運営委員会」内の「国際部会」として再編成し、
効率的な運営を行うこととした。
　このほか、新たな組織として「エンタテイメント
ロボットフォーラム」（2000 年）、「建築鉄骨溶接ロ
ボット型式認証委員会」（2001 年）、「ORiN 協議会」

（2002 年）が時代の要請に応える形で設立され、当
会がそれらの事務局を担うこととなった。

（1）政策企画事業
　政策関係のこの 10 年の主要な活動としては、1998～
1999 年度にかけて実施した、「ロボット産業の長期
ビジョン」策定が挙げられる。本ビジョンは、2010
年を目標に、社会・経済の構造的変革の時代に向け
て新たに策定したものである。また、2000 年度には、
従来の産業用ロボットの概念の枠を越え、2010～2025
年に向けた幅広い分野での社会的ニーズに対応した、
ロボット技術としての「技術戦略」を策定した。
　そのほか主な実施事業は以下のとおりである。
○�与党・自民党への税制要望＜1993年度～＞
○�各種懇談会への参加
○�PL 問題に関する取組み
○�コンピュータ西暦 2000年問題対応ガイドラインの策定�  
＜1999 年度＞
○�環境問題への取組み／環境自主行動計画の検討�  
＜1993 年度～＞
○�ロボット産業の長期ビジョンの策定＜1998年度～1999年度＞
○�ロボット技術戦略の策定＜2000年度＞

（2）広報事業
　広報委員会の所掌事業は、機関誌、ハンドブック
などの「編集」、展示会や講習会などを中心とする

「事業」に大別され、各種活動を通じて潜在需要の
掘り起こしに意欲的に取り組んだ。
1）編集関係
　情報ネットワークを有効に活用し、会員内外に幅
広くロボット関係の情報を効率的に提供することを
目的として、1998 年にウェブサイトを開設し、その
運用を開始した。
　また、会員希望者を対象として「実装ニュース」
の発行も開始した（年 4 回）。
【�機関誌『ロボット』の発行】 
＜92号（1993年度）～151号（2002年度）＞
【�会報『ロボット月報』の発行】 
＜Vol.23（1993年度）～Vol.27（1997年度）＞
【�英文会報「JIRA ROBOT NEWS」の編集発行】�  
＜Vol.5（1993 年）～Vol.12（1999年度）＞
【�「実装ニュース」の編集発行】 
＜Vo.1（2000年度）～Vol.3（2002 年度）＞
【�産業用ロボットカタログ総覧の発行】 
＜1993年度、1995年度＞
【�金融税制特別措置等 PR資料の発行】＜1993～1996年度＞
【�ロボットハンドブックの発行】＜1994、1996、2000年度＞
【�電子部品実装ロボット技術便覧の編集発行】＜1998年度＞
【�実装プロセステクノロジー展の展示記録作成】�  
＜1998～2001年度＞
【�ウェブサイトの開設】＜1998年度＞
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2）事業関係
　事業の見直しにより、「ビデオフェスティバル」、

「国内シンポジウム」、「事業成果報告会」等が廃止
となったほか、利用技術講習会及び工場見学会をひ
とつにまとめ「JARA テクノフォーラム」として再
構築の上、実施することとなった。
　また、新規事業として、電子部品実装に関する最
新技術の情報発信の場である「実装プロセステクノ
ロジー展」を1998年度より毎年開催することとなっ
た。このほか、大学等の研究機関が研究開発中のロ
ボット及びロボット技術の公開を通じ産学官の連携
促進を狙いとする「ロボットテクノプラザ」を開催
した。
【�展示会開催及び関連事業】
○�国際ロボット展 
＜第 10回（1993年）～第 14回（2001年）＞（隔年）

○�実装プロセステクノロジー展 
＜第 1回（1998年度）～第 5回（2012年度）＞

○�ロボットテクノプラザ＜1999～2002年度＞
○�RT 交流マッチングプラザ＜2002年度＞
・�ロボットテクノロジーのための産学官連携フォーラムの
開催

○�産業技術歴史展─テクノフェスタ 21─への出展参加�  
＜1997 年度＞

【�技術講習会、ロボットビデオフェスティバルの開催】
○�産業用ロボット利用技術講習会の開催 
＜第 50回（1993年度）～第 66回（1999年度）＞

○�産業用ロボットビデオフェスティバルの開催�  
＜1992～1994 年度まで：産業用ロボット・フィルム・
フェスティバル、1995～1997 年度：ビデオフェスティ
バル＞

【�事業成果報告会の開催】＜1993年度、1996～1997年度＞
【�工場見学会・セミナーの実施】 
＜第 12回（1996年度）～第 19回（1999年度）＞
【�JARAテクノフォーラムの開催】 
＜第 1回（2000年度）～第 7回（2002年度）＞
【�創立 30周年記念式典及び祝賀会の開催】＜2002年度＞

（3）市場関連事業
　市場関係の事業は 1999 年度まで「普及促進委員
会」が所掌していたが、2000 年度に「市場委員会」
へと名称変更を行ったことに伴い、エンジニアリン
グ振興に関する事業については「技術委員会」へ所
掌が移行した。
　市場統計、市場調査、そしてロボットの利用促進
に関わる税制等の制度の運用、用途別振興対策等の
事業を実施した。
1）市場統計
　実施事業における大きな変化として、1992 年度
まで実施してきた会員の期別統計を 1993 年度に月

別統計に変更したことが挙げられる。この変更によ
り、市場動向をより迅速に把握することが可能にな
るとともに、先の編集関係でも取り上げたウェブサ
イト上にも Excel データ（会員限定）を掲載するこ
とで、データ活用の利便性が増すこととなった。
【�月別、期別の受注、生産、出荷統計】＜1993～2002年度＞
【�企業実態調査】＜1993～2002年度＞

2）市場調査
　’90 年代初頭におけるバブル経済の崩壊とそれに伴
うロボットの市場環境の変化を考慮し、以下のよう
な需要予測や市場動向調査等の実施のほか、ロボッ
トのユーザ業界に対し、ロボットの保有稼働把握と
その耐用年数短縮に向けた調査なども実施した。
【�需要予測】
○�産業用ロボット長期需要予測（非製造業分野）�  
＜1993 年度＞
○�産業用ロボット長期需要予測（製造業分野）�  
＜1996 年度＞
○�ロボットの新規産業分野におけるニーズ調査研究�  
＜1997 年度＞

【�産業用ロボットに関する教育実態調査】＜1994年度＞
【�クリーンルームにおけるロボット市場動向調査】�  
＜1998 年度＞

3）利用促進
　ロボットの利用促進に係る、以下の政策的な優遇
制度（税制、融資及び貸付制度）についての運用、
PR を行った。
【�中小企業新技術体化投資促進税制】＜1993年度＞
【�産業用ロボット及び応用システムの普及促進に対する無利子
融資制度】＜1993～2002年度＞
【�産業安全衛生施設等（労働安全産業用ロボット）貸付制度】
＜1993～1998年度＞
【�時短投資促進融資制度】 
＜1993～1995年度：省力化設備投資促進融資制度、1996
～1998年度：時短投資促進融資制度＞
【�中小企業設備近代化資金貸付制度及び設備貸与制度】�  
＜1993～2001年度＞
【�設備資金貸付制度、設備貸与制度の利用による利用促進】�  
＜2002 年度＞
【�中小企業投資促進税制】＜2002年度＞

4）用途別振興対策
　ロボット及びロボットシステムの用途別諸問題に
ついて検討を行う場として、溶接、塗装、組立、電
子部品実装、入出荷、クリーンルームの六つの分科
会を設け活動（1992～1998 年度までは機種別振興
対策として）を行ってきたが、2002 年度に溶接、
塗装、クリーンルームの各分科会は当初の役割を終
えたことで廃止となった。
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（4）技術振興事業
　技術に関する事業については、「技術委員会」が
ロボットの技術動向や標準化調査等を実施してきた
が、1999 年度の組織変更により、「システム委員会」
所掌のロボット及び応用システムの開発調査研究事
業、そして「普及促進委員会」所掌のエンジニアリ
ング振興に関わる事業についても技術委員会が担当
することとなった。
1）技術調査
　この 10 年間における技術調査関係の事業は、以
下のとおりである。
　また、日本小型自動車振興会からの補助事業とし
て、安全性や労働福祉の観点から新規分野への適用
検討を行ってきた自動化・概念設計に関する事業に
ついては、1997 年度をもって実質的に補助対象と
して廃止された。これらの事業を所掌していた「安
全省力委員会」が組織としても廃止されたことか
ら、事業の記録については本項目へ収録する。
【�技術調査】
○�極限作業ロボットの成果普及、実用化の促進�  
＜1993～1995年度＞

○�研究機関動向調査研究＜1993～1997年度＞
○�特許に関する調査研究＜1993～2001年度＞
○�電波障害問題調査＜1993～2001年度＞
○�建設ロボットに関する調査研究＜1993～1998年度＞
○�ノイズイミュニティ試験技術に関する調査研究�  
＜1993 年度＞

○�電子部品実装ロボットの安全技術動向調査＜1995年度＞
○�電磁ノイズに関する規格動向調査＜1995年度＞
○�産官学共同研究推進に関する調査研究＜1995年度＞
○�新規産業創出環境整備調査＜1998年度＞
○�機械安全・電気安全に関する調査＜1998年度＞
○�電子部品実装ロボット技術に関する調査研究�  
＜1999～2002年度＞

○�次世代ロボットの調査研究＜2001年度＞
○�国産ロボット技術発達の系統化に関する調査�  
＜2002 年度＞

○�ロボットの新規分野開拓のためのロボットオープン化シス
テムに関する調査研究＜2002年度＞

○�社会を変革する知能ロボット技術の調査研究�  
＜2002 年度＞

○�次世代ロボット実用化のための技術課題調査及び社会環境
整備等に関する調査研究＜2002年度＞
○�ロボット機能発現のために必要な要素技術開発事業�  
＜2002 年度＞

【�パーソナルロボット】
○�福祉ロボットに関する研究開発動向調査＜1993年度＞
○�パーソナルロボットの開発・普及促進に関する調査研究�  
＜1993 年度＞

○�パーソナルロボットに関するヒューマンインタフェース課
題開発設定＜1995年度＞

○�福祉ロボットに関するニーズ調査分析＜1996年度＞
○�パーソナルロボットの市場動向調査＜1997年度＞
○�社会参加支援ロボットシステムに関する調査研究�  
＜1997 年度＞
○�パーソナルロボットの知的環境情報化システムに関する調
査研究＜1998年度＞

【�技術予測】
○�産業用ロボット長期技術予測（製造業分野）�  
＜1994 年度＞
○�産業用ロボット長期技術予測（非製造業分野）�  
＜1995 年度＞
○�パーソナルロボットの技術予測＜1996年度＞
○�福祉・防災ロボットに関する技術予測＜1996年度＞

【�ガイドライン／基準】
○�ノイズイミュニティ試験ガイドライン改訂＜1996年度＞
○�電子部品実装ロボットの安全基準作成＜1997年度＞
○�建築鉄骨溶接ロボット型式認証に関する検討＜1999年度＞

【�ビジョン】
○�福祉ロボット・ビジョン策定研究＜1995年度＞
○�産官学共同研究ビジョンの策定＜1996年度＞
○�21 世紀の情報社会に向けた電子部品実装の高度化に関す
る調査研究＜2001年度＞

【�自動化・概念設計】
○�ロボット性能評価システム概念設計＜1993年度＞
○�不良電極板矯正作業自動化システム＜1993年度＞
○�合成ゴム混練作業自動化システム＜1993年度＞
○�海底地質調査ロボット・システム＜1993年度＞
○�廃棄物大量集積所等火災対策ロボットシステム�  
＜1993 年度＞
○�廃車処理解体ロボットシステム＜1994年度＞
○�LNGパイプ搬送監視点検ロボット・システム�  
＜1994 年度＞
○�ISP 炉のコンデンサ居付除去作業ロボットシステム�  
＜1994 年度＞
○�造成工事施工管理ロボットシステム＜1994年度＞
○�風水害対策ロボット・システム＜1994年度＞
○�高齢者、障害者用食事搬送自動ロボットシステム�  
＜1994 年度＞
○�スクラップ等のサンプリング作業ロボット・システム�  
＜1995 年度＞
○�情報スーパー・ハイウェイ敷設作業ロボット・システム�  
＜1995 年度＞
○�鋳物生産完全無人ロボット化工場の策定＜1995年度＞
○�地震災害救助ロボット・システム＜1995年度＞
○�水力発電所ダム堆砂防止浚渫ロボット・システム�  
＜1995 年度＞
○�高層ビル防災対応システム＜1995年度＞
○�高齢者・障害者支援知能車椅子に関する調査研究�  
＜1995 年度＞
○�老朽船解体ロボット・システム＜1996年度＞
○�非鉄電極板ハンドリングロボットシステム＜1996年度＞
○�危険物処理ロボットシステム＜1996年度＞
○�高速道路・橋梁等メンテナンスロボットシステム�  
＜1996 年度＞
○�救急活動支援ロボットシステムの策定研究＜1997年度＞
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2）規格化・標準化調査研究
　ロボットの ISO 国内審議団体業務、内外の標準
化動向調査、JIS 原案作成等の標準化調査などに関
わる実施事業は以下のとおりである。
【�規格化】
○�円形フランジ形接合部の形状及び寸法に関する JIS 改正原
案作成＜1993年度＞

○�自動エンドエフェクタ交換装置の用語及び仕様項目に関す
る JIS 原案作成＜1994年度＞
○�産業用ロボット記号に関する JIS 原案作成＜1994年度＞
○�産業用ロボット電気装置に関する JIS 原案作成�  
＜1994 年度＞

○�電子部品実装ロボットの用語 JIS 原案作成＜1995年度＞
○�電子部品実装ロボットの特性・機能の表し方 JIS 原案作成
＜1995年度＞

○�電子部品実装ロボットのインタフェース JIS 原案作成�  
＜1995 年度＞

○�ロボットの座標形に関する JIS 原案作成＜1998年度＞
○�ロボットの特性の表し方に関する JIS 原案作成�  
＜1998 年度＞

○�MMS ロボット附帯規格改正原案（追補）及び基本プロ
ファイルに関する JIS 原案作成＜1998年度＞

○�電子部品実装ロボット用語 JIS 原案作成＜1999年度＞
○�産業用マニピュレーティングロボットのプログラミング及
び操作のためのグラフィカルユーザインタフェース JIS 原
案作成＜1999年度＞

○�産業用マニピュレーティングロボットエンドエフェクタに
よる対象物ハンドリング及び把持型グリッパの特性に関す
る JIS 原案作成＜1999年度＞

○�電子部品実装ロボットの特性及び機能の表し方 JIS 改正原
案作成＜2000年度＞

○�電子部品実装ロボットインタフェース JIS 改正原案作成�  
＜2000 年度＞

○�知能ロボット用語 JIS 原案作成＜2000年度＞
○�移動ロボット用語 JIS 原案作成＜2001年度＞
○�建築鉄骨溶接ロボットの型式における試験方法及び判定基
準 JIS 原案作成＜2001年度＞

【�標準化調査】
○�産業用ロボット標準化対策＜1993～2000年度＞
○�産業用ロボット標準化に関する調査研究 
＜1993～2000年度＞

○�電子部品実装ロボットに関する標準化調査研究�  
＜1993、1994、1996、1997年度＞

○�パーソナルロボットの標準化調査研究 
＜1996～1998年度＞

○�ロボット操作インタフェースの標準化に関する調査研究�  
＜2001 年度＞

○�高齢者等福祉用ロボットの標準化に関する調査研究�  
＜2001～2003年度＞

○�ロボットオープンネットワークインタフェースに関する調
査研究＜2002年度＞

○�ロボット操作インタフェースの標準化に関する調査研究
（軽水炉プラント用遠隔操作ロボットの標準化調査研究）
＜2002年度＞

○�産業用ロボットの安全に関する国際標準化対策�  
＜2002 年度＞

【�国際標準化】
○�ISO国内対策
○�国際規格回答原案作成
○�産業用ロボットのノイズイミュニティ試験ガイドラインの
国際規格化＜1993年度＞

○�ロボット言語の国際規格化＜1994、1995年度＞
○�産業用ロボット分野の国際整合化調査研究�  
＜1995～1997年度＞
○�物体ハンドリングの用語及び把持形グリッパの特性表示の
国際規格化＜1996年度＞

○�電子部品実装ロボットの安全性に関する国際規格提案作成
＜1998年度＞
○�産業用ロボット国際標準化対策＜1993～2000年度＞
○�産業用ロボットの安全に関する国際標準化対策�  
＜2001 年度＞

3）エンジニアリング振興
　ロボットシステム導入支援のために、エンジニア
リングの諸問題について検討を行うとともに、以下
の活動を実施した。
○�ロボットエンジニアリング企業登録認定制度�  
＜1993 年度～＞
○�ロボットシステムエンジニアリング報酬基準に関するモデル
の策定＜1998年度＞
○�中小企業労働環境改善対策技術開発事業 
＜1992～1997年度＞
○�中小企業における技術基盤強化対策事業 
＜1998、1999年度＞
○�中小規模の生産システムにおけるロボットシステム開発調査
研究＜2000年度＞

4）技術開発
　この 10 年間において技術開発として実施した事
業は、以下のとおりである。
○�ソフトウェア開発＜1994年度＞
○�産業用ロボットプログラミング技術の研究開発�  
＜1995～1997年度＞
○�バリ取り・仕上げロボット用熟練スキルのソフトウェア開発
＜1998～2000年度＞
○�知的情報インフラ活用型パーソナルロボットシステムの開発
＜1999～2000年度＞
○�生産システム等におけるオープンロボットインタフェースの
開発＜1999～2001年度＞

（5）国際交流事業
　1998 年度まで国際関係の活動は「海外委員会」
が所掌していたが、1999 年度の組織再編により、「運
営委員会」傘下の「国際部会」が国際事業を担当す
ることとなった。
　また、ドイツのデュッセルドルフ事務所は、JETRO
デュッセルドルフ・センターとの共同事務所として
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運営を行ってきたが、所期の目的を達成したことな
どから 1999 年度に閉鎖することとなった。同事務
所は、約 15 年間にわたりロボットに関する海外情
報・資料の収集をはじめ、研究動向や市場調査、日
系・外国企業からの引き合い、問い合わせの処理な
どを行うとともに、設立当初は ISO 会議に際し現地
での日本側委員のサポートも行った。
【�国際シンポジウムの東京開催】
○�国際ロボットシンポジウムの開催 
＜第 24回（1993年）、第 30回（1999年）＞

○�国際先端ロボット技術会議（ICAR）の開催�  
＜1993、1999年度＞

○�ロボット工学・応用アジア会議（ACRA）の開催�  
＜1994、1997年度＞

【�海外調査】
○�産業用ロボット国際協力調査研究＜1993～1996年度＞
○�自動溶接システム関連技術動向調査＜1996～1998年度＞
○�アジアにおけるロボット市場動向調査�  
＜1997～1999年度＞

【�視察団派遣及び国際交流】
○�海外への視察団派遣
○�国際先端ロボット技術会議への参加＜1995、1997年度＞
○�JARA賞の運営 
＜1993年度：JIRA賞、1994～2002年度：JARA賞＞
○�ドイツ・デュッセルドルフ事務所の運営 
＜1993～1999年度＞

（6）その他
　当会が事務局を担う以下の四つの組織において、
それぞれ活動を行った。
1）建設ロボット研究連絡協議会
　当会をはじめとする建設ロボットに係わる 6 団体
で構成する本協議会では、建設ロボットの研究開
発、普及促進、及び国際協調に寄与するために、以
下のような活動を実施した。
○�国際建設ロボットシンポジウム（ISARC）の開催�  
＜第 13回（1996年度）＞

○�国際建設ロボットシンポジウムへの参加
○�建設ロボットシンポジウムの開催 
＜1993～1998年度、2000年度＞

○�建設ロボットフォーラムの開催＜1999、2001年度＞

2）エンタテイメントロボットフォーラム
　サービスロボットの普及を目指すため、エンタテ
イメントロボットに関わる技術者による技術交流会
の開催を目的として2000年に設立、活動を開始した。
3）建築鉄骨溶接ロボット型式認証委員会
　建築鉄骨製作分野において急速に普及し、多くの
実績のある建築鉄骨溶接ロボットにより健全な溶接
部を得ることを目的として、2001 年度より型式認

証委員会を設置し、型式登録制度の運用を開始した
（3 年ごとに更新）。
○�団体規格（JARAS 1012）制定＜2000年＞
○�団体規格（JARAS 1013）制定＜2000年＞

4）ORiN 協議会
　ORiN は、ネットワーク環境において異なるメー
カや機種の壁を越え、ロボットへの統一的なアクセ
ス手段を提供するオープンなインタフェースとして
開発されたものである。
　その普及、仕様の維持・改善、ソフトウェアの管理

（保管、配布、改修）を目的とした活動を行う組織と
して、2002 年 10 月に ORiN 協議会が設立された。

5.　�2003 年度から 2012 年度までの活動
概況

　ロボット業界のこの 10 年においては、第 2 次 IT
需要（2003～2006 年）の訪れとともに上昇の波に
乗ることで、2006 年には過去最高となる 7,303 億円
の生産を達成した。
　しかしながら、2009 年には、サブプライムローン
問題を契機とする世界同時不況による急激な景気の
悪化により、同年のロボット生産額は「飛躍元年」
とされる 1985 年をも下回ることとなった。さらに、
2011 年には東日本大震災やタイでの洪水発生等があ
り、ロボット産業にも少なからず影響を与えた。
　このような中、経済・社会のますますのグローバ
ル化により、これまでの欧米諸国に加え、ロボット
市場の拡大と技術の進展が目覚ましい中国、韓国等
のロボット新興国においてもロボット産業政策が活
発に推進されており、我が国のロボット技術の優位
性を維持・発展する上でもそのイノベーションに向
けた取組みは喫緊の課題となった。
　この間の当会の動向としては、公益法人制度改革
に基づく一般社団法人移行に向けた取組みを 2011
年度より実施し、2012 年 3 月 23 日付で「一般社団
法人日本ロボット工業会」として認可を受けたこと
をもって同年 4 月 1 日、特例民法法人としての解散
登記とともに一般社団法人としての登記を完了した。
　このほか、2012 年の 40 周年を契機に、次の 10 年
に向けて我が国のロボット業界の現状と課題を踏ま
えつつ産業競争力の強化、そして成長産業としてあ
るべき姿の実現に向け、その戦略と具体的方策をま
とめた「ロボット産業ビジョン」を策定した。
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　また、2006 年に「ロボットサービスイニシアチ
ブ（RSi）」、2006 年に「ロボットビジネス推進協議
会」が設立され、当会が事務局を担うこととなった。

（1）政策企画・国際交流事業
　運営委員会の所掌の下、以下のような事業活動を
実施した。
1）政策関係
　我が国のロボット産業の振興に資することを目的
として、業界における政策的立場から普及促進や研
究開発に係わる金融・税制、さらには当該産業に対
する適切な施策について国等へ要望を行うととも
に、産業ビジョンの策定など、業界発展のための関
連施策を実施した。
○�税制要望
○�一般社団法人への移行作業（定款変更、移行申請等）�  
＜2011、2012年度＞
○�「ロボット産業ビジョン」の策定＜2012年度＞

2）国際関係
　この 10 年間における国際交流のトピックとして、
韓国のサービスロボット団体である「Korean Associa­
tion of Robotics：KAR（2008 年よりKorean Associa­
tion of Robot Industry に名称変更）」とサービスロ
ボットの市場、研究開発、標準化、及び展示会など
での相互協力を目的とした覚書を 2004 年に取り交
わし、ワークショップ開催等の交流を行った。この
ほか主な活動は以下のとおりである。
【�国際会議等の開催】　
○�海外との技術・情報交流の促進
・�国際ロボット連盟（IFR）の活動を通じた国際交流
・海外の展示会への参加

○�国際ロボットシンポジウム（ISR 2005）の開催�  
＜2005 年度＞

○�JARA賞の運営＜2005～2010年度（廃止）＞
○�日韓サービスロボットワークショップの開催�  
＜2005、2006、2007、2008、2009、2011年度＞�  
※事業はサービスロボット分科会にて実施

○�海外動向調査＜2011、2012年度＞

（2）広報事業
　広報委員会所掌の下、機関誌やウェブサイトの運
用などの「編集」と、展示会やテクノフォーラムな
どを中心とした「事業」に大別し、広報活動を通じ
て潜在需要の掘り起こしに取り組んだ。
1）編集関係
　この 10 年間における特徴としては、IT 化が著しく
進展する中での「ウェブサイト」の運用を挙げるこ

とができる。情報ネットワークを有効に活用し、会
員はもとより会員外へも幅広くロボット関連の情報、
サービスを効率的に提供することを心掛け活動を進
めた。
【�30 周年史『30年のあゆみ』の発行】＜2003年度＞
【�ロボットハンドブック（2005年版）の発行】＜2005年度＞
【�機関誌『ロボット』の発行】 
＜152号（2003年度）～211号（2012年度）＞
【�「実装ニュース」の編集発行】 
＜Vol.4（2003 年度）～Vol.13（2012年度）＞
【�ウェブサイトの運用】＜2003年度～＞
【�メルマガの発行】＜2012年度～＞

2）事業関係
　最新技術の情報発信の場である「国際ロボット
展」及び「実装プロセステクノロジー展」とその併
催事業としてのサミット、フォーラム、セミナー、
さらに公益財団法人 JKA の補助事業としての RT
マッチングプラザなどを実施した。
【�展示会の開催及び関連事業】
○�国際ロボット展 
＜第 15回（2003年）～第 19回（2011年）＞（隔年）
○�ロボットサミット＜2007、2009、2011年度＞
○�ROBO Link Forum ～サービスロボットビジネスフォー
ラム～＜2007、2009年度＞

○�サービスロボットビジネスフォーラム2011＜2011年度＞
○�実装プロセステクノロジー展 
＜第 5回（2003年）～第 14回（2012年度）＞
○�生産データコンベンション（Market Data Convention）
＜2003年度～＞
○�PROTECセミナー＜2012年＞
○�RT 交流マッチングプラザ
・�産学官連携による新規事業創出のための支援事業開催�  
＜2003 年度＞
・�RT（ロボットテクノロジー）事業創出支援事業�  
＜2005 年度＞
・�RT（ロボットテクノロジー）産業創生マッチング支援
補助事業＜2006～2008年度＞
・�RT（ロボットテクノロジー）マッチングプラザ支援補
助事業＜2009～2011年度＞
・�RT（ロボットテクノロジー）産学共創マッチング支援
補助事業＜2012年度＞

【�JARAテクノフォーラムの開催】 
＜第 8回（2003年度）～第 39回（2012年度）＞
【�創立 40周年記念式典及び祝賀会の開催】＜2012年＞
【�その他】
○�「次世代ロボット実用化プロジェクト」の成果普及事業�  
＜2005 年度＞
○�かながわロボット・エキシビション調査検討事業�  
＜2005 年度＞
○�ロボットビジネス推進方策情報発信業務（ロボットウィー
ク 2006）＜2006年度＞
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（3）市場関連事業
　国内製造業の海外移転が加速、空洞化することで
国内市場はますます縮小傾向となる一方で、中国・
韓国・台湾等を中心とした新興国・地域においては
経済成長とともにロボット需要が旺盛となり、近年
の我が国のロボット出荷額の 7 割以上は輸出に大き
く依存するという状況となった。
　新たな市場創成として期待されるサービスロボッ
ト分野においては、様々なプロトタイプは生まれる
ものの上市例は少なく、市場として未だ黎明期にあ
り、法制度的課題やビジネスモデルも含め、安全、
機能、コスト面等での技術課題も多い。
　当会におけるこの 10 年の市場に関する活動とし
て、「市場委員会」の下、統計・市場調査、ロボッ
トの利用促進に関わる税制等の制度の運用、用途別
振興対策等を実施した。
　そのうち用途別振興対策においては、ロボット及
びロボットシステムの用途別諸問題について検討を
行う場として、組立、電子部品実装、入出荷の三つ
の分科会に 2004 年度に新たにサービスロボットを
加え、四つの分科会での活動となった。
【�統計】
○�月別、期別の受注、生産、出荷統計
○�企業実態調査
※�2011 年度より、ロボット産業需給動向調査へ名称変更

【�市場調査】
○�川上・川下ネットワーク構築事業＜2006、2007年度＞
○�RT（ロボットテクノロジー）による産業波及効果と市場
分析に関する調査＜2007年度＞

○�サービスロボット普及に向けた社会環境整備に関する調査
研究＜2008年度＞

【�利用促進】
○�産業用ロボット及び応用システムの普及促進に対する無利
子融資制度＜2003年度＞
○�設備資金貸付制度、設備貸与制度の利用による利用促進
○�中小企業投資促進税制
○�エネルギー需給構造改革投資促進税制 
＜2006～2010年度＞

【�用途別振興対策】
○�電子部品実装ロボット分科会  戦略WG
・�「電子部品実装ロボットに使用するコネクタ用真空圧空
成型トレイ（ソフトトレイ）仕様に関する指針」作成�  
＜2007～2010年度＞

○�サービスロボット分科会
・�日韓サービスロボットワークショップの開催�  
＜2005、2006、2007、2008、2009、2011、2012年度＞

（4）技術振興事業
　「技術委員会」の下、ロボット及びロボットシス
テムの技術向上のためにロボットの技術動向や標準

化調査等を実施するとともに、エンジニアリング振
興関連の事業についても取組みを行った。
　また、2012 年度には「ロボットエンジニアリン
グ業界活性化検討会議」を設立し、エンジニアリン
グ企業の抱えている問題点、生産設備産業を前提と
して必要な技術や情報などについて検討を行った。
1）技術調査
　ロボットの技術動向調査、研究開発調査等を行った。
○�電子部品実装ロボット技術に関する調査研究�  
＜2003、2004年度＞
○�社会を変革する知能ロボット技術の調査研究＜2003年度＞
○�ロボットの開発基盤となるソフトウェア上の基礎整備に関す
る調査＜2003、2004年度＞
○�次世代ロボットの調査研究 
＜2003、2004、2007、2008、2009年度＞
○�社会資本構築及び維持・管理のための次世代 RT（次世代ロ
ボット技術）に関する調査＜2003年度＞
○�次世代ロボット共通基盤的技術の開発に係る技術開発戦略に
関する調査＜2004年度＞
○�RT アーキテクチャのオープン化に関する調査研究�  
＜2005 年度＞
○�戦略的先端ロボット要素技術の開発に係る技術開発戦略に関
する調査＜2005年度＞
○�安全・安心のためのセキュリティロボットシステムに関する
調査研究＜2006年度＞
○�次世代ロボット技術（RT）に関する環境構造化に関する調
査研究＜2006年度＞
○�人間支援ロボットにおける倫理・安全問題に関する調査・研
究＜2006、2007年度＞

○�サービスロボットシステムにおける安心技術に関する調査研
究＜2007年度＞
○�ロボット知能ソフトウェアプラットフォームの研究開発�  
＜2007～2011年度＞
　※�2008 年度より「次世代ロボット知能化技術開発プロジェ

クトに関する調査研究」に名称変更
○�次世代園芸ロボット技術導入検証＜2008、2009年度＞
○�石油化学コンビナートメンテナンス作業への RT適用に関す
るニーズ調査研究＜2008年度＞
○�生活支援ロボット実用化プロジェクト／生活支援ロボットの
安全性検証手法の研究開発＜2009年度～＞
○�ロボットの技術的問題に関する調査研究＜2012年度～＞
○�我が国の特殊環境用ロボットの戦略的な標準化・安全規格化
等の推進と競争力の強化に関する研究＜2012年度＞

2）標準化調査研究
○�高齢者等福祉用ロボットの標準化に関する調査研究�  
＜2003 年度＞
○�移動ロボットの安全基準策定に関する調査研究�  
＜2003～2005年度＞
　※�2004 年度より「人間共存・協調ロボットの安全基準策定

に関する調査研究」へ名称変更
○�環境適合設計に対する評価基準に関する調査研究�  
＜2003～2007年度＞
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○�国際規格回答原案作成
○�JIS 原案・JIS 改正原案作成�  
＜2002、2005、2006、2012年度＞
○�産業用ロボットを活用したセル生産システム標準化�  
＜2004～2006年度＞　
○�ロボット等FA機器向けオープンネットワークインタフェース
ORiNの国際標準化＜2004、2005、2006年度＞
○�愛知万博で実証運用するロボットの安全性ガイドラインに関
する調査＜2004年度＞

○�ロボットオープン化のための RTミドルウェアの国際標準化
に関する調査＜2005、2006、2007年度＞
○�サービスロボット運用時における安全確保のためのガイドラ
イン策定に関する調査研究＜2006～2008年度＞

○�サービスロボットの安全性等に関する国際標準案作成調査�  
＜2006～2008年度＞
○�RT ミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ�  
＜2008～2012年度＞
○�災害対応ロボットの安全基準策定に関する調査研究�  
＜2009、2010年度＞
○�サービスロボットの用語等に関する国際標準案作成調査�  
＜2009～2011年度＞
○�国際人材活用型国際標準化推進事業（国際標準プロフェッ
ショナル人材を活用した国際標準化活動の推進）�  
＜2009 年度＞
○�サービスロボット及び医療ロボットの安全性等に関する国際
標準化＜2012年度＞

3）技術開発
　この 10 年において、独立行政法人中小企業総合
事業団（現・中小企業基盤整備機構）を通じた以下
の事業を行った。
○�戦略的基盤技術力強化事業＜2003～2005年度＞
　・�RT ネットワークプラグインアクチュエータの開発
　・�移動ロボットの環境認識用レンジセンサシステムの開発

4）エンジニアリング振興
○�ロボットエンジニアリング企業登録制度の運用
○�ロボットエンジニアリング業界活性化検討会議�  
＜2012 年度～＞

（5）その他
　当会が事務局を担う以下の六つの組織において、
それぞれ活動を行った。
1）建築鉄骨溶接ロボット型式認証委員会
　新規型式及び更新型式（3 年ごと）の認証を行っ
た。また、以下規格について改訂作業を行った。
○�団体規格（JARAS 1012）改訂＜2004年＞
○�団体規格（JARAS 1013）改訂＜2004年＞

2）建設ロボット研究連絡協議会
　建設ロボットに関わる 6 団体で構成する本協議会
では、建設ロボットの研究開発、普及促進、及び国

際協調に寄与するために、国際及び国内シンポジウ
ムの企画、国際シンポジウムへの参加等の活動を実
施しており、以下のような活動を行った。
○�建設ロボットフォーラムの開催 
＜2003、2005、2007、2009、2011年度＞
○�建設ロボットシンポジウム（SCR）の開催
　�＜第 10回（2004年度）、第11回（2008年度）、第12回
（2010年度）、第 13回（2012年度）＞
○�第 23回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2006）の
開催＜2006年度＞

3）ORiN 協議会
　主な活動として、JIMTOF（日本国際工作機械見
本市）への出展、ORiN ミーティング及び技術講習
会の実施、ORiN Ver.2.0 の改良を行った。　
4）エンタテイメントロボットフォーラム（ERF）
　サービスロボットの普及を目指し、エンタテイメ
ントロボットに関わる技術者による技術交流会を開
催した。
5）ロボットサービスイニシアチブ（RSi）
　RSi は、ネットワークを介してパーソナルロボッ
トが提供するロボットサービスを簡単、かつ便利に
利用できる社会を目指し、2006 年に設立された。
相互運用性のあるロボットサービスの創出に向けた
活動、通信／制御についてのプロトコル改善、整備
とその普及、実証実験の実施などを推進し、ロボッ
トサービスの普及を図った。
6）ロボットビジネス推進協議会
　本協議会は、2006 年末に、産業・研究分野の壁
を越えて事業者・研究者・技術者・政策決定者が連
携と相互理解を強め、実社会で活躍するロボットの
開発と、これを活用したソリューションビジネスを
開拓し、新たなサービスロボットの市場創生を促進
することを目的に設立された。3 部会 9WG を設置
し、具体的な課題解決に向けた活動を行った。
　主な活動成果は以下のとおりである。
○�サービスロボットの運用が可能なエレベータの検査運用指針
＜2007年＞

○�人と同乗するサービスロボットの運用が可能なエレベータの
検査指針＜2009年＞

○�人と同乗するサービスロボットの運用が可能なエレベータの
実証試験ガイドライン＜2011年＞

○�ロボットに関わる保険商品（メニュー）指針＜2007年＞
○�保険商品の概要版＜2007年＞
○�アプリケーション別既存保険商品の適用ガイドライン�  
＜2009 年＞
○�医療福祉ロボットの課題整理＜2009年＞
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第 2 章

　本章では、当会がこの 10 年（2013～2022 年度）に
実施した事業について、その概略を「普及促進」、「国
際交流事業」、「技術関連」、「交流事業」、「各種事業」
に分けて報告する（2022 年 12 月末時点）。
　なお、当会の事業の 4 つの柱である「主催展示会」、

「標準化」、「ロボット統計」、「SIer 協会」について
は、p. 59 以降に別途取り上げることとする。

1.　普及促進

1.1　広報事業
　広報事業については、2014 年の組織変更により運
営委員会の所管となり、同委員会内の広報部会にお
いて実施している。主な事業としては、①機関誌『ロ
ボット』の編集発行、②「実装ニュース」の編集発行、
③ウェブサイトの運用、④メールマガジンの発行が
挙げられる。
1.1.1　機関誌『ロボット』の編集発行
　機関誌『ロボット』は、ロボット関連の情報提供
を目的として年 6 回、奇数月に発行している。特集
テーマについては広報部会で審議・決定しており、
この 10 年の特集テーマは表 1 のとおりである。その
ときどきで業界内で注目を集めたテーマを取り上げて
おり，ロボット業界の潮流を見て取ることができる。
　また、新たに「コーヒーブレイク」欄を設け、会
員企業に順番に執筆を依頼したり、読者アンケート
を実施することで、会員企業を主とした読者とのイ
ンタラクションの機会も設けるようにしている。

表 1　機関誌『ロボット』特集テーマ一覧

212 号（2013. 5）
食料品・化粧品・医療品製造業におけるロ
ボットの適用

213 号（2013. 7） 創立 40 周年記念特集

214 号（2013. 9） 産業用ロボットの技術イノベーション

215 号（2013. 11）
日本実装技術ロードマップの概要／最新の
実装技術動向

216 号（2014. 1） 2013 国際ロボット展

217 号（2014. 3） 福祉ロボット

218 号（2014. 5） メンテナンスロボットの開発と適用事例

219 号（2014. 7）
自動車生産設備としてのロボットの新たな
役割

220 号（2014. 9）
生活支援ロボット実用化プロジェクトの成
果報告

221 号（2014. 11） 最新の実装技術動向

222 号（2015. 1） 医療用ロボット

223 号（2015. 3） 人・協調ロボット

224 号（2015. 5） 農作業の自動化、ロボット化

225 号（2015. 7） 国・地方自治体のロボット政策の取り組み

226 号（2015. 9） ピッキングロボット

227 号（2015. 11）
2015 年度版 実装技術ロードマップの概要／
最新の実装技術動向

228 号（2016. 1） 建設ロボット

229 号（2016. 3） 2015 国際ロボット展

230 号（2016. 5） IoT とロボット

231 号（2016. 7） ロボットエンジニアリングの最新動向

232 号（2016. 9） ロボットと人工知能

233 号（2016. 11） 最新の実装技術動向

234 号（2017. 1） 素形材産業におけるロボットの適用

235 号（2017. 3） 災害対応ロボットの適用

236 号（2017. 5） 医療・福祉・コミュニケーションロボット

237 号（2017. 7） 協働ロボットと安全

工業会 10 年の記録
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238 号（2017. 9） IoT と生産

239 号（2017. 11） 最新の実装技術動向

240 号（2018. 1） AI とセンサ

241 号（2018. 3） 2017 国際ロボット展

242 号（2018. 5） 対人サービスロボット

243 号（2018. 7） システムインテグレーション

244 号（2018. 9） 自動車製造と変革

245 号（2018. 11） 実装技術動向

246 号（2019. 1） ロボットによる物流革命

247 号（2019. 3）
World Robot Summit 2018/パーソナルユー
スのコミュニケーションロボット

248 号（2019. 5） 欧米を中心とした世界のロボット事情

249 号（2019. 7） ロボットとネットワーク

250 号（2019. 9） SIer 業界の動向

251 号（2019. 11） 実装技術動向

252 号（2020. 1） 人協働ロボットと安全

253 号（2020. 3） 2019 国際ロボット展

254 号（2020. 5） サービスロボットの最新動向

255 号（2020. 7） 食品業界におけるロボット活用

256 号（2020. 9） SIer 業界の動向

257 号（2020. 11） 実装技術動向

258 号（2021. 1） 建設ロボットの最新動向

259 号（2021. 3） 我が国のロボット政策

260 号（2021. 5） AI と 5G

261 号（2021. 7） ウィズコロナ、アフターコロナ

262 号（2021. 9） SIer 業界の動向

263 号（2021. 11） 実装技術動向

264 号（2022. 1） 物流とロボット

265 号（2022. 3） 人協働ロボット

266 号（2022. 5） 2022 国際ロボット展

267 号（2022. 7） データとロボット

268 号（2022. 9） SIer 業界の動向

269 号（2022. 11） 実装技術動向

1.1.2　「実装ニュース」の編集発行
　「実装ニュース」は、電子部品実装ロボット関連
のニュースレターで、年 4 回（季刊）発行している。
電子部品実装機及び関連システムの情報や新製品紹
介、イベント案内、当会活動報告等を掲載し、当会
会員の希望者に e-mail で配信している。
1.1.3　ウェブサイトの運用
　当会のウェブサイトは、会員内外に対し幅広くロ
ボット関係の情報を提供することを目的として 1998
年に開設したが、より効果的なサービスの提供を実現
するため、2018 年 4 月に大幅なリニューアルを実施
した。レイアウトをはじめ、掲載内容の見直しを行う
ことで、情報発信力の更なる強化を図った。また、毎
月 3 回定期更新を行うことで情報の鮮度を保ち、ロ

ボット関連の情報のハブとなることを目指している。
　なお、この 10 年の間に当会の広報事業における
ウェブサイトの果たす役割はますます大きくなり、必
要とされる情報も刻々と変化している。時代に即した
内容へのアップデートが急務であり、掲載項目・内容
やレイアウト等を定期的に検討し、必要な情報へのア
クセスがしやすくなるよう更新作業を行っている。
1.1.4　メールマガジンの配信
　会員向けサービスとして、2012 年 5 月より毎週月
曜日（月曜日が祝日の場合は翌営業日）にメールマ
ガジンの配信を開始した。当会からのお知らせに加
え、ロボット関連イベント、公募、政策、研修等に
関する情報をまとめて提供することで、会員が効率
的に最新情報を入手できるよう努めている。
1.1.5　その他
　2019 年度に当会パンフレットのリニューアルを実
施した。現在の組織や業務に合わせて内容を更新す
る必要があったことから、2019 年 12 年開催の 2019
国際ロボット展での配布開始を目指し、デザインや
内容を一新して日本語版と英語版を作成した。

1.2　公募事業（ロボット導入実証事業、ロボット
導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業）
　2015 年 2 月に日本経済再生本部において決定され
た「ロボット新戦略」では、「ロボット革命」の実現
に向けて、我が国として「世界一のロボット利活用
社会」を目指すこととされた。「ロボット導入実証
事業」は、そのような幅広い分野でロボットが活用
される社会の実現に向けて、ものづくり・サービス
の分野のうち、これまでロボットが活用されてこな
かった領域におけるロボット導入の実証や検証（FS）
を進めていくための事業である。経済産業省の予算
で実施され、2014 年度補正予算（22.0 億円）、2015 年
度本予算（23.0 億円）、2016 年度本予算（11.9 億円）
の 3 年にわたり実施された。当会は補助事業者とし
て、間接補助事業者の選定・補助金交付や、ロボッ
ト利活用促進に資する付随事業を実施した。
　また、2015 年度経済産業省補正予算「ロボット
導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業

（13.9 億円）」は、ロボットの中小企業への普及を促
進するために、ロボットを使用したシステムの導入
提案、設計及び構築等を行う事業者（ロボットシス
テムインテグレータ）の創出及び育成を目的とする
事業である。本事業においても当会は補助事業者と
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して、間接補助事業者の選定・補助金交付や、ロボッ
トシステムインテグレータ育成に資する付随事業を
実施した。
1.2.1　ロボット導入実証事業（2014 年度補正予算）

（1）事業の概要
1）事業実施期間

2015 年 3 月 26 日～2016 年 4 月 8 日
2）事業の内容

①ロボット導入実証補助事業
　ものづくり分野やサービス分野において、先
端的なロボット活用により、単純作業や過酷環
境下作業からの解放（自動化）や生産ラインの
柔軟性向上等、労働環境の改善や生産性の向上
を目指す事業者に対し、ロボット等の設備導
入、ライン構築に係わるシステムインテグレー
ション（SI）等に要する費用の一部を補助。

②ロボット導入 FS 補助事業
　ものづくり分野及びサービス分野でロボット
活用が進んでいない事業者に対して、ロボット
活用のノウハウやメリットを理解してもらうた
め、業務分析の実施及びロボット導入の費用対
効果の算出等、実現可能性調査（FS 調査）に
要する費用の一部を補助。

3）補助対象経費
①ロボット導入実証補助事業

　ロボット等の設備導入や SI 等、導入実証に
要する経費

②ロボット導入 FS 補助事業
　ロボット導入に係わる費用対効果の算出に要
する経費

4）補助率及び補助金の額
　補助率は大企業 1/2、中小企業 2/3 以内。また、
補助金の上限額は、ロボット導入実証補助事業 1 億
円、ロボット導入 FS 補助事業 500 万円。

（2）当会が実施した事項　
1）間接補助事業の実施

・�募集：全国 5 か所において 8 回の公募説明会を
行った（参加者 417 名）。

・�審査：有識者による審査委員会を 3 回開催し、
実証 76 件、FS 40 件を採択した。

・�事業管理：審査委員とともに 2016 年 1 月、2 月
に北陸地方、東北地方、関東地方、中部地方、関
西地方、九州地方の現地中間検査を実施し、そ
の他事業者に関しては書面による中間検査を実

施した。同年3月に確定検査を書面にて行った。
2）本補助事業の広報活動の実施

・�2015 国際ロボット展にブース出展し、間接補助
事業者のパネル展示、実機展示及び間接補助事
業者等による講演会の実施

・�間接補助事業者の事例紹介をハンドブックとし
てまとめ、印刷・配布

・�本事業終了にあたっての成果報告会の開催
・�本事業終了に伴う最終版「事例紹介ハンドブッ

ク」の編集・発行・配布（図 1）
・�本補助事業の成果をメディア（紙媒体、Web 媒

体）を通じて広報・宣伝することで、次年度事
業につなげるための PR 活動の実施

図 1　事例紹介ハンドブック

1.2.2　ロボット導入実証事業（2016 年度本予算）
（1）事業の概要
1）事業実施期間

2016 年 4 月 20 日～2017 年 3 月 29 日
2）事業の内容
　ロボット導入実証補助事業とロボット導入 FS 補
助事業の2本立てでの募集は前年度と同様。ただし、
当年度は、A. 労働生産性の向上、B. 過酷作業、熟練
技能の代替・支援、C. 複雑・困難な作業のロボット
化、D. 三品産業におけるロボット活用、E. サービス
のバックヤード等におけるロボット活用、F. 日常空
間におけるロボット活用、G. ロボットによる新たな
サービスの実現、H. システムインテグレータの機能
強化の 8 類型に分けて公募を実施。
3）補助対象経費

前年度と同様。
4）補助率及び補助金の額
　補助率は前年度と同様。補助金の上限額は、ロボッ
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ト導入実証補助事業は 5,000 万円に変更。
（2）当会が実施した事項　
1）間接補助事業の実施

・�募集：全国 7 か所において 9 回の公募説明会を
行った（参加者 970 名）。

・�審査：有識者による審査委員会を 4 回開催し、
実証 87 件、FS 36 件を採択した。

・�事業管理：事務処理説明会を 3 回開催した。審
査委員とともに 2016 年 11 月、12 月に九州地方、
関西地方の現地中間検査を実施し、その他事業
者に関しては同年 12 月に書面による中間検査
を実施した。2017 年 3 月に確定検査を書面にて
行った。

2）サービス分野におけるニーズ等調査
　ホテル業におけるサービスロボットの活用可能性
に関し、メーカ、ユーザ、行政機関、金融機関から
なる研究会を立ち上げ検討を行った。ホテルにおけ
るロボット使用のニーズ、課題の整理を行い、今後
の展開可能性を提示した。
3）ユーザ、システムインテグレータ、メーカのマッ
チング支援
　ロボット情報サイト「ロボット活用ナビ」を立ち
上げ、システムインテグレータの検索を可能とした

（図 2）。また、Japan Robot Week 2016 においてマッ
チング相談を行った。
4）ロボット活用のルールの適用に関するコンサル
ティング
　国立研究開発法人産業技術総合研究所とともに、
サービスロボット案件に対する安全コンサルティン
グを行い、安全ガイドラインの周知徹底に努めた。
5）ロボット導入効果の検証と分析
　2014 年度補正採択事業者に対する追跡アンケート
を実施し、76 件全ての回答を得た。また、2016 年度

採択事業者に関しても年度末時点におけるロボット
導入効果の調査を行った。
6）成果に関する PR 活動

・�Japan Robot Week 2016 における事業紹介展示
の実施

・�採択案件の事例紹介ハンドブックを作成、公開
・�PR パンフレット「ロボット活用の基礎知識」の

作成、配布（図 3）
・�成果紹介動画「ロボット活用の可能性」の制作、

公開

図 3　ロボット活用の基礎知識

1.2.3　ロボット導入実証事業（2017 年度本予算）
（1）事業の概要
1）事業実施期間

2017 年 5 月 23 日～2018 年 3 月 29 日
2）事業の内容

以下の三つの類型に分けて公募。
（A）	 未活用領域における導入実証・FS 事業
　ロボット未活用領域においてロボットの活用に
挑戦する事業者（ロボットユーザ）に対し、その
実証や FS に要する費用の一部を補助。

（B）	 コスト削減に向けた SI プロセス実証事業
　ロボットシステムの構想・設計・導入を担うシ
ステムインテグレータと密に連携し、ロボット導
入コストの削減に向けた SI 等を実施する事業者

（ロボットユーザ）に対し、その実証に要する費
用の一部を補助。

（C）	� 公共空間におけるロボット社会実装プロジェ
クト

　市街地・空港等をはじめとする公共空間におい
てサービスを提供するロボットの社会実装に向け
た実証や FS に要する費用の一部を、その実施者図 2　ロボット活用ナビ（https://www.robo-navi.com/）
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に対して補助。
3）補助対象経費

前年度と同様。
4）補助率及び補助金の額
（A）	未活用領域における導入実証・FS 事業
　補助率は中小企業 2/3、大企業 1/3。上限額は
導入実証 3,000 万円、FS 500 万円。

（B）	 コスト削減に向けた SI プロセス実証事業
　補助率は中小企業 2/3、大企業 1/2。上限額は
3,000 万円。

（C）	� 公共空間におけるロボット社会実装プロジェ
クト

　補助率は中小企業 2/3、大企業 1/2。上限額は
導入実証 3,000 万円、FS 500 万円。

（2）当会が実施した事項
1）間接補助事業の実施

・�募集：全国 9 か所において 14 回の公募説明会
を行った。1 次公募応募総数 243 件、2 次 FS 追
加公募応募総数 11 件。

・�審査：有識者による審査委員会を 2 回開催し、1
次公募 55 件（倍率 4.4 倍）、2 次 FS 追加公募 6
件（倍率 1.8 倍）を採択した。

・�事業管理：事務処理説明会を 3 回開催した。審
査委員とともに 2017 年 9 月、11 月に北海道、中
国地方の現地視察を実施し、その他事業者に関
しては同年 12 月に書面による中間検査を実施
した。2018 年 3 月に確定検査を書面にて行った。

2）サービス分野におけるロボットの社会実装を促進
するためのニーズ等調査
　サービスロボット研究会を 7 回開催し、サービス分
野におけるロボット活用の有望性調査を行った。シス
テムインテグレータの不在や、限定的なプレーヤーが
インテグレーションを行っているというサービスロ
ボット導入の課題の明確化、複数企業におけるコン
ソーシアム化の有効性の提示を行うことができた。
3）ロボットユーザ、システムインテグレータ、メー
カのマッチング支援 
　導入企業インタビューなどロボット活用ナビの充
実や、2017 国際ロボット展への出展などを通じて、
マッチング機能の強化を図った。また、地方自治体
との連携も深め、ロボット活用ナビの問合せを地方
自治体相談窓口に紹介するルートを確立することが
できた。

4）ロボット活用についてのルールの適用に関する事
業者へのコンサルティング
　サービスロボット利用案件に対して、国立研究開
発法人産業技術総合研究所とともに安全コンサル
ティングを行った。
5）採択事業におけるロボット導入効果の検証と分析
　過去 2 年の採択企業に対し追跡調査を行った。ま
た、当年度採択事業者に対しては投資回収年数を明
確に出すように指示し、ハンドブックにも新たに投
資回収年数の欄を追加した。
6）ロボット導入実証の成果に関する PR 活動

・成果発表会の開催（参加者 240 名）
・�導入事例紹介ハンドブックの作成、配布
・�導入企業のインタビュー動画、サービスロボッ

ト紹介動画の作成
・�2017 国際ロボット展における実機展示、パネル

展示、採択事業者による講演の実施
・�自治体においてロボット活用を推進する講演の

実施
7）その他ロボット活用促進の効果を高めるための
取組みの実施

・�ロボット活用ナビの充実（事例紹介の充実、現
地訪問レポートの掲載、ロボット動画の拡充等）

・�ロボット活用の基礎知識や、導入企業のインタ
ビュー動画、サービスロボット紹介動画、事例
紹介ハンドブックの一部事例の英語翻訳の実施

1.2.4　ロボット導入促進のためのシステムインテ
グレータ育成事業（2016 年度補正予算）

（1）事業の概要
1）事業実施期間

2017 年 1 月 16 日～2018 年 3 月 29 日
2）事業の内容
　ロボットシステムインテグレータ（ロボット SIer）
等が提案型のロボット SI を行うことができる環境の
整備や、ロボット SI に必要な知識、技能及び提案能
力の習得等に用いることを目的とした、ロボット等
の機械装置の設計、開発及び購入、並びに人材育成
に係る費用等に要する経費の一部を助成。具体的に
は以下の 3 類型に関して公募を実施。
（A）ロボット SI 事業参入・拡大型
　ロボット SI に必要な知識、技能及び提案能力の
習得や高度化を目的として、自らロボット等を取
得し、ロボット技術者やロボットシステムの導入
提案を担う人材の育成等を通じて、ロボット SI を
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新たに事業の一つとして展開していく計画や、既
存のロボット SI 事業の拡大を目指す計画、実演等
による導入提案が可能な環境を整備し、ロボット
導入の促進を図る計画を対象とする。

（B）ロボットセンター開設型
　ロボット導入促進のための環境整備を目的とし
て、多彩なロボットを取り揃えロボットシステムの
展示や実演等を通じた導入提案を行うほか、ロボッ
トの操作教育や安全教育、ロボットに関する普及・
啓発等の講習を実施していく計画を対象とする。

（C）ロボットシステムのモデル構築型
　多くの中小企業等の現場（ものづくり分野、サー
ビス分野）に共通する課題を解決するためのロボッ
トシステムのモデルを構築し、多様な現場にその
導入を提案し展開していくツールとすることで、
提案型のロボット SI を実現する計画を対象とする。

3）補助対象経費
　機械装置費及び運搬費、原材料費、外注費、ソフ
トウェア購入費及び使用料、受講料、人件費。
4）補助率及び補助金の額
　補助率は中小企業 2/3、大企業 1/2。上限額は（A）
類型 1,500 万円、（B）類型 5,000 万円、（C）類型 3,000
万円。

（2）当会が実施した事項　
1）間接補助事業の実施

・�募集：全国 9 か所において 12 回の公募説明会
を行った。1 次公募応募総数 344 件、追加公募
応募総数 141 件。

・�審査：有識者による審査委員会を 4 回開催し、
1 次公募 37 件（倍率 9.3 倍）、追加公募 41 件（倍
率 3.4 倍）を採択した。

・�事業管理：事務処理説明会を 9 回開催した。審
査委員とともに 2017 年 2 月に中部地方の現地
視察を実施し、事業者に関しては同年 12 月に
書面による中間検査を実施した。2018 年 3 月
に確定検査を書面にて行った。

2）スキル標準検討委員会の開催とスキル標準の公開
　システムインテグレータをメンバーとして、スキ
ル標準検討委員会を 6 回開催した。これまで不明確
であったシステムインテグレータの職務範囲を明確
にし、スキルシートを作成、公開した。これは、ロ
ボット SIer に共通して求められるスキル項目を抽出
し、それぞれの項目について能力の高さに応じたレ
ベルを設定して一覧形式にまとめたものである。機

械・電気・制御といったロボットエンジニアリング
系の能力だけでなく、生産技術や営業技術、組織体
制など、多面的な観点からロボット SIer として備え
るべき能力を規定しており、本シートでスキル構成
を確認し、今後の事業計画・支援方針を考える上で
の検討材料とすることができるものである。
3）組織化検討委員会の開催と SIer 協会設立準備会
議の立上げ
　組織化検討委員会を 3 回開催した。ここで、SIer 協
会設立準備会議の立上げが提案され、2017 年 11 月 7
日に 200 名を集め、第 1 回 SIer 協会設立準備会議を
開催した。
4）地域政策研究会の立上げと実施
　ロボット SIer 育成に関心のある自治体や地方の公
的団体を一堂に集め、国の政策・方針の紹介と、各
地域の施策の共有を行う地域政策研究会を立ち上げ
た。全 3 回の会合を行い、毎回全国から 30～50 名の
参加者を集めた。第 3 回は現地見学も行い好評を得
た。今後も当研究会を継続して欲しいとの要望が各
地域から寄せられた。
5）テキスト編集委員会の開催とテキストの作成
　システムインテグレータをメンバーとして、テキスト
編集委員会を 6 回開催した。スキル標準シートのレベ
ル 1～2 を網羅するテキスト（「ロボットシステムインテ
グレータのスキル読本」）を作成した（図 4）。実際に
本テキストを使用した講習を栃木県において行った。
6）サービス分野におけるシステムインテグレータ
の調査
　サービス分野におけるユーザやロボットメーカを

図 4　ロボットシステムインテグレータの
スキル読本
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中心にインタビューを行った。特に商業施設におけ
るシステムインテグレータの構造を明確にし、これ
まで不明確であった産業構造を紐解くことにより、
今後のサービスロボット普及への切り口を見出すこ
とができた。
7）システムインテグレータの認知・普及活動

・�2017 国際ロボット展における実機展示、パネル
展示、講演の実施

・�システムインテグレータの職業紹介 PR 動画の
制作

・�事例紹介ハンドブックの作成、配布
・�成果報告会の実施
・�ロボット活用ナビの充実（登録の自動化、管理

画面の公開等の改良）
1.2.5　事業を終えて
　ロボット導入実証事業では、事例紹介ハンドブッ
クやロボット活用ナビを通じて、3 年間で 300 件の
ロボット導入及びFS事例を公開することができた。
これだけの規模の実際の業務で使用されているロボッ
ト活用事例の事例集は他にはなく、公開から 5 年以
上を経た現在も多くのセミナーや講習会等で活用さ
れている。
　事例公開のみならず、ロボット導入実証事業が果
たした大きな役割がもう一つ存在する。それは、これ
までスポットが当たることのなかったロボット SIer 企
業を顕在化させたことである。ロボット導入実証事
業の開始以前には、経済産業省においても国内にど
のようなロボット SIer 企業が存在するかを把握でき
ていなかった。ロボット SIer はロボットユーザ企業
の生産技術に直結する存在であるが、ロボットユー
ザ企業は自社がどのようなロボット SIer と提携して
いるかを積極的に公開することがなかったためであ
る。ロボット導入実証事業では、ユーザ企業への補
助金給付の条件として、どのロボット SIer 企業と提
携したかを公開させることとした。これにより、経
済産業省は 200 社近くのロボット SIer 企業を把握す
ることができ、ロボット導入促進のためのシステム
インテグレータ育成事業へとつながった。
　ロボット導入促進のためのシステムインテグレー
タ育成事業では、ロボット SIer 自身に補助金を出す
ことにより、中小企業へのロボット導入に必要不可
欠なロボット SIer の育成や技術の底上げを行った。
また、全国に 20 か所近いロボットセンターを生み出
し、産業用ロボットを身近に体験できる場を創出した。

　さらに、ロボットシステムインテグレータ同士が対
話する場の創出に成功し、組織化検討委員会、SIer
協会設立準備会議を経て、2018 年の FA・ロボット
システムインテグレータ協会の設立へとつながった。

2.　国際交流事業

　国際交流事業としては、海外のロボット関連団体
との交流や海外展示会への参加、さらには中国ロボッ
ト動向調査を行っているほか、海外ミッションへの
対応、海外関連のセミナー開催、情報収集等を行っ
ている。

2.1　国際交流
2.1.1　国際ロボット連盟（IFR）を通じた国際交流
　国際ロボット連盟（International Federation of 
Robotics：IFR）は、1987 年に設立されたロボット
の国際団体で、各国のロボットの業界団体、ロボッ
ト関連企業、ロボティクス研究開発機関が加盟して
おり、2022 年時点で 20 か国以上 85 を超える会員が
所属している。ロボティクス分野における研究、開
発、利用、国際協力を推進することを目的とし、ロ
ボットの国際統計としてデータの収集及び分析・解
説、ロボティクス分野の重要なトピックについての
情報発信、国際ロボットシンポジウム（International 
Symposium on Robotics：ISR）の主催等の活動を行っ
ている。当会も IFR に加盟し、その活動に貢献して
いる。日本の統計データを提供しているほか、理事
会、総会等 IFR の会議に出席するとともに、海外の
工業会・協会等とも交流を行っている。IFR の会議
は協会会員が開催する展示会に併せて開催しており、
IFR 会議参加の際には展示会の視察も行っている。
表 2 にこの 10 年間に日本より参加した IFR 会議を
示す。
2.1.2　海外ロボット関連団体との交流及び海外展
示会・イベントへの参加
　海外ロボット関連団体については、IFR 活動を通
じた交流に加え、海外のロボット関連展示会への参
加、セミナー開催等を通じた交流を行っている。

（1）中国
1）中国ロボット産業連盟（China Robot Industry 
Alliance：CRIA／IFR 会員）との交流
　CRIA 主催の展示会「CiROS」とは、国際ロボット
展との交換ブースにより CiROS において国際ロボッ
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ト展の PR を行ってきた。CiROS 2015 では、当会 IFR
対応 WG の榊原伸介主査（ファナック株式会社執行
役員）［肩書はいずれも当時］が講演を行った。2017
国際ロボット展開催時には、当会と CRIA の共催に
より「日中ロボットフォーラム」を開催し、日中両
国から定員を超える聴講者が参加し、大盛況であっ
た。2019 国際ロボット展の際には、CRIA 主催のセ
ミナーが中国からの参加者向けに開催され、当会冨
士原専務理事が講演を行った。
2）会議への参加
　北京市で 2015 年 11 月に開催された国際会議

「World Robot Conference」に参加し、当会冨士原専

務理事が「Forum 7：Industrial Robot and Intelligent 
Manufacturing」において基調講演を行った。

（2）韓国
　当会と韓国ロボット産業協会（Korean Association 
of Robot Industry：KAR／IFR 会員）は、2004 年に
サービスロボット分野に関する覚書を取り交わし、
この覚書を基に、2005 年から 2015 年まで日韓双方
の展示会に併催する形で「日韓サービスロボットワー
クショップ」を日韓交代でほぼ毎年，計 10 回ほど開
催し、サービスロボット分野における情報交換と交
流を行ってきた。この覚書は、サービスロボット分
野に関する情報交換や展示会での相互協力等を行う

表 2　IFR 会議

開催日 IFR 会議 場所 展示会
2013 年 10 月 総会／理事会 韓国・ソウル市 ROBOTWORLD 2013 
2013 年 11 月 RSC1）会議 日本・東京 2013 国際ロボット展
2014 年 6 月 総会／理事会／RSC 会議 ドイツ・ミュンヘン市 automatica 2014
2015 年 7 月 理事会／RSC 会議／Marcom 会議 中国・上海市 CiROS 2015
2015 年 12 月 理事会／RSC 会議／Marcom 会議／SRG2）会議 日本・東京 2015 国際ロボット展
2016 年 6 月 総会／理事会／RSC 会議 ドイツ・ミュンヘン市 automatica 2016
2016 年 7 月 RSC 会議 中国・上海市 CiROS 2016
2016 年 10 月 理事会 韓国・ソウル市 ROBOTWORLD 2016
2017 年 4 月 総会／理事会／RSC 会議 米国・シカゴ市 Automate Show 2017
2017 年 7 月 RSC 会議 中国・上海市 CiROS 2017
2017 年 11～12 月 理事会／RSC 会議／Marcom 会議 日本・東京 2017 国際ロボット展
2018 年 6 月 総会／理事会／RSC 会議 ドイツ・ミュンヘン市 automatica 2018
2018 年 7 月 Marcom 会議 中国・上海市 CiROS 2018

2018 年 10 月 理事会／Marcom 会議 日本・東京
Japan Robot Week/ 
World Robot Summit

2019 年 4 月 総会／理事会／RSC 会議／Marcom 会議 米国・シカゴ市 Automate Show 2019
2019 年 12 月 理事会／RSC 会議／Marcom 会議 日本・東京 2019 国際ロボット展
2020 年 5 月 理事会 オンライン開催
2020 年 6 月 RSC 会議／総会／Marcom 会議（別日開催） オンライン開催
2020 年 10 月 Marcom 会議 オンライン開催
2020 年 11 月 RSC 会議／理事会／SRG 会議（別日開催） オンライン開催
2020 年 12 月 RSC 会議／総会（別日開催） オンライン開催
2021 年 4 月 理事会 オンライン開催
2021 年 5 月 RSC 会議／総会（別日開催） オンライン開催
2021 年 6 月 SRG 会議 オンライン開催
2021 年 10 月 理事会 オンライン開催
2021 年 11 月 SRG 会議／RSC 会議（別日開催） オンライン開催
2022 年 4 月 Marcom 会議 オンライン開催

2022 年 6 月 理事会／Marcom 会議
ハイブリッド／
米国・デトロイト市

Automate Show 2022

2022 年 6 月 総会／RSC 会議／SRG 会議
ハイブリッド／
ドイツ・ミュンヘン市

automatica 2022

2022 年 11 月 理事会／RSC 会議（別日開催） オンライン開催
1）RSC：Robot Suppliers Committee
2）SRG：Service Robot Group
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という内容であったが、2016 年に KAR からの覚書改
定の申入れにより、対象をこれまでのサービスロボッ
トのみからロボット全般へ変更することとし、2017 年
4 月に米国・シカゴ市で開催の IFR 総会終了後に、同
会場で覚書の署名式を行った。その覚書に基づき、新
たに名称を「日韓ロボットワークショップ」とし、2017
年 12 月に 2017 国際ロボット展に併せて開催した。ま
た、KAR 主催の展示会「ROBOTWORLD」とは国際
ロボット展とのブース交換を行っており、国際ロボット
展の PR を行ってきた。

（3）台湾
1）台湾スマート自動化とロボット協会（Taiwan 
Automation Intelligence and Robotics Association：
TAIROA／IFR 会員）との交流
　TAIROA 主催の展示会「Taiwan Automation 
Intelligence and Robot Show （TAIROS）」とは国際
ロボット展とのブース交換を行っており、国際ロボッ
ト展の PR を行ってきた。
2）フォーラムへの参加
　2014 Taipei International Robot Show （TIROS）

（2014 年 7～8 月開催）の TIROS International Forum
において、当会冨士原専務理事が講演を行った。

（4）ドイツ
　ドイツ機械工業連盟ロボット・オートメーション
工業会（VDMA R＋A／IFR 会員）後援の展示会

「automatica」とは国際ロボット展とのブース交換を

行っており、国際ロボット展の PR を行ってきた。
（5）フランス
1）日仏間ロボット産業協力
　日仏政府間における「第 2 回日仏ロボット WG」
が東京で開催されたのに併せ、当会とフランスのロ
ボット産業団体である SYROBO（French Federation 
of Professional and Personal Service Robotics）間
で、サービスロボットに関する覚書を 2014 年 7 月
に締結した。サービスロボット分野に関する情報交
換や展示会での相互協力等を行うという内容である。
2）フランス視察ツアーの開催
　2015 年 7 月に、リヨン市で開催された展示会

「innorobo 2015」に参加するとともに、パリ市にあ
る研究機関を視察した。展示会 2 日目に開催された
ワークショップにおいて、当会冨士原専務理事がプ
レゼンテーションを行った。また、展示会場におい
て国際ロボット展との交換ブースを通じ、2015 国際
ロボット展の PR を行った。

（6）米国
　米国ロボット協会（Robotic Industries Association：
RIA（現 Association for Advancing Automation：
3A／IFR 会員））とは相互に会員となっており、交
流を図ってきた。
2.1.3　海外ミッションへの対応
　この 10 年に当会が対応した主な海外ミッション
を表 3 に紹介する。

表 3　海外ミッションへの対応
訪問日 ミッション 内容

2014 年 9 月
中国
安徽省蕪湖市

日本のロボットメーカに対する企業誘致を目的とした訪問で、蕪湖市より説明を受けるとと
もに、日本のロボット産業の現状について当会より説明を行った。

2014 年 10 月
中国
深圳市

日本のロボットメーカに対する企業誘致を目的とした訪問で、深圳市より説明を受けるとと
もに、日本のロボット産業の現状について当会より説明を行った。

2015 年 3 月
中国
重慶市

日本のロボットメーカに対する企業誘致を目的とした訪問で、重慶市より説明を受けるとと
もに、日本のロボット産業の現状について当会より説明を行った。

2016 年 5 月
中国
浙江省

「日本の企業精密化管理やモノづくり等」をテーマとした 2 週間の研修プログラムの一環とし
て当会を訪問され、当会より日本のロボット産業や技術トレンド等について説明を行った。

2017 年 6 月
ジョージア
外務大臣

ジョージア外務大臣が日本との国交樹立 25 周年を機に来日した折に当会を訪問され、当会
より日本のロボット産業について説明を行った。

2017 年 7 月
マレーシア
投資開発庁

マレーシア投資開発庁本部・幹部担当官等が当会を訪問され、機械・金属産業の投資環境や
市場などについて説明を受けるとともに、当会からは日本のロボット産業について説明を
行った。

2017 年 9 月
韓国
KAIST

韓国の国立大学 KAIST の日本国内におけるロボット関連の研修の一環として、日本の最近
のロボット導入事例調査で当会を訪問され、対応した。

2017 年 11 月 スウェーデン大使館
スウェーデンの企業・イノベーション省、チャルマース工科大学等と大使館職員一行の訪問
があり、日本とスウェーデンにおけるロボット開発の情報共有、ORiN のプラットフォーム、
協働ロボットと労働環境の関わり等について対応した。

2018 年 2 月 国際通貨基金（IMF）
IMF 本部より、経済動向調査のため日本担当者が来日した際に当会を訪問され、当会より
日本のロボット産業について説明を行った。
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2.2　中国ロボット動向調査
　現在、中国は世界最大のロボット市場であるとと
もに、我が国にとって最大の重要市場となっている。
一方、同国の産業政策である「中国製造 2025」では、
ロボット分野における「自主ブランドの市場占有率」
を 2025 年に 70％とすることを目標としており、各
種施策や海外ロボット企業の買収も含め、当該分野
での技術的キャッチアップが見られる。
　このような背景の下、中国のロボット動向につい
ての現状把握とともに、我が国としての当該分野で
の競争力の維持・向上のための方策を示すことを目
的として、中国ロボット動向調査事業を2019年度・
2020 年度に実施した。なお、同国のロボット動向を
継続して調査する必要性があることから、2021 年度
以降も引き続き調査事業を実施している。
2.2.1　2019 年度調査
　調査項目を中国における「市場動向」、「ロボット
政策」、「ローカルユーザ、SIer、部品・コントロー
ラメーカの動向」、「中国におけるロボット分野の強
みと弱み」と設定して調査事業を実施したが、新型
コロナウイルス感染症の影響により現地調査が十分に
行えなかったことから、「市場動向」及び「ロボット
政策」の項目についてのみ中間報告としてまとめ、併
せて中間報告書の報告会（正会員限定）を開催した。
2.2.2　2020 年度調査
　2019 年度調査の残りの項目に加え、フォローアップ
調査として「市場動向」、「ロボット関連政策」、「企
業買収・提携・投資動向」及び「ロボットメーカの
動向」について調査を実施し、「2019 年度・2020 年
度中国ロボット動向調査最終報告書」をまとめ、併
せて報告会（正会員限定）を開催した。
2.2.3　2021 年度調査
　調査項目を「市場動向」と「第 14 次五カ年計画期
間中におけるロボット産業発展計画」として、報告
書をまとめた。そのほか、中国の調査会社「MIR 睿

工業」が発行する報告書「中国産業用ロボット市場
年間報告書」の内容を紹介する説明会として、「2021
年報告書」の説明会（正会員限定）を 2021 年 11 月
に、「2022 年報告書」の説明会（正会員限定）を 2022
年 4 月に開催した。
2.2.4　2022 年度調査
　2022 年度は、中国ローカルロボットメーカの動向
について調査を実施した。

3.　技術関連

　当会では、技術委員会の下、ロボット及びロボッ
トシステムの技術向上のための調査・研究開発及び
標準化推進等の事業を行い、技術振興を図ってきた。
標準化に関する事業及び各協議会や認証制度等につ
いては別のセクションで述べることとし、ここでは
それら以外のこの 10 年の技術関連調査及び研究開
発事業について、その概略を報告する。

3.1　生活支援ロボット実用化プロジェクト／生活
支援ロボットの安全性検証手法の研究開発�  
� （2009～2013 年度）
　2009 年度からスタートした「生活支援ロボット実
用化プロジェクト」では、生活支援ロボットの安全
性検証手法の構築に向け、ロボット安全技術及び共
有可能な安全要素技術の研究開発、並びにロボット
の安全基準、安全検証手法の研究開発を行った。
　本プロジェクトでは、当会、一般財団法人日本自
動車研究所、独立行政法人産業技術総合研究所、独
立行政法人労働安全衛生総合研究所、一般財団法人
日本品質保証機構、名古屋大学、一般財団法人製造
科学技術センターとの共同研究開発による「安全性
検証手法の研究開発」について受託し、当会は安全
性に関するデータの蓄積・提供手法に関する研究開
発を担当し、次の項目について、本プロジェクトの

2018 年 3 月
中国
常州国家高新区

常州国家高新区招商区一行の訪問があり、高新区の説明を受けるとともに、当会からは日本
のロボット産業について説明を行った。

2018 年 5 月 英国RCDSスタディツアー
英国国防省教育機関 RCDS（Royal College of Defence Studies：英王立防衛学院）の海外視
察ツアーの一環として当会を訪問され、当会冨士原専務理事が日本のロボット産業について
説明を行った。

2019 年 8 月 北京連合大学
北京連合大学一行の訪問があり、「ロボット新戦略」に関わる当会の事業活動内容、日本の
ロボット産業の現状及び FA・ロボットシステムインテグレータ協会の活動について説明を
行った。

2019 年 11 月 中国工業和信息化部使節団
中国工業和信息化部使節団の訪問があり、当会より日本のロボット産業の現状について説明
を行った。
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成果に向けた活動を実施した。
（A）	�生活支援ロボット安全性評価関連情報データ

ベースシステムの構築
（B）	� ISO 提言を目標とした基準案の取りまとめ
（C）	� 学会やロボットビジネス推進協議会と連携し

た事業体制整備や成果普及啓蒙推進
　特に、生活支援ロボット安全検証センターの設立
や、2014 年 2 月 1 日にサービスロボットの安全性に
関する国際規格「ISO 13482 （Robots and robotic 
devices－Safety requirements for personal care 
robots）」が正式発行されたことは、本事業の成果と
して挙げられる。

3.2　ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準
策定・評価事業）に関する委託業務�  
� （2013～2017 年度）
　介護従事者の負担軽減の観点から、介護現場にお
けるロボット技術の活用が強く期待される一方で、
市場性が見えない、開発に特別の配慮が必要、ユー
ザの声が開発者に届きにくいという状況が、ロボット
介護機器の開発・製品化を妨げていると考えられる。
　これらの障壁を克服するため、経済産業省及び国立
研究開発法人日本医療研究開発機構は、①現場のニー
ズを踏まえた重点分野の特定（ニーズ指向）、②ステー
ジゲート方式による使いやすさ向上とコスト低減の
加速（安価に）、③現場に導入するための公的支援・
制度面の手当て（大量に）をコンセプトとし、2013
年度より「ロボット介護機器開発・導入促進事業」
を実施した。
　本プロジェクトは、国立研究開発法人産業技術総
合研究所、一般財団法人日本自動車研究所、独立行
政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究
所、名古屋大学、一般社団法人日本福祉用具評価セ
ンター、一般財団法人日本品質保証機構、愛知医科
大学、株式会社アプライド・ビジョン・システムズ、
日本福祉用具・生活支援用具協会との共同研究とし
て実施し、当会では、各重点分野のロボット介護機
器について、従来の福祉用具（車椅子、介護リフト、
介護ベッド等）に関する標準化の取組みを参考にし
ながら、2016 年度に JIS 化を完了し、それに基づき
ISO 提案を行った。
　また、本事業に関する研究成果や開発状況（安全
評価手法や倫理指針など）の情報提示を行うととも
に、移乗支援（装着型）、見守り支援（施設、在宅）

の標準化推進や、介護関係者、高齢者やその家族、
ロボットメーカ等に向けたウェブサイトによる情報
発信や展示会等を通じての広報活動を行った。

3.3　日本の生活支援ロボット普及のための認証基
盤構築� （2014～2015 年度）
　本事業では、パナソニック株式会社が開発した病院
内自律移動型搬送ロボットである「HOSPI」を対象
に、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）プロジェクト成果に基づき日本
から ISO/TC184/SC2 に TR 提案（ISO/TR 23482-1）
している試験方法に適合する試験実証を行い、その
実証データの蓄積を行った。実証に関して、ASEAN
の認証機関と連携し、試験方法の普及を図るとともに、
相手認証機関のノウハウを取り込み、日本にフィード
バックを行った。さらに、実証データは、TR 提案して
いる試験方法のバックデータとして技術文書にまとめ、
JIS 等の規格とするとともに国際提案活動も進めた。

3.4　次世代ロボット中核技術開発／IoT 時代に対
応した ORiN3 の戦略及び仕様作成�  
� （2017～2019 年度）
　ORiN は、1999 年度 NEDO「新規産業支援型国際
標準開発事業」に採択されて研究が開始されたプロ
ジェクトであり、既に 10 年以上の実績がある。製
品化された ORiN2 は、1 万ライセンス（有償のみ）
を発行し、我が国が世界に誇るべき製造業における
様々なアプリケーションソフトウェアの標準プラッ
トフォームである（ORiN については、p. 45「5．各
種事業」内「5.2　ORiN 協議会」も参照）。
　現状 ORiN は大きなアドバンテージを有しているが、
デファクトスタンダードの地位を占めるには至ってお
らず、他国との競争に敗れれば、日本の製造業は大
きなチャンスを逸することとなる。そのため、ORiN
が今後の激しい国際競争の中でより多くの顧客を獲
得し、デファクトスタンダードの地位を確固たるも
のとするために、現状の ORiN2 を改良して ORiN3
を開発する必要がある。
　ORiN3 がデファクトスタンダードの地位を占め
るためには、
（A）	�IoT 社会が要求する幅広い規格・プロトコ

ルへの対応
（B）	 つながる世界におけるセキュリティの確保
（C）	� 製造業の枠を越えた第 1 次・第 3 次産業へ
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の展開
（D）	� 各国で展開されている標準化団体・アライ

アンスの動向の把握と対応
が必要である。
　本研究調査では、ORiN3 のデファクトスタンダー
ド化に向けた標準化活動、及び上記四つの要求を満
たす ORiN3 仕様の実装等を行った。
　具体的には、2018 年度に取りまとめた ORiN3 の仕
様に基づき、ドイツのフラウンホーファー研究機構と
の連携を図るとともに、試験的実装を行い、取りま
とめた仕様の有効性を実証した。また、ORiN3 の普
及啓蒙のために、国内では IIFES2019（2019 年 11 月
に東京ビッグサイトで開催）及び 2019 国際ロボット
展に ORiN 協議会と共同で出展するとともに、欧州
における IoT に関する代表的な展示会である SPS－ 
smart production solutions  2019（2019 年 11 月にド
イツ・ニュルンベルクで開催）に出展した。

3.5　ロボット介護機器開発・標準化事業（基準策
定・標準化事業）� （2018～2020 年度）
　2013 年度から 2017 年度に実施した「ロボット介護
機器開発・導入促進事業」の後継事業として、2018 年
度からの 3 か年事業である「ロボット介護機器開発・
標準化事業（基準策定・標準化事業）」を実施した。
　本事業では、既に開発されてきたロボット介護機
器の普及促進のための効果測定・評価、高齢者の自
立した生活維持に資するロボット介護機器の開発及
び安全基準等の開発、標準化を実施し、我が国の新
しいものづくり産業の創出に貢献することで、健康
長寿社会の実現に寄与することを目的としている。
　本事業は、国立研究開発法人産業技術総合研究所
を研究代表とし、一般財団法人日本自動車研究所、
独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総
合研究所、名古屋大学、京都大学、佐賀大学、一般
財団法人日本品質保証機構、一般社団法人日本福祉
用具・生活支援用具協会、当会による共同開発体制
の下で実施した。
　当会では、①標準化活動（「コミュニケーションロ
ボットの標準化」及び介護業務支援分野の有識者協
議会の庶務業務）、②広報活動（介護ポータルサイト
の運営、ロボット介護機器パートナーシップ会合の
庶務業務）を担当し、具体的には、ポータルサイト
の定期的な情報更新に加え、ポータルサイトのプラッ
トフォームの入替え、ユーザへ手軽な視聴を促すた

めの短編導入事例動画のコンテンツ構築等を行うと
ともに、介護ロボットの活用に向けた人材育成のた
めのシンポジウム等を開催した。

3.6　エンジニアリング企業登録制度
　本制度は 1982 年度に創設されたが、今日の実情
に合わないものとなってきていたため、SIer 協会設
立等、その役割を代替する新たなエンジニアリング
企業振興のための方策を実施することとなり、2015
年度をもって廃止された。

4.　交流事業

　当会では、主な交流事業として「JARA テクノ
フォーラム」と「産学交流」を実施している。

4.1　JARA テクノフォーラム
　「JARA テクノフォーラム」は、今後のロボット技
術の在り方について幅広い角度から検討を行い、メー
カ・ユーザ双方による技術交流の場を提供すること
で、ユーザニーズへの対応や、ロボット利用技術の
高度化に寄与することを目的として開催している。
当会会員を対象としており、工場見学と講演会を組
み合わせたフォーラムとなっている。
　なお、運営委員会内の事業部会において実施して
いる。
　この 10 年間の実施状況は表 4 のとおりである。見
学先は、業界を問わず、最先端の自動化事例の中か
ら選定しており、ロボットを導入している自動車メー
カ、電機メーカ、機械メーカ、医薬品メーカ等の各
工場や物流倉庫等、多岐にわたっている。
　ロボットが利活用されている現場を見学すること
で、ユーザの多種多様なニーズを理解する一助とす
るとともに、メーカの持つ最新のロボット技術に触
れることで、その社会実装へつなげることを目指し
ている。参加者からは、実際の自動化事例を目にす
ることができて有意義であったという感想とともに、
工場見学と講演を組み合わせることで、より理解が
深まったという声もあった。
　年 3 回の実施を基本としているが、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大に伴い、2020 年度は開催を
取り止め、次年度への順延を決定した。その後もコロ
ナ禍が継続する中で、2021 年度、2022 年度は感染状
況を注視しながら開催を検討していくこととなった。
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表 4　JARA テクノフォーラム 実施状況
開催回 開催年月 開催場所 内容 参加者数

第 40 回
2013 年 

6 月
トヨタ自動車東日本株式会社
岩手工場

見学内容：�ロボットを導入した自動車の製造工程（溶接、組立、検査等） 22 名

第 41 回
2013 年 
11 月

TOTO 株式会社
滋賀工場

見学内容：�ロボットを導入した衛生陶器の生産工程
講演内容：「環境貢献への取組み」

18 名

第 42 回
2014 年 

2 月
三菱電機株式会社
福山製作所

見学内容：�最新鋭のロボット 96 台を活用した新形ノーヒューズ遮断
器・漏電遮断器の生産ライン

31 名

第 43 回
2014 年 

7 月
株式会社小松製作所
大阪工場

見学内容：�中・大型建設機械の生産工程及び技能教育センタ「匠の杜」
講演内容：「大阪工場の自動化への取組み」

29 名

第 44 回
2014 年 
11 月

三菱自動車工業株式会社
水島製作所

見学内容：�ロボットを導入した自動車の製造工程（溶接・組立等）
講演内容：「ものづくり技術の進化と取組み」

22 名

第 45 回
2015 年 

3 月
株式会社 NTN 三重製作所
第 1 工場

見学内容：�ロボットを導入したベアリングの製造工程
講演内容：「当社におけるロボット活用事例」

24 名

第 46 回
2015 年 

7 月
東邦薬品株式会社
埼玉物流センター

見学内容：�医薬品物流の自動化を実現した高度ロボットシステム（自
動ピッキングシステム）等

講演内容：「TBC 埼玉の自動化への取組み」
31 名

第 47 回
2015 年 
11 月

本田技研工業株式会社
埼玉製作所  寄居完成車工場

見学内容：�ロボットを導入した自動車の製造工程（溶接・組立） 47 名

第 48 回
2016 年 

3 月
沢井製薬株式会社
関東工場

見学内容：�ロボットを導入した医薬品の製造工程
講演内容：�「固形製剤工場の自動化及び省エネの取組み」

30 名

第 49 回
2016 年 

7 月
富士重工業株式会社
矢島工場

見学内容：�ロボットを導入した自動車の製造工程（プレス工程、ボ
ディ溶接工程、内外装部品取付工程）

講演内容：�「ロボット技術の現状と課題、自動化への取組み」
35 名

第 50 回
2016 年 
11 月

株式会社ツムラ
静岡工場

見学内容：�ロボットを導入した医薬品の製造工程
講演内容：�「ロボット技術が支える医療用漢方製剤製造工場」

23 名

第 51 回
2017 年 

3 月
大和ハウス工業株式会社
東京本社

見学内容：�ロボットスーツ HALⓇをはじめとする介護ロボットの見学
と体験

講演内容：�「大和ハウス工業のロボット事業の取組み」
8 名

第 52 回
2017 年 

7 月
日産自動車株式会社
栃木工場

見学内容：�ロボットを導入した自動車の製造工程（組立ライン、車体
（溶接）の一部）

講演内容：�「日産自動車栃木工場 環境への取組み」
40 名

第 53 回
2017 年 
11 月

株式会社ナック
クリクラ本庄工場

見学内容：�ロボットを導入した宅配水の製造工程
講演内容：�「工場の自動化・ロボット導入で変わったことと、残され

た課題」
15 名

第 54 回
2018 年 

3 月
ヤマザキマザック株式会社
大口製作所

見学内容：�スマートファクトリー（Mazak iSMART Factory）
講演内容：�「Mazak iSMART Factory」

40 名

第 55 回
2018 年 

6 月

ボストン・サイエンティフィッ
クジャパン株式会社
横浜物流センター

見学内容：�ロボット倉庫「オートストア」の導入現場
講演内容：�「ボストン・サイエンティフィックのロボット導入の取組み」

19 名

第 56 回
2018 年 

7 月
株式会社ホームロジスティクス
通販発送センター

見学内容：�ロボット倉庫「オートストア」の国内最初の導入現場（物
流倉庫）

講演内容：�「ニトリグループのロボット導入の取組み」
14 名

第 57 回
2019 年 

3 月
株式会社島根富士通
本社工場

見学内容：�ノート・タブレット型パソコンの製造ライン
講演内容：�「島根富士通の取組み」

19 名

第 58 回
2019 年 
10 月

本田技研工業株式会社
狭山完成車工場

見学内容：自動車の製造工程（組立、溶接等） 28 名

第 59 回
2019 年 
12 月

パナソニック株式会社
ライフソリューションズ社
新潟工場

見学内容：�IoT やロボットを活用した製造現場
講演内容：�「新潟工場のスマートファクトリー化の取組み」

19 名

第 60 回
2022 年 

2 月
オークマ株式会社
本社工場

見学内容：�スマートファクトリーDS 工場の大型切削加工品の自動化
ライン

講演内容：�「スマートファクトリーDS 工場の少量多品種の大型切削
加工品の自動化ライン」

7 名
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4.2　産学交流
　現代における各種社会課題解決への一助としてロ
ボット技術が果たす役割に期待が高まる中、ロボッ
トイノベーションの加速化に向けては産学連携が不
可欠であり、当会としてもより一層の連携促進に向
けた活動と役割が求められている。
　ここでは、産学交流の各種活動のうち、①産学連
携交流会、②若手技術者における産産学交流サロン、
③一般社団法人日本ロボット学会との交流に関する
取組みについて述べる。
4.2.1　産学連携交流会
　「産学連携交流会」は、業務委員会の下、2016 年
度より開始された交流会事業である（会員限定）。ロ
ボット研究に熱心に取り組む大学・研究機関を訪問
し、研究室の見学、さらには意見交換を行うことで、
具体的な産学連携の足掛かりとなることを企図して
いる。
　概ね以下のようなプログラム構成で実施している。

○�ロボット研究関連組織、研究室、研究内容の俯瞰的
説明

○研究室訪問（5～6 研究室）
○質疑応答
○終了後、意見交換会

　コロナ禍の影響により開催が困難な時期もあった
が、基本的に年 2 回の実施としている。過去に交流会
を開催した大学及び参加者数は表 5 のとおりである。
　研究室及び研究施設見学では、デモンストレーショ
ン等を通じて現在行われている研究に関する高い技
術力に触れることができ、研究の狙いや課題、研究
を進める上で困難であった点やそれをいかに解決し
たかなど、最新の情報提供を受けられる貴重な機会
となっている。加えて産学連携の事例・成果等の紹
介など、訪問先の大学の取組みの現状や特長につい
ても知ることができる（図 5）。
　交流会終了後の意見交換会では、参加者・大学間
のみならず、参加者間においても積極的な交流と情
報交換が行われている。
　大学側からは、情報交換によって産業界が抱えて
いる課題、ロボット研究に期待すること等、最近の
動向を知ることができる点などが有益であるとの声
が寄せられている。
　これまでに一部の大学・参加者間では、共同研究・
学術指導等へとつながっている。

表 5　産学連携交流会 実施状況

開催回 開催年月 開催大学・開催場所 参加者数

第 1 回 2016 年 8 月
芝浦工業大学
豊洲キャンパス

13 名

第 2 回 2017 年 3 月 国立大学法人電気通信大学 14 名

第 3 回 2017 年 7 月
立命館大学
びわこ・くさつキャンパス

22 名

第 4 回 2017 年 12 月
国立大学法人東京工業大学
大岡山キャンパス

16 名

第 5 回 2018 年 6 月
早稲田大学
喜久井町キャンパス・西早
稲田キャンパス

22 名

第 6 回 2018 年 11 月
国立大学法人大阪大学
吹田キャンパス

20 名

第 7 回 2019 年 5 月
千葉工業大学
津田沼キャンパス

23 名

第 8 回 2019 年 11 月
国立大学法人九州工業大学
若松キャンパス

12 名

第 9 回 2022 年 7 月
国立大学法人筑波大学
筑波キャンパス

13 名

第 10 回 2022 年 11 月
国立大学法人東北大学
青葉山東キャンパス

13 名

第 11 回 2022 年 12 月
慶應義塾大学
新川崎タウンキャンパス／
矢上キャンパス

22 名

図 5　研究室での研究説明の様子

4.2.2　若手技術者による産産学交流サロン
　若手技術者は一般に、メーカ間での若手同士の交
流はもとより、学界の有識者との接点の機会が少な
いのが現状である。
　このような中で、次代を担う正会員企業の若手技術
者間、さらには学界の有識者との交流を通じて様々な
刺激を受けながら研鑽を積み、モチベーションを向上
させ、自主的に課題を見つけ、その解決へつなげると
いった観点から、人材育成や人的ネットワークの拡大
を念頭に、運営委員会の下、「若手技術者産学交流サ
ロン委員会」を設置し、「若手技術者による産産学交
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流サロン」を 2020 年度より開催することとした。
　委員会内で年度ごとにロボット分野に係るメイン
テーマを選定し、毎回それに係る技術や最新動向に
ついて新進気鋭の研究者や専門家等を招きプレゼンを
受けた後、質疑応答や討論会等を行い、年度末には
レポートとしてまとめることを実施方針としている。
　さらに、委員会の終了後にはその都度懇親会を開
催し、技術者同士、学界の有識者との交流を深める
ことも本サロンの目的としている。
　コロナ禍により、本サロンは開催が困難な状況が続
いているが、2020 年度は交流会サロンの実施に向けて
関心テーマの絞り込み、講師の候補者選定等を行った。
　また、当該委員は 50 周年記念事業の一環である

「ロボット産業ビジョン」の策定に携わることとなっ
たことで、2021 年度、2022 年度は本サロンの実質
的な活動は行わず、有識者から Web 等を通じて様々
なテーマの講義を受けながら、ビジョン策定に向け
た検討を行った。
4.2.3　一般社団法人日本ロボット学会との交流
　同学会とは長年にわたり相互協力の下、各種活動
に取り組んでいる。
　業務委員会の下、当会と学会の委員から構成され
る「産学連携委員会」（2012 年発足）では、産学連
携の在り方等について多角的な検討を行っている。
　その一環として、2013 年からは国内外の高校生に
参加を呼びかけ、「インターナショナルロボットハイ
スクール」を学会と共催し（表 6）、優秀な発表を行っ
たグループに対して表彰を行い、次世代の人材育成
に向けた活動を展開している。

表 6　「インターナショナルロボットハイスクール」実施状況

開催年月 名称 開催場所

2013 年 
11 月

第 1 回 インターナショナル
ロボットハイスクール 2013

（IRH2013）

東京ビッグサイト
2013 国際ロボット展会場内

2015 年 
12 月

第 2 回 インターナショナル
ロボットハイスクール 2015

（IRH2015）

東京ビッグサイト
会議棟及び 2015 国際ロボッ
ト展会場内

2017 年 
12 月

第 3 回 インターナショナル
ロボットハイスクール 2017

（IRH2017）

東京ビッグサイト
会議棟及び 2017 国際ロボッ
ト展会場内

2018 年 
10 月

第 4 回 インターナショナル
ロボットハイスクール 2018

（IRH2018）

東京ビッグサイト
会議棟及び JRW2018、
WRS2018 会場内

2019 年 
12 月

第 5 回 インターナショナル
ロボットハイスクール 2019

（IRH2019）

東京ビッグサイト
2019 国際ロボット展会場内
及び TFT ビル

5.　各種事業

5.1　建築鉄骨溶接ロボット型式認証
　建築鉄骨分野における溶接ロボットの導入は 1980
年代の後半から始まり、その後、建築鉄骨部材の溶
接生産性の向上及び溶接品質の安定化を求めて、多
くの鉄骨生産工場での導入が促進された。このよう
な状況の下、「ロボット溶接の信頼性の確保」と「ロ
ボット溶接の更なる普及」を目的として、ロボット
の型式（製品機種の溶接基本仕様）に対して試験を
行い、合格したものに認証書を発行（3 年のサーベ
イランス更新）する認証制度を開始した。
5.1.1　認証数
　2013 年度から 2022 年度の 10 年間で認証された新
規／更新の総数は 229 型式であり、2022 年度（12 月
時点）の有効認証型式数は 103 型式となっている。
5.1.2　規格改正
　2000 年に制定された当会及び一般社団法人日本溶
接協会の共通規格、「JARAS 1012（WES 8703）：建
築鉄骨溶接ロボットの型式認証における試験方法及
び判定基準」、「JARAS 1013（WES 8704）：建築鉄
骨溶接ロボットの型式認証基準」について、2013 年
以降に以下の改正が行われた。

（1）2015 年
　これまでの経験を基に更なるロボット溶接の品質安
定化を求める試験方法への見直し、今後の普及が想
定される 25 度開先（建築鉄骨分野では従来 35 度開
先が一般的であったが、それよりも狭い開先 25 度で
の溶接施工が実現できたことで、25 度狭開先溶接と
呼んでいる）溶接にも対応できる内容に改正された。

（2）2017 年
　型式認証における試験条件及び認証項目の一つで
ある鋼材について、400N/mm2 級及び 490N/mm2 級
に限定する規定となっていたものを、申請された鋼
材に応じて試験を行い、認証する規定に改めた。

（3）2020 年
　型式認証における試験項目の一つである継手の部
位のうち、通しダイアフラムと梁フランジ継手の試
験材料において、通しダイアフラムを梁フランジよ
り厚くした試験材料を用いて試験を行い、認証する
規定に改めた。

5.2　ORIN 協議会
　ORiN（Open Resource Interface for the Network）
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は、ネットワーク環境においてメーカや機種の壁を越
え、ロボットをはじめとする産業機械等への統一的
なアクセス手段を提供するオープンなインタフェース
として、1999 年に国立研究開発法人 新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）のプロジェクトと
して研究開発が実施された。プロジェクト終了後、
2002 年 10 月に「ORiN 協議会」が設立され、当会は
その事務局となっている。
5.2.1　広報・普及活動
　ORiN 協議会では毎年、ORiN の普及、仕様の維
持・改善を目的とし、展示会での ORiN を使った連
携デモや、計測自動制御学会システムインテグレー
ション部門講演会での OS 発表、ORiN を使った事
例を紹介する ORiN フォーラム、技術講習会等を実
施している。
5.2.2　研究開発と実証実験
　ORiN 協議会では、関係団体や会員企業と連携して
各種プロジェクトを実施し、実証実験のための ORiN
アプリケーション作成、ORiN 実装の技術サポートな
どを行った。

（1）「つながる世界の開発指針」実証実験（異常の
早期発見・波及防止技術の一例）
　2015 年 12 月から 2016 年 3 月まで、独立行政法人
情報処理推進機構（IPA）、一般財団法人機械振興協
会、ORiN 協議会の 3 者共同で実証実験を実施した。

（2）IoT 時代に求められる異分野間連携実現の実証
実験
　2017 年 2 月から 3 月まで、IPA、一般社団法人エ
コーネットコンソーシアム、神奈川工科大学、ORiN
協議会の 4 者共同で実施した。

（3）ORiN3 開発プロジェクト
　2017 年度から 2019 年度まで、NEDO より支援を
受け ORiN3 プロジェクトを実施した。あらゆるシス
テムのデータ通信向けにバージョンアップした、ORiN 
Version 3.0 の仕様を取りまとめた。その後は、仕様
の再検討と改良を進めており、2022 年度の仕様完成
と実装支援に向けて活動している。

（4）BaSys4.0 と ORiN のプラットフォーム間連携
におけるセキュリティ対策 PoC の実施
　2019 年 9 月から 2020 年 2 月まで、ドイツのフラ
ウンホーファー実験ソフトウェアエンジニアリング
研究所（IESE）、IPA、ORiN 協議会の 3 者が MOU
を締結し、共同で実施した。

（5）ORiN と 5G を活用した、複数メーカの産業用
ロボットを一つのソフトウェアで遠隔操作する実証
実験
　2021 年 3 月から 4 月にかけて、株式会社 NTT ド
コモ、株式会社デンソーウェーブ、ヤマハ発動機株
式会社、カワダロボティクス株式会社、株式会社オ
フィスエフエイ・コム、ORiN 協議会が共同で実施
した。

5.3　ロボットサービスイニシアチブ
　ロボットサービスイニシアチブ（RSi）は、ネット
ワークを介してパーソナルロボットが提供するロボッ
トサービスを簡単かつ便利に利用できる社会を目指
し、通信ネットワークを活用した課題を共有する企
業によって 2004 年に設立されたコンソーシアムであ
る。相互運用性のあるロボットサービスの通信／制
御についての仕様（RSNP）の維持／改善とその普
及、実証実験、関連団体との連携促進を行っている。
5.3.1　RSNP とは
　RSNP（Robot Service Network Protocol）は、イ
ンターネットを介したロボットサービスのための「通
信機能」、「ロボット動作指示機能」、「マルチメディ
ア機能」、「情報提供機能」などの基本機能を有し、
メーカの異なるロボット同士が通信したり、どのよ
うなメーカのロボットでも同じ情報サービスを受け
ることができる共通プロトコルであり、Web サービ
ス基盤を通信基盤として利用している。
5.3.2　広報・普及
　RSi では毎年、人と共存するパーソナルロボット
の普及を目指し、展示会等での RSNP を使った連携
デモや、ロボット学会学術講演会での OF 発表、計
測自動制御学会システムインテグレーション部門講
演会での OS 発表、技術講習会、インターネットを
用いた魅力あるロボットサービスを発表する RSNP
コンテスト等を実施している。
5.3.3　サービスロボットの複数連携実証実験
　サービスロボット産業が大きく展開されるために
は、これまで単独で使用されていたロボットが互い
に連携し、さらに IoT 基盤とも連携することで統合
制御されることが求められている。RSi では、2017
年度より芝浦工業大学やおもてなしロボット研究会
などと連携したロボットサービスの連携検証、RSNP
の機能向上を毎年行っている。
　また、2019 年度は、2019 国際ロボット展において、
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国内外 23 機関 31 台のロボットやセンサを RSNP を
用いてネットワークで連携させ、各ロボットのデー
タ取得による運用管理を検証し、実用化に向けた有
効性を実証した。
5.3.4　RSNP コンテスト最優秀賞の紹介
　2012 年より開催している RSNP コンテストの最優
秀賞作品は以下のとおりである。

2012 年：�RSNP を用いた英単語学習支援ロボット
の開発（中京大学大学院/中京大学）

2013 年：�ロボットサーフィンサービスの提案�  
（芝浦工業大学）

2014 年：�RSNP を用いた視覚障がい者単独歩行補
助システム（大阪市立大学）

2015 年：�i-RSNP における人数推移システムの提案
（芝浦工業大学）

2016 年：�スマートデバイスとサービスロボットの
連携によるマーケティングプラットフォー
ム構築の拡張（産業技術大学院大学）

2017 年：�調理用音声アシスタントロボット�  
（産業技術大学院大学）

2018 年：�RSNP クライアント協調型フレキシブル
遠隔操作システム（芝浦工業大学）

2019 年：�多種多様なシステムを RSNP 通信可能に
する汎用モジュールの開発�  

（芝浦工業大学）
2020 年：�ストレスコーピングに着目したパートナー

ロボット群のコンセプト提案�  
（産業技術大学院大学 / 東京通信大学）

2021 年：�ネットワークを利用した小型パートナー
ロボットの開発研究�  

（産業技術大学院大学 / 東京通信大学）
2022 年：�ロボットのサイズ及び通路幅を考慮した

複数台移動ロボットの効率的な経路計画
手法（東京大学）

5.4　ロボットビジネス推進協議会（2013～2016
年度）
　経済産業省が 2006 年 5 月に取りまとめた「ロボッ
ト政策研究会報告書～RT革命が日本を飛躍させる～」
では、ロボット普及に向けた施策として六つの提言
が示され、その一つにビジネス開拓の場としての「ロ
ボットビジネス推進協議会（仮称）」の設立が掲げら
れた。
　これを受け、産業・研究分野の壁を越えて、事業

者・研究者・技術者・政策決定者の連携と相互理解
の強化を通じて、①実社会で活躍する RT（ロボット
技術）の開発、②これを活用したソリューションビジ
ネスの開拓の促進、③新たなサービスロボットの市
場創成の促進を図るために、任意団体「ロボットビ
ジネス推進協議会（以下、ビジ協）」が 2006 年 12 月
13 日に設立され、当会が事務局を担当し活動を行う
こととなった。
　ビジ協では、図 6 にあるようなステークホルダー
を会員（普通会員、準会員、学術会員、特別会員で
構成）とするとともに、具体的な活動にあたっての
委員会組織は、設立当初は五つの部会でスタートし
たが、後に三つの部会の下に 10 の WG を編成（表
7 参照）して活動を行った。

図 6　幅広いステークホルダーの参画を通じた活動

表 7　WG の主な活動内容と解散後の活動主体

WG WG の主な活動内容と解散後の活動主体

安全普及 WG
安全基準、検証手法の検討、開発者、消費
者向け安全に対する啓発活動等�  
→ RRI ＆ JARA

標準化対応 WG
ISO13482 で規定し得ていない部分や我が
国としての規格の差別化に向けた検討
→ RRI ＆ JARA

エレベータ WG
人とロボットのエレベータ同乗についての
ガイドライン検討→ RRI

保険構築 WG
ロボット保険の仮想事例モディファイ化、
団体保険構築の検討→ RRI

医療福祉 WG
医療・福祉分野のロボットの実用化と普及
に向けた検討→ RRI

移動型ロボット
WG

RT モビリティ、警備ロボット等の公道走
行に向けた検討→ RRI

災害・インフラ
対応 WG

RT の災害及びインフラ対応に向けた検討
→ COCN 災害対応ロボット推進連絡会

（COCN：経団連・産業競争力懇談会）

通信 SWG
サービスロボットの最適な周波数帯域につ
いての検討→ RRI

RT ミドルウェア
WG

RT ミドルウェアの普及→ JARA

広報事業企画
WG

フォーラム、マッチング等の広報企画、ウェ
ブサイト運営、及び新規事業の企画等の検
討→ RRI ＆ JARA
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　その一方で、成長戦略の一環として政府が掲げた
「ロボットによる新たな産業革命」のアクションプラ
ン「ロボット新戦略」に基づき、2015 年 5 月に発足
した「ロボット革命イニシアティブ協議会（現・ロ
ボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会）（RRI）」
では、2020 年に向けたロボット産業の振興に向け各
種活動をスタートすることとなった。
　これにより、RRI とビジ協の活動内容に重複する部
分が多々見られたことから、RRI とビジ協間におけ
る活動内容の重複性に伴う無駄や効率性等を勘案し、
①RRI とビジ協とで同じような活動内容のものにつ
いては、基本的に RRI の場で行う、②ビジ協活動の
中で RRI にないものについては、工業会組織の場で
行うとすることとし、2016 年度のビジ協総会（3 月
9 日）で解散が決定するとともに 10 年間にわたる
活動を終えた。
　この 10 年のビジ協の具体的活動成果としては、産
学官関係者及びマスコミ等に対して二度、「声明（2014
年 4 月）」及び「提言（2015 年 2 月）」を取りまとめ
の上、メッセージの発信を行った。
　なお、ビジ協が産官学連携活動の一環として実施
したロボット OS「RT ミドルウェア」の研究開発と
標準化が評価され、2017 年に経済産業大臣表彰を受
賞した。

5.5　建設ロボット振興事業
　建設ロボット研究連絡協議会は、公益社団法人土
木学会、一般社団法人日本建築学会、一般社団法人
日本ロボット学会、一般財団法人先端建設技術セン
ター、一般社団法人日本建設機械施工協会及び当会
の 6 団体が 1990 年 6 月に設立した協議会である。
本協議会は、建設ロボットの研究開発、普及促進及
び国際協調に寄与することを目的として、国際及び
国内建設ロボットシンポジウムの企画や国際建設ロ
ボットシンポジウム（ISARC）への参加、さらには
建設ロボットに関する調査研究等の活動を実施して
きた。
　当会は設立以来、その事務局業務を担当してきた
が、2017 年度末をもって先端建設技術センター及
び日本建設機械施工協会にその業務を移管してい

る。2013 年度から 2017 年度にかけての 5 年間の活
動は表 8 のとおりであり、海外開催の ISARC につい
ては、論文募集及びシンポジウムへの関係者の派遣
に協力したほか、国内では建設ロボットフォーラム
や建設ロボットシンポジウムの開催を行った（図 7）。

表 8　2013～2017 年度の活動内容
活動内容

2013 年度

①�第 30 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC2013）
への参加支援�  
2013 年 8 月 11～15 日：カナダ・モントリオール市

②�建設ロボットフォーラム 2013 の開催�  
2013 年 10 月 11 日：土木学会講堂

2014 年度

①�第 31 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 
2014）への参加支援�  
2014 年 7 月 9～11 日：オーストラリア・シドニー市

②�第 14 回建設ロボットシンポジウム（SCR）の開催 
2014 年 8 月 28 日：中央大学（後楽園キャンパス）

2015 年度

①�第 32 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 
2014）への参加支援�  
2015 年 6 月 15～18 日：フィンランド・オウル市

②�第 15 回建設ロボットシンポジウム（SCR）の開催 
2015 年 9 月 7～9 日：大阪大学

2016 年度

①�第 33 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 
2016）への参加支援�  
2016 年 7 月 18～21 日：米国・オーバーン市

②�第 16 回建設ロボットシンポジウム（SCR）の開催 
2016 年 8 月 31 日～9 月 2 日：中央大学（後楽園
キャンパス）

2017 年度

①�第 34 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 
2017）への参加支援�  
2017 年 6 月 28 日～7 月 1 日：台湾・台北市

②�第 17 回建設ロボットシンポジウム（SCR）の開催 
2017年8月28～30日：早稲田大学（西早稲田キャ
ンパス）

図 7　口頭発表セッションの様子
（第 17 回建設ロボットシンポジウム）
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■ 2013年度
事　業　名

生活支援ロボット実用化プロジェクト／生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発（5/5）
� ＜受託事業ー新エネルギー・産業技術総合開発機構＞
「ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）」に関する委託業務（1/5）
� ＜受託事業─経済産業省＞
RTミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ
サービスロボット及び医療ロボットの安全性等に関する国際標準化（2/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
国際規格回答原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
産業用ロボット安全性 JIS 原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
ロボット用語 JIS 改正原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
機関誌『ロボット』212～217号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.14 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
「40周年記念式典」及び「記念祝賀会」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「第 1回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「ロボット産業ビジョン―次の 10年に向けて―」発行（5月）
「JISSO PROTEC 2013　第 15 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
第 40回 JARAテクノフォーラム開催（於：トヨタ自動車東日本 岩手工場）（6月）
「2013中国（上海）国際ロボット展」視察（於：中国・上海市）（7月）
「第 30回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2013）」（カナダ・モントリオール市）への参加支援（8月）
「ロボット産業需給動向 2012」発行（8月）
会員特別講演会「Foxconn と Robot」開催（於：機械振興会館）（9月）
ISO/TC 299 の国内審議団体業務及びロボット関連の JIS 原案作成業務が、経済産業大臣表彰を受賞（10月）
「建設ロボットフォーラム 2013」開催（於：土木学会講堂）（10月）
IFR 総会参加及び「ROBOTWORLD 2013」視察（於：韓国・ソウル市）（10月）
「2013国際ロボット展」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
「ロボットサミット 2013」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
RT（ロボットテクノロジー）産学共創マッチング支援補助事業（「RT交流プラザ」の実施）
（於：東京ビッグサイト）（11月）� ＜補助事業─ JKA＞
「ロボットエンジニアリングセミナー」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
「産学連携国際フォーラム～プランニング・プログラミング技術の最新世界動向と産業用ロボット応用～」開催
（於：東京ビッグサイト）（11月）
「日韓サービスロボットワークショップ」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
第 41回 JARAテクノフォーラム開催（於：TOTO滋賀工場）（11月）
40年史「40年のあゆみ」発行（12月）
生産性向上設備投資促進税制説明会開催（於：機械振興会館）（2月）
第 42回 JARAテクノフォーラム開催（於：三菱電機 福山製作所）（2月）
「サービスロボット及び医療ロボットの安全性等に関する国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
入出荷ロボット見学会実施（於：沢井製薬 関東工場）（3月）
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■ 2014年度
事　業　名

ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）に関する委託業務（2/5）� ＜受託事業─経済産業省＞
RTミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ
サービスロボット及び医療ロボットの安全性等に関する国際標準化（3/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
サービスロボットに関する試験方法の国際標準化（1/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
移動ロボットの運動検知技術及び電気的応用技術に関する国際標準化フィージビリティスタディ
� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
サービスロボットタイプ別 JIS 原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
パーソナルケアロボット安全 JIS 原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
日本の生活支援ロボット普及のための認証基盤構築（1/3）� ＜補助事業─経済産業省＞
機関誌『ロボット』218～223号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.15 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
「第 2回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「JISSO PROTEC 2014　第 16 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
IFR 総会参加及び「automatica 2014」視察（於：ドイツ・ミュンヘン市）（6月）
第 43回 JARAテクノフォーラム開催（於：小松製作所 大阪工場）（7月）
仏・ロボット産業団体（SYROBO）と覚書締結（7月）
「第 31回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2014）」（オーストラリア・シドニー市）への参加支援（7月）
「2014 Taipei International Robot Show（TIROS）」参加（於：台湾・台北市）（7月）
システムエンジニアリング部会主催講演会開催（於：機械振興会館）（7月）
「第 14回建設ロボットシンポジウム（SCR）」開催（於：中央大学）（8月）
会員講演会「再興戦略とロボット革命」開催（於：機械振興会館）（9月）
「Japan Robot Week 2014」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
RT（ロボットテクノロジー）産学共創マッチング支援補助事業（「RT交流プラザ」の実施）
（於：東京ビッグサイト）（10月）� ＜補助事業─ JKA＞
「ROBOTWORLD 2014」参加及び「韓日サービスロボットワークショップ」実施（於：韓国・ソウル市）（10月）
第 44回 JARAテクノフォーラム開催（於：三菱自動車工業 水島製作所）（11月）
「ロボット産業需給動向 2014年版」発行（11月）
システムエンジニアリング部会講演会開催（於：機械振興会館）（12月）
「サービスロボットの試験方法に関する国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
入出荷ロボット見学会実施（於：ケイヒン配送 横浜商品センター）（2月）
第 45回 JARAテクノフォーラム開催（於：NTN三重製作所）（3月）
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■ 2015年度
事　業　名

「ロボット導入実証事業」による利用促進（「ロボット導入実証補助事業」、「ロボット導入 FS補助事業」）
� ＜補助事業─経済産業省＞
ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）に関する委託業務（3/5）
� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
RTミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ
サービスロボットに関する試験方法の国際標準化（2/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
日本の生活支援ロボット普及のための認証基盤構築（2/2）� ＜補助事業─経済産業省＞
生活支援ロボットの非接触センシング技術に関する国際標準化（1/3）� ＜受託事業─経済産業省＞
ロボット座標系 JIS 改正原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
機関誌『ロボット』224～229号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.16 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
「建築鉄骨溶接ロボット型式認証における試験方法及び判定基準（JARAS 1012（WES 8703））（改正）」発行（4月）
「建築鉄骨溶接ロボットの型式認証基準（JARAS 1013（WES 8704））（改正）」発行（4月）
「第 3回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「JISSO PROTEC 2015　第 17 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
「第 32回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2015）」（フィンランド・オウル市）への参加支援（6月）
「innorobo 2015」参加及び研究機関等の視察（於：フランス・リヨン市）（7月）
IFR 理事会参加及び「CiROS 2015」参加（於：中国・上海市）（7月）
第 46回 JARAテクノフォーラム開催（於：東邦薬品 埼玉物流センター）（7月）
「ロボット産業需給動向 2015年版」発行（7月）
「第 15回建設ロボットシンポジウム（SCR）」開催（於：大阪大学）（9月）
「World Robot Conference 2015」参加（於：中国・上海市）（11月）
第 47回 JARAテクノフォーラム開催（於：本田技研工業 寄居完成車工場）（11月）
「2015国際ロボット展」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
産学連携による課題解決型 RT イノベーション支援事業（「RT交流プラザ」の実施）（於：東京ビッグサイト）（12月）
� ＜補助事業─ JKA＞
「ロボットサミット」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
システムエンジニアリング部会主催講演会開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「日韓サービスロボットワークショップ」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「サービスロボットの試験方法に関する国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
第 48回 JARAテクノフォーラム開催（於：沢井製薬 関東工場）（3月）
入出荷ロボット見学会実施（於：オルビス 東日本流通センター）（3月）
「サービスロボットの試験方法に関する国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（3月）
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■ 2016年度
事　業　名

「ロボット導入実証事業」による利用促進（「ロボット導入実証補助事業」、「ロボット導入 FS補助事業」）
� ＜補助事業─経済産業省＞
「ロボット導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業」� ＜補助事業─経済産業省＞
「ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）」に関する委託業務（4/5）
� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
次世代ロボット中核技術開発／次世代ロボット素材など要素技術調査研究
� ＜受託事業─エヌ・ティー・ティー・データ経営研究所＞
RTミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ
サービスロボットに関する試験方法の国際標準化（3/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
生活支援ロボットの非接触センシング技術に関する国際標準化（2/3）� ＜受託事業─経済産業省＞
次世代ロボット中核技術開発／IoT 時代に対応したORiN3の戦略及び仕様作成
� ＜受託事業─新エネルギー・産業技術総合開発機構＞
協働ロボットの安全性 JIS 原案作成＜自主事業＞
機関誌『ロボット』230～235号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.17 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
「第 4回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「JISSO PROTEC 2016　第 18 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
「CiROS 2016」参加（於：中国・上海市）（7月）
IFR 総会参加及び「automatica 2016」参加（於：ドイツ・ミュンヘン市）（6月）
「第 33 回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2016）」（米国・オーバーン市）への参加支援（7 月）
第 49回 JARAテクノフォーラム開催（於：富士重工業 矢島工場）（7月）
ロボットビジネス推進協議会解散（7月）
第 1回 産学連携交流会開催（於：芝浦工業大学  豊洲キャンパス）（8月）
「第 16回建設ロボットシンポジウム（SCR）」開催（於：中央大学）（8～9月）
「ロボット産業需給動向 2016年版」発行（9月）
「Japan Robot Week 2016」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
産学連携による課題解決型RTイノベーション支援事業（「RT交流プラザ」の実施）（於：東京ビッグサイト）（10月）
� ＜補助事業─ JKA＞ 
システムエンジニアリング部会主催講演会開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
第 50回 JARAテクノフォーラム開催（於：ツムラ 静岡工場）（11月）
入出荷ロボット見学会実施（於：東邦薬品 埼玉物流センター）（2月）
「中国産業用ロボットメーカ・システムインテグレータ市場最新動向」講演会開催（於：機械振興会館）（3月）
第 2回 産学連携交流会開催（於：電気通信大学）（3月）
第 51回 JARAテクノフォーラム開催（於：大和ハウス工業 東京本社）（3月）
「サービスロボットの試験方法に関する国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（3月）
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■ 2017年度
事　業　名

「ロボット導入促進のためのシステムインテグレータ育成事業」� ＜補助事業─経済産業省＞
「ロボット導入実証事業」による利用促進� ＜補助事業─経済産業省＞
食品産業等生産性向上緊急支援事業「食品産業生産性向上フォーラム」実施に関する調査委託事業
� ＜調査委託事業─農林水産省＞
「ロボット介護機器開発・導入促進事業（基準策定・評価事業）」に関する委託業務（5/5）
� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
RTミドルウェアの国際標準化に関するフォローアップ
サービスロボットのタイプ別安全規格の国際標準化（1/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
生活支援ロボットの非接触センシング技術に関する国際標準化（3/3）� ＜補助事業─経済産業省＞
次世代ロボット中核技術開発／IoT 時代に対応したORiN3の戦略及び仕様作成
� ＜受託事業─新エネルギー・産業技術総合開発機構＞
機関誌『ロボット』236～241号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.18 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
IFR 総会参加及び「Automate Show 2017」視察（於：米国・シカゴ市）（4月）
「第 5回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「JISSO PROTEC 2017　第 19 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
「第 34回国際建設ロボットシンポジウム（ISARC 2017）」（台湾・台北市）への参加支援（6～7月）
「建築鉄骨溶接ロボット型式認証における試験方法及び判定基準（JARAS 1012（WES 8703））（改正）」発行（7月）
「建築鉄骨溶接ロボットの型式認証基準（JARAS 1013（WES 8704））（改正）」発行（7月）
「CiROS 2017」参加（於：中国・上海市）（7月）
第 3回産学連携交流会開催（於：立命館大学  びわこ・くさつキャンパス）（7月）
第 52回 JARAテクノフォーラム開催（於：日産自動車 栃木工場）（7月）
「第 17回建設ロボットシンポジウム（SCR）」開催（於：早稲田大学）（8月）
RTミドルウェアに関する産学官の連携活動が、第 15回産学官連携功労者表彰「経済産業大臣賞」を受賞（8月）
「TAIROS 2017」参加（於：台湾・台北市）（9月）
「ROBOTWORLD 2017」参加（於：韓国・ソウル市）（9月）
入出荷ロボット見学会実施（於：三井不動産 南船橋物流倉庫）（11月）
第 53回 JARAテクノフォーラム開催（於：ナック 本庄工場）（11月）
「ロボット産業需給動向 2017年版（産業ロボット編）」発行（11月）
「2017国際ロボット展」開催（於：東京ビッグサイト）（11～12月）
産学連携による課題解決型 RTイノベーション支援事業（「RT交流プラザ」の実施）
（於：東京ビッグサイト）（11～12月）� ＜補助事業─ JKA＞
「iREX ロボットフォーラム 2017」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
「日中ロボットフォーラム」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
「ロボットエンジニアリングセミナー」開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
システムエンジニアリング部会主催講演会開催（於：東京ビッグサイト）（11月）
「日韓ロボットワークショップ」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
第 4回 産学連携交流会開催（於：東京工業大学  大岡山キャンパス）（12月）
「サービスロボットタイプ別安全規格に係る国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
第 54回 JARAテクノフォーラム開催（於：ヤマザキマザック 大口製作所）（3月）
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■ 2018年度
事　業　名

食品産業等生産性向上緊急支援事業「食品産業生産性向上フォーラム」実施に関する調査委託事業
� ＜調査受託事業─農林水産省＞
ロボット導入実証事業／SIer 育成事業フォローアップ調査
「関東経済産業局における地域中小企業・小規模事業者の人材確保支援等事業」� ＜受託事業─学情＞
RTミドルウェアの国際標準化及び標準化に関する普及啓蒙活動
サービスロボットのタイプ別安全規格の国際標準化（2/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化（1/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
次世代ロボット中核技術開発／IoT 時代に対応したORiN3の戦略及び仕様作成
� ＜受託事業─新エネルギー・産業技術総合開発機構＞
移動ロボット用語 JIS の改正原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
ロボット介護機器開発・標準化事業（基準策定・標準化事業）（1/3）� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
実装機器における通信規約に関する標準化
機関誌『ロボット』242～247号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.19 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
SIer 協会主催「SIerʼs Day」開催（9月：東京、11月：名古屋、札幌、仙台、1月：大阪）
SIer 協会会報誌「JARSIA」創刊・発行（11月、2月）
「第 6回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
第 5回 産学連携交流会開催（於：早稲田大学  喜久井町キャンパス・西早稲田キャンパス）（5月）
「JISSO PROTEC 2018　第 20 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
入出荷ロボット見学会実施（於：タビオ奈良 物流倉庫）（6月）
IFR 総会参加及び「automatica 2018」参加（於：ドイツ・ミュンヘン市）（6月）
第 55回 JARAテクノフォーラム開催（於：ボストン・サイエンティフィックジャパン 物流センター）（6月）
「ELS（Equipment Link Standard）通信仕様Version 1.00（JARAS 1014)」発行（6月）
第 56回 JARAテクノフォーラム開催（於：ホームロジスティック 通販発送センター）（7月）
FA・ロボットシステムインテグレータ協会発足（7月）
「CiROS 2018」参加（於：中国・上海市）（7月）
「ロボット産業需給動向 2018年版（産業ロボット編）」発行（7月）
「TAIROS 2018」参加（於：台湾・台北市）（8月）
「Japan Robot Week 2018」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
「ロボットエンジニアリングセミナー」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
「RTミドルウェア講習会」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
「ロボットシステムインテグレータ就職説明会」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
SIer 保険運用開始（11月）
第 6回 産学連携交流会開催（於：大阪大学  吹田キャンパス）（11月）
「デンマーク協働ロボットセミナー」開催（於：機械振興会館）（11月）
SIer 協会主催「ロボットシステムインテグレータ基礎講座」実施（1月、2月）
入出荷ロボット見学会実施（於：ジャパネットたかた 千葉物流倉庫）（1月）
「サービスロボットタイプ別安全規格の国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
「生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化成果報告書」発行（2月）
TPP 及び EPA説明会・実務セミナー開催（於：機械振興会館）（3月）
第 57回 JARAテクノフォーラム開催（於：島根富士通 本社工場）（3月）
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■ 2019年度
事　業　名

RT ミドルウェアの国際標準化及び標準化に関する普及啓蒙活動
サービスロボットのタイプ別安全規格の国際標準化（3/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化（2/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
次世代ロボット中核技術開発／IoT 時代に対応したORiN3の戦略及び仕様作成
� ＜受託事業─新エネルギー・産業技術総合開発機構＞
ロボット介護機器開発・標準化事業（基準策定・標準化事業）（2/3）� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
ロボット導入実証事業／SIer 育成事業フォローアップ調査
中国ロボット動向調査
機関誌『ロボット』248～253号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.20 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
SIer 協会主催「SIerʼs Day」開催（5月：広島、8月：相模原、広島、9月：仙台、11月：前橋、高松、1月：北
九州、名古屋）
SIer 協会主催「新商品説明会」開催（7月：東京、11月：東京、1月：名古屋）
SIer 協会会報誌「JARSIA」発行（5月、8月、11月、2月）
SIer 協会主催「ロボットシステムインテグレータ基礎講座」実施（茨城、静岡、神奈川、福井）
IFR 総会参加及び「Automate Show 2019」視察（於：米国・シカゴ市）（4月）
講演会「中国経済の現状と展望」開催（於：機械振興会館）（5月）
「第 7回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
第 7回 産学連携交流会開催（於：千葉工業大学  津田沼キャンパス）（5月）
「JISSO PROTEC 2019　第 21回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6月）
入出荷ロボット見学会実施（於：プラス 物流センター）（6月）
SIer 協会主催「タイ（バンコク）視察ツアー」実施及び「日タイ SIer 会議」開催（6月）
海外事業セミナー「諸外国でのロボットに関わる企業活動及び研究開発の動向」開催（於：機械振興会館）（7月）
「ロボット産業需給動向 2019年版（産業ロボット編）」発行（8月）
「協力企業との適正取引の推進に向けた自主行動計画」策定（9月）
システムエンジニアリング部会主催「ブレークスルー・セミナー」開催（於：機械振興会館）（9月）
入出荷ロボット見学会実施（於：PALTAC RDC新潟）（10月）
第 58回 JARAテクノフォーラム開催（於：本田技研工業 狭山工場）（10月）
第 8回 産学連携交流会開催（於：九州工業大学  若松キャンパス）（11月）
「デンマーク協働ロボットセミナー」開催（於：Inspired. Lab）（11月）
第 59回 JARAテクノフォーラム開催（於：パナソニック 新潟工場）（12月）
「2019国際ロボット展」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「iREX ロボットフォーラム 2019」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「RTミドルウェア講習会」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「ロボットエンジニアリングセミナー」開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
SIer 協会主催「第 2回日タイ SIer 会議」開催（於：相鉄グランドフレッサ東京ベイイン有明）（12月）
SIer 協会主催「ロボットアイデア甲子園」最終発表会・表彰式開催（於：東京ビッグサイト）（12月）
「サービスロボットタイプ別安全規格の国際標準化に関する調査研究成果報告書」発行（2月）
「生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化成果報告書」発行（2月）
JISSO PROTECウェブサイト開設（3月）
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■ 2020年度
事　業　名

ロボット導入実証事業／SIer 育成事業フォローアップ調査
RTミドルウェアの国際標準化及び標準化に関する普及啓蒙活動
マニピュレータを備えたサービスロボットに関する国際標準化（1/3）� ＜受託事業─野村総合研究所＞
生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化（3/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
ロボット介護機器開発・標準化事業（基準策定・標準化事業）（3/3）� ＜受託事業─日本医療研究開発機構＞
リハビリテーションロボットの安全及び性能に関する要求事項 JIS 原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
中国ロボット動向調査
機関誌『ロボット』254～259号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.21 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
SIer 協会主催「新商品・サービス説明会」開催（オンライン）（6月、10月）
SIer 協会会報誌「JARSIA」発行（8月、11月、2月）
SIer 協会主催「ロボットシステムインテグレータ基礎講座」実施
（【協会主催】9月、11月、【地域依頼版】10月：鳥取、静岡、1月：広島、2月：大和）
SIer 統計調査開始
「ロボット SI 検定（3級）公式テキスト」発刊（4月）
「中国ロボット動向調査 中間報告（市場動向、ロボット政策編）」Web発行（5月）
IFR 総会参加（オンライン）（6月）
SIer 協会主催第1回「SIer 検定 3級」会員限定トライアル実施（【筆記試験】8月、【実技試験】9月）（東京、愛知）
「ロボット産業需給動向 2020年版（産業ロボット編）」発行（8月）
「ロボット SI 基礎講座」テキスト作成（9月）
SIer 協会が日本ロボット学会「第 12回 ロボット活用社会貢献賞」受賞（10月）
「建築鉄骨溶接ロボットの型式認証基準（JARAS 1013（WES 8704））（改正）」発行（10月）
「建築鉄骨溶接ロボット型式認証における試験方法及び判定基準（JARAS 1012（WES 8703））（改正）」発行（10月）
SIer 協会主催「大学生向け特別講座」トライアル開催（WEBセミナー）（於：埼玉大学）（12月）
「無人作業による照明節減効果をもつマニピュレータを備えたサービスロボットに関する国際標準化成果報告書」発
行（2月）
「生活支援ロボットを安全に運用するためのルールに関する国際標準化成果報告書」発行（2月）
「第 1回中国ロボット動向調査報告会－中国のロボット政策」開催（オンライン）（2月）
「エンジニア版ロボットシステムインテグレータスキル標準（第 1版）」作成（3月）



第 2章　工業会 10年の記録 57

■ 2021年度
事　業　名

ロボット導入実証事業／SIer 育成事業フォローアップ調査
RTミドルウェアの国際標準化及び標準化に関する普及啓蒙活動
マニピュレータを備えたサービスロボットに関する国際標準化（2/3）� ＜受託事業─野村総合研究所＞
サービスロボットのAI 性能に関する国際標準化（1/3）� ＜受託事業─三菱総合研究所＞
JIS B 8456-1 改正 JIS 原案作成� ＜受託事業─日本規格協会＞
中国ロボット動向調査
機関誌『ロボット』260～265号発行（5月、7月、9月、11月、1月、3月）
「実装ニュース」Vol.22 No.1～4発行（6月、9月、12月、3月）
SIer 協会会報誌「JARSIA」発行（6月、10月、2月）
SIer 協会主催「新商品・サービス説明会」開催（オンライン）（7月、3月）
SIer 協会主催「SIerʼs Day」開催（11月：札幌、12月：高松）
SIer 協会主催「ロボットシステムインテグレータ基礎講座」実施
（【協会主催】5月、9月、1月、【地域依頼版】10月：静岡、11月：石川、1月：鳥取）
SIer 協会主催「大学生向け特別講座」開催（WEBセミナー）（4月：東洋大学、中央大学、7月：埼玉大学、新潟
大学、室蘭工業大学、10月：富山県立大学、12月：大阪工業大学、神戸学院大学）
IFR 総会参加（オンライン）（5月）
「第 8回及び第 9回 正会員従業員功労表彰式」開催
（於：トランスシティ カンファレンス・神谷町、ハイブリッド開催）（5月）
「50周年記念事業実行委員会」設置（7月）及び 50周年記念事業実施準備開始
「第 2回中国ロボット動向調査報告会」開催（オンライン）（7月）
「2019年度・2020年度中国ロボット動向調査 最終報告書」Web発行（7月）
「ロボット産業需給動向 2021 年版（産業ロボット編）」発行（8月）
「Japan Robot Week in Aichi」開催（オンラインのみ。リアル展示は中止）（9月）
SIer 協会主催「ロボット SI 検定 3級」プレ開催（名古屋）（9月）
「協力企業との適正取引の推進に向けた自主行動計画 改訂版」公表（11月）
「2021年中国産業用ロボット市場年次報告書」説明会開催（オンライン）（11月）
「50周年記念ロゴ」発表（1月）
SIer 協会主催「導入企業向け基礎講座」プレ実施（鳥取）（2月）
第 60回 テクノフォーラム開催（於：オークマ 本社工場）（2月）
「無人作業による照明節減効果をもつマニピュレータを備えたサービスロボットに関する国際標準化成果報告書」発
行（2月）
「サービスロボットのAI 性能に関する国際標準化成果報告書」発行（2月）
「2022国際ロボット展」開催（於：東京ビッグサイト、ハイブリッド開催）（3月）
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■ 2022年度
事　業　名

50 周年記念事業
ロボット導入実証事業／SIer 育成事業フォローアップ調査 
RT ミドルウェアの国際標準化及び標準化に関する普及啓蒙活動 
マニピュレータを備えたサービスロボットに関する国際標準化（3/3）� ＜受託事業─野村総合研究所＞
サービスロボットAI 性能国際標準化（2/3）� ＜受託事業─野村総合研究所＞ 
ロボット用語 JIS 改正原案作成（新規）� ＜受託事業─日本規格協会＞
中国ロボット動向調査
機関誌『ロボット』266～269号発行（5月、7月、9月、11月）
「実装ニュース」Vol.23 No.1～3発行（6月、9月、12月）
SIer 協会主催「SIerʼs Day」開催（5月：金沢、6月：佐賀、7月：愛知、仙台、9月：北海道、11月：広島）
SIer 協会主催「ロボットシステムインテグレータ基礎講座」実施
（【協会主催】6月、7月、9月、12月【地域依頼版】6月：富山、9月：石川、10月：静岡、10～11月：群馬）
SIer 協会主催「大学生向け特別講座」開催（リモートセミナー）（5月：沖縄職業能力開発大学、6月：室蘭工業大学）
SIer 協会主催「ロボット SI 検定 2級」開催（5月）（東京）
SIer 協会主催「ロボット SI 検定 3級」開催（【筆記試験】6月【実技試験】6～7月）（東京、名古屋、大阪）
「2022年中国産業用ロボット市場年間報告書」説明会開催（オンライン）（4月）
「第 10回 正会員従業員功労表彰式」開催（於：東京プリンスホテル）（5月）
「JISSO PROTEC 2022　第 23 回実装プロセステクノロジー展」開催（於：東京ビッグサイト）（6 月）
JARA 創立 50 周年記念特別企画「50 周年記念セミナー」開催（於：東京ビッグサイト）（6月）
IFR 総会参加（ハイブリッド）（6月）
「2021年度中国ロボット動向調査 報告書」Web発行（6月）
第 9回 産学連携交流会開催（於：筑波大学  筑波キャンパス）（7月）
「ロボット産業需給動向 2022 年版（産業ロボット編）」発行（8月）
SIer 協会会報誌「JARSIA」発行（9月）
「協力企業との適正取引の推進に向けた自主行動計画改訂版」公表（9月）
「創立 50周年記念式典」及び「創立 50周年祝賀会」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
「創立 50周年記念シンポジウム」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
「Japan Robot Week 2022」開催（於：東京ビッグサイト）（10月）
第 10回 産学連携交流会開催（於：東北大学  青葉山東キャンパス）（11月）
SIer 協会主催「新商品・サービス説明会」開催（於：機械振興会館）（11月）
第 11回 産学連携交流会開催（於：慶應義塾大学  新川崎タウンキャンパス・矢上キャンパス）（12月）

※2022年 12月現在
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事業の4 つの柱 主催展示会 標準化 ロボット統計 Sler 協会

主催展示会

概要
　当会では、国内外におけるロボット及び関連機器
を一堂に集めて展示することで、ロボット利用技術
の向上と市場開拓に貢献し、市場創出と産業技術の
振興に寄与することを目的として、三つの展示会
「国際ロボット展」、「JISSO PROTEC」、「Japan 
Robot Week」を開催している。また、展示会会
場に当会のブースを設けることで、出展者として来
場者への直接的な情報発信を行うとともに、工業会
活動の認知度向上を図っている。

国際ロボット展
　国際ロボット展（INTERNATIONAL ROBOT 
EXHIBITION：iREX）は、ロボット並びにロボット
関連技術の専門展として1974年の初開催以降、隔
年で開催され、2022年開催の「2022国際ロボッ
ト展」で 24回目を数える。株式会社日刊工業新聞
社との共催で開催しており、「世界最大規模のロボッ
ト専門展」として国内外から高い評価をいただいて
いる。
　本展は、ロボット需要の高まりとともに、ロボット
産業への期待を映すように毎回その規模を拡大してい
る。2019年開催の「2019国際ロボット展」は、初
の3,000小間超えと、過去最大規模となった。2022
年開催の「2022国際ロボット展」は、当初は前年に
開催予定だったものが新型コロナウイルス感染症の影
響で延期となり、開催そのものが危ぶまれる中、無事
に開催の運びとなるとともに、その環境下にも関わら
ず、展示規模をさらに拡大したことに加え、初めてオ
ンライン展を導入するなど、新たな取組みも行った。
　また、毎回展示会テーマを掲げ、先端技術や時世
を反映した展示を企画しており、例えば、「2022国
際ロボット展」では、『ロボットがつなぐ人に優しい社

会』をテーマに、人とロボットが共存・協働する社会
を目指し、最先端のロボットのほか、AI、ICT、要素
技術など、ロボットに係る高度な技術が一堂に会した。
　会期中には様々な併催事業が展開されており、
「iREX ロボットフォーラム（2017 展よりロボット
サミットから改称）」では、主要なロボットメーカ
及びユーザ企業から関係者を招き、製造業を取り巻
く課題に対して、様々な視点から解決へのアプロー
チに関する討論が行われている。

iREX ロボットフォーラム 2019 開催風景

　本展の開催実績については、p.69のコラムを参照。

JISSO PROTEC
　JISSO PROTEC（実装プロセステクノロジー展）
は、電子部品実装技術の総合展示会である。電子部
品実装機（マウンター）を中心に、検査機、印刷機、
はんだ付け装置、挿入機、ディスペンサー、リフ
ロー装置、接合材料、ロボット等の各主要メーカが
出展し、5Gスマートフォンや電気自動車等の製造
に欠かすことのできない電子部品実装技術とその製
品を一堂に集めて展示している。
　RX Japan（旧社名リード エグジビジョン ジャパ
ン）が主催するエレクトロニクス製造・実装技術展
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である「インターネプコンジャパン」（1987年～）か
ら、業界手作りの展示会を志向して業界主導で新た
に立ち上げたのが、本展示会である。当会は 1998
年の第 1回より本展示会を主催している。
　1998 年から 2003 年までは JISSO PROTEC単
独で開催していたが、単独開催では集客や経費の面
で不利であったことから、2004年から 2006年ま
では一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）
が主催するCEATEC と、2007 年からは一般社団
法人日本電子回路工業会（JPCA）が主催する
JPCA Showと共同開催することで、相乗効果・ス
ケールメリットを図っている。
　この間、2002年は ITバブルの崩壊による景気縮
小を理由に、展示会を開催しなかった。2019年は東
京オリンピック・パラリンピックの開催準備に伴い、
東京ビッグサイトの東展示棟から西展示棟へと会場
を変更して行った。2020年と2021年は、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大を理由に開催を中止した。
出展者数と小間数の推移は以下のとおりである。

　直近の 2022 年は 3 年振りの開催であったが、
コロナ禍で来場者の出張制限が続く中での開催であ
り、出展者数、小間数とも過去最低となった。もっ
とも、当会創立 50周年の年であり、記念企画（ELS
実機ライン展示、JARA創立 50周年記念セミナー）
を実施する等、集客に力を入れることで、コアとな
る来場者層は例年と同等に確保することができた。

Japan Robot Week
　Japan Robot Week は、国際ロボット展の裏年
に開催するロボット及びサービスロボット導入に向
けた専門展として、2022年開催の「Japan Robot 
Week 2022」で 6回目を迎えた。2012年に「ロ
ボットイノベーション2012」、「第 5回ロボット大
賞」、「NEDO国際ロボットフォーラム」、「つくば
国際戦略総合特区フォーラム」の四つのイベントの
総称として誕生した本展示会は、2016 年開催の
「Japan Robot Week 2016」より当会及び日刊
工業新聞社主催の下、現在の形となった。2018年
開催の「Japan Robot Week 2018」からは産業
用ロボットを出展カテゴリーに加え、サービスロ
ボットだけではなく協働ロボットやシステムインテ
グレータを中核とした、より活発な商談・技術交流
が期待できる展示会として成長している。
　また、これまで、本展との同時開催として経済産
業省、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）が主催する「World Robot 
Summit」競技会や展示会、併催事業として経済産
業省、一般社団法人日本機械工業連合会などが共催
する「ロボット大賞」の表彰式や受賞ロボットの展
示、神奈川県などが主催する「かながわロボットイ
ノベーション」の展示などが行われた。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い開催が 2021 年に延期されていた「Japan 
Robot Week in Aichi」は、開催予定地であった
愛知県における緊急事態宣言を受け、リアル展示で
の開催は中止することとし、オンラインのみでの開
催となった。
　同展の開催実績は以下のとおりである。

会　期 会　場 規　模 入場者
Japan Robot 
Week 2012

2012 年 10月
17日～19日 東京ビッグサイト 62社・団体

203小間 9,413 名

Japan Robot 
Week 2014

2014 年 10月
15日～17日 東京ビッグサイト 144社・団体、

283小間 16,626 名

Japan Robot 
Week 2016

2016 年 10月
19日～21日 東京ビッグサイト 193社・団体、

465小間 29,260 名

Japan Robot 
Week 2018

2018 年 10月
17日～19日 東京ビッグサイト 179社・団体、

286小間 32,681 名

Japan Robot 
Week in 
Aichi

2021 年 10月
8日～29日

※オンラインのみ
オンライン

※�リアル展中止に伴いWorld 
Robot Summit VIRTUAL 内で
のオンライン開催

Japan Robot 
Week 2022

2022 年 10月
19日～21日

（オンライン 10月
12日～28日）

東京ビッグサイト
及びオンライン

174社・団体、
268小間

36,852 名
※同時開催展

含む
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標準化

概要
　ロボット普及へ向けては、生産体制の整備や、生
産コスト・メンテナンスコストの低減、自動化シス
テム・エンジニアリング業務の円滑な推進や商取引
の円滑化など、知的活動、科学的活動、技術的活動
及び経済的活動における国家間協力の発展に向けた
国際標準戦略の重要性が増す中、当会では、ロボッ
トに関する国際標準開発を行う ISO/TC 299 の国
内審議団体として国際標準化活動を推進するほか、
国内外の標準化調査、JIS（改正）原案の作成及び工
業会規格（JARAS）の制定などの事業を行っている。
　なお、これまでの当会の ISO/TC 299 の国内審
議団体業務及びロボット関連の JIS 原案作成業務が
工業標準化の発展に貢献したと評価され、2013年
に経済産業大臣表彰を受賞した。

国際標準化事業
　ロボットに関する国際標準開発は、ISO/TC（Tech
nical Committee／技術委員会）299 - Robotics
（ロボティクス）において審議され、積極的参加国
（Participating members）による投票によって決
議が行われている。
　TC 299 が属する ISOの正式名称は「The Inter
national Organization for Standardization」であ
り、日本語名は「国際標準化機構」である。1947
年 2月に設立され、本部をスイスのジュネーブに置
く。各国を代表する国家標準化機関の連合体で、ス
イス民法の認可に基づいて法人格を有する「非政府
組織」であり、非電気・電子分野を専門的に取り扱
う国際的な標準化機関である。なお、電気・電子分
野については IEC（国際電気標準会議：Internation
al Electrotechnical Commission）が担当し、ISO
と IECは補完・協力関係にある。また、ISOへは1

か国につき1組織のみ加盟することができ、各国を
代表する国家標準化機関が参加を認められている。日
本からは、日本産業標準調査会（Japanese Industrial 
Standards Committee：JISC）が 1952 年に加盟
している。
　ISO/TC 299は、2016年 1月にその前身である
ISO/TC 184/SC 2から独立して発足した。その業務
範囲は、「玩具及び軍事応用を除くロボティクス分野
の標準化（Standardization in the field of robotics, 
excluding toys and military applications）」であ
る。幹事国（Secretariat）及び国際幹事（Secretary）
をスウェーデン（Swedish Institute for Standards：
SIS）が務めている。
　ISO/TC 299 の下部組織は以下のとおりである。

Group Title
AG 1 Advisory Group 1（諮問委員会）

SG 1 Study Group 1 Gaps and structure�  
（間隙及び構造）

WG 1 Vocabulary and characteristics（用語及び特性）
WG 2 Service robot safety（サービスロボットの安全）
WG 3 Industrial safety（産業用ロボットの安全）

WG 4 Service robot performance（サービスロボット
の性能）

JWG 5 Joint ISO/TC 299 - IEC/SC 62A / 62D: Medical 
robot safety（医用ロボットの安全）

JWG 35 Medical Robots for Surgery（手術ロボットの安全）

JWG 36 Medical robots for Rehabilitation（リハビリロボットの安全）

WG 6 Modularity for service robots（サービスロボット
のモジュラリティ）

WG 7
Management system for service robots（サービ
スロボットを活用したロボットサービスの安全運用
マネジメントシステム）

WG 8 Validation methods for collaborative applications
（協働アプリケーションの検証方法）

WG 9
Electrical interfaces for industrial robot end- 
effectors（産業用ロボットのエンドエフェクタの電
気的接続）
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　ISO/TC 299の国内審議団体である当会は、経済
産業省事業の一環として委託を受けて、国際標準開
発に係る国内専門委員会を組織し日本の意見を取り
まとめ、ISO/TC 299傘下の各ワーキンググループ
（WG）に技術専門家を派遣し、日本の意見の主張・
提案及び規格開発作業状況の調査、並びに関係参加
国に対するロビイング活動を行うなどして、ロボッ
トに関する国際標準開発その他の標準化推進活動を
行っている。
　近年、サービスロボットの世界的需要拡大が期待
され研究開発及び実用化が進められる中で、安全性
や試験方法等に関する国際標準開発が活発になって
いる。当会では、国内プロジェクトの成果や JIS に
基づいて新規作業項目提案を行い、日本主導での規
格案の取りまとめなどを目指す一方で、他国からの
提案に対しては、各WGに日本の技術専門家を派
遣し、国際会議の場で日本の意見や主張を積極的に
提出するなどして、規格に日本の産業界にとって不
利となる内容が盛り込まれないよう努めている。
　サービスロボットの中でも特に市場の拡大が見込
まれている移動ロボットについては、国際標準提案の
実現可能性について調査を行うとともに、技術的な機
能実現性といった標準化すべき内容の精査を行った。
　当該標準化事業に係る 10年間の主な足跡を以下
に記す。

実施年 内容 委託元
2012～
2014年

サービスロボット及び医療ロボット
の安全性等に関する国際標準化

株式会社三菱
総合研究所

2014～
2016年

サービスロボットに関する試験方法
の国際標準化

株式会社三菱
総合研究所

2014年
移動ロボットの運動検知技術及び電
気的応用技術に関する国際標準化
フィージビリティスタディ

株式会社三菱
総合研究所

2015～
2017年

生活支援ロボットの非接触センシン
グ技術に関する国際標準化 経済産業省

2017～
2019年

サービスロボットのタイプ別安全規
格の国際標準化

株式会社三菱
総合研究所

2018～
2020年

生活支援ロボットを安全に運用する
ためのルールに関する国際標準化
※WG7で日本が議長の地位を獲得

株式会社三菱
総合研究所

2020～
2022年

無人作業による照明節減効果をもつ
マニピュレータを備えたサービスロ
ボットに関する国際標準化

株式会社野村
総合研究所

2021～
2023年

サービスロボットの AI 性能に関す
る国際標準化

株式会社三菱
総合研究所

JIS（改正）原案作成事業
　当会は、一般財団法人日本規格協会との契約又は
自主事業として JIS（改正）原案作成委員会を組織
し、ロボットに関する JIS（改正）原案の作成を行っ
ている。JIS（改正）原案作成の背景にはいくつかパ
ターンがあるが、大別すると以下の二つとなる。
①�ISO の新規発行に伴い、当該 ISOと一致した内
容の JIS 原案を作成する
②�既存の ISOの改正に伴い、当該改正 ISOに対応
する JIS 改正原案を作成する
　そのほかにも、国際規格の策定に先行して JIS を
制定し、当該 JIS の日本国内での運用実績を裏付け
として日本主導による国際規格の策定を促す目的で
JIS 原案を作成する場合や、JIS の一部が国際規格化
された場合に、例えば当該国際規格に合わせて用語
を共通化する等の改正が必要になり、JIS 改正原案
を作成する場合などがある。
　本事業に係るこの 10年間の主な足跡は、以下の
とおりである。

実施年 作成したJIS（改正）原案 内容

2013年 産業用ロボット安全性 JIS
原案

ISO 10218-2 改正に伴う
対応 JIS B 8433-2 改正
JIS原案の作成

2013年 ロボット用語 JIS改正原案
ISO 8373改正に伴う対応
JIS B 0134 の改正 JIS 原
案の作成

2014年 サービスロボットタイプ別
JIS原案

ISO 13482に先行したJIS
原案の作成

2014年 パーソナルケアロボット安
全 JIS原案

ISO 13482発行に伴うJIS
原案の作成

2015年 ロボット座標系 JIS 改正
原案

ISO 9787改正に伴う対応
JIS B 8437 改正 JIS 原案
の作成

2016年 協働ロボットの安全性 JIS
原案　※自主事業

ISO/TS 15066 発行に伴
うTS B 0033原案の作成

2018年 移動ロボット用語 JISの改
正原案

ISO 19649発行に伴う対
応 JIS B 0186改正 JIS 原
案の作成

2020年
リハビリテーションロボッ
トの安全及び性能に関する
要求事項 JIS原案

ISO 80601-2-78 発行に
伴うJIS T 80601-2-78原
案の作成

2021年

腰補助用装着型身体アシス
トロボットの安全要求事項
及び性能要求事項 JIS改正
原案

ISO 18646-4 発行に伴う
対応JIS B 8456-1改正 JIS
原案の作成

2022年 ロボット用語 JIS 改正原案
ISO 8373改正に伴う対応
JIS B 0134 改正 JIS 原案
の作成
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ロボット統計

概要
　調査・統計部会における統計調査事業として行わ
れているロボット関連統計調査では、産業用ロボッ
トに関する統計調査である「月別統計調査」、「四半
期統計調査」、「需給動向調査」を実施しているほか、
国際ロボット連盟（International Federation of 
Robotics：IFR）に関連した統計調査や、サービス
ロボットに関する統計調査を実施している。
　各統計調査は、ロボット産業の現状把握、動向を
探る上での先行指標となるほか、国のロボット施策
などを策定する上での基礎資料ともなり、その整備
と信頼性の向上に努めている。ここでは特に記載の
ない限り、産業用ロボットに関連した調査について
触れるものとする。
　各統計調査では、現在以下の項目について実績調
査を行っている。

【受　　注】構造形式別（台数、金額）
【生　　産】構造形式別（台数、金額）
【海外生産】（台数）
【国内出荷】�構造形式別／業種別／用途別（台数、金額）
【輸　　出】�構造形式別／国・地域別／用途別（台数、金額）

　調査項目や分類は、ロボットの技術革新と市場動
向、あるいは市場要望に合わせて更新・細分化され
てきた。産業用ロボットの構造形式や業種、利用用
途はいずれもある程度固定化、一般化されてきてい
るため、ここ 10年では項目に大きな変更は加えら
れていないが、国内メーカの海外現地生産拡大に合
わせ、2013年には海外生産台数を新たに追加して
現在に至っている。

　調査対象となる産業用ロボットは下表のとおりで
ある。

A	 軸ユニット
B	 マニピュレータ
B1	 マニュアルマニピュレータ
B2	 固定シーケンスマニピュレータ

C	 マニピュレーティングロボット
C1	 直角座標ロボット
C2	 円筒座標ロボット
C3	 極座標ロボット
C4	 垂直多関節ロボット
C5	 水平多関節ロボット
C6	 パラレルロボット
C7	 その他のロボット
C8	 ロボット用制御装置

D	 電子部品実装機
D1	 電子部品挿入機（インサータ）
D2	 電子部品装着機（マウンタ）
D3	 印刷機
D4	 ディスペンサ
D5	 はんだ付け装置
D6	 検査装置

E	 ボンディング装置
F	 その他のロボット
※�調査では、上記のほか「周辺装置、部品等」
を対象としている。

月別統計調査
　1993年より開始された「月別統計調査」は、正
会員及び賛助法人会員のロボットメーカ（輸入企業
含む）に対し、月々の産業用ロボットの受注、生産、
出荷実績について調査を行うものである。毎月の集
計結果はExcel ワークシートにまとめられ、当会正
会員は当会ウェブサイトの会員専用ページから当該
ファイルへアクセスすることが可能となっている。
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四半期統計調査
　「四半期統計調査」は、月別統計調査の集計結果
を四半期（1-3 月、4-6 月、7-9 月、10-12 月）ご
とに再集計したもので、報道関係者、一般向けにロ
ボット産業の情報発信の一環として実施している。
集計結果はある程度概略化されるが、グラフを多用
しているほか、英訳版を用意するなど、幅広い層を
強く意識したものとなっている。また、集計結果の
公表は、報道関係者向けのメール配信及び当会ウェ
ブサイトを通して行っている。

ロボット産業需給動向調査
　会員のみならず会員外を含めた産業用ロボットの
受注・生産・出荷の台数及び金額については、年間
（暦年）の統計調査として「マニピュレータ、ロボッ
トに関する企業実態調査」を 1976 年より実施し
ている。2011 年実績調査からはその名称を「ロ
ボット産業需給動向調査」とし、現在に至っている。
　本調査は、産業用ロボットの受注・生産・出荷実
績と、回答企業の研究開発や生産、販売状況などの
アンケートから構成される。正会員企業の受注・生
産・出荷実績に関する調査項目は月別統計調査の回
答内容が反映される。
　集計結果は月別統計調査と同様の形式で出力され
るほか、報告書としてもまとめられ、冊子を毎年夏
頃に発行している。また、報道関係者を対象とした
プレス発表会を開催することで、外部への情報発信
に努めている。プレス発表会は通常総会のタイミン
グで開催していたが、2020年以降は新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大の状況に鑑み、メール配信
での報告に留めている。

国際ロボット連盟（IFR）関連調査
　前述の各種統計調査以外に、IFR 関連の統計調査

を行っている。IFR では、産業用ロボット、サービ
スロボットの世界統計を実施しているが、当会も
データの提供を通して本統計調査に協力している。
産業用ロボット大国として、当会からのデータ提供
が、IFR 世界統計の品質及び信頼性の向上に大きく
寄与していることは言うまでもない。
　IFR へは、需給動向調査を基にした年間出荷実績
を提供しているほか、IFR からの協力依頼に応える
形として、2017年より協働ロボット統計も実施し
ている。

サービスロボット市場動向調査
　サービスロボットの市場拡大に合わせ、2013年
より、サービスロボットの受注・生産・出荷の台数
及び金額に関する年間（暦年）の統計調査である
「サービスロボット市場動向調査」を開始した。
　本調査は会員、非会員を対象に、ロボット産業需
給動向調査と一体的に行っている。調査項目は、サー
ビスロボットについての受注・生産・出荷実績と、回
答企業に関するアンケートから構成される。調査分
類は、サービスロボットを取り巻く環境の目まぐる
しい変化と、IFR のサービスロボット統計との整合
性に鑑み、2019年実績調査から調査分類の大幅な
変更を行うとともに、新たに「記入の手引き」を調
査票に同梱することにより、調査票への誤記入の防
止と調査回答数の向上を図っている。アンケート内
容は需給動向調査と同様に、回答企業の概要、ロボッ
ト事業について問うものである。
　集計結果は産業用ロボットとともに報告書にまと
められていたが、導入規模が大きいと思われる海外
メーカ製ロボットの調査回答状況が芳しくない等の
理由から、2016年以降、関係者へ報告するに留め
ている。
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SIer 協会

概要
　SIer 協会の正式名称は FA・ロボットシステムイ
ンテグレータ協会であり、ロボットシステムを構築
するロボットシステムインテグレータ（以下、ロボッ
ト SIer）企業を中心に2018年に設立された協会で
ある。協会の活動目的は、「ロボット・FA（Factory 
Automation）システムの構築等を行うロボットSIer
の共通基盤組織として、SIer の事業環境の向上及び
能力強化に取り組み、SIerを取り巻く関係者間の連携
を促進させることにより、あまねく産業における生産
活動の高度化を推進し、我が国の産業の持続的発展
と競争力の強化に寄与すること」である。協会として
は独立した法人格を持たず、一般社団法人日本ロボッ
ト工業会の特定事業委員会（準会員）として設置さ
れている。

設立の経緯
　ロボット SIer とは、ロボットを使用した機械シス
テムの導入提案や設計、組立などを行う事業者であ
る。ロボット SIer と呼称されるようになったのはこ
こ10年のことであり、以前はロボットエンジニア
リング企業と呼ばれていた。日本ロボット工業会に
おいては、1982年に「エンジニアリング企業登録
制度」の運用を開始した。しかし、産業用ロボット
を利用する企業のほとんどは大企業であり、社内に
エンジニアリング部隊を有していたため、社外のロ
ボット SIer 企業のニーズは高まらず、エンジニアリ
ング企業登録制度も数十社が登録するに留まった。
　流れが大きく変わったのは、2015年 2月に日本
経済再生本部において決定された「ロボット新戦略」
からである。ここでは、「ロボット革命」の実現に向
けて、我が国は「世界一のロボット利活用社会」を
目指すこととされ、これまでロボット活用があまり

進んでいなかった三品産業や中小企業でのロボット
活用が積極的に推奨されることとなった。これまで
ロボットを扱ったことのない企業の社内には、当然
のことながらロボットに精通したエンジニアリング
部門が存在しない。そこで、ロボットシステム構築
をサポートする社外のロボット SIer 企業の重要度が
高まり、注目を集めることとなったのである。
　SIer 協会の設立にあたっては、経済産業省の一連
のロボット活用促進施策が重要な役割を果たした。
前述の「ロボット新戦略」の具体的な施策として、
経済産業省は2014年度補正予算、2015年度本予
算、2016年度本予算の3年にわたり「ロボット導入
実証事業」を、2015年度補正予算において「ロボッ
ト導入促進のためのシステムインテグレータ育成事
業」を実施した（同事業詳細についてはp.32参照）。
　これら事業を通じてロボット SIer という存在が
顕在化し、ロボット SIer 同士が対話する場が生ま
れ、組織化検討委員会、SIer 協会設立準備会議が
開催されるに至った。この流れから、2018 年に
SIer 協会が設立されることとなり、初代会長には
三明機工株式会社代表取締役の久保田和雄氏が就任
した。144社での船出であった。

2018 年 7 月 13 日 SIer 協会設立総会の様子
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三つの事業の柱
　SIer 協会は設立以来、以下の三つの事業を柱と
して活動を行っている。
①�ロボット SIer を中心とした FA・ロボット業界

ネットワークの構築
　ロボットSIer間での関係強化はもとより、ロボッ
トや装置メーカとロボットSIerの関係強化、ロボッ
ト SIer とロボットシステムユーザの関係強化を図
り、FA・ロボット業界ネットワークを構築する。
②ロボット SIer の事業基盤の強化
　ロボット SIer には中小企業が多いため、経営基
盤や事業環境の向上に向けた、SIer 間の協業体制
の構築や業界標準の制定、人材確保支援等を行う。
③�システムインテグレーションに対する専門性の高

度化
　FA・生産システム及びそのインテグレーション
についての専門性を強化するための、技術・安全講
習を通した人材育成や教材開発等を行う。

組織体制
　SIer 協会は日本ロボット工業会の特定事業委員
会という形をとっているが、独自の会則を持ち、一
定の独立性を持って活動を行っている。組織体制と
しては、総会において会長、副会長、幹事を選出す
る形となっており、幹事により構成される会議体の
幹事会が協会業務の基本的な決定を行っている。幹
事会の下には、広報分科会、経営企画分科会、地域
連携分科会、技術分科会、人材育成分科会の五つの
分科会と、統計委員会という独立委員会が一つ設置
されており、具体的な業務の企画・検討を行ってい
る。また、会長・副会長、各分科会及び委員会の主
査からなる運営委員会を設置し、幹事会と各分科会
との間で機敏かつ臨機応変な対応ができるような体
制となっている。

SIer 協会の組織体制

事業内容
● 広報分科会
　SIer 業界や関連業界、さらには若年層に向けて、
SIer 協会の活動紹介を行っている。具体的な活動

は次のとおりである。
①各種展示会への出展
　国際ロボット展、ROBOT TECHNOLOGY JAPAN、
Japan Robot Week といったロボット関連展示会
のみならず、JIMTOF のような関連業界の展示会
や日本ロボット学会学術講演会にも出展し、協会の
活動紹介を行っている。また、会員の出展ブースに
協会の旗を飾ったり、会員企業スタンプラリーを企
画するなどして、会員間の連携強化も図っている。
②認知度向上ツールの作成
　2019年度、2020年度の2年間で、ロボットSIer
という職業にスポットを当てた YouTube 動画「未
来に架ける橋」ドラマシリーズを 6作作成し、「ロ
ボット SIer チャンネル」にて公開している。また、
2019年度に大学生向けに「マンガでわかる！ロボッ
ト SIer」を、2021年度に高校生向けに「ロボット
SIerってなんだ？！─ロボットアイデア甲子園編─」
を公開した。さらに、協会の活動紹介動画も作成した。
③ロボットアイデア甲子園の開催
　20歳未満の高校生・高専生・専門学校生を対象
に、産業用ロボットを使用した新たなアプリケーショ
ンのアイデアを競う「ロボットアイデア甲子園」を
開催している。本イベントは、企業のロボットセン
ターにて実際にロボットを見学し、ロボットに関す
るセミナーを受講した上でアイデアを考案・提出す
るものである。優秀なアイデアに関しては後日発表
会でプレゼンを行い、最優秀アイデアを決定する。
2019 年度に 10 センターで運用を開始し、2022
年度は 22センターで開催予定である。

ロボットアイデア甲子園発表会の様子

④学生向け技術展示会「RIX」の開催
　大学においてロボットを展示し、多くの学生にロ
ボットシステムに関する理解を深めてもらうための
展示会である。2019年度より開催を計画したもの
の、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に
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より実施が叶わず、2022年度に第1回を開催予定
である。
⑤会報誌「JARSIA」の発行
　年に 3 回、協会の活動内容を紹介する会報誌
「JARSIA」を発行している。毎回 1万部を印刷し、
展示会等で無料配布している。SIer 川柳コーナーは
人気コンテンツである。
● 経営企画分科会
　会員は中小企業が多く、経営基盤が盤石とは言い
難いことから、会員の経営基盤強化や協業体制構築
のための各種企画・検討・実証等を行っている。
①ビジネスモデルの検討
　商慣習やロボット SI ビジネスの実態を把握した
上で、各社の事業の参考となる事例の収集や紹介、
契約書等の参考書式の公開を行う。また、ロボット
SI 保険を2018年より導入し、その有効性を検証し
ている。
②新商品サービス説明会の開催
　ロボット SIer に対して、周辺装置やサービス業
者が商品説明を行う小展示会を開催している。机一
台程度の簡単な展示を行える展示室と、プレゼン
ルームを設けて実施している（1日のみ）。ロボッ
ト SIer のみを対象としているため、SIer 側からも
商品説明企業側からも、ターゲットが明確であり効
率が良いと高評価を得ている。
③採用力向上セミナーの開催
　ロボット SIer 業界はロボット需要が急増している
業界であり、人材確保は各社の共通の悩みである。
そこで、求人票の書き方や会社説明会の開催方法な
どのセミナーを開催している。また、大学が開催す
る就職セミナーでの業界説明も実施している。
④国際調査の実施
　2019年度に国際調査事業として海外訪問調査（タ
イ）を行ったが、それ以降は新型コロナウイルス感
染症の感染拡大の影響により実施できていない。代
替策として現地駐在者との懇談会等を実施した。
● 地域連携分科会
　会員は全国に散在していることから、各地域にお
ける連携を深めるための活動を実施している。
①地域連携会／地域交流会の開催
　各地域で地域連携会を開催している。各地域の行
政にも声がけをし、地域の施策に関するセミナーの
開催や交流会を行っている。また、ユーザ企業と
SIer とのマッチングの在り方について、連携の進

む地域を中心に実証を行っている。
② SIer’s Day の開催
　SIer 協会会員間の交流、地域行政機関との交流、
地域のロボット導入を検討している企業との交流を
目的として、SIer’s Day というセミナーと交流会を
中心としたイベントを各地で開催している。2022
年度は、金沢、佐賀、愛知、仙台、札幌、広島、愛
媛で実施予定である。

SIer’s Day の様子

● 技術分科会
　会員の専門知識の向上を目的とした活動を行って
いる。
①スキル標準の策定
　ロボットシステムインテグレーション（以下、ロ
ボット SI）に必要なスキル項目の洗い出しとレベ
ル付けを行っている。また、このスキル標準に則し
た技術教本であるスキル読本の作成も行っている。
②技術セミナーの開催
　ロボットメーカによるテーマを設定してのセミナー
や、AI・IoT等最先端技術のセミナーを開催している。
③他団体との連携
　ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会
（RRI）と連携した協働ロボットの安全ガイドブック
の作成や、一般社団法人セーフティグローバル推進
機構と連携した安全セミナーなどを実施している。
● 人材育成分科会
　会員の技術レベルの底上げを目的とし、各種講座
の企画・開催を行っている。
①講座体系の検討
　技術分科会と連携し、スキル標準を軸として講座
体系の検討を実施している。
②ロボット SI 基礎講座の実施
　ロボットSIer 企業の新入社員や技術営業担当者を
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対象とし、ロボットSI全体を俯瞰するロボットSI基
礎講座を実施している。生産技術、安全、機械設計、
電気設計、ロボット制御、プロジェクト管理、構想
設計グループワークを 3日間で行う。
③ロボット SI インストラクター制度の確立
　ロボットSI 基礎講座の講師を担当できる人材を会
員から募集し、認定を行っている。面接試験に合格
した者に対し、話し方講座等の講座を実施して最終
認定を行う。
④大学生向け基礎講座の実施
　大学の講義の1コマを使用してロボットSIとは何
かを紹介する講座であり、全国各地の大学からの要
望に応じて無料で実施している。

大学生向け基礎講座の様子

⑤導入企業向け基礎講座の実施
　ロボット導入を考えている企業向けの講座である。
経営層向けには1日でロボット導入のステップやコ
スト感、注意点などを学ぶことができる講座を実施
し、実務担当者向けには提案依頼書の書き方の演習
を実施している。
● 独立委員会
　上記の分科会のほかに、独立した会議体として統
計委員会とロボット SI 検定WGが存在する。
①ロボット SI 統計の収集・分析（統計委員会）
　統計委員会において、各会員の各月のロボットシ
ステム販売代金と使用ロボット台数を収集し、統計
を作成している。また、年に1回全会員に対して定
点観測アンケートも実施している。
②ロボット SI 検定の実施
　ロボット SI を行う上で必要な知識の習得レベル・
技術の習熟レベルを測定するための検定試験を実施
している。3級試験は2020年度より会員限定で開
始し、2021年度より一般公開を行っている。また、
2級試験は2022年度より会員限定でプレ実施を開

始した。1級に関しては2022年現在、制度設計中
である。

今後の展望
　今後の SIer 協会の活動は、次のような点を中心
に活動の幅を広げる予定である。
①認知度の更なる向上
　協会設立から 4年間でロボット SIer の認知度は
かなり向上したが、まだ世間一般に認知される職業
とはなっていない。引き続きロボット SIer という業
界及び職業の認知度向上に向けて活動を行う。
②検定試験制度の確立
　これまでは、ロボット SI 技術を客観的に評価する
物差しが存在しなかった。検定試験の実施によりロ
ボット SI の評価基準が確立されることで、本業界が
一層発展できると考える。2級の一般公開と1級の
開始を急ぐとともに、シミュレーションを活用した
検定など、より受験しやすい形も模索する。

ロボット SI 検定 3 級の様子

③地域における連携の強化
　ロボット SIer は地域性が強く、専門性も高いこと
から、案件ごとの互いの連携が受注幅を広げるため
に重要となる。当協会においても、地域におけるロ
ボット SIer の連携を促す活動を引き続き実施する。
④国際競争力の醸成
　産業用ロボット市場は、国内よりも国外の方がは
るかに大きい。一部のロボット SIer 企業が国内顧客
の海外進出に伴い海外展開を行っているが、積極的
に海外市場を開拓するには至っていない。国内 SIer
企業が海外競争力を持つための支援を積極的に行っ
ていく。
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国際的な展示会に発展した国際ロボット展

　1972年に日本産業用ロボット工業会が設立され、その 2年後の 1974年 11月 18日、世界初となる「国
際産業用ロボット展」が東京・晴海の国際見本市会場で開幕した。日本産業用ロボット工業会、日刊工業新
聞社の共催により、会員企業を中心として約 50社が出展し、6日間で 7万人を超える来場者が訪れた。
　会場では、自動化・省力化を実現する産業用ロボットを打ち出し、多くのロボットの実演が行われた。

国際ロボット展で振り返る50年
コラム
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　第 2回の「国際産業用ロボット展」は 1977 年 10 月に、東京・晴海の東京国際見本市会場で金属加工、
鍛圧機械の展示会と同時開催した。当時はロボットのモジュール化がクローズアップされていた。会期中に
NHKなどの TVニュースにも取り上げられ、マスコミからの注目も高まった。来場動員のために電車内での
中吊り広告掲出を行った。

　1983 年の第 5回は、トレードショーの要素がさらに強くなり、入場料を有料とした。産業用ロボットの
周辺機器、要素機器の出展も増え、商談の件数が大きく増加した。また、東京駅から晴海の展示会場まで無
料バスを運行し、多くの来場者が利用した。

　「国際産業用ロボット展」は、1995 年の第 11回に「国際ロボット展」に名称変更し、1997 年の第 12
回からは、東京ビッグサイトに会場を移しての開催となった。東京ビッグサイトでは、会場利用の自由度が
増したため、ロボットメーカや要素機器の展示も拡大した。
　2001年の第 14回では、21世紀におけるロボット産業の発展に願いを込めて、「新世紀 RT飛躍宣言―も
のづくりからパーソナルまで」というテーマを打ち出した。特別企画「ロボットテクノプラザ」では、災害
対応ロボット、清掃ロボットなど、サービスロボットの利用拡大に向けた実演が行われ、多くの来場者の注
目を集めた。
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　2007年の第17回では、ロボットメーカトップによる「ロボットサミット」を開催した。自動車、半導体
業界からの要望に対する各社の取組みなど、活発な議論が行われた。同年は、会期中の海外来場者が80か国
9,000 名を超えるなど、国際的な展示会として大きく成長した。

　2019年の第23回では、FA・ロボットシステムインテグレータ協会の設立に伴い、「ロボット Sler ゾーン」
を新設した。会場では Sler 企業によるロボットシステムの展示が増えた。ステージ企画では、ロボットメーカ、
Sler、高等専門学校、工業高校などが連携して人材育成に取り組む「未来ロボティクスエンジニア育成協議会」
の設立発表会を行った。
　また、2019 年より、ロボットに興味を持つ子どもたちに向けた企画「つくる・さわれるロボット展」を
土曜日限定で開催している。多くの子どもたちがロボットに触れて楽しんでいる姿があり、本展の一つの魅
力ともなっている。

　2023年は第25回目を迎え、東京ビッグサイトの東1~8ホール、西3~4ホールを使用し、700社 3,700
小間の過去最大規模での開催を計画している。
　「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」をテーマに、さらに国際色豊かな展示会になることが期待される。
　日本ロボット工業会の歴史とともに歩んできた「国際ロボット展（iREX）」は、多くの企業、関係者の協
力の下、日本が世界に誇る展示会としてこれからも発展することであろう。
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国際ロボット展のあゆみ（1974～2022）
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国際ロボット展　メインビジュアル紹介

テーマ：�ヒューマンメカトロニクスへの
挑戦

テーマ：�調和とゆとり�  
─21世紀への約束

テーマ：�ヒューマンメカトロニクスへの
挑戦

テーマ：�知的に、快適に�  
─�ロボット・ルネッサンスの
夜明け

テーマ：新世紀 RT飛躍宣言

テーマ：RT次代への挑戦

テーマ：RTが未来を拓く

テーマ：�ロボティクスがもたらす持続
可能な社会

テーマ：RTロボットと共に創る未来
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第 3 章

　ロボット産業のこの 10 年を顧みると、世界経済
が世界金融危機やその後の欧州債務危機からの脱却
を見せる中、世界的な自動化ニーズの増加に加え、
人手不足や人件費高騰などのロボットを取り巻く環
境の変化や、ロボット技術の向上などにより、ロ
ボットの需要は一層の高まりを見せた。回復、そし
て拡大基調が続くロボット需要は、米中貿易摩擦や
新型コロナウイルス感染症の影響が一時的に見られ
たものの、2021 年には急回復を見せている。本章
では、当会が実施している統計調査「需給動向調査」
の集計結果と、国際ロボット連盟（IFR）発行の

「World Robotics」を基に、産業用ロボット市場の
動向について、この 10 年（2012～2021 年）に焦点
を当てて述べる。

1.　我が国におけるロボット産業

　過去 10 年間にわたるロボットの受注・生産・出
荷の台数及び金額の推移は図 1 のとおりとなってい
る。2012 年から 2021 年の 10 年間で需要は 2 倍近く

の伸びを見せた。2021 年は受注額・生産額・輸出額
それぞれにおいて過去最高となるとともに、同年の
受注額は本統計調査の開始以来、初の 1 兆円超えを
記録した。
　産業用ロボットは主に製造業における生産設備と
して使用され、その需要動向は景況に大きく影響さ
れてきた。後述するが、出荷の約 7 割を輸出が占め
る我が国のロボット産業は、国内経済はもとより世
界経済の動向から大きな影響を受ける。振り返ると、
ロボット需要は、産業用ロボットの「飛躍元年」と言
われた 1985 年の市場規模を下回るほどまでに落ち込
んだ 2009 年以降、東日本大震災を経て徐々に回復・
成長軌道に乗り、2017 年、2018 年には受注・生産
ともに過去最高となった。一転して 2019 年の米中
関係などの地政学的リスク、2020 年の新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大による一連の混乱によって、
ロボット需要は再び後退を経験した。しかしながら、
そのような状況にあってなお成長を見せる業種や、
中国向け需要の早期回復などに強く下支えされ、加
えて世界的な経済活動の回復に伴う設備投資意欲の
高まりにより、2021 年には更なる成長が見られた。
　出荷額の推移を、国内向け出荷と輸出に分けて示
したものが図 2 である。我が国のロボット産業は、
他の産業と同様に内需と外需によって支えられてい
るが、バブル崩壊後、国内向けが低迷する中で、製
造業の海外展開などによる海外需要の増加によって
輸出額が国内向け出荷額を上回るようになった。以
降、国内向け出荷と輸出比率の構図は変わることな
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図 1　産業用ロボットの受注額・生産額・出荷額推移
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く現在に至っている。その傾向は特に世界金融危機
後、中国を中心としたアジア新興国の台頭によって
一層鮮明となった。ここ 10 年は輸出比率 70％前後
で推移しており、2021 年には海外向けの伸長もあっ
て、輸出比率は過去最高の 77％にまで達した。

1.1　国内－業種別の動向
　国内における産業用ロボットの出荷先は、業種別
では電気機械器具製造業と自動車製造業が大きな比
率を占める（表 1、図 3）。この構図は本統計調査を
開始して以降、変わることなく今日に至っている。
国内のロボット産業は両産業に依存していると捉え
ることもできるが、我が国製造業の基幹産業である
両産業の自動化を通して、両産業とともに発展して
きたと言う方が正しいであろう。人件費高騰や人手
不足、技術革新による技術的・コスト的な導入への
ハードルの低下を受け、ロボット利活用の裾野がま
すます広がりを見せる中、依然として 60％超が両産
業向け（2021 年）である。ここでは、主要需要産業
である電気機械器具製造業、自動車製造業を中心に、
ロボットの導入状況について簡単に触れる。

1.1.1　電気機械器具製造業
　我が国ロボット産業の最大の牽引役である電気機
械器具製造業は、1980 年以降、自動車製造業に替わ
り国内におけるロボットの最大需要産業となって現
在に至っている。同産業向けロボットは、用途では
クリーンルーム内作業用や、電子部品実装用が出荷
額の半数を占めるが、ボンディング用も半導体製造工
程で用いられるため、実際にはより偏った形となる。
　同産業におけるロボットの需要先としては、民生
用電気機械や電子機器などが含まれる弱電分野向け
が大きな割合を占める。その用途は、半導体やフラッ
トパネルディスプレイ（FPD）製造工程でのクリー
ンルーム内搬送用や、AV 機器、情報通信機器など
に広く用いられるプリント基板への電子部品実装用
などが挙げられる。近年では IoT 関連、自動車の環
境対応や電装化に加え、次世代通信（5G）関連や新
型コロナウイルス感染症に関連した在宅需要など、
拡大分野での需要が高まっている。他方、これら産

表 1　需要産業別 ロボットの国内出荷推移
（単位：金額（百万円）、カッコ内は台数（台））

図 3　産業用ロボットの国内向け出荷額 
主要業種比率（2021 年）図 2　産業用ロボットの国内出荷額・輸出額推移
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業は生産拠点の海外移転が進んでおり、一般社団法人
電子情報技術産業協会（JEITA）によると1）、2021 年
の電子工業における日系企業の世界生産額約 29 兆円
のうち、国内生産は約 11 兆円と、6 割以上が海外生産
である。また、日系企業の国内生産額自体も AV 分野
の市場縮小などにより2010 年以降は減少傾向となって
いる。しかしながら、AV 機器や PC などでは国内生
産比率が低い一方で、ディスプレイデバイス、半導体
などは高い国内生産比率を維持しており、専ら国内に
おいては高度な信頼性や品質が求められるとされる分
野においてロボットが多く利用されている。
1.1.2　自動車製造業
　我が国のロボット産業の牽引役の一つである自動
車製造業（統計調査の業種分類では「自動車」、「自
動車部品」に区分される）は、完成車からその構成
部品一つに至るまでを包含する、極めて裾野の広い
産業である。同産業向けロボット出荷額の 7 割は「自
動車部品」製造業向けであり、溶接用、マテリアル
ハンドリング（マテハン）用、樹脂成形用、一般組立
用、ロード・アンロード用など、多様な工程でロボッ
トが利用されている。一方、車両という意味合いで
の「自動車」製造業においては、主に車体製造及び
艤
ぎ そ う

装におけるスポット溶接用、マテハン用、塗装用
と、ロボットの利用用途はある程度定まっている。
同産業向け出荷額の 3 割を占める代表的なロボット
利用用途である溶接用は、製造工程の中でも自動化
比率が高く、その導入は 1970 年代初頭より始まり、
1980 年代から急速に普及が進んだ。我が国のロボッ
トの歴史とともにあったと言えるとともに、自動車
製造業の発展という意味においても、品質や生産性
向上の面でロボットが果たした役割は大きい。
　国内の自動車生産台数は 2012 年以降、新型コロナ
ウイルス感染症や部材不足で 2020 年に急減するま
で、ほぼ横ばいで推移している。一般社団法人日本
自動車工業会（JAMA）の公表資料によると、日系
自動車メーカによる四輪車生産実績は、世界生産の
3 分の 2 を海外生産が占めるまでになっているもの
の、国内市場向けと、国内生産の約半数を占める海
外向けとを合わせて、国内生産規模は一定数確保さ
れている。ロボット需要は設備更新や新車種対応、
あるいは生産工程の革新に伴う需要などに応える形
となるが、電動化、環境化対応の流れに乗った新規
需要も期待されている。

1.1.3　その他の製造業
　電気機械器具製造業及び自動車製造業に続くロ
ボットの需要産業としては、機械器具製造業、金属
製品製造業、三品産業（食品・医薬品・化粧品）が
挙げられる。
　機械器具製造業は、業種分類「原動機製造業」、「建
設機械製造業」、「金属加工機械製造業」、「その他」
で構成されるが、2021 年のロボット出荷額の内訳で
はその 8 割を「その他」が占める。「その他」には事
務機器や農業機械、半導体製造装置などの製造業が
含まれ、利用用途の 9 割がクリーンルーム用、つまり
その需要の多くは半導体製造装置向けが占めている。
　金属製品製造業は、缶から刃物、建材、暖房器具、
自動車用プレス製品と業種分類内で取り扱う製品の
範囲は広く、ロボットの利用用途を見ると、アーク
溶接、マテハン用で半数を占めており、自動車用の
プレス加工部品、金物の製造工程の自動化で利用さ
れていると考えられる。
　三品産業（食料品、医薬品、化粧品を指し、うち
医薬品、化粧品は業種分類「化学工業」に含まれる）
は、工業製品に比べて自動化比率がなかなか上がら
なかった分野である。特に食料品製造業においては、
製造業の中でもいわゆる零細企業の比率が高いこと
で機械装備率が低く、加えて、仮に単純作業であっ
ても、その対象物が把持しにくい（複雑な形状、柔
軟性、個体差など）、多品種生産が多いことなどか
ら、人手に頼らざるを得ないことも含めて自動化が
進まなかった。同産業向けロボットの利用用途につ
いて、2021 年においても入出荷用が約半数を占めて
いることもそれを物語っており、自動化ニーズに反
してこの 10 年で市場規模は拡大に至っていない。し
かし、昨今の高齢化や人手不足などの喫緊の課題に、
センサ類や AI の性能向上によるロボットの高知能
化も相まって、当分野への導入のハードルも徐々に
低下してきている。既存ラインへの導入やラインの
切替えに柔軟に対応できる協働ロボットの登場もそ
れを後押ししており、国においても政策を通して導
入しやすい環境づくりに取り組んでいることから、
次の 10 年での市場拡大、同産業の生産性向上が期
待される。

1.2　用途別の動向
　ロボットの利用用途は、出荷額規模では電子部品実
装用や溶接用、クリーンルーム用、マテハン用を中
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心に分布している（表 2、表 3）。その傾向は国内、
輸出で大きく異なり、2021 年の出荷額を見ると、国
内向けは比較的各用途に幅広く分布しているのに対
し、輸出ではその 38％を電子部品実装用が占めてい
るのが特徴的である（図 4、図 5）。この 10 年でクリー
ンルーム用、マテハン用の需要が国内外で拡大した
ほか、電子部品実装用は 2017 年を境に輸出台数が
増大した。
　ここでは、主な用途の動向について簡単に触れる。
1.2.1　電子部品実装（インサーティング・マウン
ティング）用
　電子部品実装用ロボットは産業用ロボットの中で
最大の利用用途であり、前述のとおり輸出で大きな
伸びを見せている。輸出割合が非常に高いという特

徴を持つ本用途は、2020 年には出荷額の 9 割を輸
出が占めるまでになった（図 6）。とりわけ、巨大
市場を形成している中国向けは同用途向け輸出額の
3 分の 2 を占め、アジア全体では 8 割以上に達する

（図 7）。中国は、世界の工場としてスマートフォン、
PC、サーバ、マザーボード等の電子機器の製造受託

（EMS）や設計・製造受託（ODM）企業が数多く立
地するとともに、中国国内企業の成長とも相まって
市場が急速に拡大した。
　電子部品実装用ロボット市場は、かつて家電王国
とまで言われた日本では、付加価値が低い（あるい
はコモディティ化された）家電製品の海外生産シフ
トの進展に伴い、海外へ移ることとなった。また、
世界金融危機を経て、コスト競争力のあるアジアへ

表 2　用途別 産業用ロボットの国内出荷推移
（単位：金額（百万円）、カッコ内は台数（台））

表 3　用途別 産業用ロボットの輸出推移
（単位：金額（百万円）、カッコ内は台数（台））
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電子機器の生産拠点の移転が進められたほか、情報
通信機器については、台湾、米国、シンガポールな
どの EMS/ODM 企業へ委託する企業が増加した。加
えて、エレクトロニクス産業が発展した韓国や台

湾、そして先述の中国などの国々に対する輸出も行
われ、輸出市場を形成してきた。
　電子部品実装用ロボットは、情報通信機器をはじ
め、自動車の環境対応や電装化など幅広い分野にわ
たる電子機器製造に不可欠な製造設備であり、その
需要はさらに拡大している。2017 年頃にはスマート
フォン特需を背景に中国で急激な需要拡大が確認で
きたほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の
影響下においても、テレワークの普及によるサーバ
や PC、それらの生産設備の需要増による旺盛な需要
を取り込んだ。
1.2.2　溶接用
　溶接用ロボットは 1970 年代より導入が始まり、自
動車製造業を中心に製造業の自動化を支えてきた。
2021 年の出荷額では、電子部品実装用、クリーンルー
ム用に次ぐ規模となる。アーク溶接用、スポット溶
接用、ガス溶接用、レーザ溶接用に大別され、その
大部分をアーク溶接用及びスポット溶接用が占めて
いる。
　アーク溶接用ロボットの出荷推移は図 8 のとおり
である。国内向けでは自動車部品製造業を中心に金
属製品、土木建設機械などの金属接合分野で利用さ
れ、輸出ではアジア向けが 60％程度を占める。輸
出規模の拡大は、この 10 年、アジアの一部地域向
けを除いて小幅なものに留まる。
　アーク溶接用よりも輸出比率が高いスポット溶接
用ロボットは、その需要の大部分を自動車製造業向
けが占め、同産業の動向に大きく左右される。2019
年の米中貿易摩擦、2020 年以降の新型コロナウイル
ス感染症が同産業に与えた影響が、同用途用の出荷
実績に色濃く反映されている（図 9）。中国向けを中
心とした一部アジア向けの大幅な伸びと欧米向けの
落ち込みにより、2012 年に 27％であった輸出のアジ
ア向け比率は、2021 年には 64％にまで伸びている。

図 4　産業用ロボットの国内向け出荷額 
主要用途比率（2021 年）

図 5　産業用ロボットの輸出額 
主要用途比率（2021 年）

図 6　電子部品実装用 産業用ロボットの出荷額推移

図 7　電子部品実装用 産業用ロボットの地域別出荷額推移

図 8　アーク溶接用 産業用ロボットの出荷額推移
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1.2.3　クリーンルーム（半導体）用
　クリーンルーム用ロボットは、クリーンルーム環
境下における、ガラス基板や半導体ウエハの製造工
程での搬送用に利用され、FPD 用と半導体用、その
他（HDD や太陽光パネルなど）に大別される。この
中でも、半導体需要の急激な高まりに伴い、半導体
製造時のウエハ搬送等に使用されるロボット需要は
大きな伸びを見せている。電子機器はもとより、自
動車の環境対応や電装化、5G や IoT 関連の普及に
おいても半導体は重要な役割を担っている。2020 年
に新型コロナウイルス感染症がもたらした生活環境
の大きな変化も、在宅需要やデータ通信量の増大に
対応するインフラ設備投資という形でその需要を後
押しし、2021 年には国内出荷額、輸出額ともに過去
最高を記録した。
　半導体用ロボットの主要輸出先は、半導体の主要
な製造拠点のある米国、中国、韓国に偏っている。
また、ここ数年はシンガポール向けで大きな需要の
増加が見られる。
1.2.4　塗装用
　塗装用ロボットの需要環境は、マーケットサイズ
は決して大きいとは言えないものの、自動車製造業
にとって不可欠とも言えるロボットの伝統的な利用
用途であり、その大半は同産業向けであるが、同産
業以外でも需要は徐々に拡大している。塗装ロボッ
トには他用途とは異なった需給サイクルが見られる。
1.2.5　組立用
　組立に関連する用途としては、「一般組立」に加え、

「はんだ付け」、「シーリング・グルーイング」、「ねじ
締め」用途などが該当する。「一般組立」用が 8 割を
超える組立用ロボットは、電気機械器具製造業、自
動車製造業を中心に、様々な業種で利用されている。
　1970 年代後半に本格的な実用化を迎えた組立用ロ
ボットは、電気機械器具製造業向けを中心に普及し
てきたが、1992 年のバブル崩壊以降、家電製品など

の海外への製造移転や、生産方式の変更などにより、
特に国内の需要は一時期低迷した。しかしながら、
ハード、ソフト両面でのロボット技術の向上やバリ
エーションの拡充などによるユーザビリティの向上
と、人手不足や人件費高騰などロボットを取り巻く
環境の変化が重なり、ロボットの主要な利用用途と
して国内外で市場は拡大している。
1.2.6　マテリアルハンドリング（マテハン）用
　統計調査では、マテハン用を「工程間」、つまり
前工程から次工程へのハンドリング作業を担うもの
と定義している。
　同用途は、取り扱う部品点数の多さや部材との相性
から自動車製造業向けで主に利用されているが、電気
機械器具製造業や金属製品製造業、非製造業に至る
まで、幅広い産業で導入されており、2020 年以降は台
数ベースで最大のロボット利用用途となっている。

1.3　輸出－仕向け地別の動向
　前述のとおり、今日、国内向けロボット出荷額は出
荷全体の 3 割程度であり、輸出が 7 割を占める状況に
ある。国内製造業のグローバル化を前提としたサプラ
イチェーン構築に加え、海外製造業の需要拡大など、
国内需要の停滞と海外需要の着実な拡大がこの差を大
きくしている。輸出先トップは 1990 年初頭まで北米で
あったが、以降、徐々にアジア向けが伸長し、1995 年
にアジア向けがトップとなって以降は、現在まで不動
となっている。近年では東南アジア向け需要も拡大し、
アジア向けは輸出額の 3 分の 2 を占めるまでとなった

（表 4）。特に 2021 年、電子部品実装用、半導体用を
中心に、中国などの一部アジア需要が急拡大したこと
で、輸出先の分布に相対的な偏りが表れたほか、新型
コロナウイルス感染症からの経済回復スピードの差も
また、偏りを助長した。
　地域別にみると、アジア向けロボットの輸出実績
では、2021 年に初の 5,000 億円台となるとともに、
中国向けが金額ベースでは初めて同地域向けの 7 割
を占めた。同地域では、EMS/ODM 企業を含め電気
機械器具製造業が多く集積しているほか、自動車製
造業も盛んである。両産業向けのロボット需要のほ
か、同地域には日系企業が多く進出しており、日系
企業向け出荷も同地域への輸出を支えている。半導
体関連を中心に伸びが見られた 2021 年では、輸出
額で電子部品実装用の約 8 割、クリーンルーム用の
約 7 割が同地域向けとなっている。

図 9　スポット溶接用 産業用ロボットの出荷額推移
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　北米は世界有数の自動車製造業集積地であるほか、
情報通信機械製造業も盛んなことから、溶接用、電
子部品実装用、クリーンルーム（半導体）用、マテハ
ン用の需要が拡大している。
　欧州は電気機械器具製造業、自動車製造業向け需
要が高い。自動車製造業向けは日系メーカ工場集積
地での溶接用、組立用ロボットが多いものの、地元
企業に対しては、欧州メーカ製ロボットが高いシェ
アを占めていると見られる。

1.4　構造形式別の動向
　ロボットの出荷台数を構造形式別に見ると、マニ
ピュレーティングロボットがロボット出荷台数全体
の 9 割近くを占める。同ロボットの出荷台数の推移
を表 5 に、構成比を図 10 に示す。マニピュレーティ
ングロボットのうち、6 割を占める垂直多関節ロボッ
トは、溶接用やマテハン用、ロード・アンロード用

や入出荷用など、構造形式の中でも特に多用途で利
用されるほか、近年需要が拡大している協働ロボッ
トはその多くが垂直多関節型を採用している。
　一方、水平多関節（その成り立ちからスカラ型とも

表 4　国・地域別 産業用ロボットの出荷額推移
（単位：百万円）

表 5　構造形式別 マニピュレーティングロボットの出荷台数推移
（単位：台）

図 10　構造形式別 マニピュレーティング
ロボットの出荷台数比率（2021 年）
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呼ばれる）ロボットは主に組立用やクリーンルーム用
で利用される。組立用、クリーンルーム用の需要増に
応える形で、この 10 年でマニピュレーティングロボッ
トに占める割合は大きく伸びた。直角座標ロボットと

円筒座標ロボットは用途がある程度固定されており、
樹脂成形用においては、その大部分を直角座標ロボッ
トが占めるほか、円筒座標ロボットは、その需要用途
のほとんどをクリーンルーム用が占めている。

【参考】産業用ロボットの受注・生産・出荷推移
（単位：金額（百万円）、カッコ内は台数（台））
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2.　世界におけるロボット産業

　国際ロボット連盟（International Federation of 
Robotics：IFR）では、世界のロボットに関する統計
調査を行っており、集計結果をまとめた「World 
Robotics」を毎年発行している。ここでは、2022 年
に発行された「World Robotics 2022」を基に、世界
における産業用ロボットの市場動向について取り上
げる。
　なお、IFR における「産業用ロボット」はマニピュ
レーティングロボットのみを指している。前項まで
で取り上げた需給動向調査とは「産業用ロボット」
の定義が異なる点に留意する必要がある。

2.1　産業用ロボットの設置動向
　2012 年以降、世界全体で産業用ロボットの設置台
数は大きく伸長している。2019 年、2020 年の停滞
を経て 2021 年に再び増加し、同年には設置台数は
過去最高の約 51.7 万台を記録（図 11）、その規模は
10 年で 3 倍以上に膨れ上がった。
　ロボットが設置された産業の傾向は、国・地域ご
とに大きく異なる。全体としては、2020 年以降世界
でロボットが最も導入されているエレクトロニクス
産業と、エレクトロニクス産業にその座を明け渡す
まで長きにわたりロボットの最大顧客であった自動
車産業が全体の約半数を占め、両産業の力強い成長
が記録到達を後押ししている。なお、ロボットの利
用用途では、ハンドリングが全体の 44％、溶接用が
19％を占めている。
　また、2021 年にはその 45％が日本での生産である
とされた。世界のロボット需要の半数を日本のロボッ
トメーカが担っていることを表しているが、その割
合は 2012 年では 60％とされており、減少傾向にあ
る。直接的に捉えれば海外メーカのシェア拡大、具
体的には後述する、最大の需要国である中国の現地
メーカの躍進とも読み取れる。一方、日系メーカに
よる中国を中心とする海外生産拡大の影響も決して
小さくないことから、生産国を問わない形での「日
系メーカ」は、世界の自動化の潮流の中で、現在も
中心的な役割を果たしていると考えられる。
　産業用ロボットの導入先を地域別に見ると、日本
を含むアジア・オーストラリアは世界最大の産業用
ロボット市場の地位を確立しており、2021 年には
対前年比 38％増の 38.1 万台が設置された（図 12）。

その地位はさらに強固なものとなり、欧米向けが
2012 年比で 2 倍程度の成長である一方、アジア・
オーストラリア向けは 4 倍以上の伸びを示している。
　出荷先上位 5 か国を見ると、2012 年は日本、中国、
米国、韓国、ドイツであり、同年にはこの 5 か国で
世界全体の需要の 7 割を占めた。この 10 年でその顔
ぶれに変化はないが、一方でそのバランスは大きく
変化している。2013 年に日本を抜いて世界最大のロ
ボット市場となった中国は、急激とも言える成長を
見せ、2021 年は 26.8 万台と、産業用ロボットの世界
需要の半数を 1 国で占めるまでになっている（図 13）。
先述の地域別割合においても、同国向けの伸長が多
分に影響していることは言うまでもない。
　中国国内に目を向けると、2021 年は同国向けの 31％
を中国メーカ製が占め、国内メーカが台頭し始めて
いる。中国国内シェアではこの 10 年、3 割前後で推
移しているが、2021 年の旺盛な需要も海外メーカ同

出所：国際ロボット連盟（IFR）「World Robotics 2022」より作成

図 11　産業用ロボットの設置台数推移（IFR）

出所：国際ロボット連盟（IFR）「World Robotics 2022」より作成

図 12　地域別－産業用ロボットの設置台数推移（IFR）

出所：国際ロボット連盟（IFR）「World Robotics 2022」より作成

図 13　主要マーケット別 
－産業用ロボットの設置台数推移（IFR）
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様に取り込んだこととなり、需要に応える生産能力、
そして技術力を有しつつある。中国国内メーカの
シェアは産業や用途で大きく異なるものの、アーク
溶接やクリーンルーム用で躍進が見られる。

2.2　協働ロボットの設置動向
　この 10 年の産業用ロボットの市場動向について
触れる上で、協働ロボットは無視できないほどに存
在感が高まっている。簡潔に言えば人と協働して作
業ができる同ロボットは、従来の産業用ロボットで
は導入が難しいとされた小規模、多品種の生産工程
での自動化の実現、あるいは直接的に労働者をサ
ポートするツールとして期待されている。参入企業
の増加に伴い選択肢が広がったほか、プログラムが
不要（あるいは簡単）など、導入面でも「協調的」
であるモデルが増え、ユーザビリティの向上が期待
値を押し上げている。
　IFR では市場の実態把握のため、同ロボットのみ
を対象とした統計調査を 2017 年より開始した。調
査開始時は産業用ロボット全体の 2.8％程度であっ
たが、最新の 2021 年では対前年比 50％増と、市場
シェアは 7.5％を占めるに至り、協働ロボット市場
は着実に拡大している（図 14）。選択肢の広がりや
センサ類の進歩、インタフェースの革新などによる
導入促進により、市場への導入が進んでいることが
伺える。

2.3　ロボット密度
　特定の国・地域における産業用ロボットの普及率
の指標として、「ロボット密度」が挙げられる。製
造業における従業員数に対してロボットが何台導入
されているかを表す指標であり、IFR では「同従業
員 10,000 人に対するロボットの導入台数」と定義し
て各国の密度を公表している。その国の産業構造に

よって左右される側面があるなど、その国のロボッ
ト普及率が必ずしも正確に映し出されるわけではな
いが、その国におけるロボットの浸透度、言い換える
ならばロボットの導入余地がある程度数値化される。
　ロボット密度を見ると、2021 年は韓国とシンガポー
ルが突出している（図 15）。エレクトロニクス産業及
び自動車産業が発展している韓国と、製造業の従業
員数が少ないシンガポールが、非常に高い密度を示
した。産業用ロボットの最大需要国である中国は、労
働人口の多さもあって 2016 年まで世界平均を下回っ
ていたが、産業用ロボット導入台数の伸びによって
2021 年には上位 5 か国に入るまでに躍進した。

参考文献
	 1）	一般社団法人電子情報技術産業協会：電子情報産業の

世界生産見通し（2021）

出所：国際ロボット連盟（IFR）「World Robotics 2022」より作成

図 14　協働ロボットの設置台数推移／ 
産業用ロボットに占める割合（IFR）

出所：国際ロボット連盟（IFR）「World Robotics 2022」より作成

図 15　主要国のロボット密度（2021 年上位 10 か国）
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第 4 章

1.　�ロボット業界の 10 年 
（産業用ロボット）

1.1　製造業における国際競争の構図の変化とアジ
ア需要の急増
　産業用ロボット（マニピュレーティングロボット）
の直近 10 年の最大の変化は、中国需要、アジア需
要の急拡大である。その背景には製造業の国際競争
の構図の変化があり、それを反映してロボット産業
の産業構造や技術にも特徴的な変化が表れている。
　需要の変化を示す日本製ロボットの出荷先の推移
を図 11）2）に示す。20 年前には 40％であった輸出比
率が現在は 80％となり、完全に輸出依存型産業に変
貌している。特にリーマンショック後は、国内需要
はそれ以前のレベルにはなかなか戻らず、輸出が急
回復したため、輸出比率が急増した。リーマンショッ

ク回復後の 2011 年には、アジア向け 33％、中国向
け 15％とアジア需要の拡大傾向が見え始め、その
10 年後の 2021 年にはアジア向けが 53％、中国向け
が 38％に達した。今や日本製ロボットは中国需要を
中心としたアジア向け輸出依存産業へと変貌した。
なお、日本向けも含めた他の地域向けの中には、間
接輸出により最終的にアジア、中国向けに出荷され
たものもある程度含まれているため、アジア、中国
向けの実質台数はさらに多いと推定される。ロボッ
トのアジア需要急増は、世界の製造業の中心が日欧
米からアジアにシフトしてきたことを反映している。
図 23）4）に直近 20 年の世界の製造業 GDP の推移を示
す。日本製ロボットのアジア向け出荷が 10％から 50％
に急増した背景には、アジアシェアの 18％から 45％
への急拡大があることが実感できる。
　日本製ロボットの世界市場における供給シェアに

ロボット業界 10 年の記録
	 （2013～2022 年度）
①ロボット業界の 10 年

図 1　日本製産業用ロボットの出荷先
世界総計：IFR（国際ロボット連盟）　World Robotics 2021
日本製ロボット：�日本ロボット工業会　マニピュレーティングロ

ボット年間統計

図 2　世界の製造業 GDP
UNSD（国連統計部）：National Accounts - Analysis of Main 
Aggregates。ただし、2003 年以前の中国データは提出されていな
いため、「中国情報ハンドブック（蒼々社）」より筆者推定
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も大きな変化が見られる。リーマンショック以前に
は 70％台を維持していたが、現在は 50％を割り込
む状況となっている（図 1）。日本製ロボットの出荷
台数は順調に拡大しているものの、世界需要の拡大
の方がはるかにスピードが速く、中国製をはじめと
する東アジア製ロボットがシェアを拡大している。
　次に、全世界市場における向け先、用途、適用分
野について、2000 年代と 2010 年代を比較したもの
を表 11）に示す。それぞれ全世界の出荷台数の 10 年
間の総合計を比較している。全世界市場から見ても
中国需要の急増は圧倒的であり、2010 年代の出荷台
数は 2000 年代の 17 倍に及んでいる。適用分野と用
途については、ロボットの主要な適用先である自動
車産業、溶接の構成比が減少しているが、これは適
用分野と用途の多様化が進んだことを示している。
電気・電子、ハンドリングが増加しているのは中国
市場急拡大の影響が大きい。

1.2　中国市場急拡大の状況
　中国市場に導入されたロボットの製造国の推移を
図 31）2）に示す。「中国製」は中国ローカルメーカの
製品台数、「日本製」は日本からの中国向け輸出台
数である。「その他」は中国市場総台数から「中国
製」と「日本製」を差し引いた残りであるため、日
本以外の海外からの輸入により導入されたロボット
と、日本企業の現地生産品や ABB、KUKA の中国
工場生産品などが含まれる。なお、ABB は 2005 年
から、KUKA は 2014 年から中国で現地生産を始め
ている。中国ローカルメーカは中国市場の拡大とと
もにシェアを拡大し、現在およそ 30％のシェアを占
めている。
　中国ローカルメーカのシェア拡大の背景には、中
国の産業振興政策による後押しがある。中国のロ
ボット産業振興の流れを、5 か年計画の変化から追っ
てみよう。まず計画経済から市場経済への転換は、

1990 年代の第 8 次、第 9 次の 5 か年計画から始まっ
た。2001 年に WTO に加盟して以後の第 10 次、第
11 次 5 か年計画では、調和のとれた経済拡大が謳
われ、民間製造業に対する多様な活性化政策が実施
されている5）。次いで 2010 年代の第 12 次 5 か年計
画（2011～2015 年）6）では、内需拡大及び産業と技
術のイノベーションによる産業競争力の強化が明記
されている。ここでは「ハイテク産業の継続的強大
化」について章が設けられており、その中でロボッ
トを含む先端装備製造産業の振興が説かれている。
その後、ロボットに関する具体的な産業振興指針と
しては、2013 年に「産業用ロボット産業の発展を
推進することに関する指導意見」が中国工業和信息
化部から発表された7）。ここでロボット産業の 2020
年までの発展目標として、①国際競争力を有する 3
～5 社のリーダー企業及び 8～10 の産業クラスター
を育成すること、②ハイエンド製品市場でのシェア
を 45％以上に向上させること、③ロボット密度（作
業員 1 万人当たりの使用ロボット台数）を 100 以上
にすることなどが明示された。これを受けて 2014
年までに、広州市、深圳市、上海市、瀋陽市などの
各地方行政によって、ロボット産業振興のための補
助金や優遇税制などの具体的な推進策が各地域で実

表 1　世界市場における各種構成比の 10 年変化
世界総計：IFR（国際ロボット連盟）World Robotics 2021

図 3　中国市場における日本製産業用ロボットのシェア
世界総計：�IFR（国際ロボット連盟）　World Robotics 2021（3．

People’s Republic of China）
日本製ロボット：�日本ロボット工業会　マニピュレーティングロボット

年間統計（マニピュレーティングロボット輸出）
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施された。
　「中国製造 2025」は、第 12 次 5 か年計画の最終年
にあたる 2015 年に公表された。2049 年までに規模
だけではなく世界最高の技術競争力を備えた製造強
国を目指すことを目的としており、2025 年までの最
初の 10 年の産業振興計画が「中国製造 2025」であ
る。この時点で既に中国は製造業 GDP で米国を抜
いて世界一となっていたが、技術的優位性を伴って
いないことを自覚した上で、名実ともに世界一を目
指すという宣言である。「中国製造 2025」では、重
点分野の 2 番目に「先端デジタル制御工作機械とロ
ボット」が挙げられており、中国国産ロボットのシェ
ア 50％が目標とされている8）。これ以後、さらに各
種のロボット産業振興政策、例えば、キーパーツの
輸入依存を解消するための国産化促進や、アプリケー
ション経験不足を解消するためのシステムインテグ
レータへの助成策などが展開された。これらの政策
を背景として、近年中国には多数のロボットメーカ、
ロボットを活用するシステムインテグレータ、さら
には FA 機器総合メーカも立ち上がってきた。
　中国製ロボットのパフォーマンスは、今のところ
日本製のレベルに達してはいないが、今後の技術進
歩による進化は必至である。また、いずれは中国市
場のみならず中国メーカの海外展開による国際競争
激化も予想される。

1.3　グローバル市場に適応するロボット産業
　市場のグローバル化は、地域的な広がりとユーザ
層の多様性の広がりをもたらす。地域的な広がりで
は、国境を越えたサービスの充実が求められる。代
表的なのはリモート・モニタ、リモート・メンテナ
ンスである。最近のロボット製品では、駆動系の累
積負荷などの予防保全に有益なモニタ情報をコント
ローラに蓄積する機能が内蔵されるようになってい
る。ユーザやメーカの保守担当者が必要に応じてこ
れらのモニタ情報を読み出すことで、日常の保守や
予防保全活動に結び付けることができるが、これに
ネットワークを通じたリモートで行う仕掛けが備わ
れば、リモート・メンテナンス機能となる。なお、
当然のことながらリモート・メンテナンスには、ロ
ボットのモニタ機能のみならず、保守部品の供給体
制や保守サービス技術者の配置などが含まれる。
　表 11）のハンドリング用途の増加傾向は、ユーザ
層の広がりも示している。産業用ロボットの持つポ

テンシャルを最大限に発揮するのは、制御技術を駆
使した加工や精密組立などの高度な用途であるが、
一方では難易度の低いハンドリング作業で自動機を
設計製造する代わりに、購入ロボットで実現するニー
ズも数多く存在する。特にエンジニアリング技術の
未発達な成熟初期の市場では、エントリー用途のハ
ンドリングの導入比率が高い。ハンドリング用途で
は、プログラミングやシステムセットアップの容易
性など、広義の使いやすさが普及促進につながる。
　プログラミングについては、用途特化型のグラフィッ
クプログラミングなどのオフラインプログラミング
が、日常的に使われるようになってきた。多関節ロ
ボットは絶対精度が低いため、現場合わせのティー
チング作業が不可欠であったが、最近は、強力なソ
フトウェアによる多関節ロボットの欠点を補完する
制御方式により、ロボットの精度が総合的に向上し
ている。オフラインプログラミングの普及により、
ティーチング作業の負荷は軽減されてきた。システ
ムセットアップの容易性、特に現地立上げ作業の時
間短縮は、顧客側のリードタイム短縮、システムイ
ンテグレータ側のコスト削減の双方に有効である。
ティーチング作業に次いで現場作業で時間を費やす
のは、ビジョンセンサや力覚センサなどによる現場
の環境や作業目的に合わせたチューニング作業であ
る。これらについては、2010 年代に盛んに取組みが
行われた深層機械学習が効果的に適用されて学習機
能が組み込まれ、短時間でチューニングが可能なセ
ンシングシステムとして強化された。

1.4　ロボットのすそ野を広げる協働ロボットと機
械安全
　ロボット普及元年以降、様々な機構のロボットが
市場に現れてきた。ロボットは基本的には汎用性の
ある産業機械であるが、実際に市場に出回る製品は、
ある程度は使用用途を想定して設計されている。例
えば、組立作業用、溶接用、半導体搬送用など、そ
れぞれの用途向け製品として、軸構成、形状、環境
対策、さらに制御性、操作性、プログラミングツー
ルなどがその目的に合わせて作り込まれている。
2010 年代には、これら用途に応じた作り込み製品
ではなく、使い勝手に応じた作り込み製品として協
働ロボットが登場した。人とロボットの協働作業が
実現しやすいロボットとして、人手作業が主体の製
造現場へのロボット導入の可能性を高めたことによ
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り、ユーザ層の拡大が期待される。ただし、現状の
協働ロボットは、協働作業時に速度や力などの性能
面での制約があることを考慮の上で導入効果を評価
する必要がある。人とロボットの協働作業では本
来、相互の関係をリアルタイムで把握し、状況に応
じた制御により生産性と安全性の両立を期待した
い。この点では、現在の協働ロボットは発展途上と
も言える。
　なお、協働ロボットを使用すれば防護柵が不要と
いう短絡的な解釈は正しくない。防護柵が最終的な
使用システムにおける安全性確保のための選択肢で
あることに変わりはなく、リスクアセスメント次第
である。EU ではリスクアセスメントの実施が法的
義務となっているが、日本では今のところ法的には
努力義務である。そのため、日本国内の法規的には、
2013 年 12 月の労働安全衛生規則第 150 条の 4 に関
わる基発 1224 第 2 号通達で、産業用ロボットと人と
の協働作業が可能となる安全基準として、最終的な
使用形態でのリスクアセスメントの実施と記録の保
管、あるいは ISO 10218 及び TS 15066 に規定され
た措置を実施した上で技術資料と適合宣言書を保管
することが通達された。ロボット及びロボットシス
テムインテグレータ、エンドユーザそれぞれの立場
に応じた措置によって、安全が確保されるのである。

1.5　ロボットシステムエンジニアリング体制の充実
　2018 年、当会内に、200 社余りの企業を初期会員
として FA・ロボットシステムインテグレータ協会

（SIer 協会）が誕生した。そもそも産業用ロボット
の価値は、機械としての機能性能で決まるのではな
く、製造設備として顧客の生産に有益な効果をもた
らすことによって評価される。ロボット自体は生産
財としては半完結製品であるため、システムインテ
グレーションにより顧客個々の期待に応える製造設
備に仕上げられることによって、その価値が確定す
る。同じロボットを使用したシステムでも、システ
ムインテグレーションの良し悪しで結果は大きく異
なる。そのため、ロボットの適用分野や用途の広が
りとともに、システムインテグレータの重要性が改
めて認識されるようになった。2018 年に SIer 協会
を設立した目的は、システムインテグレータの①ビ
ジネスネットワークの構築、②事業基盤の強化、③
専門性の高度化である。従来、ロボットを活用した
システムインテグレータは、顧客が提示した仕様を

実現する設備製造メーカのイメージが強かったが、
今後は、顧客の実情に適合する生産システムを産み
出す生産設備のプロフェッショナル企業として強化
されることが期待されている。
　ここで、当会の活動から SIer 協会の設立に至った
状況を整理してみよう（図 4）。まず、2000 年頃から
当会会員の各ロボットメーカでは、システムインテ
グレータとの関係強化を図るためにシステムインテ
グレータパートナー会を主宰する動きが見られた。
ロボットメーカにとってシステムインテグレータは、
顧客であると同時に、エンドユーザの適切なシステ
ムソリューションを得るためのビジネスパートナー
であることを意識し始めたことがその背景にある。
　一方、当会組織としては、ロボットの利用技術の
促進という視点で 1980 年代から技術委員会の傘下に
エンジニアリング部会を設置し、利用技術の促進を
目的とした活動を行っていた。2010 年代に入り、ロ
ボットの利用技術促進という視点よりも、むしろシ
ステムエンジニアリングをロボット事業の重要な構
成要素と捉えるようになり、それに伴い 2012 年に
部会の名称もシステムエンジニアリング部会に変更
した。
　さらに、2015 年には官民連携組織としてロボッ
ト革命イニシアティブ協議会（RRI。現在はロボッ
ト革命・産業 IoT イニシアティブ協議会）が立ち
上がり、その WG2：ロボット利活用推進 WG では、
社会実装のためのシステムエンジニアリングを中心
とした活動が展開された。この WG の活動により、
後に SIer 協会に継承されるシステムインテグレー
タのビジネスプロセスを体系化した「プロセス標準」

（RIPS：Robot system Integration Process Standard）
と、システムインテグレータが備えるべき技術体系

図 4　当会における 
システムインテグレータ関連活動
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を整理した「スキル標準」が 2016 年に策定された。
　時を同じくして、経済産業省の補助金事業「ロボッ
ト導入実証事業」（2015、2016、2017 年）、「ロボッ
ト導入促進のためのシステムインテグレータ育成事
業」（2017 年）を当会が受託した。これらの事業は、
特にロボットの未活用分野への導入促進を目的とし
ており、ユーザの導入意欲促進とシステムインテグ
レータの技術挑戦支援を促す事業であった。全国の
多くのシステムインテグレータがこれらの活動に参
加し、その中の有志が中核となって、FA・ロボット
システムインテグレータ協会の設立に至った。協会
の名称にあえて「FA・」を入れたのは、必ずしも既
存のロボットにこだわらず、ユーザにとって最適な
生産システムを提供する業界であることを宣言する
ためである。

1.6　生産の統合的ソリューションへの展開
　2010 年代は、IoT、デジタルツインなど、情報通信
技術を活用した社会構想が多く語られた。製造業に
関してはドイツ発の Industry 4.0、日本発の Society 5.0
など、いずれもサイバー・フィジカルシステムによ
り社会の価値向上を構想したものである。製造現場
では、サイバー側のデータの収集、蓄積、分析、共
有化などの情報流通＆活用機能、フィジカル側の様々
なセンサ、ロボットや加工機など生産財、その他各
種機器類の多様な接続によるセンシング＆コントロー
ル機能を組み合わせて、目的とする価値、例えば利益
や成長性、安全性などを産み出すという概念である。
　ロボットは多様な使い勝手のフィジカルデバイス
であり、様々な周辺機器やセンシング機能と組み合
わせたロボットシステムに、生産情報、品質情報、
環境情報などの発信、状況に応じた作業変更などを
組み込むことが可能である。ここで重要なのは、ロ
ボットの多様な接続性である。工場内ネットワーク
化は 1990 年代から進められ、当初は様々なメーカの
クローズドな接続仕様が入り乱れた状態から始まっ

たが、その後技術的な進歩も伴いつつ淘汰が進み、
現在はイーサネット上で展開するオープンないくつ
かのネットワークに絞り込まれている。今後は、ど
れかに絞り込まれるというよりは相互接続性が確保
され、共存状態で進化すると思われる。
　産業用ロボットは、このデファクトスタンダード
なネットワーク上で、様々なセンサや周辺機器など
への接続、フィジカル層のエッジコンピューティン
グへの接続を可能とすることにより、単なる作業機
械としてではなく、多様な生産ソリューションとし
ての可能性が拡大している。ロボット及び FA 機器
メーカは、様々なソリューションが構成できる各種
技術要素の提供者として、システムインテグレータ
は、これらの要素を活かして様々なユーザの生産価
値を向上させるソリューションの提供者として、ビ
ジネスチャンスはますます広がっている。今後は、
ロボットメーカ間、システムインテグレータ間の競
争と協調による、更なる技術向上や国際競争に強い
ビジネスモデルの進化に期待したい。
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2.　�ロボット業界の 10 年 
（電子部品実装ロボット）

2.1　驚異的な変化をもたらした 10 年
　2010 年代に驚異的な変化をもたらした主役の一つ
は、スマートフォンであると言える。当時主流のフィー
チャーフォンからスマートフォンへの置き換わりが
進み、国内におけるスマートフォンの比率は 2010 年
は 4％程度であったが、2019 年に 8 割、2022 年に 9
割を超えた。しかしながら、変化をもたらしたのは
スマートフォンだけではない。例を挙げてみると、
モバイル通信の 3G から 4G への移行、若者を中心と
したソーシャルメディアの普及によるリアルタイム
なコミュニケーションの浸透、データストレージの
ハードディスクからクラウドへの移行、自動運転・
電気自動車（EV）の普及やカーシェアリングサービ
スの開始、さらには、我々が関連するロボットも産
業分野から医療・飲食・物流とその活躍分野を拡大
させた。「モノ」からパーソナライズされた快適性と
利便性を中心とした「コト」への変化により、国際
的なデジタルデータ量が今現在も爆発的に増加し続
けていることは周知の事実である（2011 年：約 1.8 ゼ
タバイト、2020 年：約 40 ゼタバイト。ゼタは 10 の
21 乗）。前述した変化は想定以上のスピードで我々
の生活に根付いていったために、これらがもたらし
た変化や恩恵は忘れ去られてしまっているかもしれ
ないが、我々の生活に利便性と世界中の多くの人と
のつながりをもたらしたのはデジタル技術である。
　2010 年代、電子部品実装ロボット分野では、最終
製品の機能向上に伴う実装点数と実装部品種の増加、
小型部品への対応、大量生産から多品種少量生産へ
の移行など、様々な生産形態に合わせた実装ロボッ
トの開発と機能開発が進められてきた。工場の稼働・

収益向上・全体最適を推進するために、電子部品実
装ロボット単体から表面実装ライン、表面実装フロ
ア、工場フロアとソリューションを展開していった
10 年であったとも言えるのではないだろうか。次項
以降で、電子部品実装ロボットへの要求の変化や、
この 10 年の技術進展について述べる。

2.2　電子部品実装ロボットに対する要求の変化と
技術の進展

（1）電子部品実装ロボットに対する要求の変化
　表 2 に、2011 年度版と 2019 年度版の実装技術ロー
ドマップ（一般社団法人電子情報技術産業協会発行）
の電子部品実装ロボットへの要求度が高い項目を示
す。電子部品実装ロボットの性能向上や要求機能に
対応したことにより、その項目や順位に変動はある
ものの、高密度実装に伴う高精度化や、実装点数増
加を背景にした高速化要求の順位が高い。また、生
産年齢人口の減少や、環境負荷・省エネルギーの社
会情勢を背景に、手動工程の自動化や省電力化も電
子部品実装ロボットに求められている。

（2）電子部品実装ロボットの技術の進展
　電子部品実装ロボットは 2010 年代、スループット
は 35,000CPH 前後から 50,000CPH 前後までの高速
化を実現し、生産性に寄与した。一方、スマートフォ
ンや半導体モジュールなどを中心に、高密度・狭隣
接実装要求に対応するため、受動部品の装着精度は
40μm から 25μm、また、性能向上に伴いバンプの
狭ピッチ化が進んだ WL-CSP などの能動部品の装着
精度は 10μm、15μm を実現し、品質に寄与した。
高速化と高精度化を両立するために電子部品実装ロ
ボットを提供する装置メーカは、筐体構造・駆動
源・軽量材料の採用、トポロジーによる形状最適
化、排熱制御・制振制御・画像処理技術などのシミュ

表 2　2011 年度と 2019 年度の電子部品実装ロボットへの要求
（「2011年度版 実装技術ロードマップ」「2019年度版 実装技術ロードマップ」より引用・筆者にて加工）

2011 年度の要求順位 2019 年度の要求順位
1 実装精度の高密度化 1 搭載精度維持の自動化
2 搭載精度維持の自動化 2 高密度化に対応できる実装精度
2 実装後検査機能搭載 3 マウンタ起因のズレ、欠品対策
4 基板の部品装着面高さ自動認識 4 高機能マシンの低価格化
4 変種変量生産への対応 5 実装速度の高速化

12 高機能マシンの低価格化 10 手動工程の自動化
15 実装速度の高速化 12 省電力化
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レーション、要素技術研究、基礎実験などを行いな
がら最適設計に取り組んでいる。また、自社で全て
の構成部材を準備できるわけではないため、各構成
部材メーカや加工業者の協力なくして、電子部品実
装ロボットの技術の進展はなかったことは明らかで
ある。
　電子部品実装ロボット以外にも、作業負荷が高い
テープとテープをつなぎ合わせるスプライシングや
メンテナンス工程の自動化、さらには不良発生時に
これまで熟練者の経験や勘に依存していた不良解析
についても、印刷機・検査機・電子部品実装機間の
データ共有により不良の原因特定をシステムが支援
し、ダウンタイムを最小化する技術がここ 10 年で大
きく進化したと言える。

（3）JARAS1014（ELS 通信仕様）の制定
　実装ラインは、前工程から後工程の設備へプリント
配線板（PCB） が受け渡される。従来の規格 SMEMA

（The Surface Mount Equipment Manufacturers 
Association）は、一組だけの信号が規定され、高速
で複雑な信号処理への対応ができないという課題が
あった。これら課題を解決するため、SMEMA 規格
の代替としてスマートファクトリー向け SMT 実装設
備の基板搬送通信仕様 JARAS1014（ELS 通信仕様）
が制定された（図 5）。JARAS1014 は、装置間通信
をイーサネットで接続し、SMT 実装ラインにおける
ネットワークを使用して M2M（Machine to Machine）

の基板搬送、SMT 実装ライン全体の生産機種切替、
検査結果情報の受渡しを実現した。JARAS1014 に
より、変種変量生産への高速対応や、集中制御によ
るライン稼働の効率化、PCB の情報を PCB の生産
に同期して受け渡す要求などに応えてきた。

2.3　電子部品実装ロボット業界の社会環境の変化
への対応と今後
　電子部品実装ロボットは、今後も高速化、高精度
化というコア技術の方向性そのものに極端な変化は
ないと考えられるが、三つの重要ポイントを述べる。
　一つ目は、2.2 節でも述べたように生産年齢人口が
減少傾向にあることで、単純作業や作業者の高負荷
作業に対して自動化による人とロボットの協働作業
が増えてくると考えられる点である。二つ目は、災
害・情勢不安等があっても、工場での製造が可能と
なるサービスを提供する必要性である。気候・社会・
政治的要素も含まれるため、電子部品実装ロボット
業界の力だけで解決に至らないことは明白ではある
が、顧客が困ったときに即座にサポートできる仕組
み・方策・サービスを業界として考えていく必要が
あるのではないだろうか。最後に三つ目は、環境へ
の対応である。電子部品実装ロボットを動作させる
ためには、電力とエアーは必要不可欠である。世界
中で枯渇が進む限られた資源の中で、電子部品実装
ロボット業界としても高効率な駆動源の採用や駆動
部の軽量化などを行っており、電子部品実装ロボッ
トの省エネルギー化は積極的に取り組むべきテーマ
の一つと捉えている。省エネルギー化以外にも、エ
ネルギーの装置内再利用、装置構成部材のリサイク
ルも検討すべき重要なテーマであると言える。
　電子部品実装ロボットは最終製品を製造する装置
であるため、表舞台に立つことはないが、デジタル
時代のマザーロボットとしてタイムリーに製品がユー
ザの手元に届き、感動や利便性を感じてもらえるよ
うに、これまで以上に高品質な実装が必要となるで
あろう。図 5　SMT 実装設備の基板搬送通信仕様 JARAS1014 

（ELS 通信仕様）
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　ロボット業界では、特に自動搬送機を中心にこれ
までも無線通信技術の利活用が進んでいたが、近年、
5Gやローカル 5G技術の出現と、コロナ禍におけ
る安全性への考え方の変化に伴い、ロボットの遠隔
制御への無線通信の利用に対し期待が高まっている。
　5Gは携帯キャリアが提供するサービスであり、
2020年よりスマートフォン等のコンシューマー向け
サービスが先行して展開されてきた。ローカル5Gは、
通信事業者以外で実際に 5Gを利用する自治体や企
業が直接無線通信技術を管理する主体となり、自ら
の建物内や敷地内といった特定エリアで構築・運用
する自営の5Gネットワークである。利用できる対象
周波数帯は 4.6～4.9GHz と 28.2～29.1GHz の合
計1,200MHzであり、実際に利用する自治体や企業
が総務省に申請を行い、免許を取得する必要がある。
　5Gもローカル 5Gも同じ通信規格に基づくこと
から、コンシューマーをターゲットとした機能調整
が行われている。基地局から制御しやすい下りトラ
フィックがメインのコンシューマー向けサービスと
同じ基地局設定を用いるため、システムが個別のタ
イミングで情報をサーバーに送信する上りトラフィッ
クが多い製造業向けの IoTサービスや、端末と基地
局で相互にやり取りが必要となる自動搬送機やロボッ
トの制御などを安定して提供できないだけでなく、
実装面でも制度面でも細やかな調整が非常に難しい
ことが様々な実証実験を通して分かってきている1）。
　このため、サービス提供が始まる前の “高速大容
量・低遅延・多数同時接続” といった 5Gの特徴に
対する期待が大きく膨らんでいた状況から、無線を
利用しようとするアプリケーションへのソリューショ
ンとして本当に 5Gやローカル 5G技術の導入が必
要なのか、イニシャルコストやランニングコストを
考慮した現実的な検討が行われる状況へと変化して
きており、現場ごとにカスタマイズされた 5Gサー
ビスや、ローカル 5Gを軸にした自営網としてのソ
リューションが展開されている。それに伴い、これ
まで無線 LANを軸にシステム構築されることが多

かった自動搬送システムにおいても、ローカル 5G
の使用が検討され始めている。しかし、ローカル5G
システムの構築においても、コスト削減や部品調達
の観点から、専用部品から汎用部品への切替えが進
んでおり、各部品の制約条件などについてシステム
構築者側で把握することが難しく、システム構築し
ながら微調整が行われているのが現状である。この
ため、システムに含まれる部品や部品に含まれるソフ
トウェアを部分的に修正、変更することで、システム
全体が動かなくなったり、想定した性能が実現できな
くなったりする場合があるので、注意が必要である。

 最新動向
　国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）で
は、総務省と連携し、製造現場で IoT化を推進して、
無線通信を活用したスマート工場を実現するため、
Flexible Factory Project（FFPJ）を立ち上げ、稼
働中の工場における多種類の無線通信性能評価実験
を通して現場で発生する問題やその原因分析を行っ
ている。この活動では、現場の声を研究開発にフィー
ドバックするための取組みを積極的に行っており、
製造現場における無線通信技術のユースケースや、
導入に際してのコスト見積もり例、安定動作に向け
た判断指標などをまとめたものを報告書として無償
で公開している2）。
　2020年より活動領域を拡大し、Flexible Society 
Project（FSPJ）として、製造現場のみならず、医
療・教育、物流、インフラ、データ流通などにおけ
る無線通信の課題解決に取り組んでいる。特に物流
関係では、自動搬送システムの安定運用に関する取
組みを積極的に行っており、2021年には稼働中の
部品搬送工程で、搬送機器を自動運転化する無線シ
ステムの導入実験を行っている3）。この実験では、「製
造現場をガッカリさせない無線評価虎の巻（2021年
6月公開）」に基づき、既設の無線 LANネットワー
クを利用した搬送システムの運用に関して、搬送機

「ネットワーク／5G」
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器と工場内のアクセスポイント間の通信状態を把握
し（情報収集）、搬送機器から遠いアクセスポイン
トの除外（処理）と、電波が強まったり弱まったり
する状況下で通信の自動切替え（制御）を行い、無
線通信の安定化を実現した。また、5Gやローカル
5Gの産業利用に関する基本評価や分析などを共同
で実施することで、今後の普及に向けた安定運用や
管理のためのノウハウの共有を積極的に進めている。
　製造現場で用いられる様々な機器は、日本メーカの
製品のみならず、海外製のものも多く用いられてい
ることから、協調して動作させるにはそのためのや
り取りを国際標準化する必要がある。そこで、2017
年に FFPJ の有志が集まり、フレキシブルファクト
リパートナーアライアンス（FFPA）という非営利任
意団体を設立し、複数の無線システムが混在する環
境下での安定した通信を実現する協調制御技術であ
るSmart Resource Flow （SRF）無線プラットフォー
ムの通信規格を2019年に、試験仕様を2021年 1
月に策定し、2022年5月にSRF無線プラットフォー
ム ver2.0 にて 5Gにも対応した。今後は、第三者
による認証も進めていく予定である。

 課題と展望
　自動搬送機やロボットの制御には、無線通信を用
いた製造システムの導入が年々進んでおり、今後も
さらに増加するものと予想される。一方で、スマー
トフォンや無線 LANの普及により、無線通信技術
は個人の日常生活と切っても切れないものとなって
いる。製造現場では、日々、多くの人々がモノづく
りに取り組んでおり、人に付随する無線通信が、意
図せず製造ラインの無線システムに悪影響を及ぼす
場合がある。また、製造システム側も、システム全
体が専用システムとして設計されるのではなく、汎
用部品の組合せによるシステム構築がさらに進むと
考えられ、システム設計者がシステム全体における
詳細な動作を完全に把握できず、見えない部分がシ
ステム内に数多く存在するようになる。このように、
無線通信技術を含む多くの “見えない” ものから構
成されたシステムにおいて、問題が発生した際の原
因究明や問題個所の切り分け、問題回避手法の確立
は極めて困難である。このため、ネットワークにお
ける情報収集が必須であるとともに、収集された
データは現場にいる人々が運用のために使える形で

提供される必要がある。例えば、下図は、工場内に
設置したセンサから得られた受信信号強度のデータ
を、人が電波を発する端末とともに現場内を移動し
た際に、端末からの電波が到達する範囲を示す情報
として可視化したものである。このように、複数の
センサから得られた情報を人が見て分かる情報に加
工し可視化することで、現場にいる人々が次の行動
を決定できるようになる。

無線環境のリアルタイム可視化技術の 
実験イメージ（右）と可視化画面（左）

左図の黄色の○印に設置したセンサからの情報を解析することで、電波到
達範囲を強度と色で示し、登録外端末の位置を特定。
X軸、Y軸：工場内の距離〔m〕　○印の上の値：RSSI（電波強度）〔dBm〕

　従来のロボットや搬送車の自動化は、工場の建屋
内での利用が主であった。しかし、無線通信方式の
発展とともに、工場の建屋内から屋内外をまたいで
の利用にニーズが拡大しつつある。それに伴い、無
線通信がカバーしなければならないエリアも広がり、
無線 LANやローカル5Gを単体で利用するのではな
く、複数の無線通信方式を組み合わせたネットワー
クアーキテクチャがさらに複雑化することが想定さ
れる。見えない無線やシステムとうまく付き合い、
上手に使うことでロボットや搬送車の新たな可能性
を広げていくためには、無線通信の安定化技術の発
展と、利用状況やシステム、そのシステムを運用す
る人に合わせた情報収集と可視化をどのように実現
できるかが重要な役割を果たすと考えられる。

参考文献
	 1）	総務省：令和2年度 地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた

開発実証実証成果概要（2021）（https://go5g.go.jp/sitemanager/
wp-content/uploads/2021/04/実証成果概要.pdf）

	 2）	NICTワイヤレスネットワーク研究センター：フレキシブル・ソサイ
エティ・プロジェクト 公開資料（https://www2.nict.go.jp/wireless/
ffpj.html）

	 3）	国立研究開発法人情報通信研究機構：製造現場を支える無線システ
ムの安定化技術の実験に成功（2020）（https://www.nict.go.jp/
press/2020/11/25-1.html）
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　AI（Artificial Intelligence）の一つの技術である深
層学習は、現在、画像処理、音声処理、自然言語処
理において、非常に強力なツールとなっている。その
内部表現とメカニズムは極めて複雑であり、その理解
は十分に進んでいるとは言えないが、現在多くの分野
で利用されている。しかし、現実世界での応用となる
と大きな壁がある。事実、近年いくつかのAIロボッ
トプロジェクトが立ち上がっているが、同時に中止に
追い込まれているプロジェクトも多くある。今後、深
層学習技術によるロボットの実世界システムへの実用
化が、次世代AIの重要な要素になると期待される。

　ロボット分野のTop Conferenceに、初めてディー
プラーニング（深層学習）がキーワードとして入っ
たのは2017年であり、他の分野に比べ決して早く
はない。ただ、その時点から急激に応用研究が増え
てきている。ロボットの動作生成に関する応用アプ
ローチには次のようなものがある。
● パターン認識
　当初、深層学習応用の多くは物体認識（ロボットビ
ジョン）であった。ロボット知能の伝統的な設計では、
（1）周囲の環境情報や対象物体を認識し、（2）認識
結果を人間が事前に与えた3DのCADや地図などの
世界モデルと対応させ、（3）対象とする物体の位置
や姿勢、現在位置を把握、（4）状況に応じた動作計
画を行う、という手順で進めていく。特に（1）の認
識の部分が深層学習によって強化された。ロボット
では物体の “名前” の認識は目的ではなく、いかにハ
ンドリングに必要な情報を得られるかが目的となる。
そのため、対象物体のラベル設計も特徴的になる。例
えば「把持位置ベクトル」はその代表例である。これ
は、画像内物体のどの位置にロボットグリッパを移動
させるかという情報で、事前に人間がラベリングする。
　しかし、人間によるラベリングの負担が極めて大
きいという問題がある。加えて、画像の学習が物体
把持の成功を保証しない点も問題となる。なぜなら、
把持の性能は視覚ではなく物体やロボットハンドの
物理属性に依存するからである。例えば、物体とグ

リッパの接触だけを考えても、グリッパの把持力、
摩擦状態、対象物体の変形、音や熱などによるエネ
ルギー損失など、考慮すべき要素が無限にある。こ
のように、視覚のみでは物体ハンドリングを十分に
行うことが難しいという課題がある。
● 深層強化学習
　現在、多くの研究者が深層強化学習のロボット応
用に取り組んでいる。特に深層強化学習のゲーム応
用は大きな成功を収めており、自身の内的方針に従っ
て行動する人間のような自律エージェントの行動学習
という点で、ロボットへの応用は自然だと言える。周
囲の環境情報に関する高次元状態入力と、ロボットが
実行可能な有限の動作出力の組合せに対して、報酬
の期待値を学習するアプローチである。この方法で
は、環境や物体のモデル設計のプロセスを大幅に削
減できる。有名な事例として2017年のGoogle の
研究がある。14台のロボットマニピュレータを用い
て実環境で学習を行い、卓上に置いてある非常に複
雑に配置された物体をほぼ把持できるようになった。
　しかし、実世界でデータを集め「最適モデル」を
獲得させることは、極めて大きなコストを要する。上
記研究の場合、学習のために14台のロボットで2か
月、80万回の試行錯誤が必要であった。そのため
再現実証を行った研究例はない。そこで、学習にコ
ンピュータシミュレーションを利用した、Sim2Real
のアプローチが有力視されている。しかし、先に説明
した接触状態の物理モデルの複雑さが、再び大きな
問題となる。これは、「表面科学（Surface Science）」
というロボット未解決分野の一つとされているのが
現状である。

 最新動向
● 深層予測学習モデル
　深層予測学習（Deep Predictive Learning）は、
2014年に提案された予測を中心とした学習枠組み
である。ここで重要な概念は、学習の「不完全性」
である。通常の機械学習では、与えられた大規模デー

「AI」



95第 4章　ロボット業界 10年の記録

タを利用した最適なモデルを学習し、最大の汎化性
能を得ることを目的とする。しかし一般に「最適な
モデル」を得るのは容易ではない。特にロボットの
場合、実世界で活動するために常に想定外の状況に
さらされる。そこで、学習は不完全であるというこ
とを前提としたアプローチが必要になる。現在の状
況とモデルの間の予測誤差を減らす方策を考えると
き、大きく三つの方策が想定される。
　一つ目の方策が “学習” である。しかしこれは非
常にコストがかかり、実時間での対応は難しい。二
つ目の方策は、その予測誤差をある範囲で許容する
方法（Perceptual Inference）である。具体的には、
世界に対する予測バイアスを用いて実際に反した仮
想認知（反実仮想）を作ることで、実世界の変化に
適応する。三つ目の方策は、身体を用いた実環境へ
の働きかけ（Active Inference）により、予測誤差
を減らす方法である。自ら環境を操作する、もしく
は自身の立ち位置を変化させ視点を変える、このよ
うな方法で世界に適応する。この方策はまさに、実
世界において身体を持つロボットのような自律エー
ジェントにおいて本質的である。
　以上の概念は、予測符号化のプロセスとして広く
知られている。このような方策を、深層学習とロボッ
トによって一部でも実現
する方法が、深層予測学
習の視点である。
　この深層予測学習の枠
組みにより、タオル畳み
（2016）、ドア開け通り
抜け（2018年、2022年
（図））、ジッパー開け
（2021年）などが実現し
た。また、複数企業の技
術導入により本格的な製
品化が進んでおり、今後、
更なる発展が期待される。
● 言語モデルとの統合
　もう一点、近年特に注目すべき動向の一つに、大
規模言語モデルをベースとした基盤モデル（Foun
dation Model）の活用がある。基盤モデルは他の
多くのモダリティと結びつき、特に画像生成などに
おいて成果を上げている。今後、言語とロボット動
作との統合研究も盛んになると思われる。例えば、
Google の SayCanなどのシステムに代表されるよ

うな、ロボットに言語指示を与え、それを理解する
ことで実世界に対応した動作を生成するEmbodied 
Q＆Aなどの試みである。
　しかし、ロボットとの会話では、実世界との情報、
表現の共有が不可欠である。例えば「そこに行って」
の「そこ」を理解できるかは、コンテクストに強く
依存するため容易ではない。一つの運動を表す文章
は多様に生成でき、逆に一つの文章を表す運動、現
象も多様に存在する。このような曖昧性を含めた関
係を学習できるかが、現実世界に動くロボットが言
葉を利用するときに必須の課題となる。これは「記
号接地問題」の議論とも関係してくるであろう。
　この問題と関連して、言語学習モデルと運動学習
モデルの統合について、予測学習のフレームを用い
た一連の研究もある。ロボットの運動と言語の認
識・再生（予測）モデルを、潜在変数を共有するこ
とで統合する枠組みであり、入力言語が多義性を有
する場合でも、実世界情報を利用することで適切な
言語が生成される。加えて、大規模な学習済言語モ
デルとの統合モデルも提案し有効性を示し、興味深い
解析結果が得られている。言語モデルの単語表現は、
文法上の意味の近さで構造化される。例えば、fast、
slowなどは「副詞」という機能において一つのクラ
スタを構成する。しかしロボット動作において、この
意味は真逆になる。このような言語と実世界の乖離を
どのように扱うかが、今後の焦点になると思われる。

 課題と展望
　パターン認識や強化学習に基づく手法では、大量
の学習データが必須となるため、物理シミュレータの
開発とその利用法が大きな課題となる。十分に精密
な物理シミュレータの開発は一般に困難であるが、一
定の抽象度を持った物理特性をシミュレーション上で
事前学習することは十分に有益であると期待される。
　言語モデルの活用については、言語と実世界との
乖離問題をどのように解決するかが課題となる。そ
の変換についての手法も提案されているが、一部の
言語表現の変換は十分には機能しなかった。言語の
みで作ったモデルは、本質的に極めて実世界と離れ
た構造を持っていると言える。
　また、深層予測学習によるロボットスキル活用で
は、一部企業だけでなく海外の研究機関でも活用が
始まっており、今後の発展が期待される。

深層予測学習によるドア開け通り
抜け全身動作の学習（2022）
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　“人や生物の機能の一部又は全部を有する機械” が
ロボットであり、ロボットは “感覚and/or思考 and/
or 行動の働きの統合の産物” である。
　産業用ロボットは、人工の手のメカニズムとその
制御ソフトウェアの統合体としての特許から始まり、
その後、生産設備と統合されたロボットシステムと
して製造業を担ってきた。さらに最近では、生産管
理や財務システムと統合され、その効果を拡大しつ
つある。
　ロボットはその汎用性ゆえに、使いこなすのが難
しい。ロボットの使いこなしをなりわいとするロボッ
トシステムインテグレーション（SI）の業界団体と
して、2018年にFA・ロボットシステムインテグレー
タ協会（SIer 協会）が設立され、着実にロボット SI
活動を拡大・深化させている。

　産業用ロボットは、ロボット機構とそのソフトウェ
アの統合体であるが、その主な担い手はロボットメー
カであった。この産業用ロボットに周辺機器（治具
やセンサ）や制御・管理ソフトウェアが統合された
ロボットシステムが現在市場を広げつつあり、その
担い手がシステムインテグレータ（SIer）である。
また近年、スマートファクトリーあるいはロボット
化工場として、移動やマニピュレーションロボット
と工場生産設備との統合が脚光を浴びている。これ
は実質的には、ロボットユーザと SIer 及びロボッ

トメーカの統合の産物であり、エンジニアリング
チェーンとサプライチェーンの統合によって大きな
付加価値の創出を指向している。
　一方で、ロボット産業は将来、ロボット単体では
なく、ロボットとロボットサービス、そしてそのビ
ジネスやシクミまでをも統合することにより、大き
く展開していくと考えられる（Robot as a Service：
RaaS）。産業用ロボットのみならず、サービスロボッ
トも参画することにより、ロボットによる住民の “く
らしづくり” とそれを可能にするロボットによる “な
りわい” づくりの統合が、“ロボットによるまちづく
り” を可能とする。これがロボットと社会の統合体
としてのロボット社会である。
　真のロボットの普及は、“ロボットと社会との統
合”、つまり “ロボットによるまちづくり” により
もたらされる。これが今世紀中に実現すれば、21
世紀はロボットの世紀になると筆者は考えている。
ここまでくると、マニュファクチャリングの方式も、
セントラライズ（Centralized Manufacturing）さ
れたものから、分散化されたもの（Re-distributed 
Manufacturing）へと変化するであろう。

 最新動向
　ここでは、システムインテグレ―ションの最新動
向を、過去を踏まえて俯瞰的に把握する。そもそも、

「システムインテグレーション」

統合の産物であるロボットシステムの展開と担い手
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産業用ロボットの普及初期段階（1970年台）では、
産業用ロボットの将来性に着目した自動車メーカや
電機メーカなどの大企業内に、ロボットシステムを
構築する部隊が存在した（あえて言うなら大企業内
SIer）。それは生産技術部と現場エンジニアによる精
鋭部隊であり、ロボットメーカと一緒になって、産
業用ロボットの用途として溶接や塗装、組立が有用
なことを見出し、その能力や信頼性、安全性に関し
て、改善に次ぐ改善を重ね（技術熟成）、1980年の
産業用ロボット元年を迎えた。
　その後 20年にわたって、世界の産業用ロボット
の9割から7割が日本製であった時代が続き、これ
が日本をして “ロボット大国” たらしめた。この間、
自動車業界では、5年おきの車のモデルチェンジに
沿った生産設備の更新が大企業内で行われているが、
ある時期からはラインを構築する外部事業者が育成
され（ラインビルダー）、そこが大企業と連携しなが
ら生産ラインを構築するようになった。この段階に
おいては、ロボットシステムの要求仕様は大企業で
あるユーザが作成した。
　時代が下って、産業用ロボットが中堅・中小企業
に導入される時期になると、SIer がロボットシステ
ムを構築する事業者として顕在化することとなった。
この時代背景の下、2018 年 7月に SIer 協会が会
員 144 社で発足し、現在（2022 年 9月時点）で
は 298社の組織にまで成長している。
　今日では、製造業をはじめ、物流や三品（食品、
薬品、化粧品）業界へのロボット導入が推進されて
いる。今後さらに小規模な企業においても導入が進
んだ場合には、業界別 SIer や作業類型別 SIer が活
躍するようになると予想している。ロボットユーザ
が中堅・中小企業へと展開するのに伴い、SIer には、
ロボットシステムの要求仕様をユーザと共創したり、
誰でも操作できるロボットシステムを作り上げるこ
とが求められる。
　SIer 協会は設立後、業界の認知度向上、経営基盤
の強化に、そのネットワーク構築をベースとして取
り組んできた。これらは、個社ではできなかったロ
ボットと社会を統合する活動と位置付けられよう。
SIer 協会の具体的な活動については p.65 を参照い
ただきたいが、SIer 協会が設立されたことにより、
SI 業界としての取組みが積極的に進められ、大き
な効果を生んでいる。

 課題と展望
　ロボットにとって、システムインテグレーション
は本質的な事項である。前述のとおり、このロボッ
トと社会の統合と普及は、ロボットによるまちづく
りと等価である。SIer 協会は、目下業界としての
基盤づくりに注力しているが、日本の製造業の高度
化とともに、世界の製造業に貢献する業界団体にま
で成長することが将来の課題であろう。
　日本はこれまでに、世界に定評ある日本式ものづ
くりを実現してきた。T-型フォード量産から始まっ
た工場によるCentralized Manufacturing 方式は、
日本人のたゆまぬ改善努力によりその質を劇的に向
上させ、ものづくり大国日本を実現した。それによっ
て実現された信頼性の高い製品は、日本の均質的国
民性とあいまって安全・安心な社会を実現した。技
術立国を標榜する日本にとってこの二つの資産は、
今後の重要な輸出項目である。安全・安心な社会を
形成する課題解決型製品を生み出すものづくり（ソ
リューションものづくり）現場輸出が、1980年台
のモノ輸出に取って代わるこれからの輸出項目とな
る。東南アジアをはじめ、インド、中東、アフリカ、
中南米へ、現地の人が必要とする信頼性の高い工業
製品の確立された製造現場を、そのノウハウを含め、
設備やロボットとともにパッケージとして輸出する
ことで、世界に貢献する。このとき、日本のロボッ
トとロボット使いこなし技術が、言うまでもなく重
要なセールスポイントとなる。
　その一方で、こうしたものづくり現場輸出を継続
的に実現するためには、国内におけるものづくり現
場の不断の高度化が必須となる。モノ余り国日本、成
熟国日本の人々が求めるものは、個人に合った多品
種少量生産品である。製造現場のロボット化（Digital 
Robot Transformation：RX）とデジタル化（Digital 
Transformation：DX）がそれを可能にする。これ
まで日本の SIer は、顧客が求める個々のシステムを
構築してきた。RXと DXを手段として、多品種少
量ものづくり現場の高度化、つまり分散化された製
造業（Re-distributed Manufacturing）を国内で
磨き上げつつ、その確立した部分を日本式ものづく
り現場として輸出し続ける。SIer 協会が、世界への
日本式ものづくり現場の輸出の担い手として成長す
ることを祈念して筆を置きたい。
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　移動式ロボットは、人々の暮らしを支える重要な
位置付けとして、製品製造の裏方から家庭内や介護
福祉施設等、多方面にわたってサービス領域が拡大
している。その中でも過去 10年近くは、工場内の
製造現場における移動式ロボットの利活用が急増し
ている。人による搬送作業はフレキシブルであるが、
可搬重量が比較的小さく、また長時間同じ作業量を
持続することは困難である。このような背景もあり、
製造現場で必ず発生する部品や仕掛品、完成品の搬
送作業を担い、製造コストの低減と生産性向上を支
援する目的で、移動式ロボットの開発及び製造は年々
グローバルで伸びている。さらに、近年のセンサ機
能やAI演算能力など、ハードウェアとソフトウェア
の両面で技術が進歩し、走行中に障害物を認識し回
避する能力とその精度も上がり、人が介在する製造
現場に移動式ロボットを安心して導入できる時代に
なってきた。
　一般的に移動式ロボットは、走行しながら検出角
度200～300°程度のレーザスキャナで進行方向の
10～20m程度先の周辺環境を確認し、予定ルート上
に人物や荷物などの障害物を検知した際は、瞬時に回
避ルートを作成する機能を保有している。衝突しない
進路を自律的に生成、自ら選択し、衝突回避をした後
に元の予定ルートに自動的に復帰して目標地に向かう
機能を持っていることが特長である。
　また、移動式ロボットの開発から製造、販売をし
ているロボットメーカでは、単にロボット（ハード
ウェア）だけでなく、数十台～100台近くの移動式
ロボットを一括して運行管理できるソフトウェアも
併せて提供していることもある。このような運行管
理ソフトウェアでは、ロボットの現在位置、稼働状
況、空き状況を常時監視することができ、まるでタ
クシーの自動配車システムのように複数台の移動式
ロボットにジョブを振り分ける運行管理機能や、ロ
ボット運行ルート上の交差ポイントでの通過タイミ
ングを調整する交通整理機能、それぞれのロボット
がスキャンし自動作成したマップの情報等から現場
の搬送効率を最適化できる機能を持つシステムもあ

る。このシステム連携によって、適正な指示コント
ロールで “Just-in-Time” の搬送を実現し、製造現
場の生産ライン全体の生産性向上へつながる有難さ
も併せ持っているのが特長である1）。
　さらに、移動式ロボットを現場で初期導入する際
は、通常、付随するジョイスティックを移動式ロボッ
トに接続し、ゲーム機感覚の直感的な操作で（手動
で）導入ルートを走らせて周囲環境をスキャンする
ことで、現場レイアウトのCADデータがなくても
ベースとなる搬送マップを自動生成する。生成され
たマップに対して、グラフィカルなインタフェース
（GUI）を用いることで、移動式ロボットのスタート
＆ゴール地点や進入禁止エリア、一方通行エリアな
どを指定すれば、基本的な運行設定は完了し、最短
半日程度でロボットの稼働を始めることができる。
　近年では、あらゆるサイズや重量の搬送物に対応
するため、移動式ロボットメーカでは、可搬重量が
数十キロ～1トン以上までカバーする複数のタイプ
が提供されて商品ラインアップが拡充し、ユーザと
しても用途に応じた移動式ロボットを選択できる時
代となっている。

 最新動向
　過去 10年の中でもこの数年、製造業は大きな変
化に直面している。作るモノや作り方、作る場所の
変化に加えて、2020年から続くコロナ禍により人
手不足や熟練技能者の後継者問題はさらに深刻化し、
また、脱プラスチックやカーボンニュートラル等の
地球環境保全に向けた SDGs や ESG経営の推進は
待ったなしの状況へと変化している。さらに、国際
社会のデカップリングや地政学的リスクへの対応、
人々の価値観の多様化に応じた働き方の創出など、
製造業を取り巻く環境はますます複雑化している。
　このような激動する市場環境において、製造業が現
場人材確保の問題を抱えながらも供給責任を果たし、
競争力を維持・強化するためには、継続的な生産効率
の改善が必要である。つまり、人材難と生産効率の両

「移動式プラットフォーム」
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方の課題を解決する資本集約型モノづ
くりの高度化が求められている。
　解決策の一つとして、AI やロボティ
クス技術を駆使して、貴重なモノづく
り現場の人材をより “付加価値の高い”
仕事にシフトすることが必要である。
逆に言えば、“付加価値のない” モノ
を運ぶだけのような仕事は、人ではな
く移動式ロボットに任せるべきであ
る。つまり、人から機械への代替を進
めながらも、代替が困難な部分は人を主役にして、人
が可能性を最大限発揮し、成長と働き甲斐を実感で
きるようにすると同時に、各生産ラインへの部品の搬
送・投入や完成品の搬送など、重労働で単純な工場
内ロジスティクスを移動式ロボットにより自動化・省
人化することが、現場人材の有効活用につながる。
　加えて、人手不足や多品種少量生産への対応策の
一つとして IoTの活用もあるが、近年 IoTによるソ
リューションのポテンシャルを最大限に引き出して
くれるのが、高速で遅延も少なく、同時多接続にも
耐えられる “5G通信” 技術である。製造現場の設
備間のつなぎを無線化できれば、生産ラインのレイ
アウト変更や立上げがフレキシブルかつスピーディ
に行えるようになっていく。さらに、その生産設備
の間を無線通信で制御された移動式ロボットが走行
し、各工程への部品の投入や完成品の搬送を担うよ
うになれば、製造現場が大きく進化していく。つま
り、製造現場の需要変動に合わせて生産ラインを作
り替えることができ、近年の多品種少量生産のニー
ズにも対応しやすくなる。

 課題と展望
　従来、製造現場で一般的に使用されているWi-Fi
は、通信が途切れて障害が出ることが稀にある2）。前
述のとおり移動式ロボットは、内蔵されているレー
ザスキャナで周辺の障害物を検知するほか、周囲の
環境を計測している。レーザスキャナで得た情報を
SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）
技術で処理すると、移動式ロボットは移動可能な範
囲の地図を作製するとともに、自身の位置情報を取
得できる構造となっている。同じフロアで複数台の
移動式ロボットを運用する場合、サーバーにあるソ
フトウェアがこの位置情報を基にロボットの位置関

係や走行をまとめて制御し、お互いに衝突しないよ
う巧みに回避動作をしている。しかし、ロボット本
体のセンサが捉えづらい状態、例えば、生産ライン
の交差点や集荷場で複数台の移動式ロボットが近づ
いて来たときにWi-Fi 通信が途切れると、移動式ロ
ボット同士が出合い頭に衝突しそうになって立ち往
生するというケースも起こり得る。そういった事象
が発生すると、現場作業者が救いの手を差し伸べに
行く必要があり、「人手不足」の問題解決の面にお
いて一時的とはいえ本末転倒である。
　そこで、生産性はもとより、現場の安全性を高め
る意味でも、移動式ロボットとの通信に “5G” を利用
する必要性が高まりつつある。製造工場内において移
動式ロボットはどの地点でも良好に通信できることも
分かっているが、一方で通信のUplinkとDownlink
のデータ量の差における技術的課題もある3）。一般
的に動画のダウンロードに使うのはDownlink の電
波で、「下り」の通信を優先して作られている。し
かし、FA現場では端末からの通信も重要であり、「上
り」も「下り」並みの通信データ量が必要である。
技術的には「上り」と「下り」の通信量を同レベル
にすることは可能であるが、各国の電波法の縛りも
あるため、法整備の面と技術の発展の両輪を上手く
進めていくことが課題である。このチャレンジを克
服することにより、生産性と安全性とを備えた移動
式ロボットの普及がさらに進み、製造現場における
人手不足や多品種少量生産の課題解決に大きく前進
するであろう。

参考文献
	 1）	オムロン株式会社：オムロン制御機器ホームページ，モバイルロボッ

トの特長（https://www.fa.omron.co.jp/product/robotics/lineup/
mobile/feature/）

	 2）	岩野恵：オムロン草津工場、ローカル 5Gで自動搬送ロボットの衝
突防ぐ，日経クロステック（2022）（https://xtech.nikkei.com/
atcl/nxt/column/18/02073/00001/）

	 3）	オムロン株式会社：高速・大容量かつ低遅延な「5G」が製造現場に
革新をもたらす，オムロン社内報：LINK-IAB，Vol.22，p.8（2022）

複数台の移動式ロボットの活用
（付加価値の低い搬送作業は移動式ロボットで代替）
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　協働ロボットは、文字どおり人と協力して働くロ
ボットである。適切なリスクアセスメントにより、
人の隣で、もしくは人とワークスペースを共有しな
がらタスクを実行できるロボットとして、従来の産
業用ロボットでは導入が難しかった利用シーンでの
活用が期待されている。
　ユニバーサルロボットが、2008年に世界初の協
働ロボットであるUR5を発売して以降、既存の産
業用ロボットメーカや新興ロボットメーカの参入も
活発で、協働ロボットを取り巻く市場環境は盛り上
がりを見せている。現在、日本市場においては、ユ
ニバーサルロボット、ABB、ファナック、KUKA、安
川電機、川崎重工、三菱電機、不二越、JAKA、オム
ロン、テックマンロボット、Stäubli、リシンク・ロ
ボティクスなど、様々なメーカの機種を購入できる。
　協働ロボットは、人に対する衝突面での安全性の
高さ、投資収益率が高さから、様々な業界で需要を
高めており、最近では、大手企業のみならず、多く
の中小企業も魅了し始めている。製品ライフサイク
ルも、「導入期」から「成長期」の段階へ入ったと
言えるのではないか。社会課題であるカーボンニュー
トラルへの取組み、デジタルトランスフォーメーショ
ンによる技術革新の推進に伴うオートメーション業
界の継続的な発展は、今後も協働ロボット市場の成
長を後押しすることが期待されている。
　株式会社富士経済の調査によると、2022年の出
荷台数は、グローバルで25,500台が見込まれてい
る。ISO 10218 に協働ロボットに関する定義が追
加され、認知度が高まり始めた2016年の実績は約
7,200台であったので、この5年で約3.5倍の伸び
率となっている。さらに、2025年には 66,000 台
を超えると見込まれている。
　新興ロボットメーカの参入により、技術革新が飛
躍的に進み、協働ロボットの使いやすさや拡張性が
進化していることも、需要増加を後押ししている理
由であろう。
　また、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の影響によるものも大きいと感じている。感染拡大

を防ぐために、生活の中では「3密（密閉・密集・
密接）の回避」や「ソーシャルディスタンス」といっ
た予防策が求められる。これは製造業においても例
外ではなく、新型コロナウイルスによる影響を最小
限に留めながら経営活動を続けるためには、感染防
止策を取り入れ、職場環境を変えていく必要がある。
代替可能な作業を協働ロボットに任せることで、生
産ラインの省人化を実現し、作業を行う人と人との
距離も保てるようになるため、協働ロボットの活用
にますます期待が高まっている。

 最新動向
①高可搬への対応が進む
　注目すべき動向として、ロボットの高可搬対応が
挙げられる。近年、15kg 以上の高可搬対応の協働
ロボットをリリースするメーカが増えてきている。
　メインターゲットは、パレタイジング作業の自動
化である。パレタイジング作業とは、工場での製品
出荷時に梱包済みの荷物をパレットに積み上げる作
業であり、従来の産業用ロボットでも多く自動化さ
れてきた工程である。食品製造業などコンパクトな
工場が多い業界では、パレタイジング作業を狭い現
場でこなしている企業が多く、スペースの狭さが原
因でロボットを導入できないという声が多かった。
　そのニーズに対応すべく、協働ロボットの利点を
活かしたパレタイジングシステム向けの重量可搬ロ
ボットのリリースが進んでいる。
②モバイルマニピュレータ
　もう一つの注目すべき動向として、AMR活用に
よる新たな人とロボット協働作業ニーズの高まりが
挙げられる。AMRとは、「人協調型自律移動ロボッ
ト」と訳され、従来導入されていたAGV（無人搬
送車）とは異なり、ガイドなしで人や障害物を自動
的に回避しながら自律走行する。AMRの導入によ
り、工場や倉庫内の搬送業務の自動化を推進するこ
とが可能となり、多くの企業が共通に抱える課題で
ある人手不足の解消にも大きく貢献できる。また、

「協働ロボット」
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工場内の自動化を推進するため、協働ロボットと連
動した自動搬送システムのニーズも増してきている。
なかでも下図のようにAMRに協働ロボットを搭載
して、モバイルマニピュレータ（自律移動型協働ロ
ボットシステム）としての活用を期待するニーズが
徐々に増えている。

AMR と協働ロボットを組み合わせた 
自律移動型協働ロボットシステム

　特に、半導体製造業、電子機器製造業などのエレ
クトロニクス産業での活用が進み始めている。エレ
クトロニクス産業は、クリーンルームでの作業が多
く、人材不足やCOVID-19 の影響により工場内の
自動化ニーズが高まっている。
　モバイルマニピュレータを活用することで、単に
部材を搬送するだけでなく、装置への部材投入や工
具交換、搬送後の作業も自動化できる。技術面やコ
スト面での課題は依然として存在するが、今後さらに
導入が進むアプリケーションとして注目されている。

 課題と展望
● 現状の課題
　初めて産業用ロボットを使用するユーザが、最初
のロボットとして協働ロボットを選択するケースが
増えている。そして、ユーザ側でロボットに携わっ
た経験が少ないことから発生する、新たな課題が見
えてきている。
①�協働ロボットの効果を十分に引き出すために必要

なこととは？
　単に人の代替として1人分の作業をそのまま1台
の協働ロボットに置き換えても、採算性や生産性が
成立するケースは少ない。それが成り立つのは、人
が行っている作業がかなり単純で、かつロボットに
とっても実行しやすいケースに限られる。
　つまり、協働ロボットを使う場合でも、単に従来
のラインの一か所をロボットに置き換えるのではな

く、協働ロボットに適したラインに再設計する必要
がある。協働ロボットの特徴や得手不得手を正しく
知り、その上で何をロボットに置き換え、人は何を
するのかをトータルに設計しない限り、その効果を
引き出すことは難しい。
　人が簡単そうに行っていることでも、ロボットに
置き換えようとすると意外と難しく、思った以上に
コストがかかるということが理解されていないケー
スが多く見られる。これが、「協働ロボットは操作
が簡単なだけで使いにくい」という評価につながっ
ているのではと危惧している。
②その協働ロボットシステムは安全か？
　「協働ロボットは操作が簡単」、「協働ロボットは
衝突検知機能があり安全」、「協働ロボットは安全柵
不要」という便利さのみが独り歩きしているからか、
安全方策が不足している現場に出合うことがある。
特に多いのが、次のような「安全面の考慮」が足り
ていないと思われるケースである。
（a）	� 人が作業しているすぐ横で、高速な動作でパレ

タイジングするケース：人がロボットの動作
エリア内に入ってもロボットは減速、停止せ
ず動作し続けている。

（b）	� 人の横で、速度は速くないが、人の顔の高さで
動作するケース：（a）と同様に、人がロボッ
トの動作エリアに入っても減速、停止などの
制御はしていない。作業者がゴーグルなどの
保護具を着けていない。

　これらは、協働ロボットを使用しているから安全
が確保されている、と誤解しているケースと言える。
　人と作業範囲を共有し、ロボットとの協調作業に
よる効率化を目的としてシステムを構築する場合、
人の安全確保を最優先する必要がある。そのために
は、使用するロボットが提供する安全機能を理解し、
ロボットの特徴に合わせた安全方策を検討できる高
度な技術が求められる。
　実際に現場では、リスクアセスメントに関して、
「難しい」、「複雑」、「何をしたら良いかよく分から
ない」等の声が聞かれる。
● 中長期的展望
①協働ロボット活用を高める技術開発
　ロボット導入推進の課題となるティーチング作業、
ティーチング人材の不足を解消するための技術開発
が活発になってきている。とりわけ、ティーチング
レスを実現するための技術開発に多くの企業が取り
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組み始めている。その中心は、ビジョンセンサ、AI
等を活用した方法である。協働ロボットの活用推進
は、新たな技術開発を促すだけでなく、新たな市場
も創造していくことが期待される。
②サービス産業への進出
　協働ロボットをサービス産業で活用しようという
流れも起きている。サービス産業でも同様に人手不
足、コロナ禍の「3密の回避」が課題となっている。
　人と同じ空間を共有できる協働ロボットの活用によ
り、人手不足を解消できるという期待が高まってお
り、中国など海外では、レストラン、マッサージな
どのサービス産業における活用事例が紹介され始め
ている。

　日本国内においても安全性を確保するための法令
の準備が急がれており、サービス産業が新たな市場
として期待できる。

　協働ロボット活用の促進には、ロボットメーカと
システムインテグレータとの密な連携、ユーザ側の
正しい知識習得が欠かせない。日本ロボット工業会
と FA・ロボットシステムインテグレータ協会の活
動に期待される面も多く、引き続き積極的な取組み
の推進が必要であると言えよう。

参考文献
	 1）	株式会社富士経済：2021 ワールドワイドロボット関連市場の現状

と将来展望 No.1 FA ロボット市場編（2022）
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● はじめに～サービスロボット市場の萌芽～
　サービスロボットの事業化・市場形成は積年の課
題1）であり、2012年の国内サービスロボット（非製
造分野）の市場規模は600億円と、産業用ロボット
（製造分野）の10分の1にも満たなかった2）。こう
した中、2015年の「ロボット新戦略」では、「世界
一のロボット利活用社会」、「ロボットがある日常の
実現」を目指し、2020年の目標として「非製造分
野で使用されるロボットの市場規模を 20倍に拡大
（600億円から1.2兆円）」が掲げられた3）。その後は、
物流、手術支援、清掃を中心に事業化が進展し、市
場が拡大した。しかし、2020年の実績値（国際ロ
ボット連盟（IFR）による）は全世界で 1.2 兆円4）と、
想定どおりに市場は成長していない。
　サービスロボットは業務用と個人・家庭用に大別
されるが、ここでは、業務用で事業性の高い分野に
焦点を絞り、市場形成を中心に 10年間を振り返り、
市場成長に向けた方策を考察する。
● サービスロボット市場の 10 年間を振り返る
（1）サービスロボットに関する政策
　サービスロボットに関する国の政策動向を俯瞰す
ると、以下の 3点に集約される5）。
①�ロボット関係の省庁は、従来、経済産業省のみで
あったが、ロボット用途の拡大に伴い、厚生労働
省（介護・生活支援）、国土交通省（社会インフ
ラの検査・点検や建設業務）、農林水産省（農業・
食品加工）等と増加し、「ロボット新戦略」では
政府全体でロボットに対する取組みが示された。
②�高機能・高性能な汎用型ロボット開発というメー
カ視点・技術開発起点から、ユーザにとってロボッ
トを導入しやすい「ロボットフレンドリー（ロボ
フレ）」な環境構築という、ユーザ視点・利活用
起点への政策転換が行われた。
③�「ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会
（RRI）」など、官民連携での事業化を当初から見
据えた取組みが増加し、市場形成に向けて、競争
領域と協調領域の切り分けが意識され、協調領域
での政策支援が進行した。

　政策については、ロボットを利活用した課題解決・
社会実装というユーザ視点が意識され、実際に利活
用しながらの技術開発、社会的受容性の醸成、市場
形成に向けた支援が打ち出されている。
（2）サービスロボットに関する民間企業の事業化
　AI 等の技術開発の進展に伴い、ロボットの知能化
が進み、データ取得・連携により他のデバイスとの
接続も容易になった。知能化したロボットは、様々
なモノやオペレーションとつながり合うことで全体
の業務システムの中でロボットを位置付けられるよ
うになった6）。民間企業の取組みについては、以下の
Amazon の取組みが示唆に富んでいる7）。
➢ �2012 年：Kiva Systemsを買収し、物流センター
向け運搬ロボットシステムの技術を活用し、自走
式ロボットを開発。商品棚を自動で従業員のいる
場所に運ぶGoods to Person システムを自社の
物流センターへ導入

➢ �2015 年：Kiva Systems を Amazon Robotics
へ改称し、全世界の自社物流施設にロボット導
入を開始

➢ �2018 年：クラウドサービスを用いてロボット開
発を容易にする新サービス「AWS RoboMaker」
を発表

➢ �2021 年：Amazon 初の家庭用ロボット「Astro」
を発売

➢ �2022 年：家庭用掃除ロボットのルンバで有名な
アイロボット社の買収を発表

　このように、Amazon は物流ロボット開発・自
社導入を足掛かりに、クラウドを活用したロボット
開発ソリューションの外販、家庭用ロボット参入な
ど、サービスロボットの領域で存在感を増している。

 最新動向
● 事業化の現状：サービスロボット市場の動向
　サービスロボットには経年比較可能な公的統計が
存在していないほか、最新（2021年）の IFR統計で
は台数ベースのみの市場規模となっているため、本

「サービスロボット」
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稿では2020年の同統計を用いた金額ベースの市場
規模を紹介したい。まず、売上高トップ 5（括弧内
は全体に占める割合）は、①医療（55％）、②輸送・
物流（15％）、③農業（14％）、④業務用清掃（5％）、
⑤検査・点検（4％）となっている（市場動向の詳
細は下表を参照）。また、コロナ禍に伴い、非接触・
非対面での業務遂行のため、消毒などのコロナ対応
ロボットも急増した8）9）。
　ユーザのロボット導入については、初期費用を少
なくする従量制課金モデル（Robot-as-a-Service：
RaaS）が注目されるが、IFRによれば、主に物流ロ
ボットでの導入に限定されている。
● 政策支援：ロボフレ環境構築
　「世界一のロボット利活用社会」、「ロボットがある
日常の実現」を現実化するため、ロボットが活躍す

る「場」の創出・拡大が必要である。「ロボット実
装モデル構築推進タスクフォース」は、主に閉鎖空
間において、施設管理、小売、飲食、食品の4分野
に注力し、業務プロセスや施設環境の標準化を行う
ことで、ロボットが活躍しやすいロボフレ環境を整
備し、ロボット導入の加速推進を目指している10）。
　また、「福島ロボットテストフィールド（RTF）」は、
陸・海・空の開放空間におけるフィールドロボット
（例：災害対応ロボット、水中探査ロボット）の一
大開発実証拠点として、2020年3月に全面開所した。
RTFは、ロボットの社会実装を推進するため、世界
トップレベルのロボット実験環境・実験技術の提供、
ロボットの安全性確保・社会実装のための仕組み作
りに貢献するとしている11）。

業務用サービスロボット市場の内訳（2020 年）※ 売上高が高い用途順に配列

用途 売上高
（億円）

売上高
（百万ドル）

全体に占める 
割合（売上高）

販売台数
（台）

全体に占める 
割合（販売台数）

単価
（ドル）

医療 3,896 3,641 55％ 17,884 14％ 203,595
　手術支援 3,786 3,538 53％ 5,341 4％ 662,479
　リハビリ・手術以外の治療 75 70 1％ 6,432 5％ 10,914
　診断 24 22 0％ 183 0％ 122,404
　その他医療 11 10 0％ 5,928 4％ 1,721
輸送・物流 1,073 1,003 15％ 43,519 33％ 23,038
　屋内環境（公共交通無し） 762 712 11％ 35,524 27％ 20,046
　屋内環境（公共交通有り） 121 113 2％ 2,797 2％ 40,508
　屋外環境（公共交通無し） 80 74 1％ 2,660 2％ 27,932
　在庫管理 66 62 1％ 2,187 2％ 28,166
　屋外環境（公共交通有り）、その他輸送・物流 44 41 1％ 351 0％ 117,949
農業 1,019 952 14％ 7,273 6％ 130,936
　搾乳 780 729 11％ 4,970 4％ 146,700
　耕作 83 77 1％ 1,234 1％ 62,723
　その他畜産関係 156 146 2％ 1,069 1％ 136,483
業務用清掃 338 316 5％ 34,433 26％ 9,186
　床清掃 252 236 4％ 20,588 16％ 11,448
　消毒 57 53 1％ 2,732 2％ 19,436
　窓、壁面、タンク、チューブ、パイプ、輸送機器（外側） 4 4 0％ 465 0％ 8,602
　その他業務用清掃 25 24 0％ 10,648 8％ 2,207
検査・点検 272 254 4％ 5,656 4％ 44,873
　施設・工事現場、その他検査・メンテナンス 198 185 3％ 2,587 2％ 71,357
　タンク、チューブ、パイプ、下水設備 74 69 1％ 3,069 2％ 22,548
ホスピタリティ 267 249 4％ 14,872 11％ 16,750
　移動式ガイド、案内、遠隔操作 233 218 3％ 13,280 10％ 16,378
　食品・飲料の調理 34 32 0％ 1,592 1％ 19,849
建設・解体 102 95 1％ 1,557 1％ 61,272
探索・救助、警備 51 48 1％ 489 0％ 98,160
その他業務用サービスロボット 109 102 2％ 6,156 5％ 16,504

業務用サービスロボット 7,126 6,660 100％ 131,839 100％ 50,518

業務用サービスロボット 7,126 6,660 27％ 131,839 1％ 50,518
個人・家庭用ロボット 4,739 4,429 18％ 19,075,876 97％ 232

サービスロボット（業務用＋個人・家庭用） 11,865 11,089 46％ 19,207,715 98％ N/A
産業用ロボット 14,090 13,168 54％ 383,545 2％ 34,332

ロボット合計（サービスロボット＋産業用ロボット） 25,955 24,257 100％ 19,591,260 100％ N/A
（出所）国際ロボット連盟（IFR）“World Robotics Report 2021”　（注）1ドル＝107円で換算
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 課題と展望
● 課題：現時点の優先取組み事項
　市場形成のための業務用サービスロボットの課題
は以下の 3点である。
①�ロボットが働きやすい場づくり（ロボットの利用

場所の創出）
　ロボットは少しでも段差があると動けなくなるな
ど、周辺環境の影響を受けやすいデリケートな存在
である。ロボフレの取組みは、前述の4分野に注力
するとしており、他分野への拡大・展開が期待され
る。ロボットが働きやすい空間が広いほど、ロボッ
トを活用したビジネス機会も増加する。
②�ロボットの潜在能力を引き出すユーザの人材育成
（ロボットの利用者の創出）
　産業用ロボットとは異なり、サービスロボットの
ユーザはロボットの利用に慣れていない。ロボット
の潜在能力を引き出しながら、ロボットを用いた既存
業務の改善や、新規事業の開発につなげられるユー
ザの育成が必要である。「未来ロボティクスエンジ
ニア育成協議会」は産業用ロボットを対象としたも
のであるが、サービスロボットも同様に組織的・継
続的な人材育成の政策支援が期待される。オーバー
スペックとならず、ユーザがつい「利用してしまう
ロボット」という観点での技術開発も必要である12）。
③�ロボットを活用した付加価値の創出（ヒトとロボッ

トによる需要・付加価値の共創）
　ロボットを活用した業務改善や新規事業は、ロボッ
ト導入自体が目的となりやすいが、ロボットを用い
ていかなる価値を提供し、需要を創出するのか、具
体化・可視化することが必要である。一口に業務用
サービスロボットと言っても、事業類型は最終消費
者と直接的接点がなく産業用に近いもの（B2B）と、
最終消費者と直接的接点があるもの（B2B2C）に
大別され、B2B2Cにおいては、最終的なサービス
受益者に対する付加価値が事業化に向けた需要創出

につながる。需要・付加価値の創出⇒収益の創出⇒
雇用の創出という流れを作るためにも、場づくりと
人材育成は必須である。
● 展望：2050 年に向けて
　「ロボット新戦略」は、製造現場から日常生活の
様々な場面でロボットを利活用することで、新たな
付加価値を創出し利便性と富をもたらす社会を実現
すること＝「ロボット革命」の実現を目指している。
「ロボット革命」実現のため、市場形成の課題を克
服し、①ロボット自体の活躍空間を一層広げ（地球
から宇宙、現実の物理空間からメタバースへ）、②ロ
ボットが利用する人間の可能性を広げ（遠隔操作・
モビリティロボットで高齢者や身体障碍者は健常者
と同様に生活）、③ロボットが地球のサステナビリ
ティに貢献する（ロボットを活用した廃棄物リサイ
クル、再エネ施設の保守・点検）ことが、中長期的
に取り組む方向性である。
　19世紀の SF 作家ジュール・ヴェルヌは、「人間
が想像ができることは、人間が必ず実現できる」と
述べた。ヒトとロボットが需要・付加価値を共創し、
「ロボット革命」を実現するため、ロボット関係者
の皆様の想像力の発揮が期待される。

参考文献
	 1）	一般社団法人日本ロボット工業会：機関誌『ロボット』（特集：サー

ビスロボットの最新動向），No.254（2020）
	 2）	経済産業省：ロボット産業市場動向調査結果（2013年 7月）
	 3）	日本経済再生本部：ロボット新戦略（2015年 2月）
	 4）	国際ロボット連盟（IFR）：World Robotics Report 2021（2021）
	 5）	一般社団法人日本ロボット工業会：機関誌『ロボット』（特集：我が

国のロボット政策），No.259（2021）
	 6）	一般社団法人日本ロボット工業会：機関誌『ロボット』（特集：デー

タとロボット），No.267（2022）
	 7）	Amazon.comプレスリリース
	 8）	一般社団法人日本ロボット工業会：コロナ禍におけるロボット活用

事例（https://robo-navi.com/servicerobot_covid/index.html）
	 9）	一般社団法人日本ロボット工業会：機関誌『ロボット』（特集：ウィ

ズコロナ、アフターコロナ），No.261（2021）
	 10）	ロボット実装モデル構築推進タスクフォース：活動成果報告書（2020

年 3月）
	 11）	公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構ウェブサ

イト（https://www.fipo.or.jp/robot/）
	 12）	一般財団法人機械振興協会経済研究所：サービスロボットの市場発

展および産業の成長に関する調査研究委員会＜中間報告＞（2021
年 3月）
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1.　ロボット施策

1.1　ロボット新戦略
　2014 年 5 月、安倍晋三元総理が OECD 閣僚理事会
での基調講演において、「ロボットによる『新たな産
業革命』を起こす」と表明し、「日本再興戦略」改訂
2014 に「ロボットによる新たな産業革命の実現」が
盛り込まれた。この背景には、欧米ではデジタルネッ
トワーク化を用いた新たな生産システムを成長の鍵
とする一方、中国などの新興国もロボット投資を加
速している中で、我が国は少子高齢化や老朽インフ
ラ、国際競争力低下等、「課題先進国」である現状
において、ロボットの徹底活用により、データ駆動
型の時代にあっても世界をリードすることを企図し
たものであった。
　これを受け、2014 年 9 月に同総理のイニシアティ
ブで、ロボットメーカ・ユーザ双方の有識者等から
なる「ロボット革命実現会議」が設置され、6 回の
会議を経て 2015 年 2 月に「ロボット新戦略（Japan’s 

Robot Strategy）」が策定された。「ロボット革命」の
狙いは、製造現場から日常生活まで様々な場面でロ
ボットを活用し、社会課題の解決や国際競争力の強
化を通じて、ロボットが新たな付加価値を生み出す
社会を 2020 年に向けて実現することである。その
実現にあたっては、①世界のロボットイノベーショ
ン拠点となること、②世界一のロボット利活用社会
になること、そして③ IoT（Internet of Things）の
ロボットで世界をリードすることの三つが柱として
掲げられた。
　ロボット革命の具体像は図 1 のとおりで、その実
現に向けた各種の研究開発プロジェクトや実証事
業、SIer 人材の育成、ロボットオリンピックとして
の World Robot Summit（WRS）の開催等の施策が
2015 年以降の 5 年間で打ち出されるとともに、その
具体的な実現にあたっての組織的プラットフォーム

「ロボット革命イニシアティブ協議会（Robot Revo­
lution Initiative）（現・ロボット革命・産業 IoT イニ
シアティブ協議会：RRI）」が設立された。

②関連施策

（出所：ロボット革命実現会議資料）　

図 1　ロボット革命の具体像
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　特に当会に大きく関連する事項としては、SIer 人
材の育成やロボットの利活用推進があり、既に第 2
章で取り上げた「FA・ロボットシステムインテグ
レータ協会（SIer 協会）」の設立とその活動、「ロボッ
ト導入実証事業」の執行を当会が担ったほか、次項
の RRI の事業活動にも関わることとなった。ここで
は、RRI、WRS について取り上げる。
1.1.1　ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ協
議会（略称：RRI）
　「ロボット新戦略」では、その具体的な推進に向
けて協働するための核となる「ロボット革命イニシ
アティブ協議会（現・ロボット革命・産業 IoT イニ
シアティブ協議会：RRI）」の設置が位置付けられ、
2015 年 5 月に同協議会が設立されている。
　その活動組織体は図 2 のとおりで、当会では WG2

（ロボット利活用推進 WG）の事務局を RRI ととも
に担い、現在も活動を行っている。
　WG2 では当初、①マッチング＆事業支援機関、②
人材育成、③環境整備を柱として活動を行ってきた。
　①は、ロボット導入を検討する事業者（ユーザ）
と、実際にロボットシステムを提供するロボットシ
ステムインテグレータ（以下、SIer）のマッチング
に関する活動である。ユーザ向けには事例の収集（ベ
ストプラクティス）・紹介、ロボット導入の手引書と
なる「ロボットの基礎知識（パンフレット）」の作成
や「SIer の登録」等を行ってきた。一方、SIer 向け
の活動内容としては、SIer に共通して求められるス
キル項目を抽出し、それぞれの項目について能力の
高さに応じたレベルをマトリクス形式にまとめた SIer
スキル標準シート「スキル標準」の策定、さらには
SIer がロボットシステムを構築する手順を最適化す
る上での工程標準としての「SI プロセス標準・RIPS 

（Robot system Integration Process Standard）」を作
成しており、これらは現在のSIer 協会に受け継がれ、
その見直しなども行われている。
　②の人材育成では、①の「スキル標準」と関連す
る内容を中心に、その概要を解説した教育・研修用
ガイドブックとしての「スキル読本」を作成してい
る。スキル読本は、SIer の業務を理解するために、
ロボットを使用した機械システムの導入提案から設
計、組立など、一連のプロセスに関わる事柄について
体系的に説明したものである。本書作成は、当会が
経済産業省から受託した 2016 年度補正事業「ロボッ
トシステムインテグレータ育成事業」において実施
したものであり、同育成事業ではまた、ロボット活
用人材の「育成機関整備」の観点から、全国の 17 機
関を採択の上、補助を行っている。また、SIer 等の
スキルを測る目安や社員のインセンティブ向上を図
る観点から、「資格制度」の検討を行ってきた。既存
の国家制度としての「技能検定」には、SIer の業務
としての「ロボットプログラム設計、教示」に関す
るものがなく、その資格制度化については数年にわ
たり WG2 で検討を重ねた。最終的に、後に設立さ
れる SIer 協会が、国家資格としてではなく協会独自
の「SIer 検定」を制度化している。
　③の環境整備では、規制改革や人協働ロボットの
普及について検討を行っており、現時点での活動内
容としては、協働ロボットの事例集作成、協働ロボッ
トの安全ガイドライン解説の作成、さらにはユーザ
視点に立った各社の協働ロボットの呼称・表記・内
容に関する情報の整理等の活動を行っている。
　また、2020 年度より WG2 内に新たに「ロボット
実装モデル構築推進 TF（タスクフォース）」が新設
され、活動を行っている。本 TF は、リーディング

（出所：RRI ウェブサイト）

図 2　RRI の組織図
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ユーザが主導し、ロボットメーカや SIer と協働して、
ロボットフレンドリーな環境構築に関する規格・標
準化の検討等を実施することを通じて、ロボット実
装モデルを構築するものである。TF 内には、施設
管理 TC、小売 TC、食品 TC、物流倉庫 TC の四つ
の TC（テクニカルコミッティ）が設置され、各々
活動を行っている。なお、施設管理 TC については、
2022 年 10 月に新法人「一般社団法人ロボットフレン
ドリー施設推進機構」を設立し、活動を行っている。
1.1.2　World Robot Summit（総称：WRS）
　「ロボット新戦略」ではイノベーション創出の一環
として、ロボットオリンピックとしての World Robot 
Summit（WRS）の開催が打ち出され、以下の 3 点
をコンセプトに、経済産業省と国立研究開発法人新
エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が主
催することとなった。

①�人間とロボットが共生し協働する世界の実現を
念頭に、世界のロボットの叡智を集めて開催す
る競技会

②�ロボット競技会「World Robot Challenge」と、
最新のロボット技術を展示する「World Robot 
Expo」から構成

③�世界中のロボット関係者が一堂に集まり、リア
ルな日々の生活、社会、産業分野におけるロボッ
トの社会実装と研究開発が目的

　WRS は当初、東京オリンピック・パラリンピック
の開催年である 2020 年の 8 月及び 10 月に開催予定と
し、WRS のコンセプトの②における競技会及び展示
会を当会と株式会社日刊工業新聞社が主催する展示会

「Japan Robot Week」の場で併催する予定であった。
　2018 年 10 月 17 日～21 日 に Japan Robot Week 
2018 が開催されたのに併せ、WRS のプレ大会とし
て競技会及び展示が東京ビッグサイトで行われた。
しかしながら、本番となる 2020 年には新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックの影

響から、東京オリンピック・パラリンピック同様に
WRS も開催は叶わず、2021 年へ延期となった。
　その後、「WRS 愛知大会」について、2021 年 9 月
9 日～12 日の 4 日間、愛知県国際展示場「Aichi 
Sky Expo」での開催に向けて準備を進めていたが、
COVID-19 感染拡大に伴う愛知県の緊急事態宣言を
受け、競技会については無観客での開催とするとと
もに、展示については Japan Robot Week 同様にリ
アル展は中止し、Web での開催となった。
　同競技会では、「ものづくりカテゴリー」、「サービ
スロボットカテゴリー（二つのチャレンジ）」及び

「ジュニアカテゴリー（三つのチャレンジ）」の 3 部
門に分かれ、「ものづくりカテゴリー」、「サービス
ロボットカテゴリー」は現地参加と遠隔参加の部門
に分かれるとともに、ジュニアカテゴリーはオンラ
イン競技となり、4 日間にわたってそれぞれの競技
が繰り広げられた。
　また、「WRS 福島大会」は、2021 年 10 月 8 日～
10 日の 3 日間、福島ロボットテストフィールド（南
相馬市）で「インフラ・災害対応カテゴリー（三つ
のチャレンジ）」の部門について開催され、観客を入
れての熱戦が繰り広げられた。

1.2　「ロボットによる社会変革推進会議」
　2019 年 5 月 8 日、内閣府、文部科学省、厚生労働
省及び経済産業省が合同で、有識者で構成される会
議体「ロボットによる社会変革推進会議」を設立し、
ロボットを取り巻く環境変化を踏まえ、先の「ロボッ
ト新戦略」の更なる推進につながる分野横断的施策
の検討、体系化を行い、6 回の会合を経て「ロボット
による社会変革推進計画」を同年 7 月に取りまとめた。
　本計画では、ロボットの社会実装を加速し、ひい
ては課題先進国である我が国のロボットによる社会
変革を推進することを目的に、産業別ではなく分野
横断的な課題（導入・普及に係る共通課題、人材育

図 3　経済産業省「ロボットによる社会変革推進計画」の概要版抜粋
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成、研究開発等）を中心として、その解決につなげ
るために必要な制度整備、施策体系を取りまとめた。
　その施策の大きな柱として、様々な課題に対応で
きるシステムインテグレータ（メガインテグレータ）
を育成し、ロボットの社会実装をさらに推進すると
ともに、産学が連携し、人材育成やロボット技術の
更なる高度化を目指している。具体的内容は図 3 の
とおりで、それに沿った施策の展開がなされている。
　ここでは、当業界に係る未来ロボティクスエンジ
ニア育成協議会（CHERSI）と技術研究組合産業用
ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）に
ついて取り上げる。
1.2.1　未来ロボティクスエンジニア育成協議会
　前述の「ロボットによる社会変革推進計画」では、
将来のロボット人材の育成に向けて、産学が連携し
た人材育成枠組の構築の必要性が打ち出された。こ
れを踏まえ、2019 年に経済産業省で「産学が連携し
た人材育成枠組構築検討会」を開催し、産業界側と
教育機関が結集して人材育成の体制構築について検
討を重ね、高等専門学校（以下、高専）や工業高校
の教育機関における産業界に対するニーズと、ロボッ
トメーカ／SIer 等が有するシーズとのマッチングを
通じた人材育成を担う「未来ロボティクスエンジニ
ア育成協議会（英語名：The Consortium of Human 
Education for Future Robot System Integration、略
称：CHERSI）」の設立に係る覚書が同年 12 月に締
結された。
　そして、2020 年 6 月 24 日付で、CHERSI が「ロ
ボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会」（RRI）
の下に設立される運びとなった。図 4 のとおり、産
業界側はメーカ 7 社と SIer 協会、教育機関等からは
3 機関が参画することとなった。
　具体的な取組みとしては、高専教員向け研修の実
施や、CHERSI 会員企業から高専向けに講師を派遣
し、授業を通して直接学生に最新の技術動向やロボッ

ト適用事例等を伝える活動を行っている。また、工
業高校では教員向け夏期講習会の開催、独立行政法
人高齢・障害・求職者支援機構では会員企業及び
SIer 協会によるオンライン講演会の開催や、同機構
の高度ポリテクセンターへの講師派遣や職業訓練指
導員研修といった活動を行っている。さらには、東
南アジア等における日本製ロボットのシェア拡大や、
利活用人材の育成に向けた海外展開の準備等も進め
ている。
1.2.2　技術研究組合産業用ロボット次世代基礎技
術研究機構
　「ロボットによる社会変革推進計画」では、施策
の方向性の一つとして「中長期的技術課題に対応す
るための産学協調体制の構築」を掲げ、産業界が協
調しつつ大学等と緊密に連携し、基礎・応用研究を
実施していくこととしている。
　これを受け、2020 年 7 月、産業用ロボットの基礎
技術研究分野において、ロボットメーカ各社が連携す
ることで単独で行うよりも研究規模・内容の拡大・深
化を促し、SDGs（Sustainable Development Goals）
に則った技術革新の基盤を強化することを目的に、

「技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究

（出所：ロボット革命・産業 IoT イニシアティブ協議会「CHERSI の活動イメージ」）

図 4　CHERSI の活動イメージ

（出所：組合員・パナソニックのプレスリリース）

図 5　ROBOCIP の取組みイメージ
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機構」（略称：ROBOCIP）が設立され（図 5）、本組
合メンバーは現在、当会正会員企業等の 9 社で構成
されている（2022 年 12 月現在）。
　なお、NEDO が 2020 年 10 月に「革新的ロボット
研究開発基盤構築事業」の実施にあたって公募を行
い、「産業用ロボットの機能向上・導入容易化のため
の産学連携による基礎技術研究」のテーマで
ROBOCIP が採択されている。
　これは、基礎技術研究分野の三つの研究項目（「モ
ノのハンドリング及び汎用動作計画に関する研究」、

「遠隔制御技術に関する研究」、「ロボット新素材と
センサ応用技術に関する研究」）を定め、検証・評
価や各研究項目において、多品種少量生産現場をは
じめとするロボット未活用領域においても対応可能
な産業用ロボットを実現するための要素技術を確立
し、加えて、各研究項目で得られた成果に基づき、
実現場を模した環境での実証試験を行い、産業用ロ
ボットの更なる普及に資することを目指している。

2.　ロボット関連プロジェクト

　この 10 年間において、特に経済産業省が NEDO
等を通じて実施した（実施中も含む）ロボット関連
プロジェクトのうちで主なもの及び当会が関わった
ものは図 6 のとおりであり、このうち第 2 章で触れ
なかったものについて、その概要を以下に取り上げる。

2.1　環境・医療分野の国際研究開発・実証プロジェ
クト／ロボット分野の国際研究開発実証事業【事業
期間：2011～2016 年度（NEDO）】
　世界の先進国はこれまで経験したことのない高齢
社会を迎えており、新興国においても急速な高齢化
や生活水準の向上に伴う健康志向の高まりが見込ま
れるほか、世界各地で発生する各種災害への対応体
制の構築も求められている。こうした背景の下、本
事業では海外の介護、医療、生産、災害、その他の
現場のニーズを反映し、世界の課題解決と我が国の
産業競争力の強化を目的とし、我が国企業が強みを

図 6　過去 10 年間におけるロボット関連プロジェクト
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有するロボット技術を核としたロボットシステムの
研究開発・実証を 5 か年にわたって実施した（図 7）。

2.2　インフラ維持管理・更新等の社会課題対応シ
ステム開発プロジェクト【実施期間：2014～2018
年度（NEDO）】
　本プロジェクトは、既存インフラの状態に応じて
効果的かつ効率的な維持管理・更新等を図るため、
的確にインフラの状態を把握できるモニタリングシ
ステムの技術開発、及び維持管理を行うロボット・

非破壊検査装置の技術開発を行い、インフラの維持
管理・更新等における財政問題及び人材・技術不足
の解決に寄与することを目的として実施したもので
ある。具体的な研究開発及び事業イメージは以下の
とおりで、5 か年にわたって実施された（図 8）。

①�インフラ状態モニタリング用センサシステム開発
②�イメージング技術を用いたインフラ状態モニタ

リングシステム開発
③�インフラ維持管理用ロボット技術・非破壊検査

装置開発

（出所：NEDO）

図 7　環境・医療分野の国際開発・実証プロジェクト／ 
ロボット分野の国際研究実証事業  事業イメージ

（出所：NEDO）

図 8　インフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム 
開発プロジェクト  事業イメージ
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2.3　ロボット活用型市場化適用技術開発プロジェ
クト【実施期間：2015～2019 年度（NEDO）】
　我が国において、今後のロボット活用を考える上
では、自動車や電気電子産業を中心にロボットの活
用が進んできた大企業だけでなく、サービス産業や
中堅・中小企業へ導入することも大きな課題となっ
ている。ロボットが活用される分野を多種多様に広
げ、全体としてロボットの市場規模を拡大させるこ
とも必要である一方、創出される新たな多様な分野
のロボット市場は、それぞれ小規模なものも多数存
在するといった全体としてロングテールな市場にな
ることが予想される。
　本プロジェクトでは、ものづくり分野及びサービ
ス分野を対象として、ロボット活用に係るユーザニー
ズ、市場化出口を明確にした上で、特化すべき機能
の選択と集中に向けた新規技術開発が5か年にわたっ

て実施された（図 9）。
　また、ものづくり分野、サービス分野（生活支援
分野等を含む）において、ロボットの初期導入コス
トの 2 割以上削減に向け、ロボットの本体価格を引
き下げるべく、汎用的な作業・工程に使えるロボッ
ト（プラットフォームロボット）の開発（ハードウェ
ア・ソフトウェアの共通化）を実施し、これら各分
野のロボット未活用領域において、ロボット導入を
促進するプラットフォーム化されたロボットシステ
ムの整備が行われた。
　なお、本プロジェクトでは、特化すべき機能の選
択と集中によるいわゆる縦方向の技術開発促進と、ロ
ボットメーカや SIer を巻き込んだ協業等によるいわ
ゆる横方向の活用促進を同時に進めるとともに、技
術開発の実施を通じて現場ニーズに応じてロボット
システムを開発できる人材育成を支援するため、RRI
や他のロボット関連プロジェクトと連携しながら、
SIer 育成の推進も行われた。

2.4　次世代人工知能・ロボット中核技術開発【実
施期間：2015～2019 年度（NEDO）】
　本プロジェクトは、次世代人工知能とロボットの
中核技術を研究開発する「基礎研究」と、次世代人
工知能技術を利活用することで社会課題の解決を目
指す「社会実装」の二つから構成され、5 か年にわ
たって開発が行われた（図 10）。「基礎研究」におい
ては、産業競争力の基盤となる世界と戦える技術、
デファクトとなる技術、トップレベルの技術を創出
することを目的とし、プロジェクト終了時点のみな
らず、終了後も広く世の中に影響のある成果を目指

（出所：NEDO）

図 10　次世代人工知能・ロボット中核技術開発  事業イメージ

（出所：NEDO）

図 9　成果適用のイメージ



第 4章　ロボット業界 10年の記録 113

し、実施された。
　「社会実装」においては、社会課題の解決を起点
として、そこで必要な人工知能技術開発とビジネス
戦略策定の二つの観点により、新たな成長市場の創
出を目指し実施された。

2.5　ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー
社会の実現プロジェクト【事業期間：2017～2022
年度（NEDO）】
　小口輸送の増加や積載率の低下など、エネルギー
使用の効率化が求められる物流分野や、効果的かつ
効率的な点検を通じた長寿命化による資源のリデュー
スが喫緊の課題となるインフラ点検分野等において、
無人航空機やロボットの活用による省エネルギー化
の実現が期待されている。
　本プロジェクトは、物流、インフラ点検、災害対
応等の分野で活用できる無人航空機及びロボットの
開発を促進するとともに、社会実装するためのシス
テム構築及び飛行試験等を実施するもので、研究開
発項目及び事業イメージ（図 11）は次のとおりである。

①�ロボット・ドローン機体の性能評価基準等の開発
②�無人航空機の運航管理システム及び衝突回避技

術の開発
③�ロボット・ドローンに関する国際標準化の推進
④�空飛ぶクルマの先導調査研究

2.6　革新的ロボット研究開発基盤構築事業【事業
期間：2020～2024 年度（NEDO）】
　本事業は、多品種少量生産現場をはじめとするロ
ボット導入があまり進んでいない領域にも対応可能
な産業用ロボットの実現に向け、産業用ロボットに
おいて重要な要素技術の開発を推進するものである。
また、既存技術の改良・改善のアプローチのみなら
ず、サイエンスの領域に立ち返った技術開発を行い、
これまでロボットに関わることのなかった異分野の
技術シーズの取り込みなどによるイノベーションの
創出、さらに国際競争力の強化を目指している。
　研究開発内容及び事業イメージ（図 12）は次のと
おりであり、前述の ROBOCIP が、本事業において

「産業用ロボットの機能向上・導入容易化のための産

（出所：NEDO）

図 11　ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト  事業イメージ

（出所：NEDO）

図 12　革新的ロボット研究開発基盤構築事業  事業イメージ
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学連携による基礎技術研究」のテーマで採択され、
次の開発を行っている。

①汎用動作計画技術
②ハンドリング関連技術
③遠隔制御技術
④ロボット新素材技術
⑤�自動走行ロボットを活用した新たな配送サービ

ス実現に向けた技術開発

2.7　人と共に進化する次世代人工知能に関する技術
開発事業【事業期間：2020～2024 年度（NEDO）】
　既に様々な分野やタスクに AI 技術の適用が拡大
されつつある一方で、製造・医療・交通といった社
会的・経済的な影響が大きい分野やタスクについて
は、AI 技術の適用は限定的となっている。これら
の分野に対しても AI 技術の適用を拡大していくた
めには、人と AI がそれぞれの得意領域において役
割を分担して協働し、人と AI が共に成長・進化す
る「人と共に進化する AI システム」の実現が重要
となってくる。
　本プロジェクトでは「人と共に進化する AI シス
テム」の基盤技術を開発し、それら技術が円滑に社
会に適用されるよう、AI システムの評価・管理手法
の確立、さらに容易に構築・導入できる AI 技術の開
発も併せて行うもので、研究開発項目は以下のとお
りである（図 13）。

①人と共に進化する AI システムの基盤技術開発
ⅰ．�人と共に進化する AI システムのフレーム

ワーク開発
ⅱ．�説明できる AI の基盤技術開発
ⅲ．�人の意図や知識を理解して学習する AI の

基盤技術開発

ⅳ．�商品画像データベース構築のための研究開発
②実世界で信頼できる AI の評価・管理手法の確立
③容易に構築・導入できる AI の開発

3.　税制

　ロボットの普及にとって、ロボットメーカ等によ
る開発・普及努力はもとより、政策的措置としての
特別償却又は税額控除等の税制がその普及促進に果
たした役割は非常に大きいと言える。ここでは、ロ
ボットの普及促進に係るこの 10 年間の関連税制につ
いて取り上げる。

3.1　中小企業投資促進税制
　中小企業投資促進税制は、中小企業の力強い成長
に向けた総合経済対策の一つとして、その投資を促
進する観点から時限措置として 1998 年に創設され
た制度である。
　本制度は、青色申告書を提出する中小企業者など
が、その指定期間内に新品の機械及び装置などを取
得又は製作して国内にある製造業、建設業などの指
定事業の用に供した事業年度において、その特定機
械装置等の基準取得価額の

①30％相当額の「特別償却」又は
② 7％相当額の「税額控除」の選択適用
③�資本金 3 千万円超で 1 億円以下の法人について

は特別償却のみの適用
とする制度で、これまで上乗せ措置等の内容に変更
はあったものの継続・延長がなされ、今日に至って
いる。
　上乗せ措置については、次の 3.2 節の「生産性向
上設備投資促進制度」の創設に伴い、「特別償却」は

（出所：NEDO）

図 13　人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発事業  事業イメージ
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30％から即時償却が可能となり、「税額控除」は 7％
から 10％に、③については 7％の税額控除も可能と
なった（上乗せ措置の適用期間は、2014 年 1 月 20
日～2017 年 3 月 31 日まで）。
　また、この上乗せ措置の適用を受けようとする場
合は、3.2 節の税制同様、当会が設備（ロボット及び
電子部品実装設備）の要件確認及び証明書の発行を
行うこととなり、2014 年 3 月 4 日より手続きを開始
し、2017 年 3 月末まで実施した。
　なお、本税制は 2017 年 4 月以降、その適用にあ
たっては中小事業者（ユーザ）等が確定申告時に所
定の手続きを行うこととなっている。

3.2　生産性向上設備投資促進税制
　2014 年 1 月 20 日に「産業競争力強化法」が施行
され、我が国国内において、質の高い設備の投資を
促進することで事業者の生産性向上を図り、もって
我が国経済の発展を図ることを狙いとする「生産性
向上設備投資促進税制（中小企業投資促進税制の上
乗せ措置を含む）」が創設され、同年 1 月 20 日より
適用となった。
　本制度は、「先端設備（A 類型）」や「生産ライン
やオペレーションの改善に資する設備（B 類型）」を
導入する際の税制措置で、2014 年 1 月 20 日から 2017
年 3 月 31 日の間に取得等をし、かつ、事業の用に供
した設備が対象となるもので、A 類型の設備につい
ては所定の工業会が、B 類型の設備は経済産業局で
確認等を受けた後、取得価額要件等を満たした場合
に税制措置を受けられるというものである。
　当会は、A 類型における「ロボット及び電子部品
実装設備」の証明書発行団体として、製造業者から
の申請に基づいて以下の対象要件を確認の上、当該
証明書の発行業務を行い、本制度を通じてロボット
及び電子部品実装設備の普及促進を行った。
　なお、本税制の対象要件は、以下のとおりである。

①�最新モデル：最新モデルとは、各メーカの中で
以下のいずれかのモデルをいう。
イ．�一定期間内（機械装置は 10 年以内）に販

売が開始されたもので、最も新しいモデル
ロ．�販売開始年度が取得等をする年度及びその

前年度であるモデル 
②�生産性向上：生産性向上の指標については、「単

位時間当たりの生産量＝生産効率」、「精度」、「エ
ネルギー効率」等を要件とし、年平均 1％以上

向上していること
③�最低取得価額：ロボットなどの機械装置の場

合、単品 160 万円以上
　また、税制措置は以下のとおりとなっている。

④�適用期間：2014 年 1 月 20 日～2016 年 3 月 31日※1

⑤�内容：即時償却と税額控除（機械装置は 5％）の
いずれかの選択制
イ．�即時償却：通常の償却費用にプラスして、

ロボット等の取得価格全額を費用に計上す
ることを可能とし、当期の税負担を軽減

ロ．�税額控除：ロボット装置などの取得価額の
5％を、支払うべき税金の額から控除（税額
控除額は、当期の法人税額の 20％が上限）

（※1 �2016 年 4 月 1 日～2017 年 3 月 31 日：特別
償却（50％）と税額控除（4％）の選択制）

3.3　中小企業等経営強化税制及び固定資産税の特
例措置
　2017 年度税制改正において、「中小企業経営強化
税制」が創設され、従来の「機械及び備品」に加え、

「器具及び備品」が追加された。また、2018 年 6 月
6 日から生産性向上特別措置法が施行され、固定資
産税の特例措置が設けられた。
　中小企業強化税制は、中小企業等経営強化法の経
営力向上計画の認定を受けた一定の中小企業者など
が、2017 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までの指
定期間内に、新品の特定経営力向上設備等を取得又
は製作もしくは建設して、国内にあるその法人の指
定事業の用に供した場合に、その指定事業の用に供
した日を含む事業年度において、特別償却又は税額
控除を認めるもので、当会は、生産性向上設備（A
類型※2）の税制措置に必要な生産性向上要件の確
認及び証明書の発行を行っている。
（※2 �生産性向上設備（A 類型）の他に収益力強化設

備（B 類型）、デジタル化設備（C 類型）、経
営資源集約化に資する設備（D 類型）がある）

　対象設備及び税制措置は、以下のとおりとなって
いる。

①�中小企業経営強化税制：生産性向上設備（A 類
型）
イ．�対象の中小企業者等

・�資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下
の法人

・�資本金又は出資を有しない法人のうち、常
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時使用する従業員が 1,000 人以下の法人
・�常時使用する従業員が 1,000 人以下の個人
・�協同組合等

ロ．�税制措置
・�資本金 3,000 万円以下の法人：即時償却又

は取得価額の 10％の税額控除の選択適用
・�資本金 1 億円以下～3,000 万円超の法人：

即時償却又は取得価額の 7％の税額控除
の選択適用

②�先端設備導入計画
イ．�対象の中小企業者等は①と同様
ロ．�固定資産税の課税標準が 3 年間にわたって

0～1/2 の間で、市町村が定めた割合に軽減
される。

③�対象設備及び要件
　生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平
均 1％以上向上する設備（当会での対象設備は、
産業用ロボット、電子部品実装設備、ロボット
に係る器具及び備品のみ）
イ．�機械及び装置：最低取得価額 160 万円以上

で販売開始時期が 10 年以内
ロ．�器具及び備品：最低取得価額 30 万円以上

で販売開始時期が 6 年以内

3.4　コネクテッド・インダストリー税制
　「コネクテッド・インダストリー税制」は、一定の
サイバーセキュリティ対策が講じられたデータ連携・
利活用により、生産性を向上させる取組みについて、
それに必要となるシステムやセンサ・ロボット等の
導入を支援する税制措置として、2018 年 6 月に創設
され、2020 年 3 月末をもって廃止された。本税制に
ついては当会のウェブサイトにより PR を行った。
　本税制の対象事業者及び税制措置等は、以下のと
おりである。

①�対象事業者：青色申告事業者（業種・資本規模
による制限はない）

②�課税の特例の内容
認定事業計画（認定革新的データ産業活用計
画）に基づいて行う設備投資について、税額控
除 3％（賃上げ※3 を伴う場合は 5％）又は特別
償却 30％を措置。

（※3 �継続雇用者給与等支給額が対前年度増加率
3％以上を満たした場合）

③�対象設備：ソフトウェア、器具・備品、機械・
装置
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　自治体によるロボット関連での取組みは、都道府
県のみならず市レベルにおいても多々見られるが、
本節では誌面の制約から主なものを取り上げる。

1.　福島県／南相馬市

　東日本大震災からの復興を促進することを目的と
して、福島県ではロボット関連産業の集積を目指し、
県内企業のロボット産業への参入促進にあたってロ
ボットの要素技術の開発や実証を行う事業者に対す
る必要経費を補助したり、県内のロボット関連産業
の基盤強化とネットワーク形成を図るために、産学
官で構成される「ふくしまロボット産業推進協議会」
を 2017 年 5 月に設立し、活動を行っている。

1.1　ふくしまロボット産業推進協議会
　同協議会について県のウェブサイトでは、ロボット
関連産業の集積を目指し、廃炉・除染、災害対応、イ
ンフラ点検、物流、医療・介護、農業など、多分野で
の活用が期待されているロボット及びドローンについ
て、当該分野への会員の進出等を促進するとともに、
会員相互交流の活性化、グループによる実用化開発推
進、取引拡大等に向けた取組みを行うこととしている。
　具体的には、四つの研究会（①廃炉・災害対応ロ
ボット研究会、②ロボット部材開発検討会、③ロボッ
ト・ソフトウェア検討会、④ドローン活用検討会）で
の活動のほか、ロボット関連産業集積・支援コーディ
ネータによる個別相談・受注支援等のサポートや、
公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推
進機構及び福島県医療機器産業協議会との連携が行
われている。

1.2　南相馬ロボット産業協議会
　2006 年 2 月設立の「南相馬機械工業振興協議会」
と、2011 年 12 月に東日本大震災以降の新たな経済

成長と雇用創出を実現するため、官民一体となって
ロボット関連産業の創出を目指し発足した「南相馬
ロボット産業協議会」が、2016 年 6 月「南相馬ロボッ
ト産業協議会」として統合された。新たな協議会の
目的は、より広い分野の技術を有した一つの技術集
団として、会員相互に更なる知識や技術力の向上を
図るとともに、互いの技術を活かすことで各々の分
野におけるビジネスチャンスを創出し、地域全体の
産業発展をより強力に推進することとなっている。
　活動内容としては、①人材育成、②新製品、新技術
の開発促進及び技術水準の向上、③同業種、異業種
間などの企業間交流、④会員企業振興のための情報の
収集・提供及び調査研究の 4 事業に注力している。

2.　茨城県／つくば市

　茨城県では、研究開発中のロボットやロボットを
使用した新たなサービスの社会実装に向けた実証試
験を支援することで、製品化、事業化を推進し、県
内ロボット産業の育成・振興を図ることとし、実証
フィールドの紹介・提供や、実証試験費・改良費の
補助などにより、実証試験を推進する取組みを 2015
年度から 2020 年度の 5 か年にわたって実施した。
　具体的な取組みとしては、「いばらき近未来技術実
証推進事業（2015 年度）」、「いばらきロボット実証試
験・実用化支援事業（2016～2018 年度）」及び「近未
来技術社会実装推進事業（2019～2020 年度）」の各事
業があり、支援を受けたロボット等のうち、2021 年 9
月時点で 17 件の製品化・事業化が報告されている。

2.1　つくばチャレンジ
　「つくばチャレンジ」は、つくばチャレンジ実行委
員会及びつくば市が主催し、国立研究開発法人科学
技術振興機構、一般社団法人日本ロボット学会、一
般社団法人日本機械学会ロボティクス・メカトロニ

③地方自治体の取組み
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クス部門、及び公益社団法人計測自動制御学会シス
テムインテグレーション部門の共催で、2007 年より
毎年実施している移動ロボットによる自律走行の技
術チャレンジで、ロボット実証として由緒あるもの
である。人々が普段使っている実環境における自律
走行技術の進歩を目的とし、研究者と地域が協力し
て、つくば市内の遊歩道等の市街地で実施している。
　本チャレンジでは、様々な組織の研究者が移動ロ
ボットを開発して実験を行い、その結果と経験を互
いに共有することで、技術レベルの向上を目指すと
ともに、ロボット技術の現状を一般の人々が見て、
正しい理解を得ることを目的としている。
　したがって、本チャレンジは順位をつける競争の
場ではないことから、賞金もなく、あくまでも研究
者と地域が協力して行う、先端技術への挑戦と公開
実験の場となっている。

3.　東京都

3.1　Tokyo Robot Collection
　東京都では、「Tokyo Robot Collection」を 2019 年
度から 2020 年度の 2 か年にかけ実施した。東京オリ
ンピック・パラリンピックを見据え、同大会を史上最
もイノベーティブとすることを目的に、都内の様々な
フィールドにおける移動支援（自動車の自動運転シス
テムを除く）・警備・清掃・接客等多様な用途に関し、
サービス事業等の場において人間と共存しつつサービ
スを提供するロボットの実証が行われた。本事業を
実施することで、東京の成長戦略に資し、都が抱える
様々な課題解決に向けた新しい社会実装モデルを形成
するとともに、ロボット分野等の先端テクノロジーの
PR を行うことを目的としたものであった。

（1）2019 年度
　2019 年度は、以下の 5 テーマについての実証が行
われた。

①「駅構内での AI 案内ロボット実証」
　駅改札内において、駅へのロボット導入に向け
た課題や、どのようなロボットの形態やシステム
が利用者にとって親しみを感じるか等を検証する
ため、多言語対応が可能な 10 種類の AI 案内ロ
ボットの実証を実施した。
②「街全体のロボット実装化に向けた実証」
　街へのロボット導入に向けた課題を検証するた
め、不特定多数が集まる夜間の屋外施設という環

境下において、飲食物の調理や商品の搬送、コミュ
ニケーションや警備など、全 7 種類のロボット実
証を実施した。
③「運搬ロボットの自律・追従走行実証」
　オフィスビル内外の入り組んだ通路や段差等の
環境下、また、多くの来場者が行き交う外通路の
環境下で、野菜等の重量物を自律走行や追従走行
により運搬する実証を実施した。
④「空港での警備・災害等対応ロボットの実証」
　空港ターミナルにおいて、空港内の警備業務の
効率化、負担軽減に向けた検証を行うため、巡回
警備や不審物検出、案内業務、災害時避難誘導等
の業務を代替できる全 4 種類のロボットで実証を
実施した。
⑤「エレベータと連動したロボット実証」
　オフィスビルにおいて、自律移動警備ロボット
をビルのエレベータ管理システムと連動させ、フ
ロアを移動してのビル内警備業務を行う実証を実
施した。また、自動でエレベータを呼び出し、自
律での乗込み、さらにフロア間を移動して乗降と
いう一連の動作について、運用上の問題がないか
等を検証した。

（2）2020 年度
　2020 年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大により高まっている社会課題（非接触、非対面、
遠隔でのサービス提供等）の解決に焦点を当てた、
以下の 3 テーマの実証が行われた。

①「軽症者等用宿泊療養施設等の感染症対策に向
けた実証」
　軽症者等用宿泊療養施設や福祉施設等の職員、
療養者等の負担軽減・感染拡大防止等に資するこ
とを目的とし、ビジネスホテルにおいて、搬送や
清掃、コミュニケーション、検温等について、全
9 種類のロボットによる実証を実施した。
②「都市型複合施設のニューノーマル実現に向け
た実証」
　複合施設の商業エリアにおいて、感染症流行下
での安心・安全な店舗運営に資することを目的と
し、搬送ロボットや案内・コミュニケーションロ
ボット等を用いて、非接触・非対面でのサービス
提供や自動ドア／エレベータと連動した広範囲に
搬送を行う実証を、全7種のロボットで実施した。
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③「多種多様なロボット連携による安心・安全な
エリアマネジメント実現に向けた実証」
　ビジネス施設や商業施設が集積したエリアにお
いて、感染症流行下での施設管理業務や来訪者の
安全確保等の安全・安心なエリアマネジメントを
実現するため、警備、清掃、搬送、施設案内等の
個々の業務を全 8 種類のロボットで支援しつつ、
複数種のロボットの管理を一元的に行う実証を実
施した。

3.2　地方独立行政法人東京都立産業技術研究セン
ター
　都立産業技術研究センター（以下、都産技研）で
は、サービスロボットの社会実装を目指し様々なロ
ボット技術を開発している。2015～2021 年度におい
ては、「ロボット産業活性化事業」及び「サービス
ロボット社会実装支援事業」を実施した。
　ロボット産業活性化事業では、案内支援・点検支
援・産業支援・介護支援の四つの分野で利用可能な

「サービスロボットの事業化」を目指す中小企業を支
援するため、技術支援に留まらず、「公募型共同研究
事業」、「サービスロボット SIer 人材育成事業」といっ
たロボットの共同開発を実施したり、東京ロボット
産業支援プラザ（現・DX 推進センター）を開設し、
安全性評価試験の実施、「サービスロボット事業化
交流会」や各種セミナー開催による人材育成など、
様々な事業を実施してきた。さらに、ロボットには
第三者機関による適合性評価を実施し、リスクアセ
スメントの精査から実機試験までを行い、安全規格
への適合を実現している。
　特に、実用化を目指した共同研究開発では、都産
技研が開発した会話機能・移動機能・安全性を確保
した自律移動案内ロボット「Libra」における基盤技
術をベースとしたサービスロボット 34 件が試作さ
れた。
　2021 年度より新たに「中小企業の 5G・IoT・ロボッ
ト普及促進事業」がスタートしているが、本事業の
ロボット分野では、従来の 6 年間にわたるロボット
関連事業の成果を活用し、人と共存するロボットの
技術開発、製品化を通じた中小企業の技術力を国内
外にアピール・魅力発信し、ロボットの実活用によ
り都市生活の質の向上を図ることとしている。
　都産技研では、ロボットの試作開発支援のための
設備を備えた「DX 推進センター」を支援拠点として、

ロボットの試作や安全性・信頼性評価に必要な様々
な実験・検証が行えるようになっている。

4.　神奈川県／「さがみロボット産業特区」

　神奈川県の「さがみロボット産業特区」（以下、特
区）は、2013 年 2 月に指定を受けた地域活性化総合
特区の一つで、「生活支援ロボット」を通じて社会課
題を解決しつつ、域内の経済活性化のため、ロボッ
トの開発・実証事業の促進、普及啓発や関連産業の
集積化に取り組んでいる。特区で行われる事業は、
総合特別区域法に基づき、①規制・制度の特例措置

（区域限定）、②財政上の支援措置（関係府省の予算
を重点的に活用等）、③金融上の支援措置（利子補給
制度）の優遇制度の活用等が可能であることも特徴
である。その対象地域は、相模原市、平塚市、藤沢
市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名
市、座間市、綾瀬市、寒川町、愛川町の 10 市 2 町で、
特区の取組みのイメージは図1のとおりとなっている。

出所：神奈川県「さがみロボット産業特区」ウェブサイト

図 1　さがみロボット産業特区の取組み イメージ図

　　また、特区では以下の 3 点を前提としている。
①「徹底した『出口戦略』」
　特区での「出口戦略」とは、「出口＝ビジネスベー
スでの成功」を見据えた取組みを意味し、「域内経
済の活性化」という特区の最終目標に関わる重要な
視点に鑑み、ビジネスベースでの成功に向け、開発
と普及の両面での支援に取り組んでいる。
②「開かれた場の提供」
　一般に自治体が企業支援を行う場合、当該自治体
内の立地企業に限る場合が多いが、特区では県内企
業のみならず、広く全国に門戸を開いている。域内
経済の活性化に向け、有望な案件を広く誘致、支援
対象とすることで、域内企業との技術連携、商取引
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の促進、さらに特区の取組みを契機とした同県への
新規立地も目指している。
③「特区自体の認知度向上を重視」
　認知度向上は、参加企業の増加による活動の活
性化及びロボットの社会受容性の向上に資する重
要な取組みと考え、「人々のいのちを守る」とい
う絶対的なイメージを持つ「鉄腕アトム」を特区
のイメージキャラクターとしている。

　第一期（2013～2017 年度）では、介護・医療・福
祉、高齢者の生活支援、災害対応の 3 分野を対象と
し、第二期（2018～2020 年度）では、上記 3 分野に
加え、農林水産、インフラ・建設、交通・流通、観
光、犯罪・テロ対策等の分野を対象とした実用化支
援（実証実験、普及啓発、事業化支援等）が行われ、
この 8 年間で 27 件のロボットが商品化された実績
がある。
　2021 年度からは、引き続き実証実験や企業向け支
援等を行うとともに、「新型コロナウイルス感染症対
策ロボット実装事業」として、新型コロナウイルス
感染症対策に資するロボット等の実装に意欲的な施
設に対し、実装に向けた実証を推進するとともに、
その効果検証を踏まえ、ロボット等を実装したモデ
ルケースの創出を目指している。

5.　愛知県

　愛知県は、自動車産業を基幹産業として、製造品
出荷額、事業所数及び従業員数いずれも全国有数の
規模を誇るが、ロボット産業を自動車、航空宇宙に
次ぐ柱とすることを目指し、2014 年 11 月に「あい
ちロボット産業クラスター推進協議会」を立ち上げ
ている。
　同県では本協議会を核として、医療・介護など様々
な分野でロボットの開発側と利用側が開発段階から
連携し、新たな技術・製品を創出する取組みによ
り、ロボット産業の集積を図り、世界に誇れるロボッ
ト産業拠点として発展させることを目指している。
　県のロボット施策は以下のとおりである。

（1）参入検討支援
①「あいちロボット産業クラスター推進協議会」の
運営
　ロボット産業拠点の形成に向けた方策等の検討、
②のワーキンググループ（WG）におけるロボット
の開発や実用化・普及に関する取組み、会員交

流、ロボット産業の集積に必要な取組み（展示会
出展支援）
②ワーキンググループの開催
　製造・物流、医療・介護、無人飛行の各 WG に
おけるロボットの開発や実用化・普及に関する取
組み
③企業の取組支援　

（2）企画・設計支援
①「サービスロボットリスクアセスメント研修会」
の開催
　ロボット開発に取り組んでいる、又はこれから
取り組もうとしている県内中小企業等を対象に、
サービスロボットの安全技術の基本であるリスク
アセスメントや機能安全の概要紹介、具体例を基
にしたリスクアセスメントシートの作成実習研修
会の開催

（3）研究開発支援
①「あいちサービスロボット実用化支援センター」
による支援
　医療や介護をはじめとするサービス分野のロボッ
トの実用化や普及を支援するほか、愛・地球博記
念公園等でのロボットの実証実験支援、中小企業
のロボット導入・活用を促進するためのセミナー
開催、中小製造業とロボットメーカ等とのマッチ
ング支援、介護リハビリ支援ロボットの開発・実
用化支援、無人飛行ロボットの山間部等における
荷物配送の実証実験等
②「知の拠点あいち重点研究プロジェクト」によ
る研究開発支援
　大学等の研究シーズを活用したオープンイノベー
ションにより、県内主要産業が有する課題を解決
し、新技術の開発・実用化や新たなサービスの提
供を目指す産学行政連携の研究開発プロジェクト。
1 期 3 年でプロジェクト件数は 3 テーマの 27 件（総
額 9 億円程）であり、テーマにはロボット分野も
含まれ、2022 年より 4 期目となっている。
③「新あいち創造研究開発補助金」による研究開
発・実証実験支援
　産業空洞化に対応するため、「産業空洞化対策
減税基金」を活用した研究開発・実証実験を支援
する補助金で、2014 年より運用開始。ロボットも
次世代成長分野の一つとして対象分野とされ、大
企業及び市町村は原則として 1/2 以内、中小企業
は 2/3 以内の補助率（大企業は 2 億円以下、中小
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企業及び市町村は原則1億円以下）となっている。
（4）実証実験支援

①国家戦略特区（近未来技術実証プロジェクト）
の推進
②「愛・地球博記念公園」等での実証実験支援

（5）普及促進
①各種展示会への出展支援

6.　福岡県／北九州市

　福岡県では、同県が有するポテンシャルを活かし、
ロボットの研究開発を推進し産業の推進を図るため、
県、福岡市及び北九州市が事務局となり 2003 年 6 月
に産学官連携による推進組織「ロボット産業振興推
進会議」を設立するなど、自治体としての取組みの
歴史は古い。同会議は「福岡先端システム LSI 開発
拠点推進会議」と 2005 年 9 月に統合され、「福岡県
ロボット・システム産業振興会議」として、県内に
集積するロボットや半導体関連の企業、大学等のポ
テンシャルを活用し、産業振興に取り組んできた。さ
らに同会議は、新たな半導体・デジタル産業の創出
を目指して、2022 年 6 月に「福岡県半導体・デジタ
ル産業振興会議」に改組されている。

6.1　福岡県半導体・デジタル産業振興会議
　これまでに福岡県が培ってきたものづくり産業の
技術ポテンシャルを活用し、半導体（グリーンデバ
イス）やデジタル産業（ロボット、IoT、デジタル化
システムや宇宙ビジネス）に関する新技術開発や、
新産業創出を目指した活動を行っている。
　また、同会議内の「ロボット・システム開発セン
ター」において、半導体の設計（EDA）ツールや検証
評価のための高速演算装置等を整備の上、人材育成か
ら研究開発、事業展開まで総合的に支援している。
　ロボット・システム関連技術開発及び新産業の創
出にあたっては、公益財団法人福岡県産業・科学技
術振興財団を通じた「ロボット・システム関連製品
開発支援事業」のほか、人材育成として「システム
開発技術カレッジによるロボット・システム関連技
術者の養成」、「ベンチャー企業支援」及び「社会シ
ステムの実証」等に係る事業を実施している。

6.2　北九州市
　北九州市は、世界的な産業用ロボットメーカや、ロ

ボット分野に応用可能な要素技術を持つ中小企業、
さらに全国的にも先駆的なロボットベンチャー企業
やロボット関連技術の研究開発に取り組む大学、研
究機関が集積している。また、既述の福岡県、福岡
市とともに設立した「ロボット産業振興推進会議」を
中心に、「ロボット開発・実証実験特区」の認定を
受け、これまで公道上でのロボット歩行実証実験を
開始するなど、全国的にも先進的な取組みを行って
きたと言える。

（1）北九州市 ロボット・DX 推進センター
　地域の中小企業のニーズに応え、ロボット導入や
DX（IoT の導入、業務のデジタル化）推進をワンス
トップで支援するため、同市の「ロボット技術セン
ター」が 2022 年 4 月に「ロボット・DX 推進センター」
に改組された。同センターでの活動である「導入支
援」、「操作体験」、「人材育成」等の取組みを通して、
ロボット導入や DX 推進に意欲のある地域企業を総
合的・一元的に伴走支援するとともに、集い・つな
がりの場として地域企業と高等教育機関、金融機関
等との連携を促進し、産学金のハブとしての機能を
果たすとしている。具体的な取組みは以下のとおり
である。

①導入支援
　ロボット導入に取り組む企業に対し、経験豊富
なコーディネータが伴走支援をし、段階に応じて
専門家の派遣や補助金の紹介等をワンストップで
支援
②操作体験
　ビジョン付きロボット・教育ロボット、組立ハ
ンドリングシステム、パラレルリンクロボットの
デモ展示を行っており、見て、触れて、操作する
ことが可能
③人材育成
　ロボットや IoT の導入、活用等を推進する企業
向け人材育成講座やスクール等（経営層向け、現
場リーダー向け等）を開催
④研究開発支援

幅広い研究開発を支援
・�市内発ロボット創成事業：市内でのロボット

ニーズ調査から試作品づくりまでをトータル
にサポートすることで、新たなプロジェクト
の立上げやニーズに応じた研究開発や実証実
験を支援

・�ロボット関連研究開発プロジェクトへの支援：
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市内の大学や企業等で進められている様々な
プロジェクトに対し、研究会の運営や技術的
助言、ユーザとのマッチング、各種研究開発
助成への応募支援等のコーディネート活動を
実施

⑤北九州ロボットフォーラムの運営：以下の（2）
を参照

（2）北九州ロボットフォーラム
　長年にわたる「モノづくり」の中で培われてきた
技術、人材、そして熱意に加え、これらのポテンシャ
ルを十分に引き出すことにより、北九州市は我が国
のロボット産業をリードするロボット産業集積地と
して大きく発展する可能性を持つとの信念の下、2006
年 2 月、「北九州ロボットフォーラム」が設立された。
同フォーラムは、産業界、大学、行政が一体となっ
て、これまでのロボットの研究開発に留まらず、実
証化・事業化を目指した取組みを強化し、ロボット
産業の拠点化を図ることを目的に次の活動を行って
いる。

①会議開催
　ロボットに関する最新の技術動向やビジネスに
ついての講演会、セミナーなどを随時開催
②研究開発支援
　「公共ニーズ調査」として、博物館や文学館な
どの公共施設や、福祉・医療施設などにおいて導
入可能なロボット技術を調査し、プロジェクトを
企画、また試作品づくりを支援。「研究プロジェ
クトへの支援」として、企業、大学・研究機関等
の共同研究開発プロジェクトの実施を支援
③実用化・事業化の支援
　会員企業、大学・研究機関が開発しているロボッ
ト及びロボット技術の実証化・事業化の支援
④人材育成の推進
　次代を担うロボット技術者や研究者の育成と、
市民のロボットへの理解を促進する事業の実施
⑤情報発信・交流の促進
　フォーラム活動 PR のため、展示会への出展や
PR 事業の実施
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1.　はじめに

　本稿ではロボットに関する海外動向として、最近
10 年間の主要な政策を取り上げ、その変遷を考察す
る。まずは、主要地域・国のロボット政策のうち、産
業用・サービスロボットの導入支援策について述べる。
次に、ロボットの頭脳部分に相当する人工知能（AI）
を中心に、ELSI（Ethical, Legal and Social Issues）
や社会的受容性に関連した規制動向を述べる。な
お、本稿の対象地域・国は、欧州（EU）・米国・中
国の三つである。また、欧州のロボット政策は EU
共通の欧州委員会によるものと各国政府によるもの
が存在するが、本稿では欧州委員会の施策にフォー
カスしている。

2.　ロボットの導入支援政策について

2.1　欧州・米国・中国の共通点と相違点
　欧州・米国・中国の共通点として、ロボット単体
を点として支援するのではなく、例えば、EV 工場誘
致を積極的に行うことで工場内で稼働するロボット
を増やすという、ロボット活躍の場の創出、面的な
支援を意識しているように感じられる。また、ロボッ
ト導入支援策の力点が次第にロボットの頭脳部分で
ある AI に比重が移っている点も、全体的な傾向とし
て読み取ることができる。
　他方で、政策支援の枠組み・実施主体（who）の
観点では、欧州は「産学官」による連携、米国は「産」
主導、中国は「官」主導という相違が存在する。ま
た、ロボットをハードウェアとソフトウェア（AI）に
大別し、政策支援の注力領域（what）を整理した場
合、欧州は「ハードウェアとソフトウェアの双方」、
米国は「ロボットの頭脳部分である AI・ソフトウェ
ア」、中国は「ロボットのハードウェアである構成
部品の内製化」という相違が見られる。そして、政

策支援の方法（how）であるが、欧州においては「欧
州域外も含むコラボレーションを通じたイノベーショ
ン誘発」、米国においては「公的機関は黒子として
民間企業の自主性を尊重」、中国では「中央政府・
地方政府による手厚い補助金」となっている。

2.2　欧州のロボット導入支援政策について
2.2.1　欧州の導入支援政策の特徴
　欧州（欧州委員会）のロボット政策の特徴は、以
下の 3 点に集約される。
①�ロボットに関する取組みを俯瞰的に示しながら、

産学官が連携して実施
②�ロボットに関するオープンな連携の場つくりに注力
③�オープンな連携の場を欧州だけでなく全世界のロ

ボット関係者へも拡大することで、国際標準化で
優位に立つことを企図

2.2.2　欧州の導入支援政策の変遷
　上記の特徴が顕著に表れている最近 10 年間の欧州
のロボット関連の主要政策として、「Horizon 2020」1）

及び「SPARC」プロジェクト2）の 2 点を紹介したい3）。
　まず、「Horizon 2020」は 2014～2020 年の 7 年間
にわたる総額 800 億ユーロの資金助成制度で、複数
パートナーによる研究・イノベーションプロジェク
トを対象としている。産業界と学術研究を結び付け
ることを狙いとしており、世界で最大かつ最もオー
プンな研究助成プログラムで、欧州だけでなく全世
界に広く開かれているとしている（ただし、日本な
どの技術先進国が参加する場合、技術先進国側が担
当する研究部分について自己資金を調達する必要あ
り）。コンソーシアムを対象にした事業は原則とし
て、加盟国 3 か国以上の機関の参加が必要であり、
全て国際共同研究となる。EU 加盟国以外も準参加
国となれば、当該国の機関も EU 内と同じ条件で参
加可能としている。プロジェクトにより、国際標準
化に関与する場合もあるとのことである4）。

④海外動向
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　「Horizon 2020」に関連したロボット分野における
主な取組みとして、官民パートナーシップ（欧州委員
会、企業、研究機関）による世界最大のロボットに
関する民間研究／技術革新プログラム「SPARC」が
2014 年に発足している。「SPARC」は、欧州委員会
に対してロボット分野における財源の勧告を行う役
割を担っている。「SPARC」の予算規模は、2020 年
にかけて欧州委員会が 7 億ユーロを投資したのに加
え、約 250 の大学や研究機関、企業からなる欧州の
コンソーシアム「euRobotics」が 21 億ユーロを拠出
し、総額 28 億ユーロとなっている5）。2020 年に向け
ての取組みは「Multi-Annual Roadmap：MAR」に
示され、以下の七つが有望市場・応用分野とされて
いる（当該 7 市場・分野は、ロボット関連技術、ロ
ボット、ロボット関連サービスという三つの観点か
ら取組みが細分化されている）。
　①製造：製造、食品製造、中小企業による製造
　②�ヘルスケア：外科、セラピー・リハビリ訓練、

補助ロボット
　③農業：農業、林業、漁業
　④�消費者：家庭消費財、生活用品、エンターテイ

メント
　⑤�生活・治安：生活インフラ、環境、探索・救助、

警察、救急サービス
　⑥�商業（B2B）：鉱物資源、電気・ガス、建設、検

査・モニタリング
　⑦物流・交通：公共交通、物流交通、倉庫
　また、技術的な観点での注力領域として、（a）シ
ステム開発、（b）ヒューマンロボットインタラクショ
ン、（c）メカトロニクス、（d）知覚、（e）ナビゲーショ
ン、（f）認知、の 6 点が挙げられている6）。

2.3　米国のロボット導入支援政策について
2.3.1　米国の導入支援政策の特徴
　米国のロボット政策の特徴は、以下のとおりである。
①�民間企業が主導しており、政府の支援は全体像や

全体の方向性を示すことが中心
②�ロボットの AI・ソフトウェア領域に注力
③�国家・経済安全保障の観点が強く意識され、米国

国防総省の内部部局である国防高等研究計画局
（DARPA）が中心となり、軍事関連を起点とし
て先端技術開発に民間企業とともに取り組む

2.3.2　米国の導入支援政策の変遷
　上記の特徴が顕著に表れている最近 10 年間の米

国のロボット関連の主要政策を以下に紹介したい。
　2009 年、「A Roadmap for US Robotics： From 
Internet to Robotics」のロードマップ初版が発表さ
れた。産学（特に学）からなるグループが、今後取
り組むべき点をロードマップとして連邦議会・連邦
省庁に提示した7）。その後、2013 年、2016 年、2020
年にロードマップの更新版が公表されている8）。
　2011 年、ロードマップ初版を受けて、米国政府は

「国家ロボットイニシアティブ（National Robotics 
Initiative：NRI）」を発表した9）。同イニシアティブ
は、ロボットのソフトウェア領域である頭脳部分

（AI、音声・画像認識）を中心にロボットの基礎研
究に対する支援を打ち出している10）。
　2018 年、大統領府は、AI が医療・食糧生産・製
造・運輸・エネルギーをはじめとする広範な産業に
変容をもたらす状況を踏まえ、AI に係る政策検討
の場として AI サミットを開催した。同サミットに
は産学官のリーダー約 100 名が参加し、研究開発、
労働力開発、AI イノベーションを妨げる規制上の
障壁撤廃等について議論した。そして、米国が AI
分野でトップであり続けるために民間部門が最大限
のイノベーションを発揮できるよう、「自由市場・
分散型開発の原則」に基づくエコシステム支援が打
ち出された11）。
　2019 年には、AI サミットの議論を踏まえ、科学技
術政策局（OSTP）は「Accelerating America’s Lead­
ership in Artificial Intelligence」（AI イニシアティ
ブ）を発表した。その目的として、国家の発展、国
家・経済安全保障の確保・強化、米国人の生活の質

（QoL）向上を掲げている。本イニシアティブの 5
本柱は以下のとおりである11）。
①�R＆D：AI に係る産学官の R＆D エコシステム強

化への投資
②�データ活用：連邦政府所有のデータ、モデル、コ

ンピューティング・ソースの活用促進
③�標準化：AI システムに対する Public Trust を強

化すべく、AI 開発に係るガイダンスの策定。国
立標準技術研究所（NIST）が中心となり、信頼
性、ロバスト性、相互接続性等を備えた標準化

④�労働力開発：新たな AI 時代に適用すべく、労働
者による AI 関連スキルの習得支援、コンピュー
タ科学や STEM 教育の推進

⑤�国際展開：AI における米国の優位性、国家・経
済安全保障における重要な技術の堅持・強化
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2.4　中国のロボット導入支援政策について
2.4.1　中国の導入支援政策の特徴
　中国のロボット政策の特徴は、以下の 3 点に集約
される。
①�中央政府・地方政府が主導し、一定規模以上の企

業に対して積極的に補助金を支給
②�ロボットのハードウェア、構成部品の内製化に注力
③�国際競争力を有するロボットメーカの育成を企図
2.4.2　中国の導入支援政策の変遷
　上記の特徴が顕著に表れている最近 10 年間の中
国のロボット関連の主要政策を以下に紹介したい。
　2012 年の「智能制造装置産業 “十二五” 発展計画」
では、ロボットが製造業における重要な構成要素で
あるとされ、2015 年の「中国製造 2025」でロボッ
トは十大重点分野の一つとなるに至った。
　2016 年 4 月に発表された「ロボット産業発展計画

（2016－2020 年）」では、最終的なゴールとして、コ
ア部品の国産化比率 50％以上を打ち出している12）。
また、①アーク溶接ロボット、②真空（クリーン）
ロボット、③自動プログラム知能産業用ロボット、
④協働ロボット、⑤双腕ロボット、⑥重量物積載
AGV、⑦消防救援ロボット、⑧手術ロボット、⑨
知能公共サービスロボット、⑩知能介護ロボット、
という十大重点製品のほか、五大要素部品として①
高精密減速機、②高性能ロボット専用サーボモータ
及びアクチュエータ、③高速高性能コントローラ、
④センサ、⑤エンドエフェクタを挙げ、重点的に発
展させるとした13）。上記の目標や重点製品・部品に
関連した取組みについては、企業は中央政府からの
資金補助として、中央財政科学技術計画の研究開発
費を活用することができる。
　また、同年 12 月には「産業用ロボット業界規範
条件」が発表された。技術力が低い産業用ロボット
メーカやシステムインテグレータ（SIer）が多数存
在しており、当該企業に対する地方政府の支援に中
央政府が懸念を持っていたことが、同規範条件公表
の背景にある。同規範条件では、政府の支援対象と
なるロボット関連企業に一定の条件を設けた（例え
ば、年間売上総額 5,000 万元以上又は年間生産台数
2,000 台以上）。ロボットへの参入企業を増やす方向
で中小企業に対して分散型の政策支援が採用されて
いた従来の政策から、一定規模以上の企業に政策支
援を集中させることで、企業の合併・集約・淘汰を
通じた国際競争力を有するロボットメーカの育成支

援へと政策転換が行われたと評価できる（企業の量
を重視する政策から企業の質を重視する政策への転
換）12）。このように、2016 年には重要なロボット導
入支援策が立て続けに公表されたため、中国ロボッ
ト産業発展の「元年」と位置付けられることも多い。

3.　�ロボット・AI 関連の ELSI、社会的受
容性に関する海外規制動向について

3.1　規制概観
　ロボット・AI 関連の政策については、ロボット業
界の育成など、前述の導入支援施策がメインである
一方、ロボット・AI の技術進化や導入進展に伴い、
この 10 年間で次第にロボット・AI の社会的受容性
や ELSI に関する政策も各国で打ち出されている。国
際的にも 2019 年の OECD による AI 原則（加盟国
42 か国が採択）をはじめ、2021 年には国連教育科
学文化機関（ユネスコ）が世界初となる AI の倫理
に関する国際規範を策定している。世界的にもまだ
未成熟な分野である一方、今後、ロボットや AI が
企業活動に留まらず、個人・家庭生活でも利用が増
加することが予想される。このような変化を踏まえ
ると、ELSI や社会的受容性に関する議論は、将来
的に一層、重要になってくる。本節では欧州・米国・
中国の 10 年間の規制動向を振り返り、欧州・米国・
中国の規制を比較しながら、ロボットビジネスへの
影響について考察したい。

3.2　欧州の規制とその特徴
　欧州委員会は、ロボットと法に関する調査として

「RoboLaw Project」を 2012 年に開始し、その成果
は「Guidelines on Regulating Robotics」として 2014
年に公表された。2015 年からは欧州議会の法務委
員会に「ロボティクスと AI に関するワーキング・グ
ループ」が設置された14）。そして、2021 年 4 月、欧
州委員会は世界初となる AI に対する法的義務を伴う
包括的な規制『AI 規則案』を発表し、2022 年 12 月
には EU 理事会で採択されている（今後、欧州議会
との交渉を踏まえて最終化）15）。
　上記のとおり、10 年間の欧州の規制動向を振り返
ると、規制の主軸がロボットから AI に次第にシフト
していることを読み取ることができる。また、欧州
では導入支援策と同様に社会的受容性に関する規制
においても、包括的・網羅的なアプローチが採用さ
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れている点が特徴である16）。以下、『AI 規則案』の
概要とビジネスへの影響について述べる。
　『AI 規則案』は、AI システムについてリスクを四
つに類型化し、リスクに応じた類型ごとに規制内容
を変えるというリスクベースアプローチを採用して
いる点が特徴である。①「許容できないリスク」のあ
る AI（例：サブリミナルな技法）⇒禁止、②「ハイリ
スク」のある AI（例：交通管理、電気・水道・ガス
など重要インフラの管理・運営）⇒規制、③「限定リ
スク」のある AI（例：チャットボット）⇒透明性確
保義務、④「最小リスク」の AI⇒規制なし、の四つに
区分し、それぞれの区分に応じて求められる要件を
規定している。AI システムとは、①機械学習、論理
ベース・知識ベース、統計などのアプローチで開発
されたソフトウェア、②人間が定めた一定の一連の
目的のために、当該ソフトウェアが相互作用する環
境に影響を与えるコンテンツ、予測、推奨又は決定
などのアウトプットを生成することができるもの、と
いう二つの要件を満たすものとしている。違反した
場合、最大で 3,000 万ユーロもしくは全世界売上高の
6％のうちどちらか高い金額が制裁金として課される
可能性があるほか、AI システムのリコールなどの是
正措置を公的機関から義務付けられる可能性もある17）。
　また、当該規制は、EU 所在の者を対象に AI シス
テム・サービスを提供した場合、『AI 規則案』が日
本所在の提供者にも適用されるという域外適用にも
留意するが必要である。例えば、日本において遠隔
操作ロボットを用いながら、欧州においてサービス
提供を行う場合、域外適用として『AI 規則案』の規
制が適用される可能性がある。

3.3　米国の規制とその特徴
　2008 年、米国人工知能学会（AAAI）は有識者会
合「AI の長期的な未来に関する AAAI 会長パネル」
を設置した。2014 年、AI などの新技術を人類が活用
できるよう研究支援を行う団体「Future of Life In­
stitute」が創設され、同団体には大学研究者のほか、
起業家・技術者も参画している。2015 年、イーロ
ン・マスクなど著名な起業家・投資家が非営利研究
機関「Open AI」を設立した。「Open AI」は同機
関での研究を通じて、安全な AI を構築し、AI の恩
恵をできるだけ広く社会と共有することを目的として
いる。2016 年、Amazon、Google、Facebook、IBM、
Microsoft の 5 社が「Partnership on AI」の設立を発

表した（2017 年には Apple、Intel、ソニー、Salesforce
も参加）14）。官においても、2021 年に入り、国土安全
保障省が顔認証を含む AI 導入に関する意見募集を実
施、国防総省が責任ある AI ガイドラインを発表、国
家 AI イニシアティブ局が AI 研究支援ツールポータ
ルを開設するなど、取組みを本格化しつつある18）。
　欧州や中国では官主導で規制が進んでいる一方、
米国においては民主導、特にテクノロジー企業によ
る自主規制が先行していると評価できる。政府は直
接的な規制を極力控えているように理解でき、民間
企業による自主規制の動向が鍵となりそうだ。

3.4　中国の規制とその特徴
　2021 年、中国科学技術部国家新世代人工知能ガバ
ナンス専門委員会が「新世代の人工知能倫理規範」
を発表した。AI が常に人間の制御下にあることを確
保することを目標としており、①人類の幸福の増進、
②公平と公正の推進、③プライバシーとセキュリティ
の保護、④制御可能性と信頼性の確保、⑤責任者の
明確化、⑥倫理意識の向上、という六つの基本的な
倫理要件に加えて、18 の具体的な倫理要件（例：ア
ルゴリズムに関する安全性・透明性の強化）も提示
している18）。2022 年にはアルゴリズムに関する情報
を政府に提供する規制を新たに打ち出し、中国のハ
イテク大手企業は自社で開発したアプリで使用して
いるアルゴリズムの詳細を開示し始めている19）。当
該アルゴリズム規制は直接的にはロボットを対象と
したものではないものの、中国政府は欧州・米国と
比べて、新技術に対してより迅速かつ直接的な規制
を課す可能性が高いものと推察される。
　このように、中国の規制は官主導という点では欧
州と同様であるものの、利用者の人権や開発企業に
対する配慮という点よりも、政府による統制の実効
性をいかに高めるのかという点がより重視されてい
るように思われる。また、規制の検討から執行にあ
たってのスピードが迅速である点も特徴である。

4.　まとめ

　この 10 年間を改めて振り返ると、AI の利用進展が
主なドライバーとなり、ロボットは産業用途の工場
内を飛び出し、より多用途で様々な場所で活躍する
身近な存在になってきている。このような背景か
ら、ロボットがより広く定義され、政策もロボット
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導入支援のみならず、ロボットの社会的受容性に関
しても議論・具体化が徐々に拡大・深化している。
人間とロボットの接点は、今後一層増加すると見込
まれるため、今後の政策は、想定されるリスクを極
小化しつつ、人間とロボットの双方の潜在能力を引
き出し合う制度設計が求められる。日本はロボット
フレンドリー政策を打ち出し、心理的にもロボット
を味方と考える人が多いように思われる。名実とも
に世界最先端のロボットフレンドリーな国として、
日本の産学官プレイヤーの皆様のグローバルレベル
での活動に敬意を表しつつ、今後の更なる活躍を心
から応援したい。
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第 5 章

はじめに
　一般社団法人日本ロボット工業会では、2022 年 10 月に創立 50 周年を迎えることを契機に、創立 50 周年
事業の一環として「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」を念頭に、『ロボット産業ビジョン 2050』を策
定することとなった。
　本ビジョンの策定にあたっては、当会会員企業の若手技術者に加え、学識経験者で構成された「ロボット
産業ビジョン策定委員会」の下、2050 年における我が国の “ありたき姿” とその実現に向けた “ロボット産
業の目指すべき中長期の姿” を示すこととした。なお、本ビジョンは、未だ深堀りすべき点があることから
最終版ではなく、引き続き委員会体制を残して継続的に議論を続け、アップグレードを図ることとしている。

『ロボット産業ビジョン 2050』（要約版） 
─  人・社会・環境と共存するロボット  ─

1.　�『ロボット産業ビジョン 2050』 
（要約版）

　2012 年、当会では創立 40 周年を迎えるのを契機
に『ロボット産業ビジョン ─次の 10 年に向けて─』
を策定した。これは、ロボット業界の現状と課題を
踏まえつつ、次の 10 年に向けても引き続き我が国
のロボット産業が確固たる競争力を維持し、さらに
大きく飛躍することを目指して、その戦略と具体的
方策を取りまとめたものである。
　それから 10 年が経ち、この間に国内外のロボット
産業を取り巻く状況は大きく変化し、ロボット技術
の進展も顕著である。今後は、ロボット技術はこれ
までのものづくりのみならず、多様化する社会の様々

な分野のニーズに応えるものとして、その活躍の場
が一層広がっていくと考えられる。また、当会では
ロボット技術を「課題解決型技術」と位置付け、国
内外が直面する諸課題解決の一翼を担い、SDGs（持
続可能な開発目標）に貢献できるものと考えている。
　こうした状況を踏まえ、この度創立 50 周年を迎
えるにあたり、次の 50 年に向けた足掛かりとして新
たに『ロボット産業ビジョン 2050』を策定すること
とした。本ビジョンの策定にあたっては、「ロボッ
ト産業ビジョン策定委員会」（委員長：淺間 一東京
大学教授）を組織し、2050 年の我が国の “ありた
き姿” とその実現にあたっての “ロボット産業の目
指すべき中長期の姿” について議論を重ねた。
　本節では、本ビジョンの要約版を収録する。

展望
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第 1 章　我が国を取り巻く現状及び対応の方向性

1.　我が国を取り巻く現状

　ありたき姿の実現にあたっては、政治・経済・社会の基盤が確固たるものであることを前提としてはじめ
て実現可能といえる。つまり、政治基盤としては、民主主義がゆるぎなく維持されるとともに、経済基盤では、
資源・エネルギー及び食糧等を海外に大きく依存する我が国にとって、グローバル経済の下、競争力（輸出・
輸入力）を有することでそれらが安定的に確保でき、さらに、社会基盤として、社会インフラの整備をはじ
め安全・安心な暮らしが約束されていることが前提である。
　翻って、経済基盤を例にとるならば、我が国は 1990 年初頭より失われた 30 年とも言われるように、経済
成長率は先進国中でも突出して低く、国債累積残高は GDP の 2 倍を超え、2022 年末で 1,000 兆円を超えるほ
どの厳しい財政状況にある。特に、グローバル経済の下でこれまでの先進国のみならず新興国の台頭も含め
た競争が一層高まる中、我が国の競争力の更なる低下が懸念されている。その要因として、イノベーション
力の劣化に加え、自前主義や過去の成功体験の呪縛による製品のガラパゴス化やコモディティ化、IT・デジ
タル化の遅れ等の要因が指摘されている。
　また、我が国の総人口は、2008 年をピークに減少に転じているが、少子化が進む一方で高齢化が進み、我
が国の人口は、2021 年 10 月時点で約 1 億 2,550 万人、65 歳以上の人口は 3,621 万人となっている。総人口に
占める高齢化率は世界で最も高い 28.9％で、2065 年には 38.4％となることが推計されている。このように、
出生率の低下による高齢化率の高まりは、年々社会保障費を膨らませることで国家財政に負担（2022 年度で
は、歳出の約 33％で最大）を強い、技術革新の源である文教・科学技術振興費や社会インフラ整備に必要な
公共事業費等の拡充にも大きな影響を与えている。同時に少子高齢化による労働力不足は、我が国の競争力
低下を助長するとともに、後継者不足や技術継承の問題も招く結果ともなっている。
　一方、グローバルな視点で見るならば、グローバル競争及び IT・デジタル化の進展に伴う国内外での経済
的格差拡大、世界的な人口増加に伴う食料・資源問題、地球温暖化に伴う気候変動での風水害等に加え、
COVID-19 でのパンデミック、更にはロシアのウクライナ侵攻にみられる戦争や紛争といった地政学的リス
ク等、多くの課題が存在している。
　また、2015 年 9 月に国連本部で開催の「国連持続可能な開発サミット」において持続可能な開発目標「SDGs」
が採択されているが、ここでは、「誰一人取り残さないこと」を原則として 17 の目標を掲げている。
　これらの国内外での諸課題に対して、ロボット及びロボット技術が如何に課題解決の一端を担えるかが本
ビジョンの役割でもあると考える。

2.　ロボット産業の動向

2.1　産業用ロボットの市場動向
　我が国の産業用ロボットは、設備財であることで景気変動に左右されながらも、近年はグローバル経済の
拡大による海外需要に支えられ、2021 年に受注高が初めて 1 兆円を突破した。今日、産業用ロボットの最大
の需要先は中国で、国際ロボット連盟（IFR）の 2021 年の発表では、総出荷台数の 5 割強を占めるまでとな
るとともに、同国は内製化率を高めつつあり、我が国のロボット産業にとっての脅威ともなりつつある。

2.2　サービスロボットの市場動向
　一方、サービスロボット市場については、我が国の研究開発の歴史は世界的にも古く、様々な用途のプロ
トタイプが生まれたが、その上市は一部の分野（介護、パワーアシスト等）を除き、海外勢に比べて遅れが
目立っていることに加え、海外製ロボットが日本市場を席捲しつつある。市場競争力という観点から当該分
野における我が国の競争力は低いのが現状ではあるものの、当該分野は未だ市場としても黎明期にあり、我
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が国としても大いに挽回の余地はあると考える。なお、IFR によると、2021 年の世界の業務用の販売台数は
2020 年比 37％増、家庭用は 2020 年比 9％増と確実に市場拡大の方向にある。

3.　社会課題を解決する先端技術

　近年、人工知能（AI）、IoT、仮想現実（VR）、第 5 世代移動通信システム（5G）等の技術の更なる進化に
よって、働き方や暮らし方に大きな変革が期待される。これら技術を活用あるいは融合することによって、
様々なロボットが出現しつつあり、様々な形態で多様な用途に利活用される可能性が期待されている。
　ロボット技術の利活用推進にとっても技術の健全な発展が重要である。以降の節では、様々な社会課題が
ある中で、「ロボティクスがもたらす持続可能な社会」実現にあたっての方向性を提示したい。

4.　課題解決に向けた対応の方向性

4.1　多様な人材を確保し、イノベーションにつなげる。
　少子高齢化により生産労働人口が減少している我が国が豊かな社会の維持・発展を継続していくためには、
多様な人材を受け入れていく必要がある。結婚・出産を機に離職した女性、定年を迎えたシニア世代や障碍
者等も含め、彼らが自立し負担なく働くことのできる環境を生み出すことは非常に重要である。あるコンサ
ルティング会社の調査によると、似通った人材の集団よりも多様な人材の集団の方が、アイデア、発想やス
キルが統合されることで、イノベーション力の向上に資することができるとしている。つまり、イノベーショ
ンを起こすための手段の一つとして、海外人材も含め多様な人材を受け入れ、活躍できる環境を生み出すこ
とが重要となる。
　少子高齢社会の中、我が国の経済成長と社会の持続可能性を両立させるために、負担なく生きがいを持っ
て自己実現の場としても働くことのできる制度と環境があることは、ありたき姿の一つとして捉えている。
また、先端技術の実用化にはデュアルユースの問題が付きまとう。技術の健全な発展と普及に向けては、ルー
ルメイキングやガバナンスの観点も含めた長期ビジョンの策定が重要であると考える。

4.2　SDGs に資する取組み
　IFR は、SDGs に資する目標として、次のように表明している。「ロボットの利用は、国連が定める持続可能
な開発目標の達成において、重要な役割を果たす。ロボットがより良い地球を創造する上で貢献することの
できる 13（17 テーマ中）の SDGs を特定する」。それらの目標は、ロボットが人の代わりに負荷の大きな仕
事やロボットにしかできないことを行うことや、環境のための製品生産・行動が中心となっている。本ビジョ
ンにおいても、ロボットによって、誰もが生きがいと働きがいを実感し、経済成長をもたらし、産業と技術
革新の基盤を作り出すための道筋を描くこととする。
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第 2 章　ロボット産業ビジョンの概要

1.　ロボット産業ビジョン策定委員会について

　本ビジョンの策定にあたっては、ロボティクスを「課題解決型技術」と捉え、それによりスマート化され
た社会を生活面のスマートコミュニティと生産面のスマートプロダクションに大別する。更には、スマート
コミュニティを平時の場面と非常時の場面に区分した。別の観点から、スマート化をもたらす技術の健全な
発展を考慮に入れ、安全・倫理・法的側面でも検討を進めることとした。以上の観点により、四つのワーキ
ンググループ（WG）を編成し、検討範囲を定めた。

①スマートプロダクション WG：第 3 章・・・生産の観点
②スマートコミュニティ平時 WG：第 4 章第 1 節・・・日常生活の観点
③スマートコミュニティ非常時 WG：第 4 章第 2 節・・・災害やパンデミック等非常時の観点
④人とロボットの共生 WG：第 5 章・・・安全、法律、倫理等の観点

　本ビジョンでは、上記①～③の WG で “ありたき姿” と「現状」、「技術的方策」、「社会的方策」の三つに区分
された “道筋” を提示した。なお、これらの WG で策定した “ありたき姿” を安全、法、倫理の観点から補完する、
人とロボットの共生 WG は、「インパクト」、「ガバナンス」、「リスク」、「センスメイキング（受容性）」に区分し、
検討を行った。

2.　ロボット産業ビジョンのイメージ

2.1　平時における社会のありたき姿と価値の創出
2.1.1　平時における社会のありたき姿

図 1　平時における社会のありたき姿
（日本ロボット工業会作成）

　平時における社会のありたき姿は、図 1 に示すように、「高い QOL でなおかつ多様な形で自己実現できる
ウェルビーイングに満たされた社会」である。その社会は、生活面では、生活や仕事の負担から限りなく解
放されており、生き生きとコミュニティを育むことができる。すなわち、身体的にも、精神的にも、社会的
にも良好な状態でいることができる。労働面では、安全かつ効率的で、多様性が認められており、やりがい
を持って働くことができる。上記のありたき姿のために、ロボットの安全性が確保され、なおかつ充分に信
頼された上で社会に溶け込んで人と共生する「人ロボット共生社会」が実現されている。
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2.1.2　平時におけるありたき姿のための価値の創出

図 2　平時におけるありたき姿のための価値創出
（日本ロボット工業会作成）

　平時における社会のありたき姿の実現のためには、図 2 に示すように、誰もが、いつでも、どこでも、遠
隔で直観的な操作によって作業ができるようなロボット技術が実装されている必要があり、それにより、人
は、サービス、介護や教育等がいつでもどこでも受けられる。更に、エネルギー効率の高い製品で満たされ
ており、環境にも充分に配慮されている必要がある。上記のロボット技術の実装には、安全だけでなく安心
も担保することが求められるが、そのためには、ユーザに向けて、ロボットメーカ、官庁等認証機関や保険
会社が一体となって安全なユースケース事例を積み上げることによって、ユーザの信頼度を高め、安心して
ロボット技術を利活用できる仕組みを整備する必要がある。

2.2　非常時における社会のありたき姿と価値の創出
2.2.1　非常時における社会のありたき姿

図 3　非常時における社会のありたき姿
（日本ロボット工業会作成）

　非常時における社会のありたき姿は、図 3 に示すように、「宇宙フィールドとデジタル技術を活用しつつ、
人とロボットが協働して暮らしを支えていく社会」である。災害時には、状況に応じて必要なロボットが切
れ目なく投入され、衛星情報を参照しながら人と協働で復興活動を行う。また、自動化された点検作業によ
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りインフラ等がデジタル管理され、軽微な損傷のある状態においても、日々補修作業が自動で行われる。更
に、ロボット技術により、あらゆる労働場面においても遠隔作業が可能となり、感染の可能性が限りなく低
減されている。すなわち、幅広いロボット技術やデジタル技術により、人とロボットの協働によって、非常
時でも万全に対応できる仕組みの整った社会である。

2.2.2　非常時におけるありたき姿のための価値の創出

図 4　非常時におけるありたき姿のための価値創出
（日本ロボット工業会作成）

　非常時における社会のありたき姿のためには、図 4 のように、きわめて低遅延の通信技術により、幅広い
作業を、どこからでも、遠隔操作によって行うことができるロボット技術が活用され、なおかつ、センサに
よって収集された膨大なデータが AI により解析される共通基盤技術が利用できる仕組みが必要である。

第 3 章　スマートプロダクション～持続可能な社会に資する産業の姿～

　スマートプロダクションに包含される様々な業種において共通する身体的・精神的・社会的ウェルビーイ
ングについて考え、それらウェルビーイングが実現された労働環境の 2050 年のありたき姿を説明する。

図 5　スマートプロダクション  2050 年のありたき姿
（日本ロボット工業会作成）
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1.　人と協働する AI ロボットのありたき姿と道筋

1.1　安全・安心かつ効率的な協働作業・役割分担
1.1.1　ありたき姿
　人と協働する AI ロボットのありたき姿として、3 点の観点を説明する。1 点目は、「安全・安心かつ効率
的な協働作業・役割分担」を実現することである。ここで安全とは、ロボットが人の作業者と同じ作業空間
内で稼働する際に、ロボットが作業者に衝突しないことも含めた、ロボットが人へ危害を加えないこととす
る。産業用ロボットの安全に関しては従来から数多くの取組みがなされているが、今後は安全性を踏まえた
範囲内において高速で稼働するロボットにおいて、作業者が恐怖心や脅威を抱かないような動作を生成する
という、安心に配慮することも期待される。また、作業者の安全・安心を確保した上で、高速・高精度とい
うロボットの特性を活用して生産性を向上させることが重要であり、さらには安全・安心の基準は作業者に
よって異なるため、作業者に応じた安全制御を適用することも求められる。
1.1.2　現状
　現状の安全技術の多くは、人とロボットの衝突可能性範囲を時間的・空間的に広く設定して安全側に余裕
を持って衝突回避を実現している場合が多い。人とロボットが同じ作業空間内で隣接して作業を行う協働ロ
ボットでは、接触を検出して動作を停止する等の方法が採用されている場合もあるが、停止前に衝突が発生
するため、作業者が痛みを感じる場合等もある。また、安心という観点からは、従来はロボットがどのよう
な動作を行うのか作業者は予測できず、隣接して作業を行っている際にロボットの動作が気にかかり、本来
の作業に集中することが困難になるといった課題も指摘されている。
　更に、安全を考慮しながら効率性を重視すると、作業者の位置や状態に応じた速度制限をロボットに課す
ことが多いが、協働ロボットは安全のため、かつ衝突等の最悪のケースを想定して大幅に動作速度が制限さ
れていることが一般的である。
1.1.3　実現するための技術的方策
　上記の現状の課題を回避するための技術的方策として、安全のためには、作業者とロボット間でお互いの
状況を把握し、衝突を回避する技術を構築することが挙げられる。また安心のためには、作業者の特性や状
態のセンシングと、ロボットが行う動作を適切に作業者に提示するマルチモーダルコミュニケーション技術
の確立が挙げられる。安全性と高効率の両立のためには、状況に応じた最適な動作速度が実現でき、かつ作
業者と衝突しないロボットの動作計画が必要となるであろう。
1.1.4　実現するための社会的方策
　社会的方策として、安全・安心と高効率の両立を前提としたロボット運用方法の標準化や、リスクアセス
メント規格の修正等が求められる。

1.2　誰もがどこからでも使える AI ロボット
1.2.1　ありたき姿
　次に「誰もがどこからでも使える AI ロボット」という観点から、人と協働する AI ロボットのありたき姿
を考える。今後は遠隔操作型ロボットの拡充により、作業場での実際の手作業はロボットへと置き換わり、
作業者は遠隔からロボットへの動作教示や運用を行う可能性がある。また、近年の仮想空間の技術的・社会
的な目覚ましい発展を鑑みるに、作業者は仮想空間上で作業場へと出勤し、遠隔操作型ロボットを介して作
業を行うことも可能になるであろう。
1.2.2　現状
　上記のありたき姿が求められる一方で、現状では、人による遠隔操作を前提としたロボットが実際に現場
で用いられていることは少なく、また、人との接触への対策や警告、強制指示の在り方等のロボット遠隔操
作に対する安全規格が制定されているとは言いがたい。さらに、ハッキング対策等の遠隔操作に対する安全
性の確保が十分ではなく、ロボット遠隔操作の規格も統一されていない。それに加えて、ロボット操作に関
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する教育が一般化されていない等の課題も指摘されている。
1.2.3　実現するための技術的方策
　このような課題を解決する技術的方策として、遠隔操作ロボットを導入することが当たり前となる社会の
コンセンサスと、その実現に必要となる 6G の一般化による高速通信網の整備や、ブロックチェーンのよう
なより強固なセキュリティ技術の開発といった、安全・安心な遠隔操作に必要な基盤技術の更なる整備が求
められる。
1.2.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、遠隔操作ロボットのための規格制定や、作業者においてロボットの遠隔操作が当た
り前となる教育システムの導入、基盤となるロボット・通信・ビッグデータ等への投資や、国際的な連携・
協力・教育体制の構築が必要となるであろう。

1.3　人の心身状態の変化の気づきと人と人をつなぐコミュニケーションの創出
1.3.1　ありたき姿
　ロボットに搭載されたセンサもしくは環境に配置されたセンサ群、個人が所有するウェアラブルセンサを
用いて、労働者の表情、心拍数、会話の頻度等を計測し、また業務日誌等から得られる業務量・効率等を結
びつけることによって、職場での心身状態の変化に対する気づきと改善への提案がなされることが期待され
る。また、コミュニケーションが不得手である人同士をうまくロボットが仲介してつなげることや、職場で
の作業をうまく補完しあえる人同士をつなげる等、新しい職場コミュニケーションのカタチが提案でき、健
康でやりがいのある働き方を実現することができる。
1.3.2　現状
　人の心身状態を把握するという意味での、現状技術は、個人が所有するセンサ（スマートウォッチ等）に
よるデータ管理が主流であり、職場に配置されたセンサ等の利用は限定的である。また、取得されたライフ
ログデータの可視化はできるが、そのデータからの健康状態に関する改善策の提案等は困難である。また、
プライバシー情報の組織的管理・共有に関する規制が十分でなく、さらにはロボットを介して人同士をどの
ようにつなげるかの方法論も確立されていない。
1.3.3　実現するための技術的方策
　ありたき姿を実現するための技術的方策としては、職場で容易に使用が可能な非接触センサを用いたライ
フログ技術の構築と、様々な環境で取得されたライフログデータの同期、それらデータ解析に基づく健康状
態把握・管理・改善提案手法の構築や、高セキュリティデータ保護・共有技術の構築が挙げられる。
1.3.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、プライバシー情報を含むライフログデータの取り扱い規定の制定や、プライバシー
データを共有することやデータセキュリティといったリスクと、ライフログデータを用いた健康状態の把握
と改善点提案やロボットを介したコミュニケーションの場の創出というベネフィット、それらを踏まえてど
のように導入するかという議論の醸成が必要となる。

2.　デジタルツインを活用したスマートプロダクションのありたき姿と道筋

2.1　誰でも使えるロボット
2.1.1　ありたき姿
　本節では、デジタルツインを活用したスマートプロダクションのありたき姿を三つの観点から紹介する。
内閣府の Society5.0 によると、「サイバー空間とフィジカル空間を高度に融合する」ことの重要性が指摘され
ている。サイバー空間でシミュレーション等が実現でき、それをフィジカル空間にフィードバックすること
で、様々なレベルにおけるロボットやシステムの活用が期待できる。基盤レベルとしては、デジタルツイン
を活用することで「誰でも使えるロボット」の実現が期待される。
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2.1.2　現状 
　現状では、ロボット動作のティーチングには専門知識と熟達が必要であり、その専門性の高さゆえにオペ
レータ不足が問題となっている。また、外的要因ロバスト性の低さも課題である。
2.1.3　実現するための技術的方策
　上記の課題を解決する技術的方策としては、AI 技術を用いたティーチング自動化による簡易ティーチング
インタフェースの実現や、異常状態データに基づく学習による全自動復帰とロバスト性向上の実現、人・複
数ロボット協調制御シミュレーション技術の確立等が期待される。
2.1.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、AI 技術のオープンソース化によって誰もが AI 技術をロボットやシステムに実装可
能とし、またロボットメーカごとに違うデータを使用するのではなく規格の統一を図り、ビッグデータの共
通化を行うといった取組みが必要となるであろう。

2.2　誰でもできるシステムインテグレーション
2.2.1　ありたき姿
　ロボットや AI を自由に使いこなせるようになれば、他のセンサや周辺機器等をうまく組み合わせたシス
テムインテグレーションが容易となる。そこで次のレベルとしては、「誰でもできるシステムインテグレー
ション」の実現がありたき姿となる。2050 年のスマートプロダクションのシステムインテグレーションでは、
異なる種類の複数ロボット・センサ・周辺機器が共通の管理システムで運用可能となり、専門知識を持たな
い作業者でもロボットを導入した全体システムの構築が容易となる。さらに、AI とドメイン知識を活かした
デジタルツインの整備・活用が進み、物理シミュレーションとデータ分析によりロボットの性能予測・寿命
診断・モニタリングが高精度で可能となる。
2.2.2　現状
　現状では、各ロボットメーカが独自のインタフェースで管理システムを開発・運用しており、異なるメー
カのロボットを新たに導入する場合には、管理システムの再構築が必要となる。そのため、異なる種類のロ
ボット・センサ・周辺機器を共通の管理システムで効率良く運用する事は困難である。また、システムを構
築するためには高い専門性を持つ作業者の多大な労力が必要となる。これらはロボットシステムを導入する
上で大きな阻害要因となっている。
2.2.3　実現するための技術的方策
　上記の課題を解決する技術的方策としては、異なる種類の複数ロボット・センサ・周辺機器が様々な企業
の垣根を越えてつながることができるように、デジタル化の推進が重要である。現状の多くの製品システム
では、ハードウェアの中にソフトウェアが一体として組み込まれ提供されている。まずはこのソフトとハー
ドの分離が必要である。これにより様々なアプリが追加可能となり、新サービスの創出を期待できる。その
次に、ソフトのレイヤーを標準化することで、様々な企業のハードやアプリと容易につながるプラットフォー
ム化を進める。データを中心としたサービス展開が、プラットフォーム化していくデジタルトランスフォー
メーション（DX）によって可能となる。
2.2.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、プラットフォーム標準化に向けた法令の整備と利用促進を進めること、さらに、超
高速・超低遅延・多数同時接続可能な通信網の整備を進めることが期待される。

2.3　高柔軟性・高適応性を持つスマートプロダクション
2.3.1　ありたき姿
　最も広いレベルとして「高柔軟性・高適応性を持つスマートプロダクション」の実現が期待される。2050
年のデジタルツインを活用したスマートプロダクションの最適化の結果、柔軟性と適応性を備えた生産シス
テムが構築され、物流システムではサプライチェーンプラットフォームが標準化される。サプライチェーン
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プラットフォームを通した企業間の調達連携が進み、貨物車や船舶等の運搬時の積載率向上やサプライ
チェーンを横断した CO2 排出量の抑制が図られる。
2.3.2　現状
　現状は、各企業内の仕組み作りに留まっており、企業間の連携に乏しい。同様にサプライチェーンも各企
業の個別最適化になっており、企業の垣根を超えた物流システム全体での最適化は図られていない。様々な
企業が産業の垣根を越えてつながる状況となっていないため、多様なニーズに合わせた多品種少量生産にお
いては、エネルギーや資源の無駄が発生している。
2.3.3　実現するための技術的方策
　上記の課題を解決する技術的方策としては、複雑に絡み合った中から最適解を見つけ出す量子世界のクア
ンタムトランスフォーメーション（QX）へ発展させることが求められる。デジタル化の推進により、資産拡
張性の高いビジネスモデルの構築が期待できる。また、現在、通信デジタルツイン及びデジタルツイン間の
データ通信では公開鍵を用いた暗号化通信を主に用いているが、近年の計算速度向上に伴い暗号鍵が解読さ
れるリスクが懸念されており、通常の通信よりも強固な暗号化が求められている。
2.3.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、セキュリティ対策導入を促進する政策的支援が必要となる。

3.　人・AI・ロボット同士の関係性のありたき姿と道筋

3.1　ありたき姿
　本節では、人・AI・ロボット同士の関係性のありたき姿について考える。先に述べたように、AI 技術や
ロボット技術は今後、熟練者や専門家だけでなく誰でも使えるようになることが期待されるため、ユーザの
やりたいことを理解して実行に移す家電のように使えるロボットの実現が期待される。また、ロボット・AI
の職場への導入が進むと、AI に使われる、仕事を奪われると感じてしまう人が一定数発生すると考えられて
いる。しかしながら、ロボット・AI 単独で全てが行えるわけではなく、環境の構築やメンテナンスを行い維
持していく必要がある。

3.2　現状
　現在、産業用ロボットを扱うには、専用プログラムの知識やティーチングといった専門的なスキルが必要
となっている。生産工程にロボットを導入しても知識を持った人材が不在の場合、不具合や構成変更が発生
した場合に対応できず、持続的に利用しづらいのが現状である。また、ロボットが作業を実行するためには
内容を事細かに正確に設定する必要がある。

3.3　実現するための技術的方策
　上記のありたき姿を実現する技術的方策としては、直感的な UI（User Interface）や AI アシスタント等の
対話性インタフェースの実装が期待され、センサ・ロボット・AI 技術をブロックのように簡単に組み上げら
れることが求められる。

3.4　実現するための社会的方策
　昨今、教員数は減少傾向にあり、教員不足が社会的課題となっている。その様な中でロボット技術の発展
スピードは目まぐるしく、新規に習得する必要がある知識も膨大である。新規技術の教育に必要な知識を習
得する教師を集約し、オンライン授業コンテンツを整備することにより新規技術の教育を県や学校単位にと
らわれず行うことや、各学校教員には基礎的な学習に注力してもらうことで負荷低減及び人材の共有を図る
ことが挙げられるであろう。また、既存の枠組みにとらわれず、民間企業の成熟した生の技術を持った人員
に委託し授業を行うことも有効だと考える。
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4.　カーボンニュートラル対応のありたき姿と道筋

4.1　ありたき姿
　本節では、カーボンニュートラル対応のありたき姿と道筋について考える。これには、社会を変える、働
き方を変える、行動を変えることが必要である。

4.2　現状
　現状では、カーボンニュートラルの実現可否が不透明であり、経済活動との両立や実現へのロードマップ
が明確化されていないといった課題がある。また、電力需要は今後も増えると予想されるが、電力部門の脱
炭素化が進んでおらず、火力発電への高依存が続いている。さらに、カーボンニュートラルに対する国際的
なギャップがあり各国の取組みに温度差があることや、各国での経済活動の活性化に伴う廃棄物の増加、森
林破壊等も起こっている。カーボンニュートラル化に伴う失業や業務転換という、化石燃料廃止による産業
構造の変化に伴う課題も指摘される。

4.3　実現するための技術的方策
　再生可能由来エネルギーの安定供給は、いまだ発展途上で天候変化への対応が困難であり、蓄電池技術等
の更なる発展が待たれるところである。加えて、CO2 回収技術も未確立であるため、これらの技術の発展・
成熟が技術的方策として挙げられる。

4.4　実現するための社会的方策
　社会的方策としては、カーボンニュートラル実現のための法整備や人材育成、投資強化・税制優遇といっ
た経済面での支援、全体としての将来を見据えたロードマップ提示が期待される。更に、カーボンニュート
ラル化に伴う雇用の創出促進や、カーボンニュートラル化の重要性を認識するための各種施策の効果の見え
る化、各国間のギャップを埋めるための国際連携の強化（技術提供、共同技術開発）、森林保全技術、緑化高
速化技術の向上等も期待される。

5.　各業種におけるありたき姿

　本節では、建設業、農林水産業と、サービス業（福祉・介護分野）に焦点を絞り、その分野に特化した各
分野のありたき姿について考えてみるとともに、ここまで述べてきた内容との関連性を示す。

5.1　建設業のありたき姿
　2050 年の建設業では、従来の地上での建設作業に加えて、地下空間や海洋、さらに宇宙での建設作業が盛
況になると考えられる。建築構造物の設置場所拡大に伴い、ロボット技術が幅広く利用されるようになる。
また、デジタルツインの活用が進み、建築構造物の計画・設計、施工、維持・管理、解体撤去に至るまでデー
タでシームレスに管理され、ライフサイクルコストの最適化が進んでいるであろう。

5.2　農林水産業のありたき姿
　次に農林水産業の 2050 年のありたき姿について考える。遠隔操作ロボットを用いて現地に行かなくても作
業ができることで、場所を限定しない働き方が実現できるとともに、天候に左右されない室内環境での作業
も可能となる。また、農業用ロボットによる効率化が実現し、複数箇所での作業ができるとともに、我が国
の国土に適した点在型大規模農場が実現できると考える。遠隔操作ロボットを用いることを前提とすること
で、障碍を持った方や高齢者の農林水産業への参加も可能となり、多様性のある職場環境の構築が実現できる。
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5.3　福祉・介護分野のありたき姿
　最後に、サービス業の一つとして、福祉・介護分野の 2050 年のありたき姿を考える。介護ロボットを活用
することで、被介護者がこれまで一人でできなかったことができるようになり、また、介護する側も直接あ
るいは間接的にサポートされることで、その負担を軽減することが可能となる。

第 4 章　スマートコミュニティ～持続可能な社会に資するコミュニティ日常の姿～

1.　2050 年のスマートコミュニティ（平時）のありたき姿

1.1　人の生活を支援するロボティクス技術のありたき姿と道筋
1.1.1　介護・育児・教育等の専門的なサービスを AI ロボットで実現

（1）介護
1）ありたき姿

　地域包括ケアシステムの構築により、これまで自立して生活してきた個人が、第三者や機器の助けを
借りながら尊厳を失わず住み慣れた地域で生活を続けることが求められる。このような当事者（以下、
要介護者）のウェルビーイングに関する視点の一方で、心身の負担や自己実現の機会という観点からの、
支え手側（専門職及び家族等、以下、介護者）のウェルビーイングの実現についても配慮が必要である。

2）現状
　要介護者のウェルビーイングの実現と、介護者のウェルビーイングの実現という二つの観点が存在す
る。介護ロボットは単一作業への対応が中心であり、あらゆる作業を 1 台で行う・柔軟な対応を行うと
いったことが現状ではできない。そのため要介護者にとっては支援の幅が広がらない。また、介護行為
によって本来人が生活や仕事の場で行うべき・行いたい活動が個人の心身機能（あるいはその状態）及
び時間によって制限される介護者の課題に対して介護ロボットを導入しようとしても、単一作業への対
応が中心で、特定環境での利用に限定されるがために、機能を使うための前後の作業は人が行うことと
なり、介護者側の負担が増加する上、操作を行うための知識・スキルが必要である。介護者・要介護者
のニーズとの間にギャップがある点にも課題がある。

　3）実現するための技術的方策
　場所を選ばず、より生活に密着した支援を行うため、環境や個人の状態・要求に合わせ、適切な支援
を提供する適応自在な AI ロボットの実現が望まれる。そのためには、環境・状況認識技術の向上や長
期観測とデータの共有による個人最適化、介護ロボット間あるいは介護ロボットと人の協働による多様
で動的な環境・作業への対応、要介護者本人が使用できるような使いやすさ（ユーザビリティ・UI・
UX）向上が課題となる。

（2）育児
1）ありたき姿

　育児の分野におけるありたき姿は、技術で家庭をオープンにし、つながり合える社会での共同子育て
が実現した世界である。ここで重要なのは、人がやりたいことと技術ですることとのバランスを選択で
き、それらのバランスが取れていることである。そして自分自身でなくても良いことは安心して任せら
れる状態である。その前提が担保された上で、ロボットや AI 技術を通じた育児の専門的なサービスの
家庭への導入によって、心身の健康維持や、良いワークライフバランスと社会参画、自己効力感の向上、
安全で安心な家庭育児環境の実現といった、養育者、子どもや育児支援者の身体・精神・社会的なウェ
ルビーイングがもたらされる。

2）現状
　核家族や一人親、頼れる人が身近にいないといった、閉鎖的な育児環境にある家庭が存在し、養育者
や家庭への育児の負担や責任に偏りがある。少子高齢社会・地域のつながりの希薄化で、育児をするま
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での子どもに接する経験や、育児知識の伝承が不足しがちであり、一方で育児に正解はなく、インター
ネット上には様々な情報が溢れかえり、育児情報迷子に陥りやすい。また、育児の課題や対策が論じら
れる際に、いずれかのステークホルダ（子、養育者、支援者）単体の視点になりがちで、ステークホル
ダ全体のウェルビーイングが十分に検討されていない。

3）実現するための技術的方策
　家庭をオープンにし、つながり合える社会を実現するための、AI 技術、ロボットやネットワーク等の
テクノロジーの実現が必要である。家庭の方針に合わせ、個々を尊重した種々の介入デザインを提供側
が用意し、人がやりたいことと技術ですることとのバランスを、ユーザ自身が価値観とその影響（ベネ
フィットとリスク）の情報提供に基づいて選択でき、遠隔対話ロボットを介した遠隔サポーターによる
支援（遠隔保育、見守り、育児ノウハウの伝承）や、AI ロボットとの作業分担（見守り、お留守番支援、
寝かしつけ支援等）により一人ひとりにかかる育児の負荷を軽減する。また、家庭内におけるサービス
となるため、プライバシー保護やセキュリティ対策は重要である。加えて、幼児は大人の予測を超える
行動を取ること等を前提とした子どもに対する安全性を踏まえた設計、ステークホルダ全体を考えた評
価手法（心身負担、発達影響等）が必要である。

（3）教育
1）ありたき姿

　教育におけるありたき姿は、学校教育・社会教育においては、AI・ロボット・ネットワーク技術によ
る足場掛けによって、いつでも、誰でも、どこでも、受けたい教育・学習・習い事が受けられる社会で
ある。家庭教育においては、家庭の自主性を尊重しつつ、養育者のみに負担が偏り過ぎず、社会で家庭
教育を支える必要がある。教育基本法によれば、「国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重し
つつ、保護者に対する学習の機会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ず
るよう努めなければならない。」とあり、保護者もしくは保護者とその子どももまた、技術による足場
掛けによって、ユビキタスに家庭教育や育児に関わる学習の機会を享受する。

2）現状
　家庭環境による経験格差があり、それに由来する子どもの関心格差がある。また、経済的な豊かさや、
養育者の承認・IT リテラシーの高さが求められる等、特定の子ども、環境での利用に限定されている。

3）実現するための技術的方策
　VR を活用した体験・学習や、遠隔地からアバターロボットを利用した登校や活動への参加、AI 技術
による個々に適した学習支援を実現する。そして、家庭や個人に合わせたロボットや AI 技術による介
入デザインを行う。また、家庭内におけるサービスとなるため、プライバシー保護やセキュリティ対策
は重要である。加えて、子どもに対する安全性を考慮した設計が求められる。

4）実現するための社会的方策
　実現するための社会的方策は、介護、育児、教育に共通である。まず、ユーザそれぞれが求める最適
なロボットサービスをユーザ自身が選ぶことは難しく、ニーズに合うロボットをサービスとして提供す
るロボットサービスオーガナイザの導入が必要であろう。同時に、ユーザリテラシーの向上、意識改革、
AI ロボット導入のビジョンの共有を徐々に図っていくことが重要であり、そのための施策がロボットの
メーカ側、サービス提供者側、行政（教育）に求められる。さらに、ロボットサービスは比較的初期コ
ストのかかるものであり、普及の初期フェーズでは経済的余裕のあるユーザにターゲットを絞るとして、
その後の社会全体への普及を考えれば導入のための助成金やインセンティブ等、行政制度の充実が必須
である。

1.1.2　家事や清掃等の家庭における機能を AI ロボットで代行
（1）ありたき姿

　家庭の家事支援におけるありたき姿は、AI ロボットで効果的かつ効率的に日々の家事作業を支援し、
それを、人しかできないことや、人が本当にやりたいことに取り組めるよう活用するという、自己実現
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のきっかけとしての姿である。そのために、ロボットリテラシーが高くなくとも誰でも使えるユニバー
サルデザインが実現されている。また、自分自身でやりたいことと技術ですることとのバランスを個人
の要望に合わせて選択できる。そして、個々の利益だけでなく、持続可能性の視点において重要な、地
球環境への負荷の軽減と両立した家事が実現されている社会である。

（2）現状
　家事や家庭における役割を担う場合、それにかかる拘束時間や身体的・精神的負荷により、自己実現
に向けた取組みや、本来人が生活や仕事の場で行うべき・行いたい活動が制限される。また、現存する
家事支援のシステムは、単一機能の機器が中心であり、機能を使うための前後の作業は人が行う。さら
に、経済的な豊かさ、IT リテラシーの高さが求められる等、特定環境での利用に限定されている。

（3）実現するための技術的方策
　環境や各個人の状態や要求に合わせ、適切な支援を提供する適応自在な AI ロボットを実現する。具
体的な活用場面は、炊事（献立作成、調理の下準備、配膳、後片付け）、掃除、衣類の洗濯、整理、日
用品の買い物、全家電を動作させるための庶務等である。住居設備環境のロボット化といった、あえて
ロボットと言われなくなるほど身近な、全自動等のロボット技術を確立する。また、環境負荷の軽減と
両立した AI ロボットによる家事を実現する。そして、ユーザリテラシーの向上と並行して、使いやす
さ（ユーザビリティ・UI・UX）を向上していく。

（4）実現するための社会的方策
　普及に向けた社会的方策としては、ユーザリテラシーの向上、意識改革、AI ロボット導入のビジョン
の共有が欠かせない。また、現状ロボット専用保険が徐々に開発されつつあるが、存在を感じさせない
ロボット等、多種多様なロボットやサービスの登場に合わせて、一層のロボット保険の整備が必要であ
る（家財補償、怪我への補償等）。さらに、前節の介護・育児・教育と同様、社会全体への普及に向け
ては、経済的豊かさが導入の条件にならぬよう、導入のための助成金やインセンティブ等の行政制度の
充実が必要である。特に、本サービスが最も必要であろう人（介護や看護に追われていて、情報の入手
が困難な人等）にもいかに届けるかを模索し、適した行政支援を確立していくべきである。

1.1.3　身体的・時間的制約を超えた活動を AI ロボットで実現
（1）ありたき姿

　誰しもが身体的・時間的制約によって制限をされることのなく、活動することを可能にする。アバ
ターロボット等を用いて遠隔地からの活動やサービスの享受、サービスの提供を行う。また、個人の身
体能力を超えた体験をロボットが代替して実行したり、個人をサポートしたりすることによって実現する。
遠隔での活動を行うことにより、移動時間という時間的制約に縛られることなく、活動を可能とする。

図 6　身体的制約を受けずに行う活動
（日本ロボット工業会作成）

（2）現状
　身体的な制限とは、個人の心身機能、あるいはその状態が実施可能な活動の制約となってしまうこと
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である。たとえば、サイクリングや登山といったアクティビティを行いたいが、体の節々が痛む。接客
業を行いたいが、身体的障碍により、店頭に出ることが難しい等が考えられる。また、危険を伴うアク
ティビティにチャレンジしにくいことも制限として考えられる。
　また、時間的制約とは活動そのものの時間だけでなく、活動をするにあたっての移動時間等、本質で
ない時間が必要となるため、充分な時間を確保できないことである。たとえば、旅行に行きたいが、移
動時間も含めた数日間を確保できない等が考えられる。
　昨今では、avatarin 株式会社の newme、株式会社オリィ研究所の OriHime 等のアバターロボット、
VR 機器を用いたメタバース等が登場しているが、空間的、時間的に制約のある場面での利用に限られ
ている。

（3）実現するための技術的方策
　身体的制約を補うための、サポートロボット（アシストスーツ）の活用や、アバターロボット、身体
拡張ロボットをあたかも自分自身の体のように操作でき、五感を通じて体験を可能にする。また、アバ
ターロボットも他人から個人として認知されるように、個性が反映できる。
　生活の様々な場面をシームレスに行動できるよう VR 空間やアバターロボットをプラットフォーム化
する、また、このプラットフォームから行動履歴を蓄積し、VR 空間のアバターや、アバターロボット
の個別最適化を行うことで、より一層活動の幅を広げる。

（4）実現するための社会的方策
　各社がプラットフォームを利用して、サービス提供を実施するにあたって、行動履歴等、プライバシー
情報を含むライフログデータの取り扱い規定の制定が必要となる。プライバシーデータ共有、セキュリ
ティといったリスクと、得られるベネフィットに関するサービス提供者と利用者間のコンセンサスの醸
成を行う。また、誰しもが利用できるように、ロボットの貸し出し、利用者の管理、導入サポートの充
実化をロボットメーカだけでなく、自治体等とも連携を行う。

1.2　デジタルツイン活用スマートコミュニティのありたき姿と道筋
1.2.1　人と環境の活動状態の長期観測による変化への気づきと支援

（1）ありたき姿
　人と人を取り巻く環境の長期観測によるデータの蓄積に基づく変化への気づきによる日常生活への AI
ロボットの活用が期待される。人の活動は環境との相互作用で創出されるものであることから、人の心
身の健康状態を観測、理解し、個人に最適化した適切な働きかけを行うためには人の心身状態の観測の
みならず、人が活動する環境の観測を行い、その双方を関連づけてデータを構造化した上で蓄積し、そ
の変化に基づき適切な働きかけを行えることが望まれる。人の活動を人の移動の観点から観測すれば、
様々な規模での人流、交通を観測することにつながる。効果的なエネルギー活用の観点からも交通の最
適化が期待される。

（2）現状
　現在の人の活動観測（ライフログ）への多くのアプローチはスマートウォッチのようなウェアラブル
デバイスを用いるものが挙げられる。身に着ける必要があることから測定可能な信号が限定され、環境
データを同時に観測することは難しい。獲得されたライフログを可視化することはできても、そのデー
タから状態を推定したり、状態を予測したりすることは困難である。したがって、データに基づいて適
切な働きかけを行うことも難しい。　　　　
　人の心身状態の理解のためには人の活動を環境との相互作用として捉える必要があるものの、ライフ
ログと環境データとの紐づけは行われていない。
　ライフログの長期観測や、環境データとの紐付け、ログに基づく個別最適化への応用のためにはライ
フログの集団データの蓄積と活用が期待されるが、現状ではライフログデータの組織的な管理・共有に
関する合意や規制が十分でないため、スマートコミュニティとして横断的に観測データを活用すること
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が困難である。
（3）実現するための技術的方策

　人の心身状態を推定できるよう必要な種類の信号を環境と同時に観測できる非接触なセンシング手法
の構築が期待される。長期観測を行い、集団データとして活用することを見据えた観測データの記述と
同期技術が求められる。観測データに基づく健康状態の推定、予測、改善提案手法の構築が必要である。
さらに、観測データの暗号化等、高セキュリティなデータ保護、共有技術の確立が求められる。

（4）実現するための社会的方策
　技術的な安全性に基づき、プライバシー情報を含むライフログデータの取り扱いの規定を制定し、適
切に利用可能とすることが望まれる。このとき、個人情報の共有と活用におけるリスクと、活用の結果
として得られるベネフィット（状態の把握、改善案の提案等）を適切に把握した上で、個人情報の活用
における合意形成がなされることが期待される。

1.2.2　高信頼・高効率なスマート交通・物流システム
（1）交通

1）ありたき姿
　2050 年のありたき姿は、交通でのプライベート空間を確保、待ち時間ゼロ、バリアフリーな移動によ
り、移動時間をより効率的に活用できることである。また、人流や災害に対して高いロバスト性を持っ
た、人の労力に依存しない信頼のおける交通網が整備されており、ウェルビーイングを確保できること
である。更に、環境負荷の低いモビリティを生産開発することにより、製品への社会的な信頼性も高まっ
ている。また、これらの交通手段は、デジタルツインを活用させることで、誰でも利用しやすい柔軟性
と、効率性とを併せ持つシステムとなっている。

2）現状
　環境に負荷をかけるエネルギー源の使用や、人の流通の増加は課題である。新幹線や鉄道、バスといっ
た公共交通機関では、プライベート空間の確保が難しく、移動時間の活用方法が限られる。また、時刻
表に応じた運行で、人の行動に待ち時間が生じている。
　自家用乗用車は通勤時間帯や長期連休では渋滞混雑という課題が発生している。

3）実現するための技術的方策
　VR 機器等により公共交通機関のようなリアル空間が狭くても、仮想的にくつろげる空間を構成し、
余暇を楽しんだり、仕事をしたりと移動時間の有効活用につなげる。また、自動車での個人移動では自
動運転技術の向上に伴う自動運転車共有サービスの社会への定着を図るとともに、サービスにおいても
車両の手配と効率的な活用を目指す。

4）実現するための社会的方策
　社会で自動運転車を保有することで、個人で自動車を保有していなくとも、誰しもが自動運転技術の
恩恵を得ることができる。また、個人で自動運転車を保有している場合も、仕事中等使用していない時
間帯にシェアをできるようにすることで、資源の有効活用を行う。この場合、貸し手の損失が発生しな
いようなルールの制定が必要となる。

（2）施設内物流 
　倉庫では豊富な品物から目的の品物を、効率よく、正確に、速く運ぶ必要がある。そのためには人力
よりもロボット、AI 等を利用した自動化が望まれている。

1）現状
　インターネット通信販売の拡大で B to C（Business to Customer；企業と一般消費者の取引）形態の
取引が増加し、物流市場の拡大が起きている。B to C の物流では多くの荷物をまとめて一ヶ所に送るの
ではなく、一つ一つの荷物を一人ひとりの顧客に届ける必要がある。

2）実現するための技術的方策
　家庭・仕事単位でのロボットを活用したスマートロジスティクスの導入による効率化を見込む。ロ
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ボットを活用した運搬準備、AI による事前予測に基づいた人に依存しないシステムによる搬送準備の効
率化、ドローンや 10 フィート輸送の活用による搬送の効率化が考えられる。

3）実現するための社会的方策
　ドローン、自動運転等の新しい技術に対しては法整備が不可欠である。無人運転であれば、機械の安
全を保障する認証制度や万が一、人同士が接触した場合の法律、保障制度が考えられる。ドローンの場
合は航空機等との共存、私有地への侵入、機械が落下した場合の措置が考えられる。

（3）社会インフラとしての物流
1）ありたき姿

　小売店に行かなくても、欲しいものはネットショッピング等を活用し配達サービスで入手することは
今日でも一般的になってきているが、2050 年には欲しいモノを “欲しい時” に入手できることが当たり
前な社会となる。また、物流がマンパワーに依存せず実現している。これは個人に限らず、店頭販売を
行う小売店においても同様である。

2）現状
　配達サービスを利用しても、モノを実際に入手するまでに数日のタイムラグが生じている。また、配
送拠点の移動では、昼夜問わず配送トラックによる搬送、エンドユーザに届けるラストワンマイルでの
配送では、受け取り手の不在による再配達問題が発生している。出荷後の物流はマンパワーに依存して
おり、物量が増加し続けていく物流に対して、労働人口の減少や労働環境が問題となっている。

3）実現するための技術的方策
　家庭単位・仕事単位のロジスティクスも多くあり、家庭・仕事単位でのロボットを活用したスマート
ロジスティクスの導入により効率化が見込める。搬送準備においては、デパレタイザーや自動倉庫シス
テム等を用いて、人に依存しないシステムで構成されている。また、デジタルツインを活用し、パーソ
ナライズされた情報から AI により “欲しい時 “の事前予測を行う。これらのシステムによる非稼働時間
の活用や予測に基づいた搬送準備を行うことで、リードタイムの短縮を行う。また、拠点間の移動では
自動運転車の利用だけでなく、荷役もロボットによって自動化を実現する。エンドユーザに短時間に確
実に搬送する方策として、ドローンや自律移動ロボットを活用した自動化されたラストワンマイルを行
う。また、3D プリンタのような付加製造（AM）技術の活用や、地方の中小規模の工場の活用による工
業製品の地産地消により、そもそもの物流の距離を縮め、物流の負荷を減らす。

4）実現するための社会的方策
　車道以外の物流に特化した移動網の確保が必要となる。これは搬送トラックに限らず、ラストワンマ
イルの自動化を行うための移動体に対する法整備、社会実装が必要となる。例としては、自律移動ロボッ
ト等の移動体が車道や歩道を走行するための法整備、社会実装、ドローンの場合は空中飛行に対する制
約の撤廃や、地下を活用する場合は、地下網の整備が挙げられる。

（4）高信頼・公平・公正なスマート公共・行政サービスシステム
1）ありたき姿

　知識がなくても誰でも公平に簡単に公共・行政サービスを利用できることが期待される。事務作業の
自動化、窓口の無人化によるヒューマンファクターによるエラーの除去や、人手不足を補い、サービス
の質向上に向けた業務支援が求められる。公務員における窓口・監視業務を削減し、正しく受益される
社会でありたいと考える。また一つの窓口で全ての申請を受付できることや、感覚的に申請できるシン
プルな利用方法を求めている。

2）現状
　数十年前と比べて新たな行政支援も増えてきており、支援条件や内容もめまぐるしく変化している。
この変化をどれだけの人が理解し、スムーズに対応しているのだろうか。申請する側はもちろん申請を
受ける側も対応しなければならない。そもそも今の自分にどのような申請・申告が必要なのか、どのよ
うな申告をしてきたのか等把握していない人も少なくない。各種制度や施設等の利用申請は、ここ数年
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で、市役所・警察署・公共施設等の庁舎窓口申請の他に、各種申請サイト、予約サイトの運用が始まり、
電子申請も増えつつある。
　書類の用意が必要なことは変わりなく、書類不備によるやり直しがあることや、役人による書類精査
等も、従来の窓口とあまり大きな変化はない。　　　
　必要書類は各自治体によって異なることや、電子サイトが複数あること等、利用者にとっては複雑化
しているとも言える。免許更新の講習もオンライン化が進んできているが、警察署等で必要な手続きも
あり、受付をする時点から混雑している。利用者数に対して受付対応が間に合っていない状況である。

3）実現するための技術的方策
　庁舎では、IT 教育を受けていない人に向けて、窓口対応をする汎用的なロボットを一時的に設置し、
一つの窓口で全ての申請が行える、どのような書類にも対応できる受付ロボットを用い、事務作業の無
人化を進めることで業務の削減になる。
　ロボットの利用に加えて、個人の情報のみに左右された、利用可能なサービスを自動もしくは選択して使
用できるようなシステムとすることで、申請・審査されなければ利用できない状況からの脱却を可能にする。
　自動車は、自動運転に近い技術が搭載され、違反にならないような工夫がなされている。そのなかで
取り締まりに人手を割くのは効率的にもよくない。違反を感知して自動で罰金を徴収するシステム、自
動で届出されるシステムの搭載も考えられる。警察官の見回り等もロボットに置き換えることで、
ヒューマンファクターを取り除き公平な受益に繋がる。

4）実現するための社会的方策
　庁舎自動化での技術を活用するにあたっては、制度や管理体制を見直す必要がある。サービス・支援
の対象を制限せず、一律配布するような、もっと単純な補助金制度にすることが手間を省くことにつな
がるだろう。
　また、リスク（プライバシーデータ共有・セキュリティ）とベネフィット（公共・行政サービスの公平、
公正な利用）に関するコンセンサス醸成が課題であるとともに、サービス・支援の対象を制限しないこ
と、「合理的配慮を人権保護であると認識」、「人々の多様性を認め、個々人の違いを活かし、より良い
成果を挙げるダイバーシティ＆インクルーシブネスが当たり前」といった価値観の普及も必須となる。

1.3　人・AI・ロボット同士の関係性のありたき姿と道筋
1.3.1　AI 技術・ロボット技術の導入ハードルを下げる

（1）ありたき姿
　AI やロボットに対する知識がなくてもそれらの技術をソリューションとしてユーザが活用できること
が望ましい。たとえば、スマートフォンのように誰でもすぐに使い始められること、ユーザのやりたい
ことがロボットに伝わり、ロボットの動作状況がユーザにとって解釈可能であることが必要である。ま
た、個々人のユーザの目的に合わせて柔軟に AI・ロボットシステムを構成できることが AI 技術・ロ
ボット技術の導入ハードルを下げることにつながると期待される。

（2）現状
　ロボットのヒューマンインタフェースは専門家向けである場合が多く、ロボットを利用するためには
専門的な知識やスキルが必要である。専門家が使用することを前提にしているため、ロボットへの指示

（コマンド）が一意に与えられることが前提となっている。そのため、ユーザが適切にコマンドを与え
られないとロボットを適切に使用することができない。ロボット、AI を使用する機会が日常生活の中に
ほとんどないため、ロボットに対する知識が得られないだけでなく心的敷居を下げることが難しい。

（3）実現するための技術的方策
　個々人がすでに有している知識をロボットの利用に適用できることが望ましい。物理的、文化的、意
味的整合性の高い直感的なユーザインタフェースや、人の社会性を規範にした AI アシスタントを構築
し、対話による問題解決を可能とすることが期待される。
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（4）実現するための社会的方策
　問題が生じた際にいつでも相談できるサポート体制の構築が期待される。さらに、地域差、年齢差な
く、様々な人々がロボットに対する知識を経験的に得て、ロボットに対する心的敷居が下がるようなロ
ボットに接する機会を増やすことが考えられる。

図 7　AI・ロボットのソーシャルスキルとヒューマンインタフェース
（日本ロボット工業会作成）

1.3.2　AI ロボット・VR アバター・人で構成される開かれたコミュニティ
（1）ありたき姿

　安心安全、安定安泰な生活を送れる社会でありたいと考える。そのためには、どのような人も気軽に
参加でき、自分らしさが発揮できる対面でのコミュニティの団結が必要になる。ありたき姿は、人と人、
人とコミュニティをつなぐロボット技術が実現され、誰でも、どこからでも、いつでもコミュニティに
参加できる、ダイバーシティ＆インクルーシブネスに富んだ社会である。そこでは、AI ロボット・アバ
ター・VR アバターを通じて個人の人格を反映でき、身体拡張や選択の自由が受容され、個人の尊厳が
尊重される。さらに人・ロボット・AI の適切な役割分担がなされた社会である。

（2）現状
　地域、年代、職業、身体的・精神的障碍の有無、家庭環境等により、社会との交流や教育の機会、就
労等の制限が生じている。地域、言語、文化、年齢、経済、様々な要因で孤立する等、社会との溝がで
きることにもつながる。倫理的課題そのものの理解・合意形成に至っていないため、AI ロボットの使用
における倫理的判断を困難にしている可能性がある。
　現代の “コミュニティ” を大別すると、ここ数年で発展したインターネット上で完結するオンライン
ゲームやオンラインサロン等趣味嗜好の集まり “オンラインコミュニティ” と、従来の地域によって構
成される生活の質を高めようとする関係 “地域コミュニティ” に分類できる。二つのコミュニティの主
だった特徴として、SNS を中心としたオンラインコミュニティは「浅く・広く」、地域コミュニティは「狭
く、深く」と考えられ、これは、コミュニティの発生背景や直接顔を合わせるか等の交流形態に起因す
る。現在はそれぞれの特性をうまく利用した、コミュニティ生成の社会が出来上がっている。しかし、
インターネットの誕生で気軽に参加できるオンラインコミュニティが盛り上がりを見せる一方、ハード
ルを感じる地域コミュニティは急速に減少しており、コロナ禍がさらにそれを加速させている。この状
況は、コミュニティ同士の分断を引き起こし、不安定な社会であると考える。個人同士だけでなく、個
人や組織を通して集団同士が関わりあって、うまく機能しているにもかかわらず、オンラインを基盤と
するコミュニティと、地域を基盤とするコミュニティが接点を持つことが難しいからである。その結果、
意見があるにもかかわらず、ルールの改定等が進まないことにも繋がっている。

（3）実現するための技術的方策
　気軽に地域コミュニティに参加するためのアバターロボットや、仮想と現実の空間や、仮想コミュニ
ティと対面コミュニティをつなぐロボットが必要である。ロボットのキャラクターのカスタマイズ、育
成等によって、オリジナルなロボットにできることも、自分らしさを発揮するポイントとなる。これら
のアバターやロボットで誰もがコミュニティ参加するためには、人、アバターロボット、VR アバター
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がコミュニティを形成できるインタラクティブ性の確立が重要である。また、つなぐことができるだけ
でなく、いつでも切り離すこともできる仕組みを考えることも必要であり、ロボット・アバターの乗っ
取りからユーザを守る信頼できるセキュアなロボット技術も必須となる。

（4）実現するための社会的方策
　視力の悪い人が眼鏡をかけるように、個人の苦手特性を支援する身体拡張は当たり前といった合理的
配慮に対する価値観や、子ども各々の特性に合わせた学習スタイルの選択が当たり前の権利であるとい
う考え、それらが社会全体の利益となる認識、それらダイバーシティ＆インクルーシブネスの価値観の
普及は、国や行政に求められる重要な社会的方策である。

図 8　人と人、人とコミュニティをつなぐロボット技術
（日本ロボット工業会作成）

1.3.3　ニーズに応じたロボットサービスの提案と運用
（1）ありたき姿

　AI やロボットに対する知識がなくてもそれらの技術をソリューションとしてユーザが活用できること
が望ましい。目的、解決したい問題に応じた適切で利用可能なロボット技術について知識のないユーザ
でも知ることができ、スムーズに利用可能になることが望ましい。また、必要なメンテナンスや問題発
生時のスムーズな解決が可能なロボットの利用体制が整っていることが望ましい。ロボット技術を提供
するメーカの観点からは、実現した技術がユーザの下で十分に活用されることが望ましい。さらに、ユー
ザのニーズに基づき、効果的に改良や新技術の開発につなげられることが望まれる。

（2）現状
　ロボットを使用するためには専門的知識が必要で、利用可能なロボットをユーザ自身が選ぶことは難
しい。ロボットを選択、導入できたとしても不具合が生じてそれを解決できない場合にはロボットの利
用を継続できない。また、ロボットメーカとユーザの課題・ニーズにギャップがあると、導入したとし
ても問題解決につながらずロボットの利用が継続されないこともある。

（3）技術的方策
　個々人がすでに有している知識をロボットの利用に適用できることが望ましい。物理的、文化的、意
味的整合性の高い直感的なユーザインタフェースや、人の社会性を規範にした AI アシスタントを構築
し、対話による問題解決を可能とすることが期待される。

（4）社会的方策
　ユーザのニーズに対応する AI ロボットの利活用をデザインするロボットサービスオーガナイザ及び
プロバイダの役割を強化する。問題が生じた際にいつでも相談できるサポート体制の構築が期待される。
学校教育を通じてロボットに対する理解が深い人材を増やすこと、豊かなヒューマンインタフェースを
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有するロボットに接する機会を増やし、経験に基づくユーザのロボットに関するメンタルモデルの構築
を促進することが求められる。

図 9　AI ロボットの利活用をデザインするロボットサービスオーガナイザとプロバイダ
（日本ロボット工業会作成）

1.4　特殊環境におけるありたき姿と道筋
　特殊環境を、ここでは人間による作業が不可能な環境と定義する。特殊環境には、宇宙、海中や洋上、炉、
極低温や極高温環境が挙げられる。限られた活動期間を鑑み、本ビジョンでは、宇宙環境に焦点を当てる。
それ以外の特殊環境については今後の検討とする。
1.4.1　宇宙環境におけるロボット技術の活用

（1）ありたき姿
　非常時・災害時からの迅速な復旧方法が確立しており、復旧にかか
る時間やコストが推算できる。また、復旧にはいくつかの段階があり、
ニーズが時間とともに変化する。変化するニーズに合わせた切れ目の
ない十分な支援が提供される。このために、衛星を使った地上と独立
した安定な通信網により地上の災害時の迅速な復旧活動や宇宙開発を
支えている。また、特殊環境適用技術が生活の質・安全安心の向上、
新たな可能性の開拓に貢献している。

（2）現状
　イーロン・マスク氏、ジェフ・ベゾス氏、堀江貴文氏等の IT 実業
家がこぞって月、そして火星を目指している。その背景には、インター
ネット通信網やビッグデータの収集手段というリソース掌握、スペー
スシャトル退役、米国のロケット開発の方針転換が挙げられる。
　ありたき社会の実現には、現状を適切に把握する手段、平時に比べて何が違うのかを定量的に評価で
きる手段、すなわち、精緻・広範囲・迅速な情報収集手段の構築が必要である。収集した情報を伝達す
るために、頑強かつ大容量の安定した通信インフラの整備が求められる。地上のどこで災害が起きても、
安定した情報収集、通信を実現するには、宇宙空間の利用が期待される。
　地球周回軌道に搭載した人工衛星を利用した通信網の構築や小型衛星を多数投入することで、あまねく場
所の精緻な情報収集の実現、ISS のような地上と独立した施設を拠点とした非常時にも安定した通信インフ

図 10　衛星からの情報による 
地上のイメージ
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ラの提供が期待される。そこで課題となるのが、宇宙への輸送コストが莫大であることと、地球外における
施設建設方法の確立である。宇宙分野では人工衛星やロケットは、一定のセンサを搭載し、ダイナミクスを
もち、自動制御が必要となることから、地上におけるロボットの概念とは異なる形ではあるが、必要となる
技術は地上のロボットと同様であり、特に区別なく、必要となる技術開発について方策を述べる。

（3）実現するための方策
　我が国では、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）と三菱重工業株式会社が中心となって
次期大型ロケット「H3」の開発を進め、その大幅なコスト減が期待されている。いずれもロケットの再
使用により、大幅なコスト削減を狙うものである。これまでは、打ち上げの成功率が強く評価されてき
たが、これに加えてコストや頻度、アクセスのしやすさといった面も評価され、民間による打ち上げサー
ビスというビジネスが成立、醸成するであろう。地球外における施設建設といえば、現在の ISS のロボッ
トアームが挙げられる。月面での施設建設で課題となるのは、ロボットアーム同様、大気がないのでま
ず放射線である。施設全体を殻で覆うか地下に建設するかが考えられる。そこで我が国の「かぐや」が
発見した地下空洞（タテ穴）が貢献するであろう。月面環境をうまく利用して建設を簡易化し、その付
近に資源インフラの整備、ロケットの離発着場といった施設から建設することになるであろう。

（4）事業性及び継続性
　ロケットの再使用を実現するには、着陸誘導制御の実装、耐久性・安全性の保証を実現する保守・点
検業務の規格化が必要である。現在の航空機運用のように、ロケット運用における管制・運航システム、
機体管理・整備、定期検査といったサービスが事業展開されることが期待される。一方、宇宙を目的地
とした旅行体験の事業化も予想される。
　米国・ロシアによる国主導・大型化の一途であった宇宙開発は今、多数の国・民間企業の参入、小型
で多数の衛星が運用され、ロケットは打ち上げから輸送・移動という常用手段となる転換期にある。高
い技術力と専門性、経験による信頼性が必要となるこの分野では、我が国の国主導、大企業による大型・
安定生産体制の確立、ベンチャー企業による挑戦的技術開発、これらの開発技術の民生転用とそのシナ
ジー効果が大いに期待される。

2.　2050 年のスマートコミュニティ（非常時）のありたき姿

　本節では、スマートコミュニティ（非常時）として、「災害対応」、「インフラ老朽化対策」、「パンデミック
対策」の三領域に注目し、現状の産業状況・技術を踏まえ今後取り組むべき課題の解決、あるいは発展が望
まれる技術領域を示す。

図 11　2050 年の非常時におけるスマートコミュニティ
（日本ロボット工業会作成）
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2.1　災害対応におけるありたき姿と道筋
2.1.1　ありたき姿
　災害に即座に対応し、早期の復興を実現するには、災害の種類や発災からの時間等に応じて異なるニーズ
に対応した、様々なロボットを即時投入できる状態とすることが望ましい。災害発生時には図 12 のように、
これらのうち必要なものが代わる代わる切れ目なく投入され、ロボット同士、あるいは人とロボットが協働
することで、早期の復興が実現される社会を目指すべきである。

図 12　災害時における社会のありたき姿
（日本ロボット工業会作成）

2.1.2　現状
　災害対応や復旧・復興支援にロボットが有効活用されるためには、特に以下 3 点の課題を達成する必要が
ある。
　1 点目は、状況の変化に応じて求められる様々なニーズに適用可能なロボットのラインナップ整備である。
我が国で発生する災害は地震、台風、火山の噴火等、様々である。更に同じ地震であっても、立地や状況に
よって発生する二次災害は家屋倒壊、津波、火災等多岐にわたり、これらそれぞれのニーズに対応する必要
がある。また、災害の種類だけでなく、図 13 に示すように発災からの経過時間によってもニーズは異なり、
これらが目まぐるしく変化していく。

図 13　災害時の状況変化とニーズの例
（日本ロボット工業会作成）

　2 点目は、プロトタイプ機を実用レベルに引き上げるためには、実際の災害以外でロボットの動作検証と
改善を行える仕組み・環境づくりが必要である。
　3 点目は、オペレータ人材の確保・育成である。ロボットの高度化・自律化に伴い、将来的にはオペレー
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タが不要となる可能性もある。しかし、少なくとも 2050 年の段階では、複雑な作業や、人道的・政治的観点
を伴う判断等において、オペレータが必要な作業が一定数残ることが想定される。オペレータへの教育は災
害が発生してから実施するのでは時間が掛かり、要求されるニーズやスピード感に対応できない。日頃から
必要なオペレータに対して教育を施しておき、災害発生時にはすぐに使いこなせる状態としておくのが理想
である。
2.1.3　実現するための技術的方策
　実現するための技術的方策として、災害時に想定される様々なニーズを考慮した共通基盤技術の確立が要
求される。情報収集、探査・救助、瓦礫処理等、災害の種類や発災後経過時間によって異なる要求機能それ
ぞれに対し、必要な要素技術開発、ロボット開発を進めていく必要がある。実用レベルに至った技術やロボッ
トは、技術カタログとして整理され、災害発生時に素早く欲しいロボットを検索し、取り寄せ可能となって
いる状態が理想である。協働を実現するためには、これらに関わる要素技術開発はもちろんのこと、製造元
の異なるロボット間でこれらの技術をスムーズに運用するための、通信インタフェースや共通規格の整備も
重要となる。
2.1.4　実現するための社会的方策
　実現のための社会的方策としては、これら共通基盤技術を早期に実用レベルに引き上げるための災害時─
平時相互利用の促進が必要である。今後次のステップとして、試験場だけでは予想・再現できない環境変化
への対応ノウハウの蓄積や、ロボット操作に習熟したオペレータの教育機会確保が重要となると考えられる。
そのための一方策として、災害対応ロボットやその要素技術を平時にも有効活用することが必要と考えられ
る。
　災害時─平時相互利用の促進のためには、政府や自治体等による、ロボットの試験的導入・活用の奨励や、
災害時・平時の双方への適用を見据えた要素技術開発を奨励する仕組みづくりが必要である。

図 14　共通基盤技術の災害時─平時相互利用
（日本ロボット工業会作成）

2.1.5　事業性及び継続性
　災害は、発生場所・内容・時期が予測困難であり、かつロボットのニーズが様々であるため、災害対応の
みでは継続的な事業は困難である。このため上記社会的方策でも述べた通り、技術の平時利用も考慮した上
で事業を成立させる必要がある。また、災害対応そのものに対しては、国民一人一人の命を分け隔てなく守
ること、健康で文化的な生活環境を確保すること等の、日本国憲法で保障されている人道的観点も重視すべ
きであり、経済性のみを追求すべきではない。このため人道的価値を考慮した、公共機関の資金面での支援

（開発費の補助等）は必須であると考えられる。

2.2　インフラ老朽化対策におけるありたき姿と道筋 
2.2.1　ありたき姿
　建造物の状態をデジタルデータで日常的に管理し、フィジカル空間をサイバー空間で再現・シミュレー
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ションを実行することで建造物の最適な補修・改修、または新設・破壊をすることで、インフラ破損被害が
起きない社会を実現する。そのために、ロボットが日常的にデータ収集やインフラ点検・補修活動を行うこ
とが望まれる。
2.2.2　現状
　我が国では、高度成長期以降に建設された橋梁、トンネル、河川管理施設、下水道、港湾岸壁といったイン
フラ設備が急速に老朽化し、今後 20 年間で、建設後 50 年以上経過する設備が加速度的に増加する見込みであ
る。表 1 に国土交通省が取りまとめた建設後 50 年を経過するインフラ設備の割合を示す。高度成長期以降に整
備された道路橋、トンネル、河川、下水道、湾岸等について、建設後 50 年以上経過する施設の割合が加速度
的に高くなる見込みである。インフラ設備の老朽化は、重大な人的被害をもたらす要因になることに加え、イ
ンフラ設備そのものが社会生活基盤を支える役割を担っているため、その老朽化を「非常時」のシーンに分類
した。老朽化したインフラ設備は、適切に補修・修繕を行い、継続的な機能維持を図ることが望ましいが、イ
ンフラ設備そのものの数が膨大であるため、ロボット技術を用いた効率化は必須の課題である。

表 1　建設後 50 年以上経過する社会資本の割合
出所：国土交通省「国土交通白書 2022」より日本ロボット工業会作成

2020 年 3 月 2030 年 3 月 2040 年 3 月

道路橋 約 30％ 約 55％ 約 75％

トンネル 約 22％ 約 36％ 約 53％

河川管理施設 約 10％ 約 23％ 約 38％

下水道管きょ 約 5 ％ 約 16％ 約 35％

湾岸岸壁 約 21％ 約 43％ 約 66％

　我が国の高速道路網をはじめとした生活の利便性や質の向上を目指した社会インフラの多くは 1960 年代の
高度経済成長を背景に整備されてきた。そのため予防保全としての計画点検や補修、改修等が必要となるが、
今後数万人規模の人手が必要な上に、経験者の高齢化に伴い、現場作業のノウハウ継承も課題となっている。
そのため、インフラ点検の省人化、自動化、効率化は急務であり、そのための技術開発や技術利用環境の整
備が必要になる。その中でロボットの役割は大きな割合を占めるであろうと考えられる。
　インフラ業界では現在でも、インフラ点検の一部として橋梁やトンネル等ではロボットやドローンを使用
した測量・調査等も行われ始めているが、利用箇所は限定的であり、汎用的にシステムには組み込まれてい
ない。現状のロボットやドローン活用には専門的な技術が必要であることや、技術的にも利用できる箇所や
環境を選ぶ必要性があることが課題として挙げられる。
　今後システムとして汎用的にロボットが使用されるためには正確性、汎用性、簡便性の飛躍的な向上によ
り “誰でも簡単に” ということがキーワードである。
2.2.3　実現するための技術的方策
　今後国内でのインフラ点検専用機開発の加速が、これらの実現に重要となる。そのためにも、国・地方自
治体にはインフラ点検、改修に関する支援を強化し、建設・点検業者への支援に含め、インフラ点検専用ロ
ボット開発・製造業者への研究資源投入等の支援体制の強化・構築が望まれる。また、インフラ専用機がさ
らなる発展を遂げることで、災害対策として活用され、平時活用ロボットとのバイユースが可能となる。
2.2.4　実現するための社会的方策
　さらには、産学連携を通じた他用途で確立・構築されたロボット用技術の容易な転用方法等が今後の発展
に不可欠となる。ロボット先進国である我が国の強みを活かし、技術的な相互・相乗効果を狙える仕組み作
りへと発展させることが求められる。このためには、産学および国・地方自治体等で定期的な人材交流を行
う仕組みが望まれる。
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図 15　ロボットモジュールの利活用
出所：株式会社安川電機作成、日本ロボット工業会編集

2.2.5　事業性及び継続性
　建造物の老朽化、災害発生頻度の増加、人手不足等、取り巻く環境から見ても、今後優先的な取り組み事
項でもあり、事業性、継続性ともに高い。

2.3　パンデミック対策におけるありたき姿と道筋
2.3.1　ありたき姿
　人類が地球上に存在する限り、パンデミックの発生は不可避である。今後も永続的に発生するであろうパ
ンデミックの悪影響を除去・最小化するため、我々人類は、人とロボットによる協働で「パンデミック解放
空間」を創出し、「パンデミック解放社会」を実現する。「パンデミック解放空間・社会」とは、パンデミッ
クが人類にもたらす悪影響や重負担を除去・軽減した安心・安全な空間・社会を意味する。
2.3.2　現状
　COVID-19 の感染リスク軽減を目的としたロボット技術として、IFR の「Case Studies - Robots and 
COVID-19」によると、PCR 検査ロボット、清掃ロボット、除菌ロボットが存在し、導入が進展している。
日本ロボット工業会の機関誌「ロボット」（特集：ウィズコロナ、アフターコロナ、No.261、2021 年 7 月）
によると、上記の現状認識を踏まえると、人とロボットが協働でパンデミックに対応するためには、以下の
3 点の課題が存在している。1 点目は、在宅勤務やオンライン授業が定着したとしても、医療現場、職場、学
校、自宅等、人と人が身体的・物理的に直接コミュニケーションする場面をゼロにすることは不可能である。
2 点目は、現在の在宅勤務はオフィス勤務のホワイトカラーワーカーが中心であり、現場勤務のエッセンシャ
ルワーカーは感染症リスクにさらされている。エッセンシャルワーカーの業務を遠隔操作ロボットで行う場
合、リアルタイムでのデータ伝送等技術的な観点でクリアすべき課題は多い。3 点目は、除菌ロボットや清
掃ロボット等が活躍する場所・空間は限定的な点である。ロボットの特性上、ロボットは人との身体的接触
機会が多くなると持っている力を発揮できなくなることが多い。また、人との接触機会の多い場所では安全
性の観点からロボット導入が進まない。
2.3.3　実現するための技術的方策
　実現するための技術的方策として、非接触・非対面による領域を拡大するための技術が重要であり、具体
例として、6G を活用したリアルタイム遠隔操作ロボットが挙げられる。また、接触・対面時の感染リスクを
根絶・低減する技術、例えば、感染症リスクの低い空間を創出する除菌・清掃ロボットも考えられる。
2.3.4　実現するための社会的方策
　実現するための社会的方策については、非接触・非対面による領域を拡大又は機会とするための政策・産
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業、接触・対面時の感染リスクを根絶・低減する政策・産業も重要である。
2.3.5　事業性及び継続性
　パンデミックは突発的に発生するため、パンデミック特化型ロボットの事業性は困難（政策としての対応）
である。このため、事業性の観点では、非接触・非対面・遠隔操作ロボット利活用の一用途としてパンデミッ
クを位置付けるべきと考える。
　パンデミックは突発的かつ不定期に発生するものだが、人類が地球上に存在する限り、パンデミックは永
久に継続することが見込まれる。

第 5 章　人とロボットの共生 
～安全で信頼される人ロボット共生社会実現のために～

　安全で信頼される人ロボット共生社会を実現するために考慮すべき事項として「インパクト」、「ガバナン
ス」、「リスク」、「センスメイキング（受容性）」を挙げて検討する。

1.　インパクト

　今後 50 年の飛躍に向け、人々のウェルビーイング向上、経済的な価値創造、持続可能な社会の実現に与え
るインパクト（効果）が重要な要素となる。いかに優れた技術であろうと、経済的効果を生み出すことが困
難な高価で限定されたものや、将来の世代への負荷となるような環境に影響を与えるもの、人々の生活に肉
体的・精神的負荷を与えるものでは、人々や社会に受け入れてもらうことはできない。

1.1　スマートプロダクション（製造業、建設業、農林水産業）
　産業用マニピュレータや協働ロボット等の産業用ロボットや自律移動ロボットに関しては、広く誰もが参
画可能な経済循環網が構築されつつある。これら成熟し更なる技術導入が進められている市場ノウハウは、
建築土木や農業、一般社会等に活用することで、新たな経済活動のみならずウェルビーイングへの拡大へと
つながることが期待できる。
　建設業におけるロボットの導入は、建設投資が復調しながらも労働人口変化に伴う省人化と労働環境改善
に有効な手段として、搬送ロボット、溶接ロボット、手作業ロボット等の開発が進められている。人とロボッ
トで作業分担を行うことによる生産性と安全性の向上が期待されている。農業分野においては、データ活用
による不確実性の減少と効率の向上、労働力不足の解消に向け、大規模少品種大量生産から小規模多品種少
量生産まで耕運や収穫ロボットの活用目的に特化したロボット及びユニバーサルに活用可能なロボット技術
と、農家を代表とする幅広いユーザ層のウェルビーイング向上に向けた拡大が期待できる。

1.2　スマートコミュニティ（平時）
　より身近な様々な人々の生活の中では、経済合理性と QOL の両立によるウェルビーイングの実現に向け
て、コミュニケーション、医療・介護、家事支援におけるロボット活用の拡大が求められている。全ての人々
が様々な選択肢を有し、取り残されることのない社会参画とサービスを受けることができなければならない。
これら人中心の社会は、広大な新市場を作り出すこととなるが、技術やサービスを提供する側のビジネスエ
コシステムも重要となる。電子商取引の増加に伴う物流から配送までの自動化、過疎化エリアでのバスの自
動運転化、ビルや公共エリアでの警備サービス提供等、国内外を含めた様々な地域や環境で、誰もが同じサー
ビスを受け、利益が還元されるビジネスモデルの開発が進められているが、これらの早期実現と拡大が必要
である。



第 5章　展望 155

1.3　スマートコミュニティ（非常時）
　自然災害や人的災害、それらの複合等、様々な災害が発生し、その増加が懸念される昨今、災害時の情報
的支援、力学的支援、心理学的支援として早急な人命救助や社会復旧において、人が作業できない環境や人
との共存・協働環境での活動が可能なロボット活用が必要不可欠である。一方で、災害発生現場での運用に
耐えうる高信頼性・高耐久性と、そのような環境においても人の安全を確保するための安全技術は必須の要
素である。非常時の用途限定ではなく、産業分野やサービス分野等様々な分野で培われた技術や社会ルール
との共通化による、新たなビジネスモデルの確立が求められる。
　同様に、宇宙情報利活用や新資源の探索・発見、アルテミス計画に代表される宇宙経済圏の確立等、宇宙
ビジネスに向けたロボット事業は 2050 年に向けた発展が期待できる。現時点では研究や調査等限定された用
途ではあるが、今後の市場拡大とともに一般市民との接点も増え、社会的ウェルビーイングの向上への大き
な要素となることが期待される。

2.　リスク

2.1　人ロボット共生に向けた課題
　人とロボットの共生は、最重要課題の一つとして安全性の確保が挙げられる。特に、製造分野やサービス
分野では、ロボットが人と密接に関わり、長時間にわたり両者が共存する運用となるため、リスクアセスメ
ントの観点から、ロボット使用時のリスクレベルによっては、人に重大な危害が加わらないように安全な運
用形態が求められる。
2.1.1　製造分野
　製造分野では、世界的に少子高齢化に伴う労働力不足は加速しており、これらの生産現場では、人とロボッ
トが共生する生産形態により、少ない労働力でも高い生産性を確保することが期待される。現状では、安全
確保のための知識・ノウハウが人手中心の生産現場には不足しており、協働ロボット導入の障壁の一つと言
える。
　また、現在の産業用の協働ロボットは、安全に関する国際規格 ISO 10218 に基づいて、ロボット単体やロ
ボットシステム毎に、ロボットメーカやロボットシステムインテグレータ（SIer）が独自に第三者安全認証
機関から安全認証を取得しているが、認証機関によって認証基準が異なる面もあり、統一した認証制度の確
立も求められる。
2.1.2　家庭や介護用等サービス分野
　家庭・介護等のサービス分野でも、普及に向けた枠組み作りと検証は道半ばである。家庭・介護のサービ
ス分野では、ユーザは、購入者、使用者、受益者等様々で、製造分野と比較して知識や年齢等多岐にわたる
ため、広く普及することは困難である。スマートフォンや家電のように、特別な知識なく直感的に安心安全
に使えるロボットの実現と、それを支える社会基盤の構築が普及の鍵となる。
2.1.3　AI 活用時の安全確保
　ロボットの適用範囲が広がり、多様な環境に対応するためには、AI の活用は欠かせない。しかし、AI に
より、ロボットは人が予見しにくい動作を行う頻度が増える可能性があり、その全てを予見してリスクアセ
スメントを行うには、多くの知識や時間を要す。この観点で、AI 活用時の安全確保は、まだ試行錯誤の段階
であると言える。

2.2　人ロボット共生に向けた社会的枠組の構築
2.2.1　概要
　安全に関する課題を解決し、真の人ロボット共生社会を実現するには、ロボット自体の利便性や安全性を
より一層向上させるべく、ロボットメーカによる技術開発と並行して、設計や運用における安全基準の更な
る明確化・一般通念化が求められ、さらには、利便性とリスクのバランスを鑑みながら、残留リスクに備え
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た保険制度の確立も必要と見込まれる。人ロボット共生の実現に向けては、技術開発、安全基準、保険制度
が三位一体となった社会的枠組みが不可欠であり、それらの関係を図 16 に示す。

図 16　人ロボット共生に向けた社会的枠組み
（日本ロボット工業会作成）

2.2.2　技術開発
　ロボットの利便性とリスクはトレードオフになる面も多く、リスクアセスメントによって両者のバランス
を最適化する。常に最先端技術により、決して事故を起こさないためのメーカのたゆまぬ努力が必要である。
リスクアセスメントの基本原則に沿って、使用者や使用条件を定義し、本質安全設計並びに機能安全により
可能な限りリスクを低減する。それでも、通常の使用範囲において残留リスクが見込まれる場合は、ユーザ
が許容可能なリスクレベルまで低減した上で、通常予見される残留リスクとして、ユーザに情報を開示する
ことが求められる。
2.2.3　安全基準
　メーカによるロボット開発段階だけでなく、ロボットユーザによる安全な運用を実現するためには、人ロ
ボット共生の明確なルール作りが必要である。この点は、官公庁・第三者認証機関等の主導による以下の枠
組みの構築が期待される。人がロボットに教示する情報量や、ロボットが人の動きに合わせてどこまでアク
ティブに対応し自律運転できるか等の指標に応じたレベル策定が想定される。その共生レベルに応じて、人
とロボットがどの程度密接に連携するかが異なり、それぞれに求められる安全対策を定めた設計ガイドライ
ンの制定が必要となる。人ロボット共生レベルと設計ガイドラインの制定は、個別組織による独自の内容と
ならないよう、官公庁によるイニシアティブの下、規格化することが重要である。さらに、この規格に沿っ
た安全認証制度の確立が重要であるが、第三者認証機関によって認証審査の基準に差が生じないよう、官公
庁主導による統一した基準での安全認証制度が求められる。これにより、ユーザは、メーカを問わず安心安
全なロボットを活用することができる。
2.2.4　保険制度
　ロボットメーカによる技術開発並びに安全基準の確立により、安心安全な人ロボット共生の実現が期待さ
れるが、利便性とリスクのバランスから、やむを得ず残留リスクが生じる可能性は否定できない。ロボット
がますます普及し、人ロボット共生が日常に浸透する社会では、以下のとおり保険制度の確立も重要となる。
　保険制度の確立は、保険会社と第三者認証機関が中心となるが、技術提供側のロボットメーカと、ロボッ
トの購入者、使用者、受益者の様々な立場から構成されるユーザも巻き込んで、利便性と残留リスクレベル
に応じて、適切な保険料の設定等、実効性のある枠組みの構築が求められる。
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3.　ガバナンス

3.1　ELSI と RRI の観点
　前項で述べた、リスク低減（安全確保）に向けた社会的枠組については、技術開発、安全基準、保険制度
の三位一体の運用が重要である。ベネフィットの最大化とリスクの最小化を達成するために、適切なガバナ
ンスを構築する必要がある。
　ガバナンスの構築に際して、ELSI（Ethical、Legal、and Social Issues：倫理的、法的、社会的課題）、並
びに RRI（Responsible Research and Innovation：責任ある研究）の観点から課題抽出、分析を行い、関連
するステークホルダとの議論を経て、公知化、一般化を進めていく必要がある。図 17 に ELSI の概念を示す。

図 17　新規技術を社会実装のための多くのハードル
出所：大阪大学 社会技術共創研究センター資料より作成

3.2　様々なステークホルダが参画した新たなガバナンス
　ロボットと共生する社会では、利用者や受益者に加えて、ロボットを使わない一般市民もロボットと共生
することとなる。ロボットと共生する社会では、新たなガバナンス構築が必要になる分野が多数存在すると
考えられるが、その際にいかに適応できるかが大きな課題である。

4.　センスメイキング

4.1　社会受容性とセンスメイキング実例
　社会に受け入れられた方が良いのは当然と感じると思うが、それ以上に人とロボットの共生を目指す上で
社会受容性を考えることは重要である。人とロボットの共生が目指すのは、人が安心して生活できる社会で
ある。社会受容性を高めるセンスメイキングとしてそのロボットおよび技術の利便性・有効性が高いことは
必須である。また、高い利便性があるとして、それを一般の人に理解してもらう必要がある。

4.2　事業化が難しい領域の社会受容性によるビジネスモデル
　事業化が難しい分野では、研究開発に国として投資を行う必要がある。どれだけ投資するかは高度な政治
判断であり、資本主義国家である我が国では、社会的要求が高くない事業に多額の投資をすることは難しい。
更なる社会受容性を求めるためには、それを達成した場合に国民にどのような利益があるのかを示す必要が
ある。その利益を、抽象的な物ではなく具体的に一般の人にもイメージしやすく示すことが重要である。新
しい技術分野においては、その利益を分かりやすく提示することが必要となるであろう。

4.3　ロボットが人間社会と共存する未来のために
　我が国では安全に対する要求が高く、開発者がリスクを重視し過ぎて利便性を十分に得られておらず、イ
ノベーションが起こりにくい。なぜそこまで安全に対する要求が高いのか。我が国でイノベーションが起こ
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りにくいことには社会的責任が関係していると思われる。SNS 等での批判に対し、開発者に責任を負わせる
土壌ができてしまっている。
　ALARP（As Low As Reasonably Practicable）という考え方がある。これは「合理的に実行可能なリスク
の低減」という意味だ。近年、製造等の現場ではリスクアセスメントが普及してきたが、一般にはまだ
ALARP 領域や許容できる領域というのは浸透していない。

図 18　ALARP 領域
（日本ロボット工業会作成）

　その原因として、無機物（ロボット）に対しては完璧を求めてしまうことが挙げられるであろう。ロボッ
トの社会受容性を高めるためには、ロボットに対するイメージを人対人と同じようにシフトしていけるかが
鍵となる。そのために、開発者はやはり重大リスクを低減する努力が必須となる。何よりも死亡事故を防ぐ
ことを目指すべきで、人とぶつからない、柔らかくする、エネルギーを小さくする等、可能な対応はすべき
である。
　また、見た目・機能のデザインによりロボットに対する無機質なイメージを変えていくことも重要である。
人による可制御性を確保することで、ロボットを使うことに人々が不安を持たないようにすることや、隣人
のように愛着を持って貰う工夫が必要となる。

おわりに
　本ビジョンの策定にあたっては、13 名の有識者を招いて、災害対応、インフラ点検、パンデミック、家庭、
物流、宇宙、農業、建設業、製造業、自動運転、安全、法律、ELSI と幅広い分野の勉強会を重ねた。本ビジョ
ンの策定に関わっていただいた皆様に感謝の意を表したい。ロボットの利活用範囲は幅広いため、今後は、
海洋分野等の様々な分野も含めて議論していく必要がある。ロボティクスを通して、どのような社会であり
たいか、どのような方策で取り組むべきか、我々はこれからも多くの方々と共に、幅広い観点で考えたいと
考える。
　本ビジョンが、2050 年の “ありたき姿” を考察するうえで、幅広い各層の一助となれば幸いである。

（2023 年 1 月末現在）
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2．創立 50 周年記念シンポジウムの概要

　創立 50 周年記念事業の一環として、2022 年 10 月
13 日（木）、14 日（金）の両日にわたり、東京ビッ
グサイト 7 階の国際会議場において「JARA 創立
50 周年記念シンポジウム」を開催した。本節では、
本記念シンポジウムの概要について記載する。

2.1　開催概要
　「JARA 創立 50 周年記念シンポジウム」は、今後
の半世紀を見据え、記念事業のテーマである「ロボ
ティクスがもたらす持続可能な社会」の実現に向
け、ロボットのあるべき姿を多面的に捉え、ロボッ
ト分野等の斯界の有識者による講演等を通じて広く
発信することで、ロボット産業の発展に資すること
を目的として開催した。
　開催概要を表 1 に示す。本記念シンポジウムにつ
いては、当会ウェブサイトに 50 周年記念事業ペー
ジを設けて情報発信を行うほか、会員向けメルマガ
への掲載、機関誌へのチラシの封入、新聞広告出稿、
株式会社日刊工業新聞社のメルマガへの掲載等によ
り、広く一般へ向けて広報活動を実施した。なお、
新型コロナウイルス感染症の感染対策のため、当会
ウェブサイトからの事前申込制とした。

表 1　開催概要

会　期 1 日目：�2022 年 10 月 13 日（木） 
9：00～16：00

2 日目：�2022 年 10 月 14 日（金） 
9：00～16：40

会　場 東京ビッグサイト会議棟 7 階
国際会議場＋ライブ・アーカイブ配信

（ハイブリッド形式）
申込み ウェブサイトからの事前申込み制
参加費 無料
主　催 一般社団法人日本ロボット工業会

　初日の基調講演では、一般社団法人 Space Port 
Japan の山崎直子 代表理事（元 JAXA 宇宙飛行士）
より、「持続可能な社会の有り様とロボティクスへ
の期待」について、2 日目の特別講演では、淺間一 
東京大学大学院工学系研究科教授／当会ロボット産

業ビジョン策定委員会委員長より、「ロボット産業
ビジョン 2050 ～人・社会・環境と共存するロボッ
ト～」に関する大変有意義で貴重なご講演をいただ
いた。
　また、＜AI とロボット＞、＜スマートプロダクショ
ン＞、＜スマートコミュニティ＞、＜人とロボット
の共生～倫理、安全、法～＞、＜人とロボットの共
生～ロボットデザイン～＞という五つのセッション
を設け、各方面のエキスパートである講師各位にご
登壇いただいた。そして 2 日目のプログラム最後と
なるパネルディスカッションにおいては、「ロボティ
クスがもたらす持続可能な社会」をテーマに 4 名の
パネリストによる活発な議論が展開された。
　なお，新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
の観点から、今回のシンポジウムはリアル会場（東
京ビッグサイト 国際会議場）・オンライン会場のハ
イブリッド方式で実施し、会期中の来場者及びオン
ライン視聴者総数は 1,424 名と多くの方に聴講いた
だいた。また、一部講演についてはアーカイブ公開

（期間限定）も行った。

2.2　講演概要
　本節では、本記念シンポジウムの講演プログラム
及び各講演概要についてまとめる。

図 1　記念シンポジウムチラシ
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■ 1日目（2022 年 10 月 13 日（木））

9：10～10：00　基調講演

「持続可能な社会の有り様とロボティクスへの期待」
一般社団法人 Space Port Japan 代表理事（元 JAXA 宇宙飛行士）

山崎 直子 氏
【講演概要】
ロボットも宇宙技術も人の可能性を拡張するものである。本講演では、宇宙空間におけるロ
ボット活用の具体的な事例や実証実験の内容等を紹介しながら、宇宙産業におけるロボティ
クスの活用について紹介した。また、人の活動領域の広がりに伴い、ロボットの活用領域も
さらに広がっていくと考えられ、様々な社会問題の解決にロボット技術が果たす役割は大き
いと期待されている。持続可能な社会の実現には、人とロボットが共存する社会の実現が必
要であり、そのためには、この度策定される「ロボット産業ビジョン」の下に技術を集結し、
制度を整え、各種課題を解決していくことで、その先にある Well-being につながっていくと
考えている。

10：05～12：15　≪セッション A ≫　AI とロボット

「人を幸せにする持続可能な AI・ロボット社会の創造に向けて」
～国連「AI のある未来」と Project GenZAI（ムーンショット R&D 事業）から～

早稲田大学文学学術院／次世代ロボット研究機構 AI ロボット研究所 教授
高橋 利枝 氏

【講演概要】
Society 5.0 とは、デジタル革新と多様性によって社会問題を解決し、新しい価値を創造する
社会を目指すものである。本講演では、人を幸せにする持続可能な AI・ロボット社会の創造
に向けて、ヒューマンファーストイノベーションを提言し、機械中心ではなく人間中心に考
えることで、「誰一人取り残さない」AI ロボット社会の実現が目指せることを述べた。また、
その実践として、国連「AI のある未来」プロジェクト及び Project GenZAI を紹介し、そこ
で浮かび上がった課題から、望ましいロボットの在り方について提案した。

「労働生産人口減少に対する、人を中心とした AI・ロボットの活用」
国立研究開発法人産業技術総合研究所インダストリアル CPS 研究センター 研究センター長

谷川 民生 氏
【講演概要】
サイバーフィジカルシステム（CPS）とは、フィジカル世界のデータを集め、それをサイバー
空間で再現し、AI で解釈・学習・シミュレーションすることでロボットを介して物理世界へ
還元する、AI、IoT、ロボットの技術連携の基盤となるシステムである。国立研究開発法人
産業技術総合研究所のインダストリアル CPS 研究センターでは、少子高齢化による労働生産
人口の減少という課題解決に CPS を活用する研究を進めている。その目標は、人機械協調技
術を活用した一人当たりの生産性の向上、ロボットを介した遠隔操作技術を活用した遠隔就
労による潜在的な生産労働者の増加、AI を活用した熟練者のノウハウの効率的な技術伝承で
あり、本講演では、研究の具体的な考え方と内容を事例を交えながら紹介した。



第 5章　展望 161

「AI・ディープラーニングの進展とロボット」
東京大学大学院工学系研究科 教授

松尾 豊 氏
【講演概要】
現在は第 3 次 AI ブームと呼ばれ、ディープラーニング（DL）がその進化を牽引している。
DL は日常生活の場面でもよく使われており、産業界においても急速に実用化が広がってい
る。本講演では、DL の活用事例を見た上で、最近急激に進化している自然言語処理における
DL について紹介し、この大規模言語モデルが今後人間の仕事や日常生活を大きく変えていく
可能性について述べた。また、ロボット業界では、コスト、時間、実用性の面で DL の研究
が停滞してしまっているが、大規模言語モデルと同じように自己教師あり学習を用いた世界
モデルを活用したり、今現在まだ解明されていない DL の現象の研究が進むことで、さらに
新しい技術的進展が予想される。

13：00～14：25　≪セッション B ≫　スマートプロダクション

「ジヤトコ電動ユニット生産ラインの紹介」
ジヤトコ株式会社 取締役会長

本田 聖二 氏
【講演概要】
100 年に一度の変革期と言われる自動車業界において、世界的に環境意識が高まる中で、従
来のガソリンエンジン車から電気自動車へのシフトが始まっている。来る電動化時代に向け
て、ジヤトコ株式会社では、これまで培った技術や経験を最大限に生かし、電動化対応製品
の開発・生産に取り組んでいる。本講演では、同社の会社概要とともに、同社独自の生産方
式について、そのコンセプトと目指す姿、さらに新たな電動化対応に向けたラインの取組み
を、具体的な事例を交えながら紹介した。また、最後に将来のロボットに対する期待につい
ても述べた。

「持続可能な食糧生産のためのロボット活用」
株式会社エムスクエア・ラボ 代表取締役

加藤 百合子 氏
【講演概要】
本講演では、実業家としての立場から、テクノロジーをどのように使えば課題解決につなが
るか、商品を生み出すデザイン的思考について、株式会社エムスクエア・ラボの「やさいバ
ス」事業を例に提示した。同事業は、物流・EC・ソーシャルメディアが一体となった世界で
も類を見ないサービスであり、地域の生産者や消費者の声を反映し、ともにサービスを作り
上げる仕組みとすることで、順調に事業拡大を続けている。また、持続可能な食糧生産のた
めに、農業における人手不足や業務カイゼン、労務管理等の各種課題に対し、ロボットをい
かに活用していくことができるかを紹介した。
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14：30～15：55　≪セッション C ≫　スマートコミュニティ

「自動配送ロボットが可能にする、より便利で持続可能な社会」
楽天グループ株式会社ドローン・UGV 事業部 UGV 事業課 シニアマネージャー

牛嶋 裕之 氏
【講演概要】
配送需要の高まりと物流の担い手不足を背景に、楽天グループ株式会社では、2016 年よりド
ローンや自動配送ロボットによる配送の実証実験やサービス提供を行っている。本講演では、
2022 年 10 月現在提供中のロボット配送サービスなどを紹介し、その事業化に向けて、ロボッ
トによる物流の無人化・省人化のメリットを最大化することで、低コストで持続可能な配送
サービスを実現していくと述べた。また、2023 年 4 月の改正道路交通法の施行により低速・
小型のロボットの公道走行が可能となることは、自動配送ロボットのみならず、あらゆるロ
ボットの活躍の場が広がっていく重要な転換点となると考えられる。

「手術支援ロボットへの挑戦」
株式会社メディカロイド 取締役会長　　　　
川崎重工業株式会社 代表取締役社長執行役員

橋本 康彦 氏
【講演概要】
医療用ロボットはマーケットの成長が著しく、大きな期待を集めている分野であるが、これ
まで米国が市場を独占しており、日本の産業用ロボットメーカもなかなか入っていけなかっ
た。株式会社メディカロイドは、2020 年に国内発の手術支援ロボットシステム「hinotoriTM」
を上市し、その適用範囲を拡大している。本講演では、医療用ロボットを取り巻く環境と同
社設立の経緯、また、産業用ロボットの技術をベースに医療従事者の先生方とロボットエン
ジニアが対話を重ねながら進めた hinotoriTM の開発経緯と、そのシステムの特徴について紹
介した。さらに、遠隔技術と組み合わせた hinotoriTM の今後の進化と、同社が目指す医療の
今後についても述べた。

■ 2日目（2022 年 10 月 14 日（金））

9：10 ～ 10：00　特別講演

「ロボット産業ビジョン 2050～人・社会・環境と共存するロボット～」
東京大学大学院工学系研究科 教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一般社団法人日本ロボット工業会ロボット産業ビジョン策定委員会 委員長

淺間 一 氏
【講演概要】
日本ロボット工業会では、ロボティクスを課題解決型技術と位置付け、2050 年を見据えた「ロ
ボット産業ビジョン～人・社会・環境と共存するロボット～」の策定に向け、現在、「スマー
トコミュニティ平時 WG」、「スマートコミュニティ非常時 WG」、「スマートプロダクション
WG」、「人とロボットの共生 WG」の四つの WG において議論を進めている。本講演では、
各 WG の議論で明らかになった 2050 年の「ありたき姿（目指すべき社会）」を紹介し、現状
の課題とそれを実現するための技術的・社会的方策について解説した。これらの議論を取り
まとめ、本年度中に「ロボット産業ビジョン」として取りまとめる予定である。
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10：05 ～12：15　≪セッション D ≫　人とロボットの共生～倫理、安全、法～

「道徳的なロボットを作るには？」
名古屋大学大学院情報学研究科 准教授

久木田 水生 氏
【講演概要】
ロボット技術が発展し、社会の様々な場面において活用が進む中、キラーロボットや自動運
転車など、人工知能やロボットが人間の生命や安全に直接関わる場面に進出する可能性が高
まり、ロボットに関連する倫理的な問題について盛んに議論されるようになってきた。本講
演では、「ロボット倫理学」と呼ばれる分野について紹介し、ロボットを倫理的に行動させる、
すなわちロボットに道徳性を持たせるという試みを、哲学・倫理学・心理学・社会学的知見
から論じた。また、道徳的行為をロボットに任せることで生じる責任の問題についても考察
した。

「人とロボットの共生のための「安全」と「安心」」
国立研究開発法人産業技術総合研究所インダストリアル CPS 研究センター

ディペンダブルシステム研究チーム長
中坊 嘉宏 氏

【講演概要】
人とロボットが同一の空間を共有するためには、「安全」が必要になる。ロボット本体の安全
性についてはある程度規格が整備され、議論も進んでいるが、現在は使う側の安全、ルール
についての検討が進められているところである。本講演では、ロボットの安全に向けた取組
みについて、その歴史を振り返るとともに、現在の取り組み状況を紹介した。また、労働人
口の減少を背景に、今後も人とロボットの共生がますます進展していくと考えられることか
ら、人とロボットのあるべき関係を考え、「安全」を「安心」につなげていくことの必要性に
ついて述べた。

「人工痛覚による共感、モラル、倫理、信頼の発生から法的位置づけまで」
大阪国際工科専門職大学 副学長

浅田 稔 氏
【講演概要】
認知発達ロボティクスは、人間の認知発達過程を構成的手法を用いて理解することを目的と
する。本講演では、認知発達ロボティクスの哲学的背景を紹介するとともに、自己の概念の
発達の過程を知ることで、人工物であるロボットは自己主体感を持てるのかについて考察し
た。また、「痛み」は意識触発の要であるという仮説の下、「痛み」の経験・記憶が共感の始
まりであり、それが倫理感へとつながっていくという実験を紹介した。最後に、人間と機械
の間の信頼関係、AI／ロボットに対する法制度についても触れ、人間と機械の間の相互作用
の新しい価値や新たな倫理感の創出、AI／ロボットの法人格の設定等には難しい問題が含ま
れており、継続した議論が必要であることを述べた。
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13：00～15：10　≪セッション E ≫　人とロボットの共生～ロボットデザイン～

「ロボット時代の創造」
株式会社ロボ・ガレージ 代表取締役

高橋 智隆 氏
【講演概要】
ロボットクリエイターの仕事は、「ロボットを世に出す」ことである。研究開発・設計・デザ
インをし、プロトタイプを製作するだけでなく、量産協力・プロモーションにまで関与する
ことで、新たな課題を見つけ、改良を重ねていく。本講演では、これまで手掛けたロボット
を紹介し、その中の一つである小型ロボット端末を例にしながら、人とロボットがともに暮
らす未来の実現について、どのようなロボットを作り、どのように市場へ参入・展開してい
き、どのように普及させていったらよいか、といった産業創出の視点を交えながら解説した。

「アバターと未来社会」
大阪大学大学院基礎工学研究科 教授

石黒 浩 氏
【講演概要】
アバターは実世界を多重化する。人が身体、脳、空間、時間の制約から解放された社会が「ア
バター共生社会」であり、その実現に向け、現在様々な研究が進められている。本講演では、
アンドロイド、自律対話ロボット、遠隔操作ロボット等、これまでのロボット技術を組み合
わせることで実現したアバターについて、具体的な例を交えながら紹介した。また、様々な
分野での実証実験を通じて有効性が示されたアバターは、現在技術の社会実装を進める段階
へ移行しており、マーケット作りとそのマーケットを広げるための社会的なルールや倫理の
問題をこれから考えていく必要性についても述べた。

「生き物っぽさのデザインと生物模倣設計とのギャップあるいはその接合について」
東京大学大学院情報学環／生産技術研究所 教授

山中 俊治 氏
【講演概要】
自然物と人工物の違いは、それぞれの形の違いを生んでおり、古典的には人工物の様式を持っ
た人型のものがロボットと呼ばれた。本講演では、人は生き物に対して敏感であることから、
人とロボットの親和性を高めるのに有用な「生き物っぽさ」について、これまで手掛けたデ
ザインやロボットを紹介しながら解説した。生きているように見えるとはどういうことか、
その要素を抽出し、そこから得られた生き物っぽさを工学的構造に加えることで、自然的な
美しさと法則的な美しさをつなぐデザインが生まれることを述べた。
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2.3　パネルディスカッション概要
　2 日目の講演終了後、15：30～16：30 までパネルディ
スカッションを実施した。
　パネルディスカッションでは、ロボット産業ビジョ
ンを描く基盤となる「未来の社会像とロボットの活
躍像」について、4 名のパネリストで討論した。こ
れまでもロボットのビジョンは数多くまとめられて
きたが、今回のビジョンでは、将来のありたき姿か
らのバックキャストをすることとしてきたため、未
来の社会でロボットがどのような役割を持つかにつ
いて、パネリスト各位から意見をいただいた。共通
した意見は、ロボットに求める作業は人によって異
なることから、その多様性を実現できるロボットが
望ましいとのことであった。また、人がロボットを
使うことにより、人の能力を向上させるような機能
が望ましいという新しい考え方が提唱された。加え
て、物理的な機能を持つロボットによって IoT の物
理的なデータを収集することが可能となり、新しい
サービスが生まれる可能性も示された。
　持続可能な社会を実現するためには、労働人口減少
が避けられないことを踏まえると、難しくともロボット
にやらせたい仕事に関する研究開発を継続的に取り組
む仕組みが必要であるとの意見があった。AI 技術や
データロギングの技術を活用することで物理的サービ
スの効率化を図り、産業化を目指し、その後多様性に
対応することが一つの道であるとの指摘もあった。
　人とロボットが共存して作業する社会では、様々
な使い方により新しい価値を生み出すことが重要で
あることから、誰でも使える、使いやすいロボット
が重要であり、この技術が課題となる。
　このような議論の結果、 次の 4 点が将来のロボッ

ト像として描かれた。
　1）�これまでの苦行を解決するロボットではなく、

人がやって欲しいことをロボット化する多様性
が重要

　2）�ロボットを使うことで人が成長し、能力が拡張
するシステム

　3）�フィジカルなシステムとして人のフィジカルデー
タを蓄積するインタフェース

　4）�商品として普及するために、機能の実現だけで
なくデザインにも配慮する「かっこよい」ロ
ボット

　近々、このようなことを実現するには技術的な課
題も多いが、将来イメージを描いて継続して取り組
むことが重要であり、今回のパネルディスカッショ
ンが、関係者のヒントとなれば幸いである。

≪コーディネータ≫
一般社団法人日本ロボット学会会長／
株式会社 IHI 技術開発本部　技監� 村上 弘記 氏　

≪パネリスト≫
中央大学理工学部精密機械工学科 教授
� 新妻 実保子 氏
東北大学大学院工学研究科ロボティクス専攻 教授
� 平田 泰久 氏　
デロイトトーマツ コンサルティング合同会社
産業機械・製造業セクター シニアコンサルタント
� 上村 沢雄 氏　
広島大学大学院先進理工系科学研究科 教授
� 栗田 雄一 氏　

村上氏 新妻氏 平田氏 上村氏 栗田氏
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歴　代　会　長
（所属・役職は就任時）

氏名 会社名 役職 在任期間

初代 安藤　彦夫 川崎重工業株式会社 専務取締役 1972年 5月～1974年 5月

2代 久保　俊彦 株式会社日立製作所 代表取締役副社長 1974年 5月～1976年 5月

3代 内藤　一男 三菱重工業株式会社 代表取締役副社長 1976年 5月～1978年 5月

4代 松田　新市 三菱電機株式会社 代表取締役副社長 1978年 5月～1980年 5月

5代 安藤　彦夫 川崎重工業株式会社 代表取締役副社長 1980年 5月～1982年 5月

6代 清水　照久 富士電機株式会社 代表取締役副社長 1982年 5月～1984年 5月

7代 高橋　孝吉 株式会社神戸製鋼所 代表取締役会長 1984年 5月～1986年 5月

8代 菊池　　功 株式会社安川電機製作所
（現・株式会社安川電機） 代表取締役社長 1986年 5月～1988年 5月

9代 稲葉  清右衛門 ファナック株式会社 代表取締役社長 1988年 5月～1990年 5月

10代 青井　舒一 株式会社東芝 代表取締役社長 1990年 5月～1992年 5月

11代 大庭　　浩 川崎重工業株式会社 代表取締役社長 1992年 5月～1994年 5月

12代 森下　洋一 松下電器産業株式会社
（現・パナソニック株式会社） 代表取締役社長 1994年 5月～1996年 5月

13代 稲葉  清右衛門 ファナック株式会社 代表取締役会長 1996年 5月～1998年 5月

14代 本多　正道 株式会社不二越 代表取締役会長 1998年 5月～2000年 5月

15代 中山　　眞 株式会社安川電機 代表取締役社長 2000年 5月～2002年 5月

16代 田﨑　雅元 川崎重工業株式会社 代表取締役社長 2002年 5月～2004年 5月

17代 稲葉　善治 ファナック株式会社 代表取締役社長 2004年 5月～2006年 5月

18代 井村　健輔 株式会社不二越 代表取締役社長 2006年 5月～2008年 5月

19代 利島　康司 株式会社安川電機 代表取締役社長 2008年 5月～2010年 5月

20代 稲葉　善治 ファナック株式会社 代表取締役社長 2010年 5月～2012年 5月

21代 髙尾　光俊 川崎重工業株式会社 代表取締役副社長 2012年 5月～2013年 6月

22代 津田　純嗣 株式会社安川電機 代表取締役会長兼社長 2013年 7月～2016年 5月

23代 稲葉　善治 ファナック株式会社 代表取締役会長兼CEO 2016年 5月～2018年 5月

24代 橋本　康彦 川崎重工業株式会社 取締役 常務執行役員 2018年 5月～2020年 5月

25代 小笠原　浩 株式会社安川電機 代表取締役会長兼社長 2020年 5月～2022年 5月

26代 山口　賢治 ファナック株式会社 代表取締役社長兼CEO 2022年 5月～ 　　　　　　

資料編
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役　員　名　簿
（2022年 12月 31日現在）

氏　名 会社名 役　職

会　　長 山口　賢治 ファナック株式会社 代表取締役社長（兼）CEO

副 会 長 橋本　康彦 川崎重工業株式会社 代表取締役　社長執行役員

〃 久保田　和雄 三明機工株式会社 代表取締役社長

〃 曽我　信之 株式会社ＦＵＪＩ 代表取締役会長兼社長

〃 小谷　高代 株式会社ユーシン精機 代表取締役社長

理　　事 藤田　俊弘 ＩＤＥＣ株式会社 常務執行役員

〃 奥山　浩司 株式会社ＨＣＩ 代表取締役社長

〃 小谷　幸次 ジェービーエムエンジニアリング株式会社 代表取締役

〃 塩谷　陽一 株式会社スター精機 取締役社長

〃 森本　慶樹 株式会社ダイヘン 取締役　専務執行役員

〃 神谷　孝二 株式会社デンソーウェーブ 執行役員　ロボット事業部長

〃 秋山　昭博 パナソニック コネクト株式会社 執行役員　専務

〃 国崎　　晃 株式会社不二越 取締役

〃 古谷　友明 三菱電機株式会社 執行役員

〃 小笠原　浩 株式会社安川電機 代表取締役会長兼社長

〃 太田　裕之 ヤマハ発動機株式会社 上席執行役員

専務理事 冨士原　寛 一般社団法人日本ロボット工業会 専務理事

監　　事 木村　利直 日本トムソン株式会社 常務取締役

〃 吉田　　剛 イグス株式会社 代表取締役社長

〃 米中　郁雄 不二輸送機工業株式会社 代表取締役社長
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株式会社アイエイアイ

株式会社ＩＨＩ

ＩＤＥＣ株式会社

アズビル株式会社

イグス株式会社

株式会社ＨＣＩ

ＡＢＢ株式会社

オークラ輸送機株式会社

オムロン株式会社

川崎重工業株式会社　

カワダロボティクス株式会社

ＫＵＫＡ Japan 株式会社

株式会社神戸製鋼所

株式会社コスモ技研

株式会社小松製作所

CYBERDYNE株式会社

三明機工株式会社

ＪＭＵディフェンスシステムズ株式会社

ジェービーエムエンジニアリング株式
会社

芝浦機械株式会社

ＪＵＫＩ株式会社

シュンク・ジャパン株式会社

新明和工業株式会社

株式会社スター精機

ストーブリ株式会社

住友商事マシネックス株式会社

セイコーエプソン株式会社

セーラー万年筆株式会社

株式会社ゼネテック

株式会社ダイヘン

ＤＭＧ森精機株式会社

株式会社デンソーウェーブ

株式会社東芝

ナブテスコ株式会社

日本バイナリー株式会社

株式会社バイナス

パナソニック コネクト株式会社

株式会社日立製作所

平田機工株式会社

ファナック株式会社

株式会社ＦＵＪＩ

株式会社不二越

富士通株式会社　

不二輸送機工業株式会社

北陽電機株式会社

ミツイワ株式会社

三菱電機株式会社

武蔵エンジニアリング株式会社

株式会社Ｍｕｊｉｎ

株式会社安川電機

株式会社ヤナギハラメカックス

ヤマハ発動機株式会社

株式会社ユーシン精機

株式会社豊電子工業

リンクウィズ株式会社

正　会　員

会　員　名　簿
（2022年 12月 31日現在）

準　会　員

株式会社 IEC

株式会社アイエスエンジニ
アリング

株式会社アイエムパック

有限会社 ICS SAKABE

アイズロボ株式会社

愛知産業株式会社

アイテック株式会社

IDEC株式会社

IDECファクトリーソリュー
ションズ株式会社

I-PEX 株式会社

アクセレントジャパン株式
会社

アクセンチュア株式会社

株式会社アジャイル .COM

アセントロボティクス株式
会社

株式会社アペルザ

アラインテック株式会社

株式会社アルプス技研

アンリツ株式会社

株式会社イーモーション

IKOMAロボテック株式会社

株式会社石川工機

株式会社井高

株式会社 ICHIKAWA

株式会社伊東商会

因幡電機産業株式会社

井原精機株式会社

株式会社インダストリー
パートナーズ

インテグレスター株式会社

株式会社インテラ

株式会社ウエノテクニカ

株式会社ウチゲン

エア・ウォーター株式会社

株式会社エアグラウンド

株式会社エイジェック

エース設計産業株式会社

株式会社HCI

株式会社A・R・P

株式会社AUC
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エス・イー・ティー株式会社

SMFL レンタル株式会社

SMC株式会社

SUS株式会社

株式会社エデックリンセイ
システム

有限会社 FAfactory

株式会社 FAサポート

株式会社 FAプロダクツ

株式会社 F.O.D

大石機械株式会社

オークラサービス株式会社

オークラ工業株式会社

大沢工業株式会社

株式会社奥井組

オムロン株式会社

オムロンフィールドエンジ
ニアリング株式会社

株式会社小矢部精機

オリエンタルモーター株式
会社

オリックス・レンテック株
式会社

OnRobot Japan株式会社

カサイエレック株式会社

株式会社 KADO

金沢機工株式会社

株式会社加美機工

川重商事株式会社

株式会社北川鉄工所

KiQ Robotics 株式会社

協栄プリント技研株式会社

株式会社京二

キョーエイ機工株式会社

金陵電機株式会社

株式会社クツザワ

倉敷紡績株式会社

株式会社クリエイティブマ
シン

グローリー株式会社

株式会社ケイエスエス

株式会社ケイズベルテック

京葉ベンド株式会社

光星技研株式会社

鋼鈑工業株式会社

株式会社神戸機材

興和テックメイク株式会社

株式会社古賀機械製作所

コグネックス株式会社

株式会社コスモ技研

五誠機械産業株式会社

株式会社コハラ

株式会社近藤製作所

コンバム株式会社

株式会社佐賀プラント工業

佐藤商事株式会社

株式会社サンエイエンジニ
アリング

株式会社三機

三光電業株式会社

株式会社サンコー・インダス
トリアル・オートメーション

株式会社サンテック

株式会社サンテック

三宝精機工業株式会社

株式会社三松

三明機工株式会社

株式会社サンメカニック

株式会社山和エンヂニアリ
ング

サンワテクノス株式会社

三和ロボティクス株式会社

CKD株式会社

株式会社シーケンス

ジェービーエムエンジニア
リング株式会社

有限会社ジェス商会

JET 株式会社

株式会社システック

ジック株式会社

シナジーシステム株式会社

シナノケンシ株式会社

しのはらプレスサービス株
式会社

芝浦機械株式会社

芝原工業株式会社

株式会社シマノ

シュマルツ株式会社

松栄テクノサービス株式会社

白月工業株式会社

新エフエイコム株式会社

新東工業株式会社

新東スマートエンジニアリ
ング株式会社

株式会社シンユー

末松九機株式会社

スターテクノ株式会社

住友重機械工業株式会社

住友電設株式会社

スリーエムジャパン株式会
社

西研グラフィックス株式会社

静光電機工業株式会社

セイコーエプソン株式会社

株式会社成電社

学校法人清風明育社清風情
報工科学院

株式会社セック

ソニックシステム株式会社

株式会社ソフィックス

第一施設工業株式会社

第一実業株式会社

大喜産業株式会社

株式会社大気社

大新技研株式会社

株式会社泰成工業

大銑産業株式会社

ダイドー株式会社

タイヘイテクノス株式会社

太平電気株式会社

株式会社ダイヘン

大豊産業株式会社

太洋工業株式会社

大和エンジニアリング株式
会社

高松帝酸株式会社

髙丸工業株式会社

株式会社田口鉄工所

株式会社たけびし

株式会社立花エレテック

株式会社タック

タッチエンス株式会社

有限会社チアキ機工

千代田興業株式会社

塚田理研工業株式会社

筑波エンジニアリング株式
会社

津田駒工業株式会社

椿本興業株式会社

株式会社ティ・アイ・エス

DIC株式会社

株式会社ティーエス

株式会社ディースピリット

株式会社テクトレージ

株式会社テクノス

株式会社デザインネットワー
ク

テュフラインランドジャパン
株式会社

株式会社デンソーウェーブ

東京海上日動火災保険株式
会社

東京センチュリー株式会社

東京ベルト株式会社

東京貿易テクノシステム株
式会社

株式会社東精エンジニアリ
ング

東邦工業株式会社

有限会社東北メカニクス

株式会社東陽

東洋機器工業株式会社
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東洋計装株式会社

東洋理機工業株式会社

東レエンジニアリング株式
会社

株式会社ドーワテクノス

株式会社トガシ技研

株式会社戸苅工業

株式会社トキワシステムテ
クノロジーズ

株式会社特電

株式会社鳥羽

トライエンジニアリング株
式会社

株式会社トライテクス

中村留精密工業株式会社

株式会社ナ・デックス

ナブテスコサービス株式会社

鍋屋バイテック株式会社

株式会社ナベルホールディ
ングス

株式会社ナム

株式会社なんつね

株式会社日伝

日研トータルソーシング株
式会社

日晃オートメ株式会社

株式会社ニッコー

日酸 TANAKA株式会社

日進機工株式会社

ニッタ株式会社

日鉄テックスエンジ株式会社

株式会社日本HP

日本機材株式会社

日本サポートシステム株式
会社

日本産商株式会社

日本省力機械株式会社

株式会社日本設計工業

日本認証株式会社

日本ハイコム株式会社

一般財団法人日本品質保証
機構

日本モレックス合同会社

ノヴァンタ・ジャパン株式
会社

パーソルプロフェッショナル
アウトソーシング株式会社

株式会社HACHIX

ハイウィン株式会社

ハイテック精工株式会社

株式会社バイナス

株式会社パナソニック システ
ムネットワークス開発研究所

浜田製作株式会社

林精器製造株式会社

株式会社 PAL

バロ電機工業株式会社

ピアブ・ジャパン株式会社

株式会社ピーエムティー

ビー・エル・オートテック株
式会社

光 伝導機株式会社

疋田産業株式会社

株式会社日立オートメーショ
ン

株式会社日立産業制御ソ
リューションズ

株式会社日立システムズ

株式会社日立システムズ
フィールドサービス

株式会社ヒロテック

株式会社ファースト・オー
トメーション

株式会社ブイ・アール・テ
クノセンター

株式会社 FUJI

富士ソフト株式会社

富士通株式会社

富士電機株式会社

不二輸送機工業株式会社

株式会社プラスコーポレー
ション

株式会社ブリッジ・ソリュー
ション

株式会社フレアオリジナル

株式会社プロコード

株式会社プロテックシステ
ム .Lab

豊和工業株式会社

ホソダクリエイティブ株式
会社

株式会社北海砥石商会

株式会社マキテック

株式会社マクシスエンジニ
アリング

株式会社松下工業

株式会社松田電機工業所

マツモト産業株式会社

マツヤ産業株式会社

株式会社豆蔵

株式会社マルイチ

株式会社マルエム商会

丸文通商株式会社

株式会社ミタックス

三井物産マシンテック株式
会社

ミツイワ株式会社

株式会社三葉電熔社

三菱電機株式会社

三菱電機フィナンシャルソ
リューションズ株式会社

三菱電機システムサービス
株式会社

水戸工業株式会社

港産業株式会社

宮脇機械プラント株式会社

株式会社メイコー

明電商事株式会社

メカトロ・アソシエーツ株
式会社

株式会社メカトロニクス

Mech-Mind 株式会社

株式会社メンテックワールド

株式会社安川電機

株式会社安川メカトレック

YATOMI エンジ株式会社

株式会社ヤナギハラメカッ
クス

山下機械株式会社

株式会社山善

ヤマハ発動機株式会社

ヤマヤ E＆S株式会社

ugo株式会社

株式会社ユーテクノソリュー
ションズ

株式会社豊電子工業

株式会社ユニメック

株式会社ラインワークス

Rapyuta Robotics株式会社

株式会社理工電気

菱電商事株式会社

菱和電機株式会社

株式会社リョーサン

リンクウィズ株式会社

株式会社レスターエレクト
ロニクス

株式会社レステックス

ローロン・ジャパン株式会社

ロボコム株式会社

ロボットエンジニアリング
株式会社

株式会社ロボットシステムズ

株式会社ロボ派遣

株式会社ロボプラス

株式会社ワコーテック
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賛　助　（法　人）　会　員

アイダエンジニアリング株
式会社

IDECファクトリーソリュー
ションズ株式会社

アンリツ株式会社

SMC株式会社

Sエンジ販売株式会社

SGSジャパン株式会社

株式会社NCネットワーク

株式会社エヌテック

株式会社オージーエー

株式会社大林組

沖電線株式会社

小倉クラッチ株式会社

オリエンタルモーター株式
会社

鹿島建設株式会社

金子コード株式会社

加茂精工株式会社

一般財団法人関西情報セン
ター

カンタム・ウシカタ株式会社

Keenon Robotics 株式会社

株式会社木村洋行

株式会社キャプテンインダ
ストリーズ

金城機工株式会社

株式会社 KHD

KSW Robots Japan合同会
社

株式会社 KPMG FAS

KEBA Japan 株式会社

株式会社国際電気通信基礎
技術研究所

株式会社コスメック

コマツ産機株式会社

三機工業株式会社

三洲電線株式会社

株式会社サンメカニック

山洋電気株式会社

サンワテクノス株式会社

株式会社シーイーシー

CKD株式会社

ジック株式会社

しのはらプレスサービス株
式会社

清水建設株式会社

株式会社ショウワ

住友重機械工業株式会社

千住金属工業株式会社

ソニックシステム株式会社

大成建設株式会社　

株式会社泰成工業

大電株式会社

ダイトーエムイー株式会社

太陽ケーブルテック株式会
社

タキゲン製造株式会社

株式会社竹中工務店

一般社団法人中部産業連盟

津田駒工業株式会社

THK株式会社

TDKラムダ株式会社

TechShare 株式会社

テュフズードジャパン株式
会社

テュフラインランドジャパン
株式会社

テルモ株式会社

デロイト トーマツ コンサ
ルティング合同会社

一般財団法人電気安全環境
研究所

東急建設株式会社

地方独立行政法人東京都立
産業技術研究センター

株式会社東陽

トーヨーコーケン株式会社

トヨタ自動車株式会社

ナゴヤホカンファシリティー
ズ株式会社

株式会社ナレッジ

株式会社ニックス

ニッタ株式会社

日本ケイデンス・デザイン・
システムズ社

日本航空電子工業株式会社

日本精工株式会社

日本電産シンポ株式会社

日本トムソン株式会社

日本ドライブイット株式会社

日本ハイコム株式会社

日本美的株式会社

一般財団法人日本品質保証
機構

日本ムーグ株式会社

一般社団法人日本ロボット
学会

ノヴァンタ・ジャパン株式
会社

パーソルプロフェッショナル
アウトソーシング株式会社

ハーティング株式会社

株式会社ハーモニック・ド
ライブ・システムズ

ハイデンハイン株式会社

平井精密工業株式会社

株式会社ヒロテック

フエニックス・コンタクト
株式会社

株式会社古川製作所

株式会社本田技術研究所

一般財団法人マイクロマシ
ンセンター

株式会社マクシスエンジニ
アリング

株式会社豆蔵

三木プーリ株式会社

三井化学株式会社

三菱重工業株式会社

株式会社三ツ星

Mech-Mind 株式会社

ユニパルス株式会社

吉野川電線株式会社

レシップ株式会社

ローム株式会社

株式会社ロボテック
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会員数の推移

正会員全体 賛助（法人）会員全体 準会員全体 協賛会員／賛助（個人）会員全体

法人会員
（社）

【備考】
※正会員、賛助（法人）会員、準会員は法人会員。
※いずれも5月総会月での会員数。ただし、準会員の初年度
はSIer協会設立時（2018年7月）の会員数。

※協賛会員は、1996年より賛助（個人）会員へ名称変更。

個人会員
（人）

役 員 就 任 状 況
年度 会長 副会長 理事 監事

2013年度 髙尾　光俊
（川崎重工業株式会社）

▶7月
津田　純嗣
（株式会社安川電機）

津田　純嗣（～7月）
（株式会社安川電機）

▶7月
佐々木　誠
（株式会社不二越）
（2014年 3月退任）

河崎　勝浩
（株式会社日立ハイテ
クインスツルメンツ）

塩谷　陽右
（株式会社スター精
機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 藤重　治夫
（不二輸送機工業株式会
社）

神山　文範
（ユニバーサル特機株式
会社）

木村　利直
（日本トムソン株式会社）

川崎重工業株式会社 髙尾　光俊
（～6月退任）
▶9月《新任》
橋本　康彦

株式会社スター精機 塩谷　陽右
株式会社ダイヘン 清原　裕次

▶9月《新任》
浦井　直樹

株式会社デンソー
ウェーブ

岡　博行

パナソニック株式会社
マニュファクチャリン
グソリューションズ社
▶7月
パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社

《新任》
尾本　勝彦

株式会社日立ハイテク
インスツルメンツ

河崎　勝浩

ファナック株式会社 稲葉　善治
富士機械製造株式会社 曽我　信之
株式会社不二越 佐々木　誠

（2014 年 3 月
退任）

株式会社安川電機 津田　純嗣
ヤマハ発動機株式会社《新任》

藤田　宏昭
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

会 員 数 の 推 移
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2014 年度 津田　純嗣
（株式会社安川電機）

《新任》
赤川　正寿
（株式会社不二越）

《新任》
藤田　宏昭
（10月退任）
（ヤマハ発動機株式
会社）

小谷　眞由美
（株式会社ユーシン
精機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 藤重　治夫
（不二輸送機工業株式会
社）

木村　利直
（日本トムソン株式会社）

《新任》
嶋村　公一
（富士通株式会社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
株式会社スター精機 《新任》

塩谷　國明
株式会社ダイヘン 浦井　直樹
株式会社デンソー
ウェーブ

岡　博行

パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社

尾本　勝彦
（12月退任）

株式会社日立ハイテク
インスツルメンツ

河崎　勝浩
（1月退任）

ファナック株式会社 稲葉　善治
富士機械製造株式会社 曽我　信之
株式会社不二越 《新任》

赤川　正寿
株式会社安川電機 津田　純嗣
ヤマハ発動機株式会社 藤田　宏昭

（10月退任）
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

2015年度 津田　純嗣
（株式会社安川電機）

国崎　晃
（株式会社不二越）

曽我　信之
（富士機械製造株式
会社）

小谷　眞由美
（株式会社ユーシン
精機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 《新任》
服部　信一
（日本トムソン株式会社）

嶋村　公一
（富士通株式会社）

藤重　治夫
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 《新任》

森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

岡　博行

パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社

《新任》
青田　広幸

ファナック株式会社 稲葉　善治
富士機械製造株式会社 曽我　信之
株式会社不二越 《新任》

国崎　晃
株式会社安川電機 津田　純嗣
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】
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2016 年度 稲葉　善治
（ファナック株式会社）

橋本　康彦
（川崎重工業株式会
社）

青田　広幸
（パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社）

塩谷　國明
（株式会社スター精
機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 服部　信一
（日本トムソン株式会社）

嶋村　公一
（富士通株式会社）

《新任》
米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

岡　博行

パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社

青田　広幸

ファナック株式会社 稲葉　善治
富士機械製造株式会社 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
株式会社安川電機 《新任》

小笠原　浩
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

2017年度 稲葉　善治
（ファナック株式会社）

橋本　康彦
（川崎重工業株式会
社）

青田　広幸
（パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社）

塩谷　國明
（株式会社スター精
機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 服部　信一
（日本トムソン株式会社）

嶋村　公一
（富士通株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

《新任》
金森　淳一郎

パナソニック ファク
トリーソリューション
ズ株式会社

青田　広幸

ファナック株式会社 稲葉　善治
富士機械製造株式会社 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
株式会社安川電機 小笠原　浩
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

2018年度 橋本　康彦
（川崎重工業株式会社）

小笠原　浩
（株式会社安川電機）

曽我　信之
（株式会社ＦＵＪＩ）

小谷　眞由美
（株式会社ユーシン
精機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 《新任》
下村　康司
（日本トムソン株式会社）

嶋村　公一
（富士通株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
三明機工株式会社 《新任》

久保田　和雄
株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

金森　淳一郎

株式会社バイナス 《新任》
渡辺　亙

パナソニック株式会社 青田　広幸
ファナック株式会社 稲葉　善治
株式会社ＦＵＪＩ 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
株式会社安川電機 小笠原　浩
ヤマハ発動機株式会社《新任》

太田　裕之
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】
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2019 年度 橋本　康彦
（川崎重工業株式会社）

小笠原　浩
（株式会社安川電機）

曽我　信之
（株式会社ＦＵＪＩ）

小谷　眞由美
（株式会社ユーシン
精機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 下村　康司
（日本トムソン株式会社）

嶋村　公一
（11月退任）
（富士通株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
三明機工株式会社 久保田　和雄
株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

金森　淳一郎

株式会社バイナス 渡辺　亙
パナソニック株式会社 青田　広幸
ファナック株式会社 稲葉　善治
株式会社ＦＵＪＩ 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
株式会社安川電機 小笠原　浩
ヤマハ発動機株式会社 太田　裕之
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

2020年度 小笠原　浩
（株式会社安川電機）

稲葉　善治
（ファナック株式会
社）

青田　広幸
（パナソニック株式
会社）

塩谷　國明
（株式会社スター精
機）

久保田　和雄
（三明機工株式会社）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 《新任》
北川　邦彦
（イグス株式会社）

下村　康司
（日本トムソン株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
三明機工株式会社 久保田　和雄
ジェービーエムエンジ
ニアリング株式会社

《新任》
小谷　幸次

株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

《新任》
神谷　孝二

株式会社バイナス 渡辺　亙
パナソニック株式会社 青田　広幸
ファナック株式会社 稲葉　善治
株式会社ＦＵＪＩ 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
三菱電機株式会社 《新任》

三条　寛和
株式会社安川電機 小笠原　浩
ヤマハ発動機株式会社 太田　裕之
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】
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2021 年度 小笠原　浩
（株式会社安川電機）

山口　賢治
（ファナック株式会
社）

秋山　昭博
（パナソニック株式
会社）

塩谷　國明
（株式会社スター精
機）

久保田　和雄
（三明機工株式会社）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 北川　邦彦
（10月退任）
（イグス株式会社）

下村　康司
（日本トムソン株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
三明機工株式会社 久保田　和雄
ジェービーエムエンジ
ニアリング株式会社

小谷　幸次

株式会社スター精機 塩谷　國明
株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

神谷　孝二

株式会社バイナス 渡辺　亙
パナソニック株式会社《新任》

秋山　昭博
ファナック株式会社 《新任》

山口　賢治
株式会社ＦＵＪＩ 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
三菱電機株式会社 《新任》

古谷　友明
株式会社安川電機 小笠原　浩
ヤマハ発動機株式会社 太田　裕之
株式会社ユーシン精機 小谷　眞由美
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】

2022年度 山口　賢治
（ファナック株式会社）

橋本　康彦
（川崎重工業株式会
社）

久保田　和雄
（三明機工株式会社）

曽我　信之
（株式会社ＦＵＪＩ）

小谷　高代
（株式会社ユーシン
精機）

ＩＤＥＣ株式会社 藤田　俊弘 《新任》
木村　利直
（日本トムソン株式会社）

《新任》
吉田　剛
（イグス株式会社）

米中　郁雄
（不二輸送機工業株式会
社）

株式会社ＨＣＩ 《新任》
奥山　浩司　

川崎重工業株式会社 橋本　康彦
三明機工株式会社 久保田　和雄
ジェービーエムエンジ
ニアリング株式会社

小谷　幸次

株式会社スター精機 《新任》
塩谷　陽一

株式会社ダイヘン 森本　慶樹
株式会社デンソー
ウェーブ

神谷　孝二

パナソニック コネク
ト株式会社

秋山　昭博

ファナック株式会社 山口　賢治
株式会社ＦＵＪＩ 曽我　信之
株式会社不二越 国崎　晃
三菱電機株式会社 古谷　友明
株式会社安川電機 小笠原　浩
ヤマハ発動機株式会社 太田　裕之
株式会社ユーシン精機 《新任》

小谷　高代
一般社団法人日本ロ
ボット工業会

冨士原　寛
【専務理事】
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　　　　　　　　　　　　　　  業 界 発 展 の 功 労 者�
（五十音順、役職は受賞時）

叙勲・褒章受章者（当会推薦）�

故  安藤 彦夫 氏
紫綬褒章（1971年 4月）
勲三等旭日章（1984年11月）※
川崎重工業株式会社
（※相談役）

故  稲葉 清右衛門 氏
紫綬褒章（1981年 4月）
藍綬褒章（1990年 4月）
勲二等瑞宝章（1995年 11月）
従四位（2020年 10月）※
ファナック株式会社
（※名誉会長）

稲葉 善治 氏
藍綬褒章（2009年 4月）
旭日重光章（2018 年 11月）※
ファナック株式会社
（※代表取締役会長兼CEO）

大津谷 輝男 氏
藍綬褒章（1999 年 11 月）
富士機械製造株式会社
（代表取締役会長）

故  菊池　功 氏
藍綬褒章（1989年 11月）
株式会社安川電機製作所
（代表取締役社長）

小谷 眞由美 氏
藍綬褒章（2008年 11月）
旭日双光章（2022年 4月）※
株式会社ユーシン精機
（※名誉会長）

塩谷 陽右 氏
藍綬褒章（1996年 4月）
株式会社スター精機
（代表取締役社長）

津田 純嗣 氏
旭日中綬章（2021年 4月）
株式会社安川電機
（代表取締役会長）

利島 康司 氏
旭日中綬章（2018年 4月）
株式会社安川電機
（特別顧問）

故  内藤 一男 氏
藍綬褒章（1977年 11月）
勲二等瑞宝章（1984年 4月）※
三菱重工業株式会社
（※元代表取締役副社長）

中山　眞 氏
藍綬褒章（2003年 11月）
株式会社安川電機
（代表取締役社長）

故  米本 完二 氏
藍綬褒章（1990年 11月）
社団法人日本産業用ロボット工
業会
（副会長・専務理事）
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創立 50 周年記念式典 経済産業大臣表彰

稲葉 善治 氏
ファナック株式会社
（代表取締役会長）

創立 50 周年記念式典 経済産業省製造産業局長表彰�

小笠原 浩 氏
株式会社安川電機
（代表取締役会長兼社長）

曽我 信之 氏
株式会社 FUJI
（代表取締役会長兼社長）

津田 純嗣 氏
株式会社安川電機
（特別顧問）

橋本 康彦 氏
川崎重工業株式会社
（代表取締役社長執行役員）

藤田 俊弘 氏
IDEC 株式会社
（常務執行役員 技術経営担当）

山田 陽滋 氏
豊田工業高等専門学校
（校長）
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正 会 員 従 業 員 功 労 表 彰 者
（社名五十音順）

【第 1 回受賞者】（2012 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 福井　孝男　氏 5 株式会社日立製作所 細田　祐司　氏
2 川崎重工業株式会社 吉田　哲也　氏 6 株式会社安川電機 松尾　健治　氏
3 株式会社ダイヘン 黒田　　進　氏 7 株式会社ユーシン精機 小谷　高代　氏
4 株式会社ダイヘン 山田　博之　氏

【第 2 回受賞者】（2013 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 関野　芳雄　氏 6 ファナック株式会社 伴　　一訓　氏
2 川崎重工業株式会社 北村　伸二　氏 7 株式会社不二越 東　　良久　氏
3 株式会社スター精機 武井　英治　氏 8 三菱電機株式会社 小林　智之　氏
4 株式会社ダイヘン 西　　　勉　氏 9 株式会社安川電機 横山　和彦　氏
5 ファナック株式会社 井林　　純　氏 10 株式会社ユーシン精機 伊藤　秀一　氏

【第 3 回受賞者】（2014 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 樋口　伸夫　氏 5 ファナック株式会社 吉永　紀倫　氏
2 川崎重工業株式会社 中岡　信彦　氏 6 株式会社不二越 窪田　裕和　氏
3 ＪＭＵディフェンスシステムズ株式会社 草野　兼光　氏 7 株式会社安川電機 西　　正則　氏
4 株式会社ダイヘン 川野　　徹　氏 8 株式会社ユーシン精機 橋本　　健　氏

【第 4 回受賞者】（2015 年度）

1 株式会社ＩＨＩ 村上　弘記　氏 6 株式会社デンソーウェーブ 西村　作一　氏
2 ＩＤＥＣ株式会社 岡田　和也　氏 7 ファナック株式会社 木下　　聡　氏
3 川崎重工業株式会社 板東　賢二　氏 8 株式会社安川電機 井上　康之　氏
4 ダイヘン溶接メカトロシステム株式会社 花岡　　修　氏 9 株式会社ユーシン精機 鈴谷　英紀　氏
5 株式会社デンソーウェーブ 長田　道春　氏

【第 5 回受賞者】（2016 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 土肥　正男　氏 6 パナソニック スマートファクトリー
ソリューションズ株式会社 吉田　幾生　氏

2 川崎重工業株式会社 鎌本　俊之　氏 7 ファナック株式会社 安部健一郎　氏
3 株式会社ダイヘン 笠上　文男　氏 8 ファナック株式会社 加藤　哲朗　氏
4 株式会社デンソーウェーブ 小南　哲也　氏 9 株式会社安川電機 中川　次郎　氏
5 株式会社東芝 小川　秀樹　氏 10 株式会社ユーシン精機 國領　秀機　氏

【第 6 回受賞者】（2017 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 菅野　祥人　氏 6 ファナック株式会社 加藤　盛剛　氏
2 川崎重工業株式会社 湊　　　健　氏 7 北陽電機株式会社 嶋地　直広　氏
3 株式会社スター精機 水野　耕治　氏 8 株式会社安川電機 河野　寿之　氏
4 ダイヘン溶接メカトロシステム株式会社 益城　浩司　氏 9 株式会社ユーシン精機 森　　隆行　氏
5 株式会社デンソーウェーブ 橋本　秀一　氏

【第 7 回受賞者】（2018 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 長池　　真　氏 6 株式会社ＦＵＪＩ 永田　　良　氏
2 川崎重工業株式会社 杉山　健二　氏 7 株式会社ＦＵＪＩ 藤田　政利　氏
3 株式会社スター精機 松崎　　勉　氏 8 株式会社安川電機 鈴木　　宏　氏
4 株式会社デンソーウェーブ 益田　博文　氏 9 株式会社ユーシン精機 渡辺　健次　氏
5 ファナック株式会社 大塚　和久　氏
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【第 8 回受賞者】（2019 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 米島　　聡　氏 9 ファナック株式会社 小田　　勝　氏
2 オークラ輸送機株式会社 飯田　敏史　氏 10 株式会社ＦＵＪＩ 前田　文隆　氏
3 川崎重工業株式会社 亀山　　篤　氏 11 株式会社不二越 堀　　芳亮　氏
4 ＪＭＵディフェンスシステムズ株式会社 高木　敬補　氏 12 三菱電機株式会社 前川　清石　氏
5 株式会社スター精機 伊藤　辰成　氏 13 武蔵エンジニアリング株式会社 宮部　大樹　氏
6 株式会社ダイヘン 川本　博一　氏 14 株式会社安川電機 原　　勝明　氏
7 株式会社デンソーウェーブ 下　　孝志　氏 15 株式会社ユーシン精機 野田　勝美　氏
8 株式会社日立製作所 山本健次郎　氏

【第 9 回受賞者】（2020 年度）

1 ＩＤＥＣ株式会社 延廣　正毅　氏 6 Fanuc Europe Corporation S.A. 原田　宏之　氏
2 川崎重工業株式会社 吉田　雅也　氏 7 株式会社ＦＵＪＩ 伊藤　利也　氏
3 株式会社スター精機 堀　　敏彦　氏 8 株式会社不二越 本間　敬章　氏
4 株式会社デンソーウェーブ 山本　繁樹　氏 9 株式会社安川電機 富田也寸史　氏

5 パナソニック スマートファクトリー
ソリューションズ株式会社 坂田　昌弘　氏 10 株式会社ユーシン精機 塩崎　哲郎　氏

【第 10 回受賞者】（2021 年度）

1 IDEC株式会社 清水　隆義　氏 6 ファナック株式会社 坂下久二郎　氏
2 オークラ輸送機株式会社 菅原　輝久　氏 7 株式会社ＦＵＪＩ 岩城　範明　氏
3 川崎重工業株式会社 梶原　慎司　氏 8 三菱電機株式会社 島田　宗明　氏
4 株式会社スター精機 平野　数浩　氏 9 株式会社安川電機 松浦　英典　氏
5 パナソニック コネクト株式会社 向井　康士　氏 10 株式会社ユーシン精機 倉橋　一正　氏
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外部執筆者
第 4 章： 執筆者名 機関名・所属・役職
ロボット業界の 10 年（産業用ロボット） 小平　紀生 FA・ロボットシステムインテグレータ協会 参与
ロボット業界の 10 年

（電子部品実装ロボット）
水谷　　豊 株式会社 FUJI ロボットソリューション事業本部 営業企画部 マーケ

ティング課 課長

業界主要トピックス：ネットワーク／5G 板谷　聡子
国立研究開発法人情報通信研究機構 ネットワーク研究所 ワイヤレス
ネットワーク研究センター ワイヤレスシステム研究室 研究マネー
ジャー

業界主要トピックス：AI 尾形　哲也 早稲田大学 理工学術院 教授

業界主要トピックス：協働ロボット 鈴木　正敏 IDEC ファクトリーソリューションズ株式会社 マーケティング・DX
推進部 取締役部長

業界主要トピックス：
システムインテグレーション

佐藤　知正 東京大学 名誉教授

業界主要トピックス：
移動式プラットフォーム

太田　康裕 オムロン株式会社 インダストリアルオートメーションビジネスカン
パニー 技術開発本部 技術開発本部長

業界主要トピックス：サービスロボット
海外動向

上村　沢雄 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 産業機械・製造業セ
クター シニアコンサルタント

第 5 章：記念シンポジウムの概要
（パネルディスカッション）

村上　弘記 株式会社 IHI 技術開発本部 技監

コラム：国際ロボット展で振り返る 50 年 株式会社日刊工業新聞社

50 周年記念事業実行委員会 委員
委員名 機関名・所属・役職

委員長 橋本　康彦 川崎重工業株式会社 代表取締役 社長執行役員
委　員 村上　弘記 株式会社 IHI 技術開発本部 技監

久保田和雄 三明機工株式会社 代表取締役社長

福田　尚幸 株式会社デンソーウェーブ セールスマーケティング統括本部マーケティング本部 営業企画部 企画
2 室 担当次長

伊藤　孝幸 ファナック株式会社 常務執行役員／ロボット事業本部 副事業本部長 兼 ロボットセールス本部長
曽我　信之 株式会社 FUJI 代表取締役会長 兼 社長
守田　裕親 三菱電機株式会社 FA エンジニアリングサービス企画部 技術企画グループ 専任
小谷　高代 株式会社ユーシン精機 代表取締役社長
冨士原　寛 一般社団法人日本ロボット工業会 専務理事

広報部会 委員
委員名 機関名・所属・役職

部会長 守田　裕親 三菱電機株式会社 FA エンジニアリングサービス企画部 技術企画グループ 専任
委　員 山下まいか 川崎重工業株式会社 ロボットディビジョン 営業総括部 グローバル戦略部 営業企画課 主事

福田　尚幸 株式会社デンソーウェーブ セールスマーケティング統括本部マーケティング本部 営業企画部 企画
2 室 担当次長

中川　俊男 ファナック株式会社 ロボット事業本部 ロボットセールス本部 SI 支援部 次長
川倉　勝之 株式会社不二越 ロボット事業部 市販営業戦略本部 本部長
守田　隆一 株式会社安川電機 ロボット事業部 事業企画部 営業推進課 課長
上村　沢雄 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 産業機械・製造業セクター シニアコンサルタント
浅田　純男 一般財団法人日本品質保証機構 理事

（いずれも敬称略）
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